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第１号（９月２日）（金曜日） 

 １.開  会 ·······································································································   ６ 

 １.開  議 ·······································································································   ６ 

 １.会議録署名議員の指名 ··················································································   ６ 

 １.会期の決定 ····································································································   ６ 

 １.諸般の報告 ····································································································   ６ 

 １.議案第３４号・議案第３５号 一括上程 ·······················································  １３ 

   委員長報告、質疑、討論、表決 

 １.議案第３６号～議案第４０号 一括上程 ·······················································  １４ 

   説明、質疑、総務文教委員会付託 

 １.議案第４１号～議案第４４号 一括上程 ·······················································  １８ 

   説明、休憩、全協、質疑、討論、表決 

 １議案第４５号 上程 ························································································  ２０ 

   説明、質疑、各常任委員会付託 

 １.議案第４６号～議案第５２号 一括上程 ·······················································  ２５ 

   説明、質疑、各常任委員会付託 

 １.陳情第１９号・陳情第２０号 一括上程 ·······················································  ２９ 

   陳情第１９号 総務文教委員会付託 

   陳情第２０号 産業厚生委員会付託 

 １.日程報告 ·······································································································  ２９ 

 １.散  会 ·······································································································  ３０ 

    癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

第２号（９月１３日）（火曜日） 

 １.開  議 ·······································································································  ３２ 

 １.議案第５３号 上程 ······················································································  ３２ 

   説明、質疑、総務文教委員会付託 

 １.議案第５４号 上程 ······················································································  ３３ 

   説明、質疑、各常任委員会付託 

 １.一般質問 ·······································································································  ３４ 

   堀内 貴志 議員 ·························································································  ３５ 

   １ 桜島爆発に伴う体制について 

    （１）７月２４日に発生した桜島爆発。レベル５に引き上げられた際の対 



 

 

－２－ 

      応についての検証 

    （２）市民への情報提供について 

    （３）鹿児島市との連携について 

   ２ 鹿児島交通バス２３系統廃止に伴う本市の影響について 

    （１）検討されている廃止路線と本市に与える影響と対応について 

    （２）今後の支援の取組について 

   ３ 参議院議員選挙の結果について 

    （１）投票率の検証 

    （２）１８歳～２０歳までの投票率から見えるもの 

    （３）投票率向上方策について 

   ４ 曽於市での事故を踏まえて樹木の点検について 

    （１）曽於市の小学校で発生した事故に関して学校内の樹木の点検につい 

       て 

    （２）名古屋市での事故に関して街路樹の点検について 

   池田みすず 議員 ·························································································  ４６ 

   １ 子どもたちの学力向上について 

    （１）学力の現状と課題 

    （２）課題解決のための取組 

   ２ 子どもの遊び場を提供するための体育館無料開放について 

    （１）事業の目的について 

    （２）取組状況と課題について 

    （３）今後の取組について 

   ３ おおすみ観光未来会議について 

    （１）本市の負担金について 

    （２）広域並びに本市に対しての効果・活用について 

   ４ 新型コロナウイルス感染症におけるＰＣＲ検査等について 

    （１）感染拡大に伴い医療機関での検査ができないケースがあると聞く。 

       現状と市の対応は 

    （２）検査キットが市販されているが、その取扱いには留意点があると聞 

       く。検査キットの取扱いはどうなっているのか 

    （３）ＰＣＲ検査について。市助成事業では検査キットは対象外となって 

       いる。なぜ、対象外なのか。今後、対象とする予定はあるのか 

   森  武一 議員 ·························································································  ５６ 

   １ 職員が子育てしやすい環境整備について 



 

 

－３－ 

    （１）職員が子育てしやすい環境整備についての当局の考えは 

    （２）次世代育成推進法に基づく特定事業主行動計画の育児休業の取得率 

       目標の達成状況は 

    （３）達成に向けての課題は 

    （４）業務の効率化・省力化について 

   ２ 観光振興について 

    （１）交流人口と関係人口の違い及び算定について 

    （２）地域ＤＭＯ設立はどうなっているのか 

    （３）体系的な観光振興戦略について 

   ３ 墓地について 

    （１）市内の市営・集落墓地の管理と現状と課題について 

    （２）現状の取組状況と今度の取組について 

   前田  隆 議員 ·························································································  ６９ 

   １ 耐震補強工事について 

    （１）耐震補強工事費の財源として、補助金・市有施設整備基金・市債等 

       が考えられるが資金計画について大概算の上限額を基に以下の点を 

       伺う 

      ア 耐震化工事に活用できる補助金事業は何があるのか伺う 

      イ 耐震化工事費の補助金以外の財源に市有施設整備基金を充当でき 

        るのか。市債も充当できるのか伺う 

      ウ 市債はどういったものを検討しているのか伺う 

    （２）耐震事業の通常債への影響と財政改革プログラムとの関係を伺う 

    （３）文化的価値の問題は終わったのか 

   ２ プレミアム付商品券について 

    （１）前回のプレミアム付商品券の購入状況と評価について過去と比較し 

       てどうだったか、また、プレミアム率の件も伺う 

    （２）今回のプレミアム付商品券事業の内容について、また物価高騰支援 

       策として全世帯給付の検討はなかったのか伺う 

   ３ 有害鳥獣被害と猟友会活動について 

    （１）令和３年度のイノシシ等による被害金額と捕獲頭数はどれくらいか 

       実態を伺う。また、ほじくり被害に対する対応の基準等はあるのか 

       も伺う 

    （２）イノシシ等の捕獲は猟友会に依存しているが猟友会の会員数、年齢 

       構成、免許内訳、捕獲活動について取組実態を伺う 



 

 

－４－ 

    （３）他市との猟のエリア取り決めと連携について伺う 

   ４ 土地の相続未登記問題 

    （１）土地・建物利用に関する民法見直しについて 

      ア 遺産分割長期未了状態の解消を促進する相続制度見直しとその仕 

        組みの創設について伺う 

      イ 財産管理制度の見直し、共有制度の見直し、相隣関係規定の見直 

        しの具体的説明とこれで、道路脇の立木はみ出し枝の除去問題は 

        どう変わるのか伺う 

    （２）相続登記の申請義務化について 

      ア 本市の相続未登記件数はどれくらいあるのか。また、その原因に 

        ついて伺う 

      イ 相続登記申請義務の実効性を確保するための施策はどのようなも 

        のがあるか伺う 

   池山 節夫 議員 ·························································································  ７９ 

   １  市政について 

    （１）都市下水路事業の復活と中央地区の排水対策について 

    （２）垂水風力発電事業について 

    （３）たるたるおでかけチケットについて 

    （４）プレミアム付商品券について 

    （５）垂水南之郷線沿いの奇岩について 

    （６）垂水南之郷線旧道の不法投棄について 

    （７）自主文化事業について 

    （８）消防団第一分団の施設建設について 

    （９）錦江湾横断道路について 

   ２  教育行政について 

    （１）コロナによる外出規制の中、子どもたちのゲーム遊び・オンライン 

       ゲームの課金について 

    （２）パパゲーノ効果について 

   梅木  勇 議員 ·························································································  ８９ 

   １ 垂水市清掃センターについて 

    （１）運営状況は 

    （２）課題はどのように検討されているか 

   ２ 道路等の整備について 

    （１）山間地域の整備について 



 

 

－５－ 

      ア 今年度の整備計画は 

      イ 農道の適切な保全を 

       （ア）イノシシ被害の対処を 

       （イ）環境整備班の活動状況は 

       （ウ）環境整備班に重機、車両等の整備を 

 １.日程報告 ·······································································································  ９７ 

 １.散  会 ·······································································································  ９７ 

    癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

第３号（９月１４日）（水曜日） 

 １.開  議 ······································································································· １００ 

 １.一般質問 ······································································································· １００ 

   新原  勇 議員 ························································································· １００ 

   １ 職員の働き方改革について 

    （１）業務量調査はどのように行われたのか。結果はどのように反映して 

       いるのか 

    （２）テレワークの活用の利用度と問題は 

    （３）テレワークでの仕事量はどのように把握しているのか 

    （４）半年に一回の洗車対象は何台か。予算を組めないのか 

    （５）環境センターの技術者の採用は 

    （６）中途採用の考えは 

   ２ 災害について 

    （１）桜島大噴火による降灰対策は 

      ア 大正噴火レベルが発生した時の市民の影響について 

      イ 市民の避難方法 

      ウ 市役所の機能は 

      エ 降灰の撤去方法は 

      オ 市民の防災グッズはどのようなものが必要か 

    （２）ラインアプリを利用した通報システムの周知について 

   ３ 消防について 

    （１）桜島大噴火による消防の対応は 

    （２）ドローン配備について 

    （３）はしご自動車の必要性は 

    （４）消防本部の感染症対策は 

      ア 仮眠室・浴室等の個室化、トイレ、空調設備等 



 

 

－６－ 

    （５）消防第一分団建設はいつから 

   ４ 垂水市清掃センターへの道路について 

    （１）車離合の道路の改善について 

   川畑 三郎 議員 ························································································· １１０ 

   １ 農政について 

    （１）農業振興費について 

    （２）農村振興費について 

    （３）農地利用権設定の状況は 

    （４）環境整備班の事業内容は 

   ２ 水産業振興について 

    （１）販路拡大支援事業について 

   ３ 旧なぎさ荘跡地について 

    （１）売買の話はないのか 

   篠原 則 議員 ························································································· １１８ 

   １ 市政について 

    （１）錦江湾横断道路、大隅横断道路について 

    （２）垂水市のイメージカラー制定について 

   ２ 鹿児島国体について 

    （１）大会開催経費について 

    （２）経済効果について 

    （３）競技の普及について 

   ３ 農政について 

    （１）肥料、飼料の価格高騰対策について 

    （２）圃場整備について 

   北方 貞明 議員 ························································································· １２８ 

   １ 文化財の保存と調査について 

    （１）和田英作画伯のアトリエの保存状況について 

    （２）垂水海軍航空隊跡の防空壕調査について 

   ２ 職場環境整備について 

    （１）垂水市職員安全衛生規則上、委員会は毎月１回となっているが、年 

       に１回だけの開催となっていたようであるが、安全衛生委員会の開 

       催状況や委員会でどのような問題について審議されたのか 

    （２）有資格者が義務付けられている施設等への正規職員の配置の状況は 

   ３ ゴミステーションについて 



 

 

－７－ 

    （１）ゴミステーションに借地料を支払っている振興会はいくつ解決した 

       か 

    （２）今後、どのように取り組んでいくのか 

   持留 良一 議員 ························································································· １３８ 

   １ 「風力発電事業問題」について～大規模開発で、自然環境（動植物・山 

     林等・乱開発）は守られるのか 

    （１）市長は、どのように受け止められたのか 

    （２）市長は、大型風力発電が持つ「課題・問題」について、どのような 

       認識を持っておられるのか 

    （３）地域住民と自治体、自然保護関係者、専門家など利害関係者を交え 

       て一緒に議論して、地域発の再エネ開発を進めていくべきと考える 

       がどうか（地域の環境保全と地域経済への貢献にふさわしいものに 

       していく視点） 

   ２ 第７波の「新型コロナ」～市民の命を守る対策は、課題はなかったか 

    （１）保健所、医療機関（発熱外来等）と自治体の連携はできていたか。 

       課題があったとすればどのような内容か。対応・対策はできている 

       か 

    （２）医療機関や発熱外来を行っている施設からの要望はどのようなもの 

       があったか。また、市民からの問合せはどのようなものがあったか。 

       対応・対策はできていたか 

    （３）市民の命を守る視点から、今後へ向けての改善・課題、その取組の 

       方向は 

   ３ 物価高騰対策～市民の暮らしと営業を守る対策～制度の運用と新たな対 

     策の必要性 

    （１）歯止めのかからない物価高騰と市民生活をどのように見ているのか。 

       対策の必要性はあると認識されているか 

       例-低所得者対象に「物価手当」の支給 

       生活困窮世帯に「物価高騰による生活支援事業」 

    （２）「コロナ特例減免」（国保税や介護保険料等）の活用について、利 

        用者数と案内の広報等はどうだったか。十分だったのか 

    （３）要求に取り組む上での財源＝「地方創生交付金」 

       「地方単独分」と新設「物価高騰対応分」を併せて財源にという考 

       えは問題ないか。また、一般財源への影響はないか 

   ４ 加齢で難聴になった人へ政治のサポートが必要～聞こえのバリアフリー 



 

 

－８－ 

    （１）聴器購入への補助へ向けての基本的考えと取組の方向性について 

      ア 全国の取組状況はどうなっているか 

      イ 難聴は「認知症の危険因子」の一つとして認識は～厚労省（２０ 

        １５年）「新オレンジプラン（認知症施策推進総合戦略）」を策 

        定。 

        その中で難聴は、加齢・高血圧・糖尿病等とともに認知症の危険 

        因子とされている 

        ～国際アルツハイマー病学会「予防可能な認知症の３５％は予防 

        可能な九つの原因により起こりえると考えられる。その中で難聴 

        が最大の危険因子である」と発表 

      ウ 実態を調査する必要があるが、定期健診診断の項目に「聴力検査 

        ～聞こえの実態調査」を加え、調査していくことが必要性と考え 

        る。そして対策（補助・支援）の検討を求めたいが見解は 

      エ 請願が全会一致で採択された。全国自治体の取組や国（担当者- 

        聞こえは人権問題で情報を得られることは大切）の動向や学会の 

        動きなど勘案し、方向性をどのように市長として認識されたか 

        （補助の目的～「市に補助を求めるのはという請願の最後の部分） 

   ５ 戦争遺跡～史跡や文化財として保存し、平和のために「戦争」を語り継 

     ぐ 

    （１）「戦争遺跡」とは何か 

    （２）重要な取組だと考えるが、本市の取組はどうなっているか。進まな 

       い課題は何か。今後どのように取り組んでいくか見解を伺いたい 

    （３）垂水市文化財保護審議会からの「要望」について、どのような見解 

       を持っておられるか。早急な調査・保全の取組が求められているが 

       どのように対応されていくのか 

   感王寺耕造 議員 ························································································· １５２ 

  １  農・畜産業、支援対策について（生産資材価格の高騰対策） 

    （１）国のセーフティーネット事業の利用状況について 

    （２）政策金融公庫等への誘導など相談窓口の考えは 

    （３）市単独補助の考えは 

  ２  空き家解体事業について 

    （１）事業の進歩状況と今後の進め方は 

    （２）固定資産税の減免の考えは 

    （３）空き家全棟調査の活用状況は 
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   ３ 樹木・学校施設管理について 

    （１）学校保健安全法施行規則や建築基準法といった法律に基づく定期点 

       検は行われているのか（専門家の知見に基づいたものか） 

   ４ 部活動について 

    （１）専門知識的指導者・費用など課題が多いが見解は 

    （２）団体競技の場をどのように確保しているのか 

    （３）部活動を地域や民間団体に委ねる地域移行への考えは 

 １.日程報告 ······································································································· １６３ 

 １.散  会 ······································································································· １６３ 

    癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

第４号（９月２６日）（月曜日） 

 １.開  議 ······································································································· １６６ 

 １.諸般の報告 ···································································································· １６６ 

 １.議案第３６号～議案第４０号、議案第４５号～議案第５４号、陳情第１９号・ 

   陳情第２０号 一括上程 ··············································································· １６８ 

   委員長報告、質疑、討論、表決 

 １.議案第５５号～議案第６３号 一括上程 ······················································· １７２ 

   決算特別委員会設置、付託、閉会中の継続審査 

 １.議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査の件について 上程 ························ １７３ 

   閉会中の継続調査 

 １.各常任委員会の閉会中の所管事務調査の件について 上程 ···························· １７３ 

   閉会中の継続調査 

 １.閉  会 ······································································································· １７３ 
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令 和 ４ 年 第 ３ 回 垂 水 市 議 会 定 例 会  

 
１．会期日程 
 

月 日 曜 種 別 内 容 

９ ・ ２ 金 
本会議  

会期の決定、委員長報告、議案等上程、説明、質疑、討

論、一部表決、一部委員会付託 

 委員会 契約保証金検査特別委員会 

９ ・ ３ 土 休 会   

９ ・ ４ 日 〃   

９ ・ ５ 月 〃   

９ ・ ６ 火 〃  （質問通告期限：正午） 

９ ・ ７ 水 〃   

９ ・ ８ 木 〃   

９ ・ ９ 金 〃   

９ ・１０ 土 〃   

９ ・１１ 日 〃   

９ ・１２ 月 〃   

９ ・１３ 火 本会議  一般質問 

９ ・１４ 水 
本会議  一般質問 

 委員会 桜島火山活動対策特別委員会 

９ ・１５ 木 休 会 委員会 産業厚生委員会            （議案審査）

９ ・１６ 金 〃 委員会 総務文教委員会            （議案審査）

９ ・１７ 土 〃   

９ ・１８ 日 〃   

９ ・１９ 月 〃   

９ ・２０ 火 〃   

９ ・２１ 水 〃   

９ ・２２ 木 〃 委員会 議会運営委員会 

９ ・２３ 金 〃   

９ ・２４ 土 〃   

９ ・２５ 日 〃   

９ ・２６ 月 本会議  
委員長報告、質疑、討論、表決、議案等上程、説明、質

疑、討論、一部表決、一部委員会付託 
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２．付議事件 

件            名 

 

議案第３４号 令和３年度垂水市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 

議案第３５号 令和３年度垂水市病院事業会計決算の認定について 

議案第３６号 垂水市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 案 

議案第３７号 垂水市税条例等の一部を改正する条例 案 

議案第３８号 垂水市国民健康保険基金条例の一部を改正する条例 案 

議案第３９号 垂水市議会議員及び垂水市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に

関する条例の一部を改正する条例 案 

議案第４０号 垂水市議会議員及び垂水市長の選挙における選挙運動用ビラ並びに選挙運動用

ポスターの作成の公営に関する条例の一部を改正する条例 案 

議案第４１号 垂水市教育委員会教育長の任命について 

議案第４２号 垂水市教育委員の任命について 

議案第４３号 人権擁護委員候補者推薦につき意見を求めることについて 

議案第４４号 人権擁護委員候補者推薦につき意見を求めることについて 

議案第４５号 令和４年度垂水市一般会計補正予算（第３号） 案 

議案第４６号 令和４年度垂水市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 案 

議案第４７号 令和４年度垂水市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 案 

議案第４８号 令和４年度垂水市介護保険特別会計補正予算（第１号） 案 

議案第４９号 令和４年度垂水市漁業集落排水処理施設特別会計補正予算（第１号） 案 

議案第５０号 令和４年度垂水市簡易水道事業特別会計補正予算(第２号） 案 

議案第５１号 令和４年度垂水市水道事業会計補正予算（第１号） 案 

議案第５２号 令和４年度垂水市病院事業会計補正予算（第２号） 案 

議案第５３号 垂水市産業開発促進条例の一部を改正する条例 案 

議案第５４号 令和４年度垂水市一般会計補正予算（第４号） 案 

議案第５５号 令和３年度垂水市一般会計歳入歳出決算認定について 

議案第５６号 令和３年度垂水市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 

議案第５７号 令和３年度垂水市交通災害共済特別会計歳入歳出決算認定について 

議案第５８号 令和３年度垂水市地方卸売市場特別会計歳入歳出決算認定について 

議案第５９号 令和３年度垂水市老人保健施設特別会計歳入歳出決算認定について 

議案第６０号 令和３年度垂水市漁業集落排水処理施設特別会計歳入歳出決算認定について 

議案第６１号 令和３年度垂水市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

議案第６２号 令和３年度垂水市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算認定について 

議案第６３号 令和３年度垂水市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 
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陳 情 

陳情第１９号 議会における多様な人材の活躍できる環境整備を求める陳情 

陳情第２０号 川内原発の運転期間を20年延長しないことを求める陳情 
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本会議第１号（９月２日）（金曜） 

  出席議員  １４名 

       １番  新 原   勇              ８番  感王寺 耕 造 

       ２番  森   武 一              ９番  持 留 良 一 

       ３番  前 田   隆             １０番  北 方 貞 明 

       ４番  池 田 みすず             １１番  池 山 節 夫 

       ５番  梅 木   勇             １２番  德 留 邦 治 

       ６番  堀 内 貴 志             １３番  篠 原  則 

       ７番  川 越 信 男             １４番  川 畑 三 郎 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

  欠席議員   ０名  

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

  地方自治法第１２１条による出席者 

   市    長  尾 脇 雅 弥          生活環境課長  紺 屋 昭 男 

   副  市  長  益 山 純 徳          農 林 課 長  森   秀 和 

   総 務 課 長  濵   久 志          併    任          

   企画政策課長  二 川 隆 志          農業委員会          

   財 政 課 長  園 田   保          事 務 局 長          

   税 務 課 長  篠 原 彰 治          土 木 課 長  東   弘 幸 

   市 民 課 長  松 尾 智 信          水 道 課 長  福 島 哲 朗 

   併    任                   会 計 課 長  岡 山 洋 恵 

   選 挙 管 理                   監査事務局長  榎 園 雅 司 

   委 員 会                   消 防 長  後 迫 浩一郎 

   事 務 局 長                   教 育 長  坂 元 裕 人 

   保 健 課 長  草 野 浩 一          教育総務課長  野 村 宏 治 

   福 祉 課 長  森 永 公 洋          学校教育課長  今 井   誠 

   水 産 商 工  大 山   昭          社会教育課長  港   耕 作 

   観 光 課 長                   国体推進課長  米 田 昭 嗣 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

  議会事務局出席者 

   事 務 局 長  橘   圭一郎          書    記  瀬 脇 恵 寿 

                            書    記  末 松 博 昭 
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令和４年９月２日午前10時開会 

 

 

   △開  会 

○議長（川越信男）  おはようございます。定

刻、定足数に達しておりますので、ただいまか

ら、令和４年第３回垂水市議会定例会を開会い

たします。 

   △開  議 

○議長（川越信男）  これより、本日の会議を

開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付いたしたと

おりであります。 

   △会議録署名議員の指名 

○議長（川越信男）  日程第１、会議録署名議

員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第80条の規定に

より、議長において森武一議員、德留邦治議員

を指名いたします。 

   △会期の決定 

○議長（川越信男）  日程第２、会期の決定を

議題といたします。 

 去る８月26日、議会運営委員会が開催され、

協議がなされた結果、本定例会の会期をお手元

の会期日程表のとおり、本日から９月26日まで

の25日間とすることに意見の一致を見ておりま

す。これに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、会期は、本日から９月26日までの25

日間と決定いたしました。 

   △諸般の報告 

○議長（川越信男）  日程第３、諸般の報告を

行います。 

 この際、議長の報告を行います。 

 監査委員から令和４年５月分、６月分及び７

月分の出納検査結果報告がありましたので、写

しをお手元に配付しておきましたから、御了承

を願います。 

 次に、国道220号の道路整備促進の陳情につ

いては、６月28日に、市長、国道整備促進特別

委員会の堀内委員長及び森副委員長と大隅河川

国道事務所へ、７月８日には、国道整備促進特

別委員会の堀内委員長と九州地方整備局へ要望

し、７月21日及び22日には、市長及び国道整備

促進特別委員会の皆さんと国土交通省幹部に要

望してまいりましたので、御報告いたします。 

 以上で、議長報告を終わります。 

   ［市長尾脇雅弥登壇］ 

○市長（尾脇雅弥）  皆さん、おはようござい

ます。 

 先日、開催されました令和４年第２回定例会

後の議会に報告すべき主な事項につきまして御

報告いたします。 

 初めに桜島の爆発に伴い７月24日に発表され

ました噴火警戒レベル５への引上げの経緯とそ

れに対する本市の対応につきまして御報告いた

します。 

 去る７月24日日曜日午後８時５分頃、桜島の

南岳山頂火口で爆発が発生し、弾道を描いて飛

散する大きな噴石が火口から約2.5キロまで達

したとして、福岡管区気象台と鹿児島地方気象

台は、同日午後８時50分、それまで継続してい

た桜島の噴火警戒レベルを３の入山規制から５

の避難に引き上げました。 

 同時に桜島島内の有村町及び古里町の一部を

含む火口からおおむね３キロ以内の居住地域を

噴火警戒対策地域といたしました。これに伴い

ます本市の初動対応について御報告いたします。 

 桜島の噴火警戒レベルが５に引き上げられた

７月24日午後８時50分、市の地域防災計画に基

づき速やかに災害対策本部を設置いたしますと

ともに、消防による桜島口付近の現状確認や桜

島の状況について情報収集に当たるよう指示い

たしました。 

 その時間、私は桜島フェリーを下船して垂水
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市役所へ向けまして通行止め前の国道224号を

移動しておりましたことから、市役所に到達す

るまでの間は電話で指揮を執ったところでござ

います。 

 同日午後10時、第１回垂水市災害対策本部会

議を開催し、本部職員に対して、各施設の異常

や被害等が発生していないか、現地調査や情報

収集を指示いたしました。 

 翌７月25日午前６時15分、第２回災害対策本

部会議を開催し、被害等がないことを確認した

後に、同日午前８時30分、コミュニティＦＭ等

を通じ、市民の皆様へ本市において被害がない

ことや通行止めの規制を行っておりました国道

224号の迂回情報などをお知らせしたところで

ございます。 

 レベル５への引上げから３日後の７月27日午

後８時、福岡管区気象台及び鹿児島地方気象台

は、火口から２キロを超える範囲に影響を及ぼ

す噴火が発生する可能性は低くなったとして噴

火警戒レベルを５から３へ引き下げました。 

 これに伴い、同時刻をもって本市の災害対策

本部を廃止いたしましたが、防災担当職員等に

よります桜島に関する情報収集につきましては、

現在も継続して実施しているところでございま

す。 

 今回の桜島の噴火警戒レベル引上げに伴い、

改めて桜島火山活動対策への様々な課題が再認

識されたところでございます。 

 先月３日には、私自らが上京し、森山裕先生

をはじめ鹿児島県選出の国会議員の先生方や衆

参両議院の災害対策特別委員長、内閣府、国土

交通省、農林水産省、気象庁など関係省庁の担

当者とお会いして緊急避難道路の整備や錦江湾

横断道路の必要性を訴えてまいりました。 

 また、先月21日には公明党の山口那津男代表

とお会いして「命を守る」錦江湾横断道路の早

期事業化を要請したところでございます。 

 今回のような突発的な事象への対応を含め、

今後も気象台の発表や専門家の意見等の情報収

集・分析を行いますとともに、状況に応じた活

動体制の再確認を行い、また市民の皆様の火山

防災意識の向上を図り、安心・安全の確保に引

き続き努めてまいります。 

 次に新型コロナウイルス感染につきまして御

報告いたします。 

 まず、本市における発生状況についてでござ

いますが、９月１日現在、1,568名の感染が確

認されております。本市におきましては、本年

６月28日以降、連日、感染が発生しており、先

月16日には１日の感染者数としては過去最高の

55名が確認されるなど、ほかの市町村と同様に

感染が急拡大している状況にあります。 

 このような本市における感染状況や鹿児島県

におけるＢＡ.５対策強化宣言等を受けまして、

先月５日と23日に市民の皆様へ改めて基本的な

感染防止対策の徹底やワクチン接種につきまし

て私自らがＦＭ放送を通じ呼びかけを行ったと

ころでございます。 

 次に新型コロナウイルスワクチン接種関連に

つきまして御報告いたします。 

 ワクチンの３回目接種につきましては、専門

家によりますと、発生リスクが半減し、小児も

含めて重症化予防を図るメリットのほうが接種

後の副反応の懸念よりも大きいとされておりま

す。接種を希望される方に対し、早めの接種が

できるよう引き続き努めてまいります。 

 また、高齢者等を対象とした４回目接種につ

きましては、３回目の接種から５か月が経過し

た方に対し、順次、接種券の発送を行ってまい

ります。 

 なお、オミクロン株に対応したワクチンを使

用した追加接種、いわゆるオミクロン株対応ワ

クチンにつきましては、現在、接種体制の準備

を進めており、国の方針が決定し次第、速やか

に接種できるよう肝属郡医師会と協議を重ねて

いるところでございます。 



－8－ 

 次に原油価格・物価高騰対策につきまして御

報告いたします。 

 国の給付金の対象とならない本市独自の子育

て世帯への支援事業であります子育て世帯応援

臨時給付金につきましては、８月30日現在、

637世帯1,230名の児童に対しまして１人当たり

５万円の給付を行ったところでございます。 

 給食費の値上げを行わずに安全・安心な給食

を提供するために創設した学校給食食材費臨時

支援金についてでございます。１学期は、この

事業を活用することにより、これまで同様、学

校給食の質や量を落とすことなくおいしい給食

を児童生徒に提供することができたところでご

ざいます。 

 また、夏休み期間中は、給食の新メニューの

開発や試食会、衛生管理研究会を行うなど子供

たちのために新学期に向けた準備を行ったとこ

ろでございます。 

 ２学期におきましても、栄養価の高い地場産

物をさらに活用し、栄養バランスを考慮した調

和の取れた献立の作成に努め、食育を推進し、

安全・安心でおいしい給食を引き続き提供して

まいりたいと考えております。 

 農林業者への支援事業であります農林業物価

等高騰対策事業につきましては、８月31日現在、

75事業者に対しまして資材等の購入費用の一部

を支援したところでございます。 

 申請期限が今月15日までと迫っておりますこ

とから、改めて技連会だより等を活用し対象者

に周知することで申請漏れがないよう努めてま

いりたいと考えております。 

 水産業者への支援事業であります燃油高騰対

策事業につきましては、垂水市漁協、牛根漁協、

合わせまして43事業者に対しまして漁船に使用

する燃料代の一部を支援したところでございま

す。 

 また、商工業者への支援事業であります商工

業者支援金給付事業につきましては、商工業者

247事業者に対しまして１事業者当たり５万円

を給付したところでございます。 

 次にコロナ関連及び原油高騰・物価高騰対策

関連以外の事項につきまして御報告いたします。 

 まず、庁舎建設関連についてでございます。 

 市役所本庁舎につきましては、去る６月29日、

垂水市庁舎等のあり方検討委員会から現庁舎の

耐震補強工法の方向性に対する意見書を頂き、

また７月11日には、垂水市議会から市庁舎の耐

震補強工法における要望書を頂いたところでご

ざいます。 

 これらの意見や要望を踏まえ、まずは垂水市

民、市役所職員の安全確保を最優先とするとの

考え方の下で、市庁舎はＲＣ壁による開口閉塞

と鉄骨ブレースを挿入する内付主体の工法を基

本として耐震補強計画案の策定を進めてまいり

ます。 

 消防庁舎につきましては、先月２日に開催さ

れました垂水市庁舎等のあり方検討委員会と同

月17日に開催しました市議会庁舎整備検討特別

委員会におきまして耐震補強の工法案の説明・

報告を行い、御承認を頂きました。 

 今後、本工法案を基本として耐震補強計画案

の策定を進めてまいります。 

 市庁舎等のあり方検討委員会の皆様、市議会

議員の皆様には丁寧に御議論いただきましたこ

とに対して改めて心から感謝を申し上げます。 

 また、庁舎の在り方につきましては、これま

で申し上げておりますとおり新庁舎建設やリノ

ベーションを含め様々な観点から議論を行う必

要がありますことから、執行部といたしまして

も引き続き慎重・丁寧な議論が行えるよう努め

てまいりたいと考えております。 

 次に企画政策課関係についてでございます。 

 先月29日、リニューアブル・ジャパン株式会

社様と本市におきまして、再生可能エネルギー

の活用に関する連携協定の締結式を行ったとこ

ろでございます。 
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 今後、この協定に基づきまして本市における

脱炭素社会の実現を目指す様々な取組を進める

ことにより、持続可能なまちづくりを相互に連

携しながら推進してまいります。 

 まずは、本市の公共施設であります垂水中央

病院とコスモス苑の屋上や屋根にて発電事業者

が太陽光発電設備を設置し、発電した電気を電

力需要施設で消費するいわゆるオンサイト型Ｐ

ＰＡを活用した太陽光発電の導入を計画してい

るところでございます。 

 また、本日15時より学校法人志學館学園鹿児

島女子短期大学様と本市におきまして、包括連

携協定の締結式を行う予定でございます。 

 今後、この協定に基づきまして、高度情報化

社会に対応する力を備えた子供たちの育成や地

域資源を生かした関係人口の創出、地域活性化

の担い手育成、地域の振興などの取組を相互に

連携しながら推進してまいりたいと考えており

ます。 

 次に保健関係についてでございます。 

 初めに自殺対策についてでございます。 

 夏休み直前の７月13日から15日にかけまして、

市内全ての小中学校の児童生徒を対象にＳＯＳ

の出し方教育授業を、また教員を対象にＳＯＳ

の受け止め方研修をそれぞれ実施いたしました。 

 子供たちは、昨年学んだ「心の傷は言わない

と見えない」「諦めないで３人目までの大人に

伝える」といったＳＯＳの出し方などを再確認

した後、グループワークなどを通じてストレス

への対処方法などについて学んだところでござ

います。 

 今後も感情表現や成長過程である児童生徒に

知識や表現する力をしっかりと身につけさせる

ことで、自分を大切にする感情を育む力が養わ

れていくものと考えているところでございます。 

 たるみず元気プロジェクト健康チェックにつ

いてでございます。 

 令和４年度は、昨年度に引き続き新型コロナ

ウイルスの感染防止対策を講じた上で計13回計

画したところでございます。 

 １回目を７月３日に開催したところでござい

ますが、２回目以降につきましては新型コロナ

ウイルス感染拡大と鹿児島県のＢＡ.５対策強

化宣言により休止しております。 

 今後の開催につきましては本市における感染

状況等を踏まえまして、引き続き鹿児島大学と

協議を行いながら検討してまいります。 

 この健康チェックは御自身の現在の元気度や

健康度を知っていただくだけでなく、急性心筋

梗塞などの早期診断にも役立つ高額な検査など

約18項目全てを無料で受けることができるもの

でございます。 

 今後も市民の皆様の健康長寿の延伸を図るた

め、引き続き鹿児島大学と連携して事業を進め

てまいりたいと考えているところでございます。 

 次に福祉関係についてでございます。 

 低所得者の子育て世帯に対する子育て世帯生

活支援特別給付金についてでございます。 

 本市の独り親世帯で給付対象となる全ての世

帯120世帯188名と、独り親世帯以外で給付対象

となる全ての世帯42世帯81名に対しまして、６

月末日までに児童１人当たり５万円の給付を終

えたところでございます。 

 なお、この国の給付金の対象外となる全ての

子育て世帯を支援する本市独自の子育て世帯応

援臨時給付金につきましては、先ほど申し上げ

ましたとおり、８月30日現在、637世帯1,230名

の児童に対しまして、１人当たり５万円の給付

を行ったところでございます。 

 農業委員会関係についてでございます。 

 農業委員会では、平成26年度より作物に被害

を与える害虫や鳥獣のすみかとなっている耕作

放棄地解消に取り組んでいるところでございま

す。 

 本年度は、浜平地区の耕作放棄地1,463平方

メートルにトウモロコシを作付し、先般、農業
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委員とカトリック幼稚園の園児とが一緒に収穫

作業を行ったところでございます。収穫したト

ウモロコシは市内の小中学校や医療・介護事業

所に配付し、大変お喜びいただきました。 

 耕作放棄地解消に向けた取組は今年度で９年

目を迎え、これまで14筆9,149平方メートルの

土地が再生されたところでございます。 

 今後も本市の農地を守っていくために、引き

続き耕作放棄地解消に向けた様々な取組を進め

てまいります。 

 次に水産商工観光関係についてでございます。 

 九州・沖縄「道の駅」連絡会総会につきまし

て、去る７月19日から20日にかけまして大隅地

域では初めて垂水市文化会館で開催されたとこ

ろでございます。 

 この総会には、九州・沖縄各県から、首長様

をはじめ国土交通省や県の道路管理者、道の駅

関係者など約130名の方々に御出席いただいた

ところであり、本市といたしましてこの機会を

捉えまして本市の両道の駅、森の駅など観光施

設や各種特産品のＰＲを行ったところでござい

ます。 

 商工業者への支援対策であります盛り上げよ

う垂水プレミアム付商品券、いわゆるこもんそ

商品券につきましては、期間中、約5,140世帯

の市民の皆様から御購入いただきまして、全て

完売したところでございます。 

 なお、市内への資金循環によるさらなる景気

回復を図るために、年末年始に向け今年度２回

目のプレミアム付商品券に関する補正予算を今

議会に上程させていただいております。 

 たるみずふれあいフェスタ夏祭りにつきまし

ては、垂水市商工会青年部が行っており、今年

度は、たるみず花火2022と銘打って、去る８月

６日に、浮津、海潟、垂水港、潮彩町、柊原、

新城の市内６か所で、約３分間、花火の打ち上

げが行われたところでございます。 

 今回は市報や防災無線等により打ち上げ箇所

を事前に告知したこともありまして、各地域で

多くの市民の皆様に近くの堤防等で花火を堪能

していただいたところでございます。 

 去る７月16日と17日の２日間は鹿児島空港に

おきまして、また８月19日と20日の２日間はか

ごっまふるさと屋台村バスチカにおきまして垂

水市のＰＲブースを設置し、県内外の観光客に

対しまして本市の魅力ある観光地や各種体験メ

ニューなどの周知・広報や本市特産品の販売な

どを実施したところでございます。 

 また、株式会社ソラシドエア全機内で配布さ

れております機内誌『ソラタネ』の７・８月号

におきまして、本市の温泉、観光、食の魅力を

12ページにわたり特集として掲載していただい

たところでございます。 

 これにより、猿ヶ城のキャニオニングやマリ

ンパークたるみずのＳＵＰ、カヌーといったア

クティビティー、八千代伝の芋焼酎、垂水のカ

ンパチ、ブリ、ナミクダヒゲエビを使った海鮮

丼、郷土の特産野菜であるインゲンを使用した

ポタージュスープ、協和地区の名物の空揚げな

ど垂水が持つ様々な魅力を総合的に全国に発信

できたものと考えているところでございます。 

 観光庁の補助を受け垂水市観光協会が取り組

んでおります地域独自の観光資源を活用した地

域の稼げる看板商品の創出事業につきましては、

去る８月１日に森の駅におきましてぶり大将、

海の桜勘を使用した教育旅行の朝食メニュー開

発に向けた第１回ワークショップが開催された

ところでございます。 

 ワークショップでは、柊原地区在住のシェフ、

岩元舟次氏をはじめ、旅行エージェントや連携

協定を締結している日本航空株式会社の客室乗

務員、民泊受入家庭の皆様など、総勢31名が参

加されたところでございます。 

 参加された方々からは、ブリやカンパチを使

用したメイン料理を全ての受入家庭で統一して

提供することで、生徒たちに地元特産品を味わ
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っていただくことと同時に受入側にとっても料

理を準備しやすい環境整備が図られるのではな

いかといった御意見や、骨つきの魚を食べても

らうなど食べる体験を行うことでほかの民泊受

入地域との差別化が図られ、アピールポイント

になるものではないかといった御提言を頂いた

ところでございます。 

 今後、これらの御意見を踏まえた上で本市オ

リジナルの新たなメニューの開発に取り組みた

いと考えております。 

 仕事と休暇を両立するワーケーション事業に

つきましては県並びに首都圏の企業に御協力を

頂いて、夏休み明けの利用者が少なくなる平日

に森の駅たるみずにおいて延べ50泊以上の宿泊

をしていただくこととなりました。 

 期間中、企業の従業員の皆様には、森の駅た

るみずで猿ヶ城の自然を満喫しながらリモート

ワークで業務を行っていただき、その効果等に

ついて検証することとされております。 

 今後の事業展開にも期待が持てるものと思わ

れますことから、引き続き積極的に取り組んで

まいりたいと考えております。 

 このように、本市におきましては、これまで

様々な施策に取り組み、本市の観光振興やイン

バウンド対策を行ってまいりました。 

 このたび、これらを戦略的に推進することを

目的として、本市柊原地区出身で鹿児島県観光

連盟等で御活躍された訪日客誘致でも実績のあ

る寺田秀人氏を垂水市観光協会の観光アドバイ

ザーとしてお迎えして、本州の観光ＰＲや観光

を担う人材育成などについて幅広くお力添えを

頂くこととしております。 

 スポーツ合宿の受入状況についてでございま

す。 

 ７月後半から８月にかけまして、フェンシン

グ日本代表エペＵ20・Ｕ17、鹿児島実業高校サ

ッカー部、鹿児島高校サッカー部、龍桜高校吹

奏楽部といった文化系団体など合計10団体484

名を受け入れたところであり、滞在延べ人数は

2,507名となったところでございます。 

 本市にとりまして大きな経済効果となってお

りますことから、今後も継続した誘致促進に取

り組んでまいりたいと考えているところでござ

います。 

 これらのほか今月１日から30日まで鹿児島市

の山形屋７階レストランにおきまして、昨年に

引き続き垂水の食材を使用したオリジナルメニ

ューによります垂水の味だよりが開催されてお

ります。 

 本市の畜産物や水産物の販路拡大につながる

契機となりますよう今後とも山形屋における事

業展開を継続してまいりたいと考えております。 

 次に教育総務関係についてでございます。 

 先月９日、曽於市立高岡小学校におきまして

校庭にある大イチョウの枝が落下し、木の下で

芝刈りをしておられた校長先生が落下した枝の

下敷きとなり死亡するという大変痛ましい事故

が発生いたしました。心から御冥福をお祈り申

し上げます。 

 この事故を受けまして、翌日には市内小中学

校において樹木危険箇所等の緊急調査を実施し

たところでございます。また、その結果を基に

専門業者によるさらなる詳細な調査を実施し、

落下等の危険性があるような樹木につきまして

は、児童生徒、教職員の安全に配慮し、夏休み

期間中に剪定・伐採を終了し、２学期を迎えた

ところでございます。 

 次に学校教育関係についてでございます。 

 教育の情報化において、全国的に活躍されて

いる本市ＧＩＧＡスクールアドバイザー、鹿児

島女子短期大学の渡邉准教授による保護者向け

講演会につきましては、去る６月19日に垂水市

文化会館におきまして開催したところでござい

ます。 

 この講演会において、先生は、約100名の受

講生に対し、人口減少が進む中、将来はどんな
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分野でも情報通信技術（ＩＣＴ）活用のスキル

が必要であると説明された上で、子供たちの主

体的な学習意欲を引き出すためには保護者の理

解・協力が必要であることをお話しされておら

れました。 

 親子標本づくり講習会につきましては、６月

25日に市民館におきまして開催したところでご

ざいます。 

 当日は、事前に希望のあった植物、昆虫、貝、

岩石の４部門を対象とし、また猿ヶ城渓谷や荒

崎海岸などの現地実習等の体験活動も取り入れ

て行われたところであり、市内の児童、保護者、

合わせて36名の参加があったところでございま

す。 

 参加者は、県内の一流講師による具体的で分

かりやすい説明に耳を傾け、親子で学ぶ時間を

大切にしながら標本作りに熱心に取り組んでお

りました。 

 県中学校総合体育大会につきましては、垂水

中央中学校ソフトテニス部が男子団体で優勝、

女子団体で３位、男女個人ペアでそれぞれ準優

勝し、男子団体と男女個人ペアが九州大会に出

場いたしました。九州大会では、男子団体が準

優勝、女子ペアが第３位となり、８月18日から

北海道旭川市で開催された全国大会に出場いた

しました。 

 同校のソフトテニス部はこれまでもいろいろ

な大会で活躍し実績を残しておりますが、コロ

ナ禍での今回の全国大会出場は垂水市民に元気

と勇気を与える明るい話題であり、すばらしい

活躍だったと思うところであります。 

 県吹奏楽コンクール小学生の部につきまして

は、７月24日に鹿児島市内で開催され、垂水小

学校金管バンドが金賞を受賞し、２年連続で九

州大会へ出場いたしました。 

 昨年の九州大会は、コロナ禍により音源出場

を余儀なくされ、会場での演奏がかなわなかっ

たところでありましたが、今回の九州大会につ

きましては、先月19日に熊本県立劇場の舞台の

上での演奏がかない、見事、九州大会において

も金賞を受賞されたとのことでございます。 

 また、県吹奏楽コンクール中学校の部につき

ましては、垂水中央中学校の吹奏楽部が９年ぶ

りに金賞を受賞いたしております。 

 両団体の活躍は、吹奏楽の原点である行進曲

の父、瀬戸口藤吉翁のふるさと垂水市にしっか

りと音楽文化が受け継がれていることを示して

くれました。 

 今後、ますますの活躍を期待しております。 

 西日本最大規模の教育展覧会である第７回関

西教育ＩＣＴ展につきましては、先月５日に大

阪市で開催され、本市のＧＩＧＡスクールの取

組について指導主事が同会場において実践発表

を行ったところでございます。 

 ＧＩＧＡスクール構想の推進につきましては、

先生方の自主研究グループによるＩＣＴ端末の

活用法を学ぶための学習会や夏休み期間中に合

同研修会を実施する様子が新聞でも報道されて

おります。 

 先生方のこの頑張りの成果により、子供たち

の学力や情報活用能力が向上することを期待し

ているところでございます。 

 次に社会教育関係について御報告いたします。 

 日本遺産垂水麓めぐりにつきましては、去る

７月25日に市内小中学生を対象に、日本遺産で

ある垂水麓に興味を持ち郷土の歴史・文化への

関心を高めることを目的として開催したところ

でございます。 

 講師にはまちづくりフォーラム・かごしま探

検の会の東川隆太郎先生をお招きし、多くの知

識に基づく丁寧で分かりやすい講話や現地での

解説が行われたところでございます。 

 この事業を通じまして、垂水市の子供たちに

ふるさと垂水を愛し誇りにする心が育っていく

ものと期待しているところでございます。 

 第14回キッズキャンプにつきましては、先月
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11日と12日の２日間、大野ＥＳＤ自然学校にお

きまして市内在住の小学１年生から３年生を対

象に実施したところでございます。 

 また、親子サマーキャンプにつきましては、

同月21日、同自然学校におきまして、市内在住

の小学生の子供を持つ家族を対象に実施したと

ころでございます。 

 第48回おおの探検隊につきましては、先月16

日から18日までの３日間、同自然学校におきま

して市内在住の小学５年生から中学３年生を対

象に実施したところでございます。 

 これらの事業は、大野地区の豊かな自然を通

じて自然環境の大切さを学習するよい機会にな

っていることと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（川越信男）  以上で、諸般の報告を終

わります。 

   △議案第34号・議案第35号一括上程 

○議長（川越信男）  日程第４、議案第34号及

び日程第５、議案第35号の議案２件を一括議題

といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第34号 令和３年度垂水市水道事業会計剰

余金の処分及び決算の認定について 

議案第35号 令和３年度垂水市病院事業会計決

算の認定について 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（川越信男）  ここで公営企業決算特別

委員長の審査報告を求めます。 

   ［公営企業決算特別委員長北方貞明議員

登壇］ 

○公営企業決算特別委員長（北方貞明）  皆さ

ん、おはようございます。 

 それでは、報告いたします。 

 去る７月１日の令和４年度第２回定例会にお

いて、公営企業決算特別委員会付託となり閉会

中の継続審査となっておりました議案第34号令

和３年度垂水市水道事業会計剰余金の処分及び

決算認定について及び議案第35号令和３年度垂

水市病院事業会計決算認定について、７月14日

に公営企業決算特別委員会を開き審査いたしま

したので、その結果を報告申し上げます。 

 審査に当たり、予算が議決の趣旨・目的に従

い適正かつ効率的に執行されたかどうか、問題

点はなかったか、またどのような行政効果が発

揮できたか、そのことで今後の行政運営におい

てどのような改善・工夫が必要なのかに重点を

置き、審査いたしました。 

 さらに、計数の部分については、監査委員の

審査意見書を十分に尊重し、決算報告書、監査

意見書に基づいて審査を進め、関係課長の説明

を求めながら予算執行の実績を確認し、その適

否について慎重に審査いたしました。 

 それでは、両決算の主な質疑について申し上

げます。 

 まず、水道事業決算では、水道料の未収状況

について、委員から未収金の金額が多い理由、

未収金回収の取組についての質問に対し、「金

額が多い理由としては、金融機関等での納入日

と水道課口座への入金に時間差が生じることが

原因であり、未収金回収の取組については、督

促、催促、給水停止予告、給水執行停止、給水

停止と段階をもって措置を行っている。これま

では市外徴収を行っていたが、昨年、一昨年と

感染症の影響により訪問することができなかっ

た。なお、救済処置としては給水停止の猶予等

の制度を設けているが、現在のところ、垂水市

では相談がない状況である」との回答がありま

した。 

 次に、「取り替えた量水器の活用方法、廃棄

する際に適切な処理ができているのか」の質問

に対し、「新品購入の際に業者に取替え後の量

水器をリサイクル品として返還し、少しでも経

費削減になるよう努めている」との回答があり

ました。 
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 次に水質毎日検査委託料についての質問があ

り、「現在、新城と海潟の水道管の末端の契約

世帯に塩素濃度を測ってもらい、塩素濃度を測

ってもらい、委託料を支払っている」との回答

がありました。 

 次に、病院事業会計決算においては、委員か

ら「純利益が出た結果をどう見るか」との質問

があり、「感染症の影響もあり、入院患者また

外来患者の数が減少しているが、診察報酬の増

額改定があったため純利益が出たと考えている。

今後、人口減少が考えられることから、何らか

の対応を検討していきたい」との回答がありま

した。 

 次に、「医療体制について、今のところ市民

からの不満等の声はないか」との質問に対し、

「市民の声として小児科、産科、婦人等診療科

がないとの声があり、中央病院にお願いしてい

るところだが、全国的に医師不足であり、厳し

い状況である。また、現在ある診療科について

は待ち時間が長いとの声が上がっているため、

引き続き要望していきたい」との回答がありま

した。 

 以上、主な質疑について申し上げました。 

 まとめとしまして、監査委員の決算審査意見

書にもありましたように、水道事業会計につい

ては、収益の基礎となる給水人口の減少が進む

中、施設の減価償却や企業債の借入れによる償

還額等が経営を圧迫することが懸念されるが、

新たな企業債の借入れを行ってはいるものの、

企業債残高は前年度より減少し、令和３年度は

利益を出し、借入残額も順当に減少しているこ

とが経営努力として評価されている。 

 病院事業会計においては、年々、高度化、専

門化、多様化していく医療需要に対応するため、

老朽化の進んでいる医療機器の更新、施設改修

として更新工事を行うなど、医療の質の向上と

医療環境の充実に努めている点などが評価され

ています。 

 本委員会としましては、両事業とも引き続き

経営基盤の安定と経営の健全化に努めていただ

くよう求めるものです。 

 以上の質疑を踏まえた上で、議案第34号令和

３年度垂水水道事業会計剰余金の処分及び決算

の認定については、原案のとおり可決し、決算

については適正であると認め、認定することに

意見の一致を見ました。 

 次に、議案第35号令和３年度垂水市病院事業

会計決算の認定については、適正であると認め、

認定することに意見の一致を見ました。 

 以上で、報告を終わります。 

○議長（川越信男）  ただいまの報告に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。討論はありません

か。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  討論なしと認めます。こ

れで討論を終わります。 

 お諮りいたします。ただいまの委員長の報告

のとおり決することに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。よ

って、議案第34号令和３年度垂水市水道事業会

計剰余金の処分及び決算の認定について、剰余

金の処分については原案のとおり可決、決算に

ついては認定することとし、議案第35号令和３

年度垂水市病院事業会計決算の認定については

認定することに決定いたしました。 

   △議案第36号～議案第40号一括上程 

○議長（川越信男）  日程第６、議案第36号か

ら日程第10、議案第40号までの議案５件を一括

議題といたします。 

 説明を求めます。 

○総務課長（濵 久志）  議案第36号垂水市職



－15－ 

員の育児休業等に関する条例の一部を改正する

条例案について御説明申し上げます。 

 妊娠、出産、育児等と仕事の両立支援につい

ては昨年８月に人事院が行った公務員人事管理

に関する報告及び国家公務員の育児休業等に関

する法律の改正についての意見の申出の中で国

家公務員に係る妊娠、出産、育児等と仕事の両

立支援のために講じる措置が明らかにされてお

り、地方公共団体の職員についても国家公務員

との均衡を踏まえるように求められています。 

 国においては、今年６月に職員の育児休業等

に係る人事院規則を改正し、このうち非常勤職

員については育児休業の取得要件を緩和すると

ともに、配偶者と交代で育児休業を取得できる

ようにする等の改正を行いました。 

 本議案は、この人事院規則が今年10月１日か

ら施行されることに伴い、垂水市職員の育児休

業等に関する条例の一部を改正しようとするも

のでございます。 

 それでは、改正の内容について添付しており

ます新旧対照表で御説明いたします。 

 まず、第２条第３号は非常勤職員の育児休業

取得要件を定めたものでございますが、今回の

改正により非常勤職員が子の出生後57日以内に

育児休業をしようとする場合には、子の出生日

から起算して57日と６か月を経過する日までに

当該非常勤職員の任期が満了すること及び引き

続いて採用されないことが明らかでないという

要件を加え、取得要件を緩和しようとするもの

でございます。 

 次に、第２条の３第３号は非常勤職員の育児

休業の上限を定めた部分であり、第３号は非常

勤職員の育児休業の対象期間の上限を子が１歳

６か月到達日とする要件について規定している

ものでございますが、今回の改正により夫婦交

代での取得や特別の事情がある場合の柔軟な取

得を可能とするために改めようとするものでご

ざいます。 

 次に、第２条の４は、子の養育の事情を考慮

して特に必要と認められる場合は、非常勤職員

の育児休業に対象期間の上限を子が２歳に達す

る日という要件について規定している部分でご

ざいますが、今回の改正により、第２条の３第

３号の改正と同様、夫婦交代での取得や特別な

事情がある場合の柔軟な取得を可能とするため

に改めるとするものでございます。 

 次に、第３条は育児休業法第２条第１項ただ

し書の条例で定める特別の事情について定めた

部分でございますが、今回の改正で、第３条各

号に定める特別な事情中、第５号を廃止し、第

６号から第８号を１号ずつ繰り上げ、第７号の

任期を定めて採用された職員について任期の更

新等があった場合の規定を整備しようとするも

のでございます。 

 次に、３条の２の改正は、同条文は改正前に

おいて第２条の５で規定されていたものでござ

いますが、地方公務員の育児休業等に関する法

律第２条第１項が改正されたことに伴い、本条

例第２条の５を削り、第３条の２に新たに加え

ようとするものでございます。 

 次に第11条の改正でございますが、国の改正

に伴い、第６号中に規定する育児休業等計画書

を育児短時間勤務計画書に改めようとするもの

でございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○税務課長（篠原彰治）  議案第37号垂水市税

条例等の一部を改正する条例案について御説明

申し上げます。 

 今回の改正は令和４年度税制改正の大綱を受

け、地方税法等の一部を改正する法律等が令和

４年３月31日に公布されたことに伴い垂水市税

条例の一部改正につきましてさきの第２回定例

会において４月１日から施行されるものについ

ては御承認いただいておりますが、令和５年１

月１日及び令和６年１月１日以降に施行される



－16－ 

ものについて提案するものでございます。 

 なお、今回の改正は、市税条例の一部を改正

する条例と市税条例等の一部を改正する条例の

一部を改正する条例を合わせて１つの条例とし

て改正するものです。 

 改正内容につきまして新旧対照表により御説

明申し上げます。 

 １ページを御覧ください。 

 第18条の４は、法第382条の４の規定により

証明書に住所に代わるものとして施行規則で定

める事項を記載したものを交付しなければなら

ないこととする改正でございます。 

 ２ページにかけての第33条第４項及び第６項

は、法律改正に合わせて所得割の課税標準につ

いて総合課税または分離課税を確定申告書の記

載によってのみ適用するものでございます。 

 ２ページを御覧ください。 

 第34条の９第１項及び第２項は、法律改正に

合わせて配当割額または株式等譲渡所得割額の

控除について総合課税または分離課税がある場

合の特別徴収税額の税額控除を確定申告書の記

載によって行う改正でございます。 

 ３ページにかけての第36条の２第１項は、法

律改正に合わせて公的年金等受給者の住民税申

告義務に係る規定の整備でございます。 

 ３ページを御覧ください。 

 第36条の２第２項は、省令の改正に合わせて

項ずれを反映させた改正でございます。第36条

の３第２項及び第３項は、法律改正に合わせて

規定の整備を行うものでございます。 

 ４ページをお開きください。 

 第36条の３の２第１項は、法律改正に合わせ

て１号の次に２号として給与所得者の扶養親族

申告書について記載事項に退職手当等に係る所

得を有する一定の配偶者の氏名を追加し、２号

及び３号をそれぞれ３号及び４号とする改正で

ございます。 

 ４ページから５ページにかけての第36条の３

の３第１項は、法律改正に合わせて公的年金等

受給者の扶養親族申告書について一定の配偶者

及び16歳超の扶養親族を有する者について提出

義務を追加し、また記載事項に配偶者の氏名を

追加する改正でございます。 

 ５ページを御覧ください。 

 第73条の２は、法律改正に合わせて法第382

条の４の規定により固定資産課税台帳に住所に

代わるものとして施行規則で定める事項を記載

したものを閲覧に供しなければならないことと

する改正でございます。 

 第73条の３は、法律改正に合わせて法第382

条の４の規定により記載事項証明書に住所に代

わるものとして施行規則で定める事項を記載し

たものを交付しなければならないこととする改

正でございます。 

 附則第７条の３の２は、法律改正に合わせて

住宅借入金等特別税額控除の延長見直しに伴う

改正でございます。 

 ６ページをお開きください。 

 附則第16条の３第２項は、法律改正に併せて

申告分離課税を所得税で適用がある場合に限り

適用する改正でございます。 

 附則第17条の２第３項は、法律改正に合わせ

て引用条項の削除に伴う規定の整備でございま

す。 

 ７ページを御覧ください。 

 附則第20条の２第４項は、法律改正に合わせ

て申告方式の選択に係る規定の整備でございま

す。 

 ８ページにかけての附則第20条の３第４項及

び第６項は、法律改正に合わせて申告方式の選

択に係る規定の整備でございます。 

 第25条及び９ページの第26条は、法律改正に

合わせて住宅借入金等特別税額控除の延長見直

しに伴う規定の整備でございます。 

 10ページを開きください。 

 第２条関係としまして令和３年改正条例の第



－17－ 

１条のうち第36条の３の３は、法律改正に合わ

せて扶養親族申告書の改正に伴う規定の整備で

ございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○市民課長（松尾智信）  議案第38号垂水市国

民健康保険基金条例の一部を改正する条例案に

つきまして御説明申し上げます。 

 今回の改正は、平成30年度からの国民健康保

険制度改革に伴い、国民健康保険基金の設置目

的、積立て及び処分に関わる規定について所要

の改正をしようとするものでございます。 

 本市の国保財政においては、平成24年度から

赤字補痾目的の法定外繰入れを行ってきており、

実質的に基金への積立ては行えておりません。

併せて、制度改正に伴い新たに発生した事業費

納付金についても、改正前の設置目的である保

険給付及び保険事業に合致するものであり、改

正の必要があるとは考えておりませんでしたが、

昨年度実施された県による実地検査の結果に基

づき昨年度末に技術的助言として設置目的が制

度改正の前のものであることから、適切な体制

を行うよう求められたものでございます。 

 改正前は、基金の設置目的が国民健康保険の

保険給付及び保険事業の財源に不足を生じたと

きの財源を積み立てるためと限定的であったこ

とから、平成30年度からの制度改正に伴い事業

費納付金といった改正に伴う新たな支出の財源

としても利用できるよう広く国民健康保険事業

の円滑な運営のために設置するものとし、積

立・処分に関する規定に関しても条文の整備を

行うものです。 

 それでは、改正の内容を新旧対照表で御説明

申し上げます。 

 下線を引いたところが改正部分でございます。 

 第１条は基金の設置目的について規定してお

り、改正前は国民健康保険の保険給付及び保険

事業の財源に不足を生じたときの財源を積み立

てるためと限定的であったことから、国民健康

保険の円滑な運営を図るため事業費納付金とい

った制度改正に伴う新たな支出の財源としても

利用できる内容へ改正するものでございます。 

 第２条は、第２項を削除し、積立額の上限額

を削除するものでございます。 

 第５条は、第１条の設置目的に合わせて改正

するものです。 

 なお、附則としましてこの条例は公布の日か

ら施行しようとするものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

 続きまして、議案第39号及び議案第40号につ

いて御説明いたします。 

 なお、議案第39号及び議案第40号は関連がご

ざいますので、一括して御説明いたします。 

 公職選挙法施行令の一部を改正する政令が令

和４年４月６日に施行されたことに伴い、選挙

運動用自動車等の使用の公営に関する限度額が

引き上げられたため、本市もこれに準じて当該

限度額について条例の改正を行おうとするもの

でございます。 

 まず、議案第39号の垂水市議会議員及び垂水

市長の選挙における選挙運動用自動車の使用の

公営に関する条例の一部を改正する条例案につ

いて、改正の内容を新旧対照表で御説明申し上

げます。 

 下線を引いたところが改正部分でございます。 

 第４条で、選挙運動用自動車の借入契約の１

日当たりの借入金額の限度額を１万5,800円か

ら１万6,100円に、１日当たりの燃料代の限度

額を7,560円から7,700円に引き上げようとする

ものでございます。 

 次に議案第40号の垂水市議会議員及び垂水市

長の選挙における選挙運動用ビラ並びに選挙運

動用ポスターの作成の公営に関する条例の一部

を改正する条例案について、改正の内容を新旧

対照表で御説明申し上げます。 
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 下線を引いたところが改正部分でございます。 

 第４条で選挙運動用ビラの１枚当たりの作成

単価の限度額を７円51銭から７円73銭に、第８

条で選挙運動用ポスターの１枚当たりの作成単

価の基準額を525円６銭から541円31銭に引き上

げようとするものでございます。 

 附則としまして、議案第39号及び議案第40号

はいずれも公布の日から施行しようとするもの

ですが、改正後の条例が適用される選挙につき

ましては、令和５年１月26日に任期満了を迎え

る垂水市長選挙からを想定しております。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（川越信男）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○森 武一議員  議案36号垂水市職員の育児休

業等に関する条例の一部を改正する条例案につ

いて２点お伺いさせていただければと思います。 

 １点目は、今回の条例の改正に当たって、非

常勤職員の育児休業が認められる、要件が緩和

されるという案件だったと思いますが、その中

で今後の育児休業が取れるようなお子さんをお

持ちの方が非常勤職員に採用される、応募され

た際とか、そこで、不利益はないと思うんです

けど、不利益がないかということを確認させて

いただければというのが一点。 

 あと、今回の育児休業法の改正に当たっては、

男性の育児休業等を広く取りやすくするように

というのが改正の趣旨だったかと思いますが、

法令等に基づいて求められている条件というの

はこれで大体整うのかというのをお伺いさせて

いただければと思います。 

○総務課長（濵 久志）  まず、１点目の御質

問ですが、会計年度任用職員の採用に関しまし

ては育児休業を取得するしないということ自体

を採用の基準とはしておりません。ですので、

不利益が生じるということはございません。 

 毎年３月に会計年度任用職員の面接を実施し

ているところですが、育児休業中の会計年度職

員についても更新に伴う新規申込みがあった場

合は、公平性の観点から他の申込者と同じ採用

基準で選考を行っているところでございます。

ですので、不利益が生じることはないと考えて

おります。 

 もう一点ですが、今度の改正で育児休業の制

度については完結しているかということ。 

 現時点では完結しているということです。ま

た、来年の４月１日に３回目の改正があるんで

すけど、３回目の改正については公表義務をう

たう改正ですので、制度が変わるというもので

はございません。 

○議長（川越信男）  ほかに質疑ありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 ただいまの議案については総務文教委員会に

付託いたします。 

   △議案第41号～議案第44号一括上程 

○議長（川越信男）  日程第11、議案第41号か

ら日程第14、議案第44号までの議案４件を一括

議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第41号 垂水市教育委員会教育長の任命に

ついて 

議案第42号 垂水市教育委員の任命について 

議案第43号 人権擁護委員候補者推薦につき意

見を求めることについて 

議案第44号 人権擁護委員候補者推薦につき意

見を求めることについて 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（川越信男）  説明を求めます。 

   ［市長尾脇雅弥登壇］ 

○市長（尾脇雅弥）  議案第41号の垂水市教育

委員会教育長の任命について御説明を申し上げ

ます。 
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 現在、垂水市教育委員会教育長であります坂

元裕人氏が、令和４年11月６日をもって任期満

了となりますことから同氏を再任しようとする

ものでございます。 

 任命しようとする坂元裕人氏の住所は垂水市

本町１番地１、生年月日は昭和33年３月16日で

ございます。 

 任期は３年となりますので、令和４年11月７

日から令和７年11月６日までとなります。 

 なお、本議案は地方教育行政の組織及び運営

に関する法律第４条第１項の規定に基づき、議

会の同意を求めるものでございます。 

 御同意を頂きますようよろしくお願い申し上

げます。 

 議案第42号垂水市教育委員会の任命について

御説明を申し上げます。 

 現在、垂水市教育委員会委員であります田之

上厚美氏が、令和４年10月１日をもって任期満

了となりますことから同氏を再任しようとする

ものでございます。 

 再任しようとする田之上厚美氏の住所は垂水

市田神70番地１、生年月日は昭和38年４月17日

でございます。 

 任期は４年でございます。 

 なお、本議案は地方教育行政の組織及び運営

に関する法律第４条第２項の規定に基づき、議

会の同意を求めるものでございます。 

 御同意を頂きますようよろしくお願い申し上

げます。 

 議案第43号及び議案第44号について一括で御

説明を申し上げます。 

 両議案とも人権擁護委員候補者の推薦につき

まして議会の意見を求めるものでございます。 

 まず、議案第43号は、現在、人権擁護委員で

あります後迫タツエ氏が、令和４年12月31日を

もって任期満了となりますことから引き続き同

氏を推薦するに当たり人権擁護委員法第６条第

３項の規定に基づき、議会の意見を求めるもの

でございます。 

 推薦しようとする後迫タツエ氏の住所は垂水

市中俣1800番地４、生年月日は昭和27年８月15

日でございます。 

 次に、議案第44号は、現在、人権擁護委員で

あります大迫玲子氏が、令和４年12月31日をも

って任期満了となりますことから引き続き同氏

を推薦するに当たり人権擁護法第６条第３項の

規定に基づき、委員会の意見を求めるものでご

ざいます。 

 推薦しようとする大迫玲子氏の住所は垂水市

本城1700番地７、生年月日は昭和34年11月16日

でございます。 

 なお、人権擁護委員の任期は３年でございま

す。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。 

 休憩期間中、全員協議会室におきまして全員

協議会を開きますので、ただいまの議案を持っ

て御参集願います。 

     午前11時12分休憩 

 

     午前11時30分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 先ほど議題といたしました議案に対し、これ

から質疑を行います。質疑ありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 お諮りします。議案第41号から議案第44号ま

での議案４件については会議規則第37条第３項

の規定により委員会への付託を省略したいと思

います。これに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。よ
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って、議案第41号から議案第44号までの議案４

件については委員会への付託を省略することに

決定しました。 

 これから討論を行います。討論はありません

か。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  討論なしと認めます。こ

れで討論を終わります。 

 お諮りいたします。まず、議案第41号につい

て同意することに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。よ

って、議案第41号については同意することに決

定いたしました。 

 次に議案第42号について同意することに御異

議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。よ

って、議案第42号については同意することに決

定いたしました。 

 次に議案第43号について適任とすることに御

異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。よ

って、議案第43号については適任とすることに

決定いたしました。 

 次に議案第44号について適任とすることに御

異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。よ

って、議案第44号については適任とすることに

決定いたしました。 

   △議案第45号上程 

○議長（川越信男）  日程第15、議案第45号令

和４年度垂水市一般会計補正予算（第３号）案

を議題とします。説明を求めます。 

○財政課長（園田 保）  議案第45号令和４年

度垂水市一般会計補正予算（第３号）案につい

て御説明を申し上げます。 

 主な補正の内容を記載しました参考資料をお

配りしておりますので、併せて御覧ください。 

 なお、参考資料の最終ページに誤字がありま

したので、訂正をお願いいたします。 

 ３ページ、最終ページの表右側の補正理由欄

の下から３行目、「多目的屋内ホール放火シャ

ッター修繕」とございますが、正しくは「多目

的屋内ホール防火シャッター修繕」でございま

す。 

 訂正してお詫び申し上げます。申し訳ござい

ませんでした。 

 さて、今回の補正は、地方公務員等共済組合

法の一部改正に伴う会計年度任用職員等の地方

公務員共済組合の適用に係るもの、新型コロナ

ワクチン接種事業、新型コロナウイルス感染症

対策地方創生臨時交付金事業の通常分及び原油

価格・物価高騰対分等に係る増額等によるもの

が主なものでございます。 

 補正額は、歳入歳出とも２億8,753万円を増

額し、補正後の歳入歳出予算総額は121億532万

9,000円となります。 

 補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並

びに補正後の歳入歳出予算額は、２ページから

４ページまでの第１表、歳入歳出予算補正に挙

げてあるとおりでございます。 

 ５ページの第２表、地方債の補正を御覧くだ

さい。 

 変更の内容でございますが、道路整備事業の

辺地債は市道内ノ野線道路改良事業において社

会資本整備総合交付金の交付額確定に伴い辺地

債へ組み替えたことによる増額、臨時財政対策

債は本年度における発行可能額通知に合わせた

減額を行うものでございます。 

 続いて、歳出の事項別明細書で主なものを御

説明申し上げます。 

 11ページをお開きください。 

 ２款総務費１款総務管理費10目企画費の報償
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費は、住宅取得助成事業の商品券に不足が見込

まれるため増額するものでございます。 

 12ページをお開きください。 

 18節負担金、補助及び交付金のまちづくり交

付金は、各地区公民館が策定した地域振興計画

に基づく事業に対するものでございます。住宅

取得費助成事業補助金は、報償費でも説明しま

したとおり今年度の執行額に不足が見込まれる

ため増額するものでございます。 

 11目電算費17節備品購入費は、現在使用中の

メールシーラーが購入後11年が経過し、不具合

が発生した場合に交換部品の製造も行われてい

ないことから更新を行うものでございます。 

 14ページをお開きください。 

 ３款民生費１項社会福祉費１目社会福祉総務

費の委託料は、訪問給食サービス事業において

今般の物価高騰を鑑み、令和４年４月分から事

業者への補助額を１食当たり100円増額してお

りましたことから不足する財源について増額す

るものでございます。 

 ９目介護保険事業費18節負担金、補助及び交

付金は、介護施設等における新型コロナ感染拡

大防止対策等支援事業で家族面談室の整備に係

るものでございます。 

 15ページを御覧ください。 

 ２項児童福祉費１目児童福祉総務費の負担金、

補助及び交付金は、保育所等の職員が感染症対

策の徹底を図りながら保育を継続的に実施いた

だくために必要なマスク、消毒液の衛生用品や

感染防止用の物品購入に要する経費でございま

す。 

 ２目児童措置費18節負担金、補助及び交付金

は、コロナ禍において物価高騰等に直面する子

育て世帯の経済的負担の軽減を図るとともに、

栄養バランスや量の確保、従来どおりの給食等

の実施が確保できるよう保育所等に対して物価

上昇に対する必要な経費を支援するもので県の

新規事業でございます。 

 ４款衛生費１項保健衛生費３目予防費の10節

需用費から16ページの12節委託料は、新型コロ

ナワクチンの４回目の接種の対象者拡大に要す

る経費でございます。 

 ４目環境衛生費18節負担金、補助及び交付金

は、簡易水道施設整備費補助金が今年６月の時

点で既に今年度予算を執行済みであり、今後の

申請に備えて増額するものでございます。 

 ２項清掃費２目し尿処理場費10節需用費は、

環境センターの修繕料の不足が見込まれること

から増額を行うものでございます。 

 18ページをお開きください。 

 ６款農林水産業費１項農業費の上段になりま

す。５目農業振興費18節負担金、補助及び交付

金の荒廃農地再生事業補助金は、申請額に対し

予算が不足することから増額するものでござい

ます。新規就農者支援対策事業補助金は、新規

就農者が２名追加となり、予算が不足すること

から補正を行うものでございます。 

 11目農地費12節委託料は、高城川原地区排水

路布設及び新御堂下片平田地区用水路布設に係

る測量設計業務委託に要する費用が主なもので

ございます。 

 13節使用料及び賃借料は、排水路等の堆積土

砂除去に要する費用でございます。 

 14節工事請負費は、高城川原地区排水路布設

工事及び新御堂下片平田地区用水路布設工事に

要する費用でございます。 

 12目農道整備事業費12節委託料は、農道の除

草等に係る維持管理料に不足が生じることから

増額を行うものでございます。 

 19ページを御覧ください。 

 13節使用料及び賃借料は、農道の路面補修や

崩土除去に要する費用の増額でございます。 

 14節工事請負費は、交通安全施設の整備事業

で小中野地区にガードレールを設置するもので

ございます。 

 ２項林業費１目林業総務費10節需用費は、キ
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オビエダシャク防除対策として地域ぐるみで防

除を行う場合に、対象世帯に応じて各振興会へ

駆除用薬剤を配付するものでございます。 

 ２目林業振興費13節使用料及び賃借料は、林

道、作業道の倒木除去等に係るもので森林環境

譲与税を活用して行うものでございます。 

 20ページをお開きください。 

 ３項水産業費２目水産業振興費12節委託料は、

販路拡大事業の一環として国内大手小売チェー

ン向けの商品を開発するものでございます。 

 ７款商工費１項商工費２目商工振興費の18節

負担金、補助及び交付金のうち秋の産業祭補助

金は、キッズイベント企画分として増額するも

のでございます。 

 プレミアム付商品券事業補助金は、年末に実

施するもので財源は地方創生臨時交付金でござ

います。 

 新型コロナウイルス感染症対策時短要請協力

金負担金は、鹿児島県が今年１月27日から３月

６日までに時短要請に応じた飲食店に対する協

力金の本市負担分で、財源は地方創生臨時交付

金でございます。 

 21ページを御覧ください。 

 ８款土木費２項道路橋梁費１目道路維持費の

12節委託料は、港平集落道の測量設計に係るも

のでございます。 

 13節使用料賃借料は、市道の舗装・補修に要

する経費の増額でございます。 

 14節工事請負費は、垂水36号線、25号線の道

路改修、垂水42号線の側溝改修、潮彩町フェン

スの改修等に要する費用の増額でございます。 

 ３目交通安全対策費の14節工事請負費は、

ガードレール及びカーブミラー等の設置に要す

る費用の増額でございます。 

 22ページをお開きください。 

 ３項河川費１目河川維持費13節使用料及び賃

借料は、河川の寄洲除去等に要する重機借上料

でございます。 

 ６項住宅費６目住宅安全対策費18節負担金、

補助及び交付金は、空き家解体撤去事業補助金

に不足が見込まれることから増額するものでご

ざいます。 

 23ページを御覧ください。 

 ９款消防費１項消防費５目災害応急対策費の

17節備品購入費は、九州地域づくり協会から両

道の駅へ防災備品の購入に係る支援として寄附

申込みがございましたので、寄附金を活用し、

両道の駅に防災備品を購入するものでございま

す。 

 10款教育費１項教育総務費２目事務局費の12

節委託料は、市内全小中学校における学校施設

のバリアフリー状況を調査するための費用でご

ざいます。 

 ３目学校教育事務費27節繰出金は、岩崎育英

文化財団から岩崎奨学金の元金を保持している

自治体へ、基金の目的に沿った人材育成と郷土

の発展に尽力いただきたいとの寄附がございま

したので、奨学資金の貸付基金に繰り出すもの

でございます。 

 25ページをお開きください。 

 ５項社会教育費７目文化会館費10節需用費は、

文化会館の修繕料に不足が生じるため増額を行

うものでございます。 

 ６項保健体育費２目体育施設費10節需用費は、

庭球場のナイター照明等及び体育施設の修繕料

に不足が生じるため増額を行うものでございま

す。 

 ３目学校給食費18節負担金、補助及び交付金

の新型コロナウイルス対応学校給食食材臨時支

援金は、第２回定例会においても予算計上させ

ていただきましたが、今般の物価上昇を考慮し、

食材料費が不足することのないよう増額を行う

もので、財源は地方創生臨時交付金でございま

す。 

 11款災害復旧費２項公共土木施設災害復旧費

１目公共土木施設単独災害復旧費の13節使用料
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及び賃借料ですが、重機借上料は元垂水原田線

の調査試験作業にかかるものでございます。 

 以上が最初の主なものでございますが、これ

らに対する歳入は、前に戻っていただきまして、

６ページ、事項別明細の総括表及び８ページか

らの歳入明細にお示ししてありますように、そ

れぞれの事務事業に伴う使用料及び手数料、国

県支出金、寄附金、繰入金、諸収入、市債など

の特定財源と繰越金の一部を補正し収支の均衡

を図るものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

○議長（川越信男）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○持留良一議員  それでは、２点、質疑をさせ

ていただきたいと思います。 

 一つは、民生費、社会福祉費の地域介護基盤

整備事業補助金というのが先ほど案内がありま

した。 

 老人宅配給食の値上げに対する物価高騰に対

する対応ということで評価できるというふうに

思うんですけども、これは県の支出金というふ

うになっていますけども、どのような形で県が

制度設計して出したのかということと、今後の

物価動向等の関係においても引き続きこのこと

については対応する方向性はあるのかというの

が一点です。 

 あと一つはプレミアム付商品券の問題ですね。

商工費の関係なんですけども、この問題では、

この間、各議員の間からも、税の公平性、公正

性、いわゆる平等の税の使用目的というのはど

ういうものなのかということで様々議論があっ

て、特に商工観光課を中心としながら改善が図

られてきたというふうに認識しています。 

 今回、新たな視点が必要だったんじゃないか

というふうに思うんです。というのは、物価高

騰対策に対して対策をどう取ってほしいのか、

市民の声は様々あると思います。 

 全国的にもそのことでは展開されています。

例えば、物価高騰による光熱費の支援という形

で行われている自治体もあります。また、低所

得者を対象とした物価手当。こんな形でもあり

ます。 

 というのは、商品券というのはあくまでも電

気代とかガスとか水道料には使用できないとい

う、そういう側面があると思うんですね。そう

なってきたときに、今、物価高騰で、様々な市

民の方々、特に低所得者、生活困窮者の方々は

大変困窮されていると。 

 また、この９月からも相当数の物価が値上が

りするというふうになっています。そういう中

でそういう視点を持った形での全般にわたる各

課も含めた形での協議をする必要があったんじ

ゃないかというふうに思うんです。 

 これは特に市長が政策判断をされたというふ

うに思いますので、そういう視点はなかったの

かどうなのか、その対策を今後取る必要はない

のかどうなのかも含めて質疑をしたいと思いま

す。 

○保健課長（草野浩一）  今、持留議員が言わ

れたので反問権をします。 

 最初にお話しされた訪問給食の部分につきま

しては１目社会福祉総務費の委託料の部分でご

ざいますので、お話しした中で、社会基盤整備

事業費の補助金については介護保険事業費のほ

うですので、どちらのほうの御質問か、お願い

します。 

○持留良一議員  間違えましたね。訪問給食

サービス事業です。 

○福祉課長（森永公洋）  訪問給食費の値上げ

についてなんですが、最近のコロナ感染による

物価高騰や今年の２月のロシアによるウクライ

ナ侵攻等により一層の物価高騰となり、続けて

いくことが難しいと商店のほうから言われまし

たので、値上げをしてくれないかということで

打診がありました。 
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 そこで、上昇率を勘案したところ、１食当た

り100円の増額が妥当ではないかということで、

その分を増額しております。 

○議長（川越信男）  よろしいですか。 

○副市長（益山純徳）  物価高騰対策に対する

御質問がございました。私のほうからから答弁

をさせていただきます。 

 議員御承知のとおり物価高騰対策等々につき

ましては、これまでも、農林水産業、商工業、

あと子供たちのほうの５万円支給という形で市

独自の施策も取っておりました。今回も、給食

サービスや学校給食、保育園に対する県の新規

事業に市のほうは同調して予算を組んでおりま

す。 

 今後につきましては、政府の追加支援、この

ほうも報道等で耳にしておりますので、そうい

うものも注視しながら適時適切な時期に検討す

べきものだと考えております。 

 以上です。 

○持留良一議員  今回の物価に対して、宅配給

食、訪問給食のほうは対応するということで、

回答のほうを求めたのは、今後、さらに来年度

そういう状況が背景として当然現れてくるだろ

うと。そういうときに適宜対応するのかという

ことで質疑をさせていただいたんですれども。 

 あと、物価高騰による様々な、特に生活困窮

者、低所得者対象というのは今後の検討課題と

いうふうに受け取っていいのか。その点につい

て。 

 というのはなぜかというと、きちっとした、

様々な問題が出たときには即時対応するような

考えを持って。６月議会のときも市長は物価高

騰対策として回答されているんですよね。そう

いう観点に関したら、一番、今、大変な生活に

おいて困窮している世帯というのは、今、言っ

たみたいな低所得者、生活困窮世帯だろうと。 

 物価高騰によって一律に基本的なガスや電気

代等は負担が来るわけですよね。所得に関係な

くそれはかかってきますので、そういう視点に

立った形での対応というのは今言いましたとお

り今後検討していくというふうに受け止めてい

いんでしょうか。 

○副市長（益山純徳）  先ほどの答弁、一部、

繰り返しになり申し訳ございませんが、今後に

つきましては、国の支援策等も注視しながら、

県及び他市町村の動向も注視しながら適時適切

な時期に必要な事業を検討すべきだと考えてお

ります。 

 以上です。 

○持留良一議員  給食のほうはありますか。 

○福祉課長（森永公洋）  給食については、１

業者しか訪問給食のほうはやっておりませんの

で、今後、給食費、物価高騰によりましてこの

業者がもうできなくなるということになると多

くの方が困りますので、今後、その辺について

はいろいろ財政課などと検討しまして、物価高

騰に対しては、できる範囲で、こちらのほうも

増額していける範囲でやりたいと思います。 

○持留良一議員  もう３回目になりますので。 

 非常にオブラートにしたような形での回答で、

適宜対応するという。でも、市長は６月議会で

は即効性のあるものについてはきちっと対応す

るということだったんですよ。そういうふうに

なっちゃうと、いわゆる市民の生活の実態をど

うつかんでいるのかというのは非常に私自身は

問題だなと。 

 本当に全国ではこういう形で生活支援事業補

助金とか物価手当に対する支援等、様々な取組

をされているわけなんです。それでみんなの自

治体の基本である市民の暮らしを守るという視

点に立った政策が提案されているんですよね。 

 そのこと、どうだったのかということを改め

て市長の６月の回答も含めてこのことについて

市長に回答をお願いいたします。 

○市長（尾脇雅弥）  新型コロナあるいは関連

してのいろいろ、物価高騰、いろいろあるわけ
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ですけれども、基本的にはこれまでも議員の皆

様にお示しして御理解を頂いて進んでいるわけ

ですので、うちがやっているけれどもほかがや

っていないとかいうこともございます。 

 それはしっかりと状況を見ながら適宜判断し

ているということでありますので、様々なこと

に、先ほど答弁したことの繰り返しになります

けれども、状況をしっかり見極めて対応すると

いうことでございます。 

○議長（川越信男）  ほかにありませんか。 

○森 武一議員  今、持留議員のほうで御質問

されたところでというところ、少し関連すると

は思うんですが、先ほど副市長のほうから適時

判断してやっていくというお話があったかと思

います。 

 その際、国のほうの地方創生のほうで、物価

高騰対策費として、使えるお金、予算を特別交

付金として頂いているということで、前回の産

業厚生委員会のところでお話しになったところ

で、大体、枠が2,000万くらい残っていたと。

今回、補正予算を組むことによって特別交付金

の枠が3,000万くらいオーバーするというお話

があったかと思います。 

 今後、特別交付金の枠を使い切る、今回、

オーバーしていくというところで、適時判断す

るに当たって財政的な制約は生まないというこ

との確認。その制約があるから適時打つことが

できないということはないですよね。というと

ころです。 

○財政課長（園田 保）  御指摘のとおり、現

段階で、国の地方創生交付金の限度額、予定額

から3,496万8,000円オーバーした形で予算は組

んであります。 

 ここは実績でどう変動するかというのも見越

した形の予算編成ではありますが、それは必要

に応じて今後も適宜判断しないといけないこと

であると考えておりますので、この範囲内だか

らそれが使えない、使わないというような考え

ではございませんで、これからも国際的な経済

情報等も考慮しながら考えていくべきことであ

ります。 

 以上です。 

○議長（川越信男）  ほかによろしいですか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 本案については、所管の各常任委員会に付託

いたします。 

 ここで、暫時休憩いたします。次は、13時か

ら再開いたします。 

     正  午  休憩 

 

     午後１時00分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

   △議案第46号～議案第52号一括上程 

○議長（川越信男）  日程第16、議案第46号か

ら日程第22、議案第52号までの議案７件を一括

議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第46号 令和４年度垂水市国民健康保険特

別会計補正予算（第１号） 案 

議案第47号 令和４年度垂水市後期高齢者医療

特別会計補正予算（第１号） 案 

議案第48号 令和４年度垂水市介護保険特別会

計補正予算（第１号） 案 

議案第49号 令和４年度垂水市漁業集落排水処

理施設特別会計補正予算（第１号） 案 

議案第50号 令和４年度垂水市簡易水道事業特

別会計補正予算（第２号） 案 

議案第51号 令和４年度垂水市水道事業会計補

正予算（第１号） 案 

議案第52号 令和４年度垂水市病院事業会計補

正予算（第２号） 案 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 
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○議長（川越信男）  説明を求めます。 

○市民課長（松尾智信）  議案第46号令和４年

度垂水市国民健康保険特別会計補正予算（第１

号）案について御説明申し上げます。 

 １ページをお開きください。 

 今回の補正は、歳入歳出それぞれ９万7,000

円を追加し、歳入歳出予算の総額を24億3,826

万2,000円とするものでございます。 

 主な補正の理由でございますが、未就学児均

等割保険料軽減制度の創設に伴う費用関係の補

正が主でございます。 

 それでは、歳入歳出補正予算事項別明細によ

り御説明いたします。 

 歳出から御説明いたします。 

 ７ページをお開きください。 

 １款１項１目委託料につきましては、未就学

児均等割保険料軽減制度の開始に伴う国保情報

データベースシステムの改修費用でございます。 

 ３款１項１目事業費納付金の一般保険者医療

給付費分の財源組替えは、保険料と一般会計繰

入金の組替えによるものです。 

 ５款１項１目疾病予防費及び８ページの２項

１目特定健康診査等事業費は、体制の充実のた

め雇用形態を見直し、会計年度任用職員として

雇用するため補正するものでございます。 

 次に歳入につきまして御説明申し上げます。 

 戻りまして、６ページをお開きください。 

 １款国民健康保険税は未就学児に関わる均等

割額の減額相当分を減額するものでございます。 

 ５款県支出金は、国の調整交付金の対象とな

っています未就学児均等割保険料軽減制度開始

に伴うシステム改修費用及び県繰入金（２号

分）について、会計年度任用職員の人件費の差

額について補正するものです。 

 ７款繰入金は、未就学児に関わる均等割額保

険料の減額相当分について、一般会計から補痾

される繰入金について計上しているものでござ

います。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

 続きまして、議案第47号令和４年度垂水市後

期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）につ

いて御説明申し上げます。 

 １ページをお開きください。 

 今回の補正は、歳入歳出それぞれ11万6,000

円を追加し、歳入歳出予算額の総額を２億

6,277万3,000円とするものでございます。 

 補正の理由でございますが、後期高齢者医療

保険料の過年度還付金に不足が見込まれるため

補正するものでございます。 

 それでは、歳入歳出補正予算事項別明細によ

り御説明いたします。 

 歳出から御説明いたします。 

 ７ページをお開きください。 

 ２款１項償還金及び還付加算金は、過誤納還

付金に不足が見込まれるため補正するものでご

ざいます。 

 次に歳入について御説明いたします。 

 ６ページをお開きください。 

 ５款２項償還金及び還付加算金は、後期高齢

者医療広域連合から歳出と同額の歳入があるも

のでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○保健課長（草野浩一）  議案第48号令和４年

度垂水市介護保険特別会計補正予算（第１号）

案について御説明申し上げます。 

 今回の補正は、歳入歳出それぞれ１億7,352

万4,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を24

億5,701万4,000円とするものでございます。 

 主な補正の理由でございますが、令和３年度

決算に伴う繰越金や国・県等への返還金、市負

担金の精算に伴う繰出金でございます。 

 それでは、事項別明細書の歳出から御説明申

し上げます。 

 ８ページをお開きください。 
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 １款総務費１項総務管理費１目一般管理費の

報償費は、令和６年度から令和８年度までを期

間とする次期計画、第９期計画を策定するため

の基礎資料として今年度調査を行う介護予防日

常生活圏域ニーズ調査及び高齢者等実態調査に

係る謝金でございます。委託料は介護報酬改定

に伴うシステム改修費で、積立金は介護給付費

準備基金への積立金でございます。 

 ９ページを御覧ください。 

 ４款諸支出金１項償還金及び還付加算金３目

償還金は、令和３年度事業費確定による国、県

及び社会保険診療報酬支払基金への返還金でご

ざいます。 

 ２項繰出金１目一般会計繰出金は、同じく令

和３年度事業費確定による一般会計への返還分

でございます。 

 続きまして、歳入について御説明申し上げま

す。 

 戻りまして、６ページをお開きください。 

 ３款国庫支出金２項国庫補助金２目及び３目

地域支援事業交付金は、事業費増に伴う追加見

込分でございます。 

 ４目事業費補助金は、介護報酬等改定に伴う

システム改修に係る補助分で、補助率は２分の

１でございます。 

 ４款支払基金交付金１項支払基金交付金２目

地域支援事業支援交付金から７ページの７款繰

入金１項一般会計繰入金４目事務費繰入金まで

は、事業費増に伴う国、県及び市の負担金増分

でございます。 

 ５目低所得者保険料繰入金の現年度分は、低

所得者の保険料軽減対策に係る減額となる保険

料相当分を一般会計から繰り入れるものでござ

います。 

 ２項繰入金１目介護給付費準備金繰入金は、

先ほど御説明申し上げました低所得者保険料繰

入金、諸収入の第三者行為損害賠償金及び高額

介護サービス費返還金を介護給付費の財源に充

当し、給付費の財源としていた介護給付費準備

基金分を減額し、介護給付費の財源更正を行う

ものでございます。 

 ８款繰越金は、令和３年度決算額の確定に伴

い補正するものでございます。 

 ９款諸収入３項雑入１目第三者納付金は、交

通事故等の第三者行為により介護サービスを利

用することになった介護給付については加害者

の保険金で賄うこととなっているため、損害賠

償金として支払われる納付金でございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  議案第49号令和

４年度垂水市漁業集落排水処理施設特別会計補

正予算（第１号）案について御説明申し上げま

す。 

 今回の補正は、歳入歳出それぞれ156万9,000

円を追加し、歳入歳出予算の総額を4,220万

4,000円とするもので、補正理由は令和３年度

繰越金の確定に伴うものでございます。 

 それでは、事項別明細書により歳出から御説

明申し上げます。 

 ７ページをお開きください。 

 ３款諸支出金１項１目27節繰出金は、前年度

繰越金を一般会計に繰り出すものでございます。 

 次に歳入でございますが、６ページを御覧く

ださい。 

 ３款１項１目繰越金の１節前年度繰越金は、

令和３年度繰越金の確定に伴い補正するもので

ございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

○水道課長（福島哲朗）  議案第50号と51号に

つきましては水道課所管でございますので、一

括して御説明申し上げます。 

 まず、議案第50号令和４年度垂水市簡易水道

事業特別会計補正予算（第２号）案について御

説明申し上げます。 
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 １ページを御覧ください。 

 今回の補正額は、歳入歳出それぞれ325万

3,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を5,893

万円とするものでございます。 

 補正の主な理由は、令和３年度簡易水道事業

特別会計の繰越金確定に伴う歳入歳出でござい

ます。 

 それでは、歳出から事項別明細書により御説

明申し上げます。 

 ７ページをお開きください。 

 １款総務費１項１目一般管理費の４節共済費

につきましては、会計年度任用職員に関わる健

康保険部分の共済組合移行に伴い不足額が見込

まれるため増額補正するものでございます。 

 ３款諸支出金１項１目繰出金の27節繰出金は、

令和３年度の繰越金の確定に伴い一般会計へ繰

り出すものでございます。 

 次に歳入でございますが、６ページを御覧く

ださい。 

 １款使用料及び手数料１項１目使用料の１節

簡易水道使用料は、令和３年度簡易水道使用料

の未納額を滞納繰越分として計上するものでご

ざいます。 

 ２款繰入金１項１目一般会計繰入金の１節一

般会計繰入金は、一般会計からの繰入金を減額

補正しまして収支の均衡を図っております。 

 ３款繰越金１項１目繰越金の１節前年度繰越

金は、令和３年度簡易水道事業特別会計の繰越

金確定に伴い繰越額を計上するものでございま

す。 

 続きまして、議案第51号令和４年度垂水市水

道事業会計補正予算（第１号）案について御説

明申し上げます。 

 補正の主な理由は、人事異動に伴う給料等の

増額補正でございます。 

 それでは、参考資料により御説明いたします。 

 ５ページをお開きください。 

 まず、収益的支出の１款水道事業費用１項営

業費用２目配水及び給水費の節、給料から法定

福利費は、職員の人事異動に伴う費用の増加補

正でございます。 

 また、３目総係費の節、法定福利費は、会計

年度任用職員に関わる健康保険部分の共済組合

移行に伴い不用額が見込まれるため減額補正す

るものでございます。 

 １ページにお戻りください。 

 したがいまして、第２条は、令和４年度垂水

市水道事業会計予算第３条に定めた収益的支出

の営業費用を309万2,000円増額し、総額２億

4,227万2,000円とするものでございます。 

 第３条は、予算第８条に定めた議会の議決を

経なければ流用できない経費の職員給与費を

309万2,000円増額し、4,480万4,000円とするも

のでございます。 

 以上で説明は終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

○保健課長（草野浩一）  議案第52号令和４年

度垂水市病院事業会計補正予算（第２号）案に

ついて御説明申し上げます。 

 今回の補正の理由でございますが、垂水中央

病院の医療機器及び施設設備については、毎年、

計画的に更新を行っているところでございます。 

 しかし、昨年度においては世界的な半導体不

足の影響により年度内の納品及び改修完了が見

込めないものが発生し、一部、予算執行ができ

なかったところでございます。 

 その昨年度一部更新できなかったものについ

て、本年度内の納品及び改修完了について見通

せる状況が確認できましたことから改めて予算

計上をするものでございます。 

 今回、資本的収入を2,010万円、資本的支出

を2,027万7,000円、それぞれ増額するものでご

ざいます。 

 ２ページの企業債の補正を御覧ください。 

 先ほど申し上げました理由により、整備に要

する財源として企業債を増額するもので、その
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変更に伴う医療機器整備事業及び病院施設設備

整備事業の起債額を下段にお示ししております

限度額にそれぞれ改めようとするものでござい

ます。 

 ３ページをお開きください。 

 実施計画でございます。 

 資本的収入及び支出につきまして御説明申し

上げます。 

 資本的収入において１款資本的収入１項１目

企業債を2,010万円増額し、支出において１款

資本的支出２項建設改良費１目固定資産購入費

を1,177万7,000円増額し、同じく２目施設改良

費を850万円増額するものでございます。 

 次に内容につきまして御説明申し上げます。 

 ５ページをお開きください。 

 資本的収入及び支出につきまして御説明申し

上げます。 

 収入の１款資本的収入１項１目企業債は、更

新整備に要する財源として企業債を増額するも

のでございます。 

 支出の１款資本的支出２項建設改良費１目固

定資産購入費は、令和３年度に購入できなかっ

た内視鏡挿入形状観測装置など６機種の更新を

行おうとするものでございます。 

 同じく２目施設改良費は、先ほどと同様、令

和３年度において施工できなかったボイラー設

備について更新工事を行おうとするものでござ

います。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○議長（川越信男）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○持留良一議員  48号のところで、諸支出金の

部分で償還金及び還付加算金等の説明があった

んですけど、具体的な内容は分からなかったも

のですから。 

 これは要するにコロナ等の影響等で施設利用

者が減ったというふうに見ていいのか。それと

も当初の事業量そのものが課題だったというふ

うに見ていいのか。この２つの点について見解

をお願いします。 

○保健課長（草野浩一）  今の持留議員の御質

問ですが、令和３年度においては御承知のとお

りコロナの影響を受けまして介護サービスを受

けられる方々の減少がございましたので、介護

給付費につきましては国、県、市プラス保険料

で事業費を賄っているところでございますが、

当然、給付費が減少した関係でそれぞれの国、

県、負担する部分の額も減るということで当初

の見込みより減少したので、その額を返還する

ということでございます。 

 以上でございます。 

○議長（川越信男）  ほかにありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 ただいまの議案５件については、いずれも所

管の各常任委員会にそれぞれ付託いたします。 

   △陳情第19号・陳情第20号一括上程 

○議長（川越信男）  日程第23、陳情第19号及

び日程第24、陳情第20号の陳情２件を一括議題

といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

陳情第19号 議会における多様な人材の活躍で

きる環境整備を求める陳情 

陳情第20号 川内原発の運転期間を20年延長し

ないことを求める陳情 

 癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（川越信男）  ただいまの陳情２件につ

いては、陳情第19号を総務文教委員会へ、陳情

第20号を産業厚生委員会へそれぞれ付託いたし

ます。 

 本日の日程は、以上で全部終了しました。 

   △日程報告 

○議長（川越信男）  明３日から12日までは、



－30－ 

議事の都合により休会といたします。 

 次の本会議は、９月13日及び14日の午前９時

30分から開き、一般質問を行います。 

 なお、質問者は、会議規則第62条第２項の規

定により、本会議終了後の契約保証金検査特別

委員会終了後から９月６日の正午までに、質問

事項を具体的に記載の上、文書で議会事務局へ

提出願います。 

   △散  会 

○議長（川越信男）  本日は、これをもちまし

て散会いたします。 

     午後１時20分散会 
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令和４年９月13日午前９時30分開議 

 

 

   △開  議 

○議長（川越信男）  おはようございます。定

刻、定足数に達しておりますので、ただいまか

ら休会明けの本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付いたしたと

おりであります。 

   △議案第53号上程 

○議長（川越信男）  日程第１、議案第53号垂

水市産業開発促進条例の一部を改正する条例案

を議題といたします。 

 説明を求めます。 

○企画政策課長（二川隆志）  おはようござい

ます。議案第53号垂水市産業開発促進条例の一

部を改正する条例案について御説明申し上げま

す。 

 垂水市産業開発促進条例は、本市に企業が工

場や事業所等を新設・増設する際に、旧過疎法

の過疎地域自立促進特別措置法の規定に基づき、

固定資産税の課税免除等を行うことにより、本

市の産業の開発を促進し、雇用の増大及び経済

的発展に寄与することを目的として制定した条

例でございます。 

 本条例の一部改正は、本条例第２条で意義を

定めている用語のうち、第９号特別償却設備の

根拠となっております租税特別措置法が令和４

年３月31日に一部改正され、同年４月１日から

施行されたことを受け、項ずれを改めるもので

ございます。 

 条例の改正内容につきましては、新旧対照表

で御説明申し上げます。 

 今回の改正では、第２条のみを対象といたし

ます。第２条第９号中、「第12条第３項の表の

第１号」を「第12条第４項の表の第１号」に改

め、「第45条第２項の表の第１号」を「第45条

第３項の表の第１号」に改めようとするもので

ございます。 

 なお、附則として、この条例は公布の日から

施行することとしております。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

○議長（川越信男）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はありませんか。 

○森 武一議員  すみません、１点お伺いさせ

ていただければと思うんですけど、この条例案

なんですが、減価償却の規定だと思うんですけ

ど、今年ももう９か月たっているかと思うんで

すが、公布の日から施行するというふうになっ

ていますが、この９か月間既にたっている部分

に関しては、何か影響があるのかどうなのかと

いうのを教えていただければと思います。 

○企画政策課長（二川隆志）  本市における影

響は全くございません。そして、今回のこの項

ずれの関係なんですけども、具体的に申し上げ

ます。 

 この中身につきましてですけども、この上位

法であります租税特別措置法において、沖縄振

興特別措置法が新たに第３条第３項に規定され

ているところでございますけども、こちらが新

たに規定されたことによりまして項ずれという

形になりますので、うちの事業かれこれについ

て影響があるというところではございません。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  今、影響がないというお話だ

ったかと思うんですけど、議会の頭ではなくて、

途中で追加議案という形でお出しになったとい

うところで、何か緊急性であったりとか、早急

にやらないといけない理由というのがあるかと

思うんですけど、そこら辺はどのようなものが

あったのか、教えていただければと思います。 

○企画政策課長（二川隆志）  本来でありまし

たら議会に通すという形なんですけども、こち

らのほうも他の自治体関係との関係もありまし

たので、確認した上で今回遅くなりましたけど
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も、本日上程させていただいたところでありま

す。 

 以上でございます。 

○議長（川越信男）  よろしいですか。ほかに

質疑はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 本案については、総務文教常任委員会に付託

いたします。 

   △議案第54号上程 

○議長（川越信男）  日程第２、議案第54号令

和４年度垂水市一般会計補正予算（第４号）案

を議題といたします。 

 説明を求めます。 

○財政課長（園田 保）  それでは、議案第54

号令和４年度垂水市一般会計補正予算（第４

号）案を御説明いたします。 

 今回の補正は、新型コロナワクチン接種事業、

牛根麓漁港広域漁港整備事業負担金の増額によ

るものでございます。補正額は、歳入歳出とも

１億7,374万5,000円を増額し、補正後の歳入歳

出予算総額は122億7,907万4,000円となります。 

 補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並

びに補正後の歳入歳出予算の金額は、２ページ

から３ページまでの第１表、歳入歳出予算補正

に上げてあるとおりでございます。 

 ４ページの第２表、地方債の補正を御覧くだ

さい。 

 変更の内容でございますが、９月２日付で県

通知により牛根麓漁港広域漁港整備事業の事業

費増が見込まれることから、水産基盤整備事業

の過疎債を増額するものでございます。 

 続いて、歳出の事項別明細で説明いたします。

８ページをお開きください。 

 ４款衛生費１項保健衛生費３目予防費の報酬

から委託料は、オミクロン株に対応した新型コ

ロナウイルスワクチン接種の接種体制の確保に

ついて、９月２日付で事務連絡がありましたこ

とから、10月以降の接種に係る費用を計上する

ものでございます。 

 ６款農林水産業費３項水産業費４目漁港建設

費の負担金、補助及び交付金は、先ほど地方債

の補正で説明いたしましたとおり、牛根麓漁港

広域漁港整備事業費の増加が見込まれることか

ら、負担金を増額するものでございます。 

 以上が歳出の説明ですが、これらに対する歳

入は、前に戻っていただきまして、５ページの

事業別明細及び７ページの歳入明細にお示しし

てありますとおり、それぞれの事務事業に伴う

国庫支出金、市債を補正し、収支の均衡を図る

ものでございます。 

 以上で説明を終わりますが、御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

○議長（川越信男）  ただいまの説明に対し、

これから質疑を行います。質疑はございません

か。 

○持留良一議員  今、新型コロナの第７波が減

少傾向に若干ありますけども、今後を見据えた

形での対策だろうというふうに思います。この

中の範囲、対象者の範囲ですね、ワクチン接種

範囲、そしてまた今回、このワクチンの新たな

特徴が新しいのが昨日、認証されたようですけ

ども、今後の対策ということで、そのことだと

思う。 

 もう一つ、インフルエンザの関係はここの部

分では対策としては出てこなかったのかという

のは若干気になるところなんですけども、この

点と、あと漁港建設費、県が認証したというこ

とで今回予算がつくということなんですけど、

全体としての事業に対しての遅れというか、そ

の辺りの問題点というのはないのか。 

 この時点でのこういう事業の点というのは、

我々は考え方として当初、やっぱりスタートす

るんだったら、当初の関係、当初予算でこの辺

りが対応できたのかなと、できなかったのかな
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と様々あると思う。では、その要因は何だった

んだろうというふうに思うんですけど、その認

証の問題がどっかにあったのかなというふうに

思うんですが、その点について質疑をします。 

○保健課長（草野浩一）  お答えいたします。 

 まず、対象者の範囲でございますが、９月２

日付の厚生科学審議会分科会において、接種対

象者は初回接種、１回目接種、２回目接種を完

了した12歳以上の全ての者を対象としておりま

す。 

 併せまして、前回の接種から５か月を経過し

た者となります。現在、対象者につきましては、

約１万2,000名程度を対象としております。 

 次に、インフルエンザの関係ですが、インフ

ルエンザにつきましては当初予算のほうで例年

どおりの形で予算計上しているところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○水産商工観光課長（大山 昭）  おはようご

ざいます。水産の牛根麓漁港の整備なんですけ

れど、当初の計画からいたしますと、浮き桟橋

を１基増設することになりまして、その分の増

額分ということになるんですけれど、年間の県

の上限予算額、これがもう５億円ということで、

今、垂水市でやっているところなんですけれど、

その５億円で当初の計画どおりしますと当然延

長がなされると。 

 ですから、延長がなされないように、いわゆ

る増額するもので、今回３億円を本年度増額い

たしまして、当初の計画になるように負担金の

17％を今回要求するものでございます。 

○持留良一議員  予防接種の関係ですけども、

今回、子供たち、小学生多かったと思うんです

けども、この辺りの希望というか、そういう考

え方があればそれに対応できるような幅はある

のかというのが一つと、この農林水産関係のこ

の負担金というのは、それぞれ工事別によって

たしか違うと認識をしているんですけども、こ

の17％という負担金というのは以前から変わら

ない、ずっとそのままの負担金なのか、この点

について。 

○保健課長（草野浩一）  小児接種につきまし

ては、先ほど申しましたとおり９月２日付にお

いて、予防接種法には努力義務に位置づけられ

たところでございますが、本市におきましては、

あくまでもワクチンのメリットとデメリットの

両方を情報提供しまして、御本人のほうでしっ

かりと判断した上で接種するようにという形で

呼びかけを行っているところでございます。 

 以上でございます。 

○水産商工観光課長（大山 昭）  負担金の率

なんですけれど、前回、その前ぐらいまでは

17.2％ということもありましたが、その状況に

応じて変更されるということで聞いておりまし

て、本年度、昨年度からは17％になっておりま

す。 

○議長（川越信男）  よろしいですかね。ほか

に質疑はないですか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。こ

れで質疑を終わります。 

 本案については、所管の各常任委員会に付託

いたします。 

   △一般質問 

○議長（川越信男）  日程第３、これより一般

質問を行います。 

 １回目の質問は登壇して行い、再質問は質問

席からお願いいたします。 

 なお、質問時間は、答弁時間を含めて１時間

以内とします。 

 また、質問回数については制限なしといたし

ます。 

 また、いずれも初回の発言時間を20分以内に

制限しますので、御協力をお願いいたします。 

 それでは、通告に従って順次質問を許可しま

す。 
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 最初に、６番、堀内貴志議員の質問を許可し

ます。 

   ［堀内貴志議員登壇］ 

○堀内貴志議員  おはようございます。令和４

年９月議会のトップバッターで登板します、質

問します、垂水の稔り生む風の堀内貴志でござ

います。今回の質問、私にとりまして３期目45

回目の一般質問になります。本日も執行部の方、

積極的な答弁をよろしくお願いいたします。 

 過日、７月24日午後８時５分、桜島南岳が爆

発して鹿児島地方気象台は、午後８時50分に噴

火警戒レベルを２段階上げて、最高段位のレベ

ル５に引き上げました。桜島の噴火警戒レベル

が最高段位の５に引き上げられたのは、噴火警

戒レベルが設定された2007年12月以降初めての

ことであります。 

 今回の爆発では、３キロ圏内の避難指示とい

うことで３キロ圏内に居住する島民は、東桜島

にある高齢者福祉センターへの避難を余儀なく

されましたが、今後、さらに大きな爆発となっ

た場合には、島民は島外への避難を余儀なくさ

れます。 

 現在の鹿児島市の避難計画だと海路で搬送す

るとなっていますが、天候に左右されずに24時

間待ち時間なく避難する体制づくりが必要不可

欠ではないでしょうか。そのためには、錦江湾

横断道路の実現を急ぐべきではないかというふ

うに思っております。 

 この錦江湾横断道路につきましては、皆様御

存じのとおり、10年以上前から構想があります。

2009年（平成21年）、伊藤知事のときに錦江湾

横断交通ネットワーク可能性調査が実施されて、

３つのルートの中から鹿児島癩桜島間が最適で

あると判断が出された経緯があります。 

 令和２年、塩田知事が就任されると、昨年で

すけれども、新広域道路交通計画案の中で構想

路線として錦江湾横断道路が表示をされました。

垂水市議会国道整備促進特別委員会としても、

昨年に引き続き、国に対して錦江湾横断道路の

早期実現について要望してまいりましたが、前

向きな意見を頂いております。 

 民間団体の錦江湾横断道路推進協議会では、

新たな看板設置も準備を進めております。今こ

そ錦江湾横断道路の事業化に向けて、官民一体

となって要望活動、機運を盛り上げるときに来

ているのではないかと思っております。錦江湾

横断道路の早期実現、あと一歩です。共に取り

組んでいきましょう。 

 それでは、質問に入っていきます。 

 まず、大きな１つ目は、桜島爆発に伴う体制

についてお聞きをいたします。 

 先ほども話しましたが、７月24日午後８時５

分に南岳が爆発して、大きな噴石が山頂火口か

ら東に2.5キロへ飛びました。そして午後８時

50分に、噴火警戒レベルが２段階切り上げて最

高段位のレベル５に引き上げられました。これ

を受けて、同時刻に鹿児島県が災害対策本部を

設置し、総理官邸でも官邸対策室が設置されま

した。 

 また、スマホの噴火警戒が頻繁に鳴り響き、

テレビ各局では全国放送でテロップが流れるな

ど、桜島の爆発を報道しました。テレビ局によ

っては特別番組を放送するなど全国的に大騒ぎ

になり、その報道を見た全国の人は、今鹿児島

が危ないと思った人も多くいらっしゃるのでは

ないかと思います。 

 私のところにも、県外から電話やメールでの

問合せが多数ありました。結果的には大事に至

らずに災害もなく、３日後の27日午後８時には

噴火警戒レベルは元のレベル３に引き下げられ

ました。 

 私は、今回のこの桜島噴火警戒レベル５への

引上げは、近い将来に必ずやってくる桜島大爆

発に備えるための予行練習であったと考えてい

ます。そのために今回の行動をしっかりと検証

した上で、不測の事態に備えてほしいという意
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味を込めて、今回の質問のテーマに上げました。 

 そこで垂水市として、今回の桜島爆発発生以

降どのような対応をしたのか、時系列で説明を

お願いいたします。 

 次に、大きな２つ目は、鹿児島交通バス23系

統廃止に伴う本市の影響についてお聞きをいた

します。 

 ７月21日の新聞に、鹿児島交通バス23系統廃

止という見出しで記事がありました。垂水市で

対象となるのは、垂水港から桜島港、そして垂

水港から鹿屋、志布志の間が該当するとのこと

で、今年10月、いわゆる来月から廃止・代替化

が予定であるとの記載でした。 

 これを見た私を含めて市民の方もそうですけ

れども、路線バスがいよいよ廃止されるのでは

と思って心配されている方も多かったのではな

いかと思います。垂水市にとって路線バスは唯

一の交通機関であり、市民の足として、また通

学路線としてなくてはならない交通手段であり

ます。これまでどのような調査が行われて、今

後どうなっていくのか、その実情についてお聞

きをいたします。 

 大きな３つ目のテーマは、参議院選挙の結果

についてお聞きをいたします。 

 過日６月22日公示、７月10日投開票で参議院

議員選挙が実施されました。今回の選挙で私が

注目したいのは、18歳から20歳までの投票率で

あります。御存じのとおり、選挙権年齢が18歳

に引き下げられたのが2016年（平成28年）６月

ですから、６年が経過をいたしました。 

 平成29年10月衆議院選挙から実施され、４年

前の本市の垂水市長選挙、また市議会選挙など、

合わせて８回の選挙が実施されております。ま

ずは今回の参議院議員選挙について検証するた

めに、今回の投票率についてお聞きをいたしま

す。 

 最後の質問は、曽於市の小学校で発生した樹

木落下事故を踏まえて、樹木の点検についてお

聞きをいたします。 

 先日８月９日、曽於市の小学校で折れた木の

枝の下敷きになり、同学校の校長先生が亡くな

るという悲惨な事故が発生いたしました。亡く

なられた校長先生には、この場をお借りしてお

悔やみを申し上げます。このような悲惨な事故

を二度と起こしてはいけないと思いますが、こ

れを受けて本市ではどのような措置を取ったの

か、お聞きをいたします。 

 また、実情として危険な樹木は存在したのか、

教えてください。 

 さらに、８月17日に名古屋市においては、街

路樹が根元から折れて赤信号で停車中の乗用車

のボンネットの上に倒れるという事故も発生い

たしました。幸いにもボンネットの損傷だけで

済み、人には被害がなかったようですけれども、

これについても一つ間違えれば人命に影響する

事故であります。 

 この一月の間に続いた樹木に関する事故です

が、この際、街路樹の点検も必要ではないかと

思います。本市の街路樹の点検についてどのよ

うな取組をしているのか、お尋ねをいたします。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○総務課長（濵 久志）  おはようございます。

７月24日に発生した桜島爆発、レベル５に引き

上げられた際の対応についての検証につきまし

てお答えいたします。 

 初日の本会議の市長諸般報告でも報告いたし

ましたが、本市の初動対応としましては、垂水

市地域防災計画に沿って、噴火警戒レベルが５

に引き上げられた７月24日午後８時50分に市の

災害対策本部を設置し、また、垂水市災害対策

本部規程に基づき、消防による桜島口付近の現

況確認や桜島の状況について情報収集に当たっ

ております。 

 同日午後10時に第１回垂水市災害対策本部会

議を開催し、本部員に対して各施設等の異常や

被害等が発生していないか、現地を含めた調査
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や情報収集を行うこととしたところでございま

す。 

 翌７月25日午前６時15分、第２回災害対策本

部会議を開き、調査の結果、被害等がないこと

を確認しております。レベル５への引上げから

３日後の７月27日、福岡管区気象台及び鹿児島

地方気象台は、火口から２キロを超える範囲に

影響を及ぼす噴火が発生する可能性は低くなっ

たとして、同日午後８時、噴火警戒レベルを５

から３へ引き下げました。これに伴い、同時刻

をもって本市の災害対策本部を廃止し、情報収

集体制へ移行しております。 

 今回のレベル５引上げに伴う本市の対応とい

たしましては、地域防災計画に基づき実施され

たものと認識しておりますが、今回のような突

発的な事象への対応を含め、今後も気象台の発

表や専門家の意見等の情報を収集・分析すると

ともに、状況等に応じた活動体制の構築や対応

に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（二川隆志）  鹿児島交通バス

23系統廃止に伴う本市の影響と対応についてお

答えします。 

 現在、本市で運行されております路線バス運

行系統は、バス運行事業者が自主路線として地

域間幹線系統バスとして運行されます３系統と、

本市及び沿線市町がバス運行事業者に委託して

運行しております廃止路線代替バスとして運行

されます18系統で構成されているところでござ

います。 

 今回、路線バス運行事業者から提案されまし

た地域間幹線系統バスを10月から廃止もしくは

廃止路線代替バスへ移行して運行する案に関し

ましては、慢性的な運転手不足や利用者の減少、

原油価格の高騰、新型コロナウイルス禍の長期

化に伴う経営の悪化を要因として、県内で運行

する地域間幹線系統バス50系統のうち、23系統

を対象として提案されたものでございます。 

 この23系統の中には、本市を起終点として運

行されております地域間幹線系統バス３系統の

うち、２つの系統が含まれております。 

 一つ目の系統は、垂水港から桜島口を経由し

て桜島港との間を運行する系統で、もう一つの

系統は、垂水港から鹿屋市を経由して志布志港

との間を運行する系統でございます。 

 現在、路線バスは本市と沿線市町をつなぐ唯

一の公共交通機関であり、利用者にとって必要

不可欠な交通手段でありますことから、この２

つの系統を廃止することになりますと、通勤・

通学・通院などの目的で路線バスを利用されて

いる方々にとって大きな影響を及ぼすこととな

ります。 

 まず、企画政策課におきまして、利用者の実

態を把握するために２系統の全ての時間帯の便

27便において、本市の運行区間内の利用者の

方々に通勤・通学・通院などの目的を直接お聞

きする乗降調査を実施したところでございます。 

 その結果、垂水市内の運行区間において乗降

客がいない時間帯の便も確認できたところでご

ざいます。 

 沿線自治体が各自行いました乗降調査の結果

について、関係する沿線市町と協議を行い、さ

らには大隅地域振興局管内の地域バス対策協議

会や鹿児島県バス対策協議会におきまして、県

や路線バス運行事業者を含めて協議が行われた

ところでございます。 

 まずは、地域間幹線系統バスから廃止路線代

替バスへ移行して、この２系統を維持すべきで

あるという方向性が決定されたところでござい

ます。 

 その後、利用者への影響を最小限に抑えられ

るように、乗降調査の調査結果で利用者がいな

かった便等を減便するなど、運行便数について

調整が行われたところでございます。 

 その内訳でございますが、垂水港から桜島口

を経由し桜島港との間を運行する系統につきま
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しては、平日は17便から12便へ、土日祝日は17

便から８便に減便となります。 

 また、垂水港から鹿屋市を経由し志布志港と

の間を運行する系統につきましては、平日は10

便から９便へ、土日祝日は10便から８便に減便

することとしております。 

 今後、２系統のそれぞれの沿線市町が、路線

バス運行事業者と運行に関する覚書を締結し、

作成しました廃止路線代替バスの実施計画が地

域バス対策協議会におきまして承認されました

ら、10月１日から見直しされた運行ダイヤが開

始されることとなります。 

 この２系統の沿線住民の方々への説明会を９

月14日から15日にかけて、協和、垂水、柊原、

新城の４地区公民館で開催させていただきまし

て、今回の地域間幹線系統バスから廃止路線代

替バスへの移行の経緯や減便等について、周知

を図ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○選挙管理委員会事務局長（松尾智信）  おは

ようございます。それでは、投票率の検証につ

いてお答えいたします。 

 今回の参議院議員通常選挙におきましては、

６月23日から７月９日までの17日間における期

日前投票の投票率は30.28％、また期日前投票

と当日投票を合わせました全体の投票率は

51.62％でございました。 

 前回の通常選挙は３年前の令和元年に執行さ

れており、期日前投票の投票率は26.56％で、

全体の投票率は48.86％でありましたので、前

回と比較しまして期日前投票が3.72％、全体で

は2.76％、それぞれ投票率が増加したところで

ございます。 

 なお、大隅管内の各地の投票率につきまして

は、鹿屋市41.65％、曽於市47.94％、志布志市

48.41％となっております。 

 また、本市の投票率は51.62％と県全体の投

票率48.63％と比較すると、本市が2.99％上回

っております。 

 また公示日以降の広報といたしましては、投

票を呼びかけるチラシの全戸配布、新聞折り込

みによるチラシの配布、ＦＭの割り込み放送、

防災無線、広報車などを利用した広報に努めて

おり、この一連の活動が投票率の向上の一助と

なったものと考えております。 

 以上でございます。 

○教育総務課長（野村宏治）  おはようござい

ます。それでは、曽於市の小学校で発生した事

故に関して学校内の樹木の点検についてお答え

いたします。 

 ８月９日15時50分頃、曽於市立高岡小学校に

おいて、校庭中央付近にある推定樹齢160年以

上の大イチョウの枝が落下し、木の下で芝刈り

をしていた校長先生が下敷きとなり、死亡する

という痛ましい事故が発生いたしました。この

事故を受け、本市教育委員会では、翌日８月10

日には市内全小中学校において、樹木危険箇所

等の緊急点検を実施したところでございます。 

 この点検は、学校の管理職と本市教育委員会

職員により行われたところであり、１校の１本

の木を危険と判断し、児童、職員等の立入りを

防ぐため、応急処置としてカラーコーンを設置

し、注意喚起を行った上で、８月25日には危険

な枝を伐採したところでございます。 

 さらに８月17日には、全小中学校を対象に専

門的な知見のある委託事業者に点検を依頼し、

学校管理職及び本市教育委員会職員の立会いの

下、さらなる詳細な点検を実施いたしました。 

 点検内容については、国土交通省から示され

ている都市公園の樹木の点検・診断に関する指

針と点検項目に基づき、樹木の特性、加齢状況

等を踏まえつつ、樹勢状況、樹幹の揺らぎ、樹

幹の傾斜、樹幹の亀裂、キノコの発生状況等を

確認したところでございます。 

 本点検結果を基に、今後の育成予想や危険が

予見されるセンダン、カイコウズ、アコウの木
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など、延べ約30本の樹木について、児童生徒及

び教職員の安全を確保するため、夏休み期間中

に剪定・伐採を終了し、２学期を迎えたところ

でございます。 

 以上でございます。 

○土木課長（東 弘幸）  おはようございます。

街路樹の点検につきましてお答えいたします。 

 本年８月17日の正午過ぎ、名古屋市中心部で、

突然、高さ17メートルの街路樹が近くの車両の

前方に倒れる事故がありましたが、幸いにもけ

が人はいなかったようでございます。 

 土木課が管理します市道の中で、街路樹のあ

る路線は、垂水鉄道記念公園から海岸へ向けて

の垂水４号線とマイロードの２路線がございま

すが、日常点検や道路パトロールにおいて、目

視による樹木の点検を行っているところでござ

います。 

 また、前年度、植栽管理業務委託を造園業者

へ発注しており、直接樹木に触れておりますこ

とから、異常があるか否かにつきまして、異常

が発見されました場合、報告をお願いしており、

このことが点検に代わるものと捉えているとこ

ろでございます。 

 しかしながら、このような事故はいつ発生す

るか予測できないことから、近日中に時間を設

け、直接樹木に触れ、打音検査を行い、幹や枝

に腐食がないかなど異常の有無に努めてまいり

たいと考えております。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  それでは、これから一問一答

方式で質問したいと思います。 

 まず、桜島噴火警戒レベルの関係です。 

 自然災害ですけれども、昨日、鹿児島市のほ

うに東の風が吹いて、全国ニュースに出るぐら

い灰が市街地へ降ったという記事がありました。

自然災害、いつ爆発するか分かんない、それは

十分皆さんも御存じだと思います。 

 これまでの大きな自然災害、私も調べてまい

りました。雲仙普賢岳、1991年（平成３年）６

月３日16時８分、火砕流により43名の死者、行

方不明者が９名と大惨事になったと。戦後初の

大規模な火山災害であったということです。 

 それ以前になりますけれども、長野県と岐阜

県の県境に位置する御嶽山、この噴火も皆さん

記憶にあると思います。平成26年９月27日11時

52分、噴火警戒レベルが１の段階で噴火したた

めに、火口付近に居合わせた登山者ら58名が死

亡、行方不明者が５名犠牲になりました。これ

は、日本における戦後最悪の火山災害です。 

 このことから教訓として、国民は自然災害を

甘く見てはいけないと学んだはずであります。 

 鹿児島県に居住する私も含めて、この桜島の

噴火には慣れ過ぎているのではないかなという

ふうに思っております。行政においても、常に

危機感を持って対応していただきたい、このこ

とをまず冒頭で話しておきます。 

 垂水市としまして、今回、鹿児島地方気象台

が噴火警戒レベル５に引き上げると同時に、午

後８時50分に災害対策本部を設置したと。桜島

を管轄する鹿児島市は、この時点で全くの未対

応でありますので、この点を考えると垂水市の

対応は素早かったなというふうに思います。 

 その後、午後10時、第１回災害対策本部を開

催したとありました。第１回目の対策本部会議

が午後10時ですね、災害対策本部を立ち上げて

から70分後のことであります。 

 一方で鹿児島市、垂水市に５分遅れて午後10

時５分、第１回目の災害対策本部会議を開催し

ました。桜島を管轄する鹿児島市の対応につい

て、対応の遅れを指摘した人もいます。本市の

対応についてしっかりと検証した上で、反省す

べき点は素直に反省し、改善しなければならな

いのではないかというふうに思っております。 

 本市の対応、今回の対応で最善だったのか、

その点についてお聞きをいたします。 

 さらにもう１点、垂水市の情報提供について
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は、我々が情報を得たのは鹿児島地方気象台か

らの緊急速報メール、あと全国放送でのマスメ

ディアの報道でしか情報を知り得るものはあり

ませんでした。 

 その間、全国的には、桜島爆発イコール鹿児

島県は大変なことになっているという大騒ぎに

なっていました。 

 今回、噴火警戒レベルが設定されてから初め

てレベル５に引き上げられたわけですけれども、

行政として市民への情報伝達はされたのかどう

か、市民への情報伝達についてどのような見解

か、まずはお聞きしたいと思います。 

○消防長（後迫浩一郎）  ７月24日発生した桜

島爆発、レベル５に引き上げられた際の対応に

つきましてお答えいたします。 

 桜島爆発に伴う消防本部の体制につきまして

は、20時50分、垂水市災害対策本部の設置を受

け、21時25分、全非番職員へ自宅待機を指示し、

21時43分、総務省消防庁災害対策室からの連絡

を受け、状況報告を行っております。 

 また、21時46分、脇登地区及び牛根麓地区へ

職員を出向させ、警戒監視を実施しております。 

 以上でございます。 

○総務課長（濵 久志）  本市の対応として問

題はなかったかという御質問ですが、先ほどの

答弁の中でも申し上げましたが、レベル５に引

き上げられた本市の対応としましては、地域防

災計画に基づいて実施したものでございますの

で、問題なかったと考えております。 

 それと、今回の警戒範囲はおおむね３キロ以

内の居住地ということで、桜島の有村町、古里

町の一部の地域を対象地域としていることから、

垂水市としましては警戒地域には入っていない

ということで、このような対応を取らせていた

だいたところでございます。 

 以上です。（発言する者あり） 

 市民への情報提供についてお答えいたします。 

 爆発が発生した７月24日午後23時16分、市

ホームページに対策本部設置及び本部会議を開

催した旨をお知らせする情報を掲載しておりま

す。 

 翌日７月25日午前８時30分、コミュニティＦ

Ｍ割り込み放送等を通じて、桜島の状況に関し、

これまでのところ被害等の報告がないことや、

通行止めの規制を行っておりました国道224号

の迂回情報などを市民の皆様にお知らせしてお

ります。 

 また、爆発から３日後の７月27日、レベル３

への引下げに伴う国道224号通行止め規制の解

除につきましては、垂水ほっとメールや垂水市

公式ＬＩＮＥにより、当日の夜のうちに配信し、

お知らせしたところでございます。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  今、対応については問題はな

かったというふうに答弁されましたけどね、本

当に問題なかったんでしょうかね。 

 昨日ですかね、牛根小学校で桜島の姶良カル

デラの爆発を想定した津波からの被害の訓練を

したという記事が、報道がありました。姶良カ

ルデラの爆発となると、要は、数分後にはもう

牛根地区に到達するわけですよね。そういった

ときに、避難訓練はしているけれども、すぐに

対応できるかなという心配もあります。 

 私、冒頭に言いました。この噴火というのは

いつ発生するか分かんない。それも突発で発生

する。そういったときに即対応しなければいけ

ない。今回レベル５に引き上がったのは初めて

ですよ。垂水市民もびっくりしていますよ、全

国ニュースで出て、どうなったんだろうと。だ

けど垂水市からの情報発信はされなかったです

よね。ただ内々的には対策本部を立ち上げた、

それはいいかもしれません。 

 対策本部を立ち上げてから、70分後に第１回

目の対策本部会議を実施する。私ね、これもち

ょっと遅いんじゃないかなと思うんですよ。だ

から、今、執行部が対応に問題なかったという
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ことであれば、それで構いません。 

 だけどね、桜島の噴火、警戒されています。

いつ爆発するか分かんない、近い将来間違いな

くやってきます。 

 思い出してください、大正４年の桜島の噴火、

すごいことになっていますよ。前兆があるとい

う方もおられますけどね、最初に言ったとおり、

普賢岳も御嶽山も突然ですよ、爆発。そういっ

たことを考えてね、私も含めてですけど、やっ

ぱり皆さん桜島に慣れている、そんな感じを持

ちます。 

 今回初めて噴火警戒レベル５に引き上がった

わけです。今回ね、反省すべき点は素直に反省

して、しっかりと今後に生かしていただきたい

なと思います。せっかくです、市長、今回の対

応どうだったのか、市長の見解を教えてくださ

い。 

○市長（尾脇雅弥）  基本的には総務課長が申

し上げたとおりです。いろんな災害、突発的に

起こることがありますので、あの時間、あのタ

イミングで、あのようなレベル５っていうのは、

ほとんどの方が想定をされておられなかったと

思います。 

 しかしながら、いろんなことは時系列で見て

いくと、大爆発どこまでっていうのは最悪を想

定しながら、一方で冷静な対応も必要だと思い

ますので、テレビ等、いろんなところも含めて

情報が整理されておられまして、緊急的に即大

爆発のような対応をするということではなかっ

たので、そこは一方で冷静に見ながら、しっか

りと対応すると。 

 また、災害は、次にではどんな災害がいつ起

こるかというのは分かりませんので、今回のこ

とも踏まえてしっかりと次に向かって人災ゼロ

と、何より重要なことですから、その辺はしっ

かり整理して対応していきたいと思います。 

○堀内貴志議員  噴火警戒レベル５に引き上が

ったの、初めてですよ。何回も言いますけども、

市民が情報を知り得たのはテレビで、緊急メー

ルなんです。やっぱり、そこに垂水市からの情

報が欲しいですね。対策本部を立ち上げた、今、

情報収集とか、いろんな意味で、そういう意味

では、市民に対しての情報伝達、もうちょっと

考えるべきであったと思いますけど、その点に

ついては要望としておきます。 

 最後に質問しますけど、桜島を管轄する鹿児

島市、垂水市と唯一陸続きで桜島とつながって

おります。島民の避難を含めて鹿児島市と連携、

欠かせないものと私は考えておりますけれども、

桜島に関する鹿児島市との連携、どのようにな

っているのか、お聞きいたします。 

○総務課長（濵 久志）  鹿児島市との連携に

つきましてお答えいたします。 

 今回の爆発においては、警戒が必要な範囲は

火口からおおむね３キロの範囲と指定され、桜

島島内における防災対応となりました。 

 本市としましては、鹿児島、垂水など５自治

体や福岡管区気象台、九州地方整備局、鹿児島

地方気象台、京都大学火山活動研究センター等

を委員とし、県が設置する臨時の桜島火山防災

連絡会へウェブ参加した際、鹿児島市の取られ

ている住民避難対策などの防災対応について情

報収集し、また、火山活動状況に関する情報交

換を行っております。 

 レベル５発表の期間中における臨時の連絡会

は７月24日午後11時30分と、同27日午後４時の

２回開催されております。 

 平時の取組といたしましては、県が設置する

火山防災協議会のほか、ただいま申し上げまし

た連絡会、また鹿児島・霧島・鹿屋・垂水４市

による桜島火山活動対策協議会、鹿児島・霧

島・姶良・垂水４市による錦江湾会議の中で桜

島防災について継続して協議を行っております。 

 一方、実動訓練としまして、平成28年度に鹿

児島市と県の共催で実施されました桜島火山爆

発総合防災訓練において、全島避難の訓練基本
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想定のもと、桜島島民が陸路で本市中央運動公

園の体育館へ実際に避難される訓練を行ってお

り、本市は受入れ自治体として参加しておりま

す。 

 さらに、令和３年度に鹿児島市が実施しまし

た第52回桜島火山爆発総合防災訓練においては、

訓練基本想定に基づく桜島火山防災連絡会に構

成委員として本市も参加するなど、鹿児島市と

の連携は以前から図られているものと考えてお

ります。規模の大きな噴火の場合は、本市単独

での対応は困難となることが予想されますこと

から、今後も鹿児島市をはじめ周辺市町や各支

援機関との連携を図り、備えや対応を行ってま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  鹿児島市との連携はしっかり

取れているという状況で、安心しましたけれど

も。他人ごとじゃないんですよね、桜島は鹿児

島市だと言ってる場合じゃないんですよ。陸続

きで垂水市とはつながってますので、何かのと

きにはしっかりと連携を図って島民の命の安全、

これをしっかりやってほしいと思います。 

 何回も言いますけど、やっぱり我々、常に桜

島の爆発を見てますから、慣れている。これが

ちょっと悪い面もあるんですよね。だから、危

機感を持ってやっていただきたい。 

 そして、今回、レベル５、初めて引き上がっ

たわけですから、今回のことをしっかりともう

１回、検証した上で、さらなる進化、さらなる

進化の災害体制づくりを備えてほしいというこ

とを要望して、この件は終わります。 

 ２つめ、鹿児島交通バス23件と廃止に伴う本

市の対応。 

 今、話を聞きまして、維持する方向で決定し

ていると、減便はしますけどね、維持する方向

で決定すると。町村も実施したということであ

ります。 

 ここで改めてちょっと確認したいんですけど、

地域間系統バスと廃止路線代替バス、負担金が

違うと思うんですけど、負担の出し方が違うと

思うんですけど、その辺をちょっと説明しても

らえますか。 

○企画政策課長（二川隆志）  それぞれの割合

は差し控えさせていただきますけど、まず、地

域間幹線系統バスにつきましてお答えします。

こちらにつきましては、現行、国・県・自治体、

そしてバス運行事業者の４者でもってそれで負

担し、運行していただく。廃止路線代替バスに

つきましては、県と自治体において、もちろん

沿線自治体が協働した形で運行すると、負担し

て運行するという形になっております。 

 以上です。 

○堀内貴志議員  ありがとうございます。 

 いわゆる地域間系統バス、これが廃止路線代

替バスに代わるんだということですよね。とい

うことは、大きく言えば、事業者の負担がなく

なるということで、県と各自治体で負担して運

営しなければいけないと、なったということで

すね。維持するということは大切なので、それ

はやむを得ないと思います。 

 現在、廃止路線代替バス、本市の負担5,500

万円程度だというふうに聞いております。仮に

廃止するとなりますと、他の手段を考えなけれ

ばいけない。そうすると、方法としては自治体

独自でコミュニティーバスを走らせるという方

法もあります。 

 ただ、今、鹿児島交通の事業者が、運転者が

確保できないということから、運転手を本市で

対応するとなると運転手の確保、併せてその人

件費の負担が増える。さらにはバスを購入しな

ければならない。あと市内だけだったらいいん

だけども、鹿屋市、志布志市も走ってますから、

各自治体との連携も必要になってくるだろうと

いうことで、様々な問題が発生する。こういう

ことを考えると、予算・課題、残りますので、

やはりこの代替バスの運行がいいのではないか
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なというふうに思います。今回、継続するとい

うことでありますので、これまで以上に本市の

負担金も増えるかもしれませんけれども、これ

はしっかりと対応していただきたいと、そのよ

うに思います。 

 今後、本市の取組として、新聞記事によりま

すと、10月の予定で県協議会で可決というふう

に聞いております。今後、もう10月からこの代

替バスの運行で運用するのか、その方向性、も

う１回、ちょっと再度、確認いたします。 

○企画政策課長（二川隆志）  堀内議員、すみ

ません、反問権なんですけども。現状で10月1

日からの運行が維持されるのかどうかと再確認

されたいということなんでしょうか。（「そう

です」の声あり） 

 先ほども申し上げましたけれども、路線自体

は維持していくということで、沿線自治体とも

合意が取れておりますので、その方向で、減便

はされますけれども路線の維持はされるという

ことで、現在、利用していただいております利

用者の方々について、なるべく影響がないよう

な時間帯の運行でありますとか、そういったと

ころの調整はしたつもりでおります。 

 以上です。 

○堀内貴志議員  負担金が発生するやもしれま

せんし、そのときには議会の議決が必要だと思

います。そのときは、やはりこの路線、垂水市

にとってはなくてはならない唯一の交通機関だ

というふうなことを理解していただいて、しっ

かり検討しなければいけないと思います。現状

維持ということで今後の課題も残りますけど、

やっぱり現状維持、ありがたいことだと思いま

すので、その点で進めていただきたいと思いま

す。 

 あと、これ、余分な話になりますけど、今日

のニュースでもそうでした。無人の電車が走る

ようになったという路線があったと。全国的に

は無人バス、無人運転バスですね、運転バスを

走らせているところもあります。近い将来、や

っぱりなると思うんですよ。そういったときに

はしっかりと、垂水市、すぐ手を挙げていただ

くように、市長、その点は情報収集アップして

対応してください。 

 このテーマはこれで終わります。 

 次、参議院選挙の結果について。 

 今回の参議院選挙の投票率、51.62％でした。

３年前の参議院選挙、48.86％で、比較して

2.76％増加した。大隅管内の自治体と比較して

もよかったと。県全体で48.63％、比較して

2.99％上回っていると。この点については、選

挙管理委員会を中心にしっかりと広報していた

だいた、その成果が出ているものだと思います。 

 私が気にしているのは、その投票率もそうで

すけれども、いわゆる18歳から20歳までの投票

率です。今回の参議院選挙、年代別の投票率、

あと過去28年以降の年代別の投票率、これにつ

いて再度、質問したいと思います。 

○選挙管理委員会事務局長（松尾智信）  18歳

から20歳までの投票率から見えるものについて

お答えいたします。 

 今回の選挙の年代別投票率につきましては、

18歳、 33.33％、 19歳、 29.07％、 20代、

36.01％、30代、42.50％、40代、49.25％、50

代、54.23％、60代以降、54.66％となっている

ところでございます。市全体の投票率、

51.62％と比較しましても、19歳は20％以上開

きがあり、18歳、19歳及び20代の投票率が他の

年代と比べて低いのが現状でございます。 

 続きまして、過去の選挙における18歳から20

歳までの投票率についてお答えいたします。平

成28年度に選挙権年齢が18歳に引き下げられて

以降、市長選挙、市議会議員選挙も執行されま

したが、これらと今回の参議院議員通常選挙、

昨年度、執行された衆議院議員総選挙を含めた

投票率の平均としましては、18歳、52.57％、

19歳、 42.24％、 20代、 44.06％、 30代、
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56.20％、40代、62.61％、50代、69.71％、60

代以降、69.78％となっており、30代以上と比

べて、それ以下の若い世代においては選挙への

関心の薄さがあるようでございます。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  今、答弁にあったように、20

歳以下、投票率が軒並み低いという結果が出て

るということであります。過去６回かな、８回

かな、の平均見ると、その平均よりも今回の参

議院選挙は低いと、極めて低いという状況が出

ている。平均より低いということは、年々、関

心が低くなってきているのかな、そういうふう

に感じます。このデータから、だからどうする

んだということです。選挙権年齢が引き下がっ

た、投票権を得た最初の、一番最初の、人生初

の投票です。もうこれに行かなければ次の投票、

行く気になりませんよね、普通。そこを改善し

なければいけないんじゃないかなというふうに

思って、今、質問をしております。 

 投票権を得る前の広報、これが重要になって

くるのではないかなと思います。投票率向上の

方策について、通告しておりますけれども、未

成年者への投票率の向上についての取組につい

て、答弁を求めます。 

○選挙管理委員会事務局長（松尾智信）  投票

率向上方策についてお答えいたします。 

 若い世代に対する投票率向上方策の一環とし

まして、市内の各学校において出前授業を実施

しているところでございます。出前授業におい

ては、選挙講話、模擬投票などを行い、児童生

徒の皆さんに対し、選挙への意識醸成・啓発を

行っているところですが、近年の実施状況とい

たしましては、今年度は５月25日に新城小学校、

令和３年度は６月25日に水之上小学校、令和２

年度、平成30年度に垂水高等学校において実施

しているところでございます。 

 なお、令和３年度におきましては、垂水中央

中学校での出前授業も計画しておりましたが、

新型コロナウイルス感染症の状況を勘案し、や

むを得ず中止となったところでございます。 

 学校における出前授業については、選挙権年

齢18歳に達する年代を含む垂水高等学校での実

施がより効果的であると考えられることから、

可能な限り、毎年度継続しての実施が意識醸成、

投票率向上につながるのではと思われます。 

 今後は継続実施に向けた垂水高等学校との協

議を検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  学校に対する出前授業を実施

しているという答弁でした。ただ小学生が多い

ね、小学生も大切だと思いますよ。 

 一番してほしいのは、やっぱり垂水高校生。

唯一の高校、垂水高校に対する出前授業を強化

してほしいなというふうに思います。高校生で

投票権を持った人もいるわけですから、そうい

う意味では必要かなと思います。 

 だから、これからはターゲットを小学校もい

いですけれども、中学校、高校に対する出前授

業を継続して実施する必要があるのではないか

なと、私は思います。 

 その出前授業をすることによって、投票権を

得た、そのときに、待ってました、このときを

ということで、投票に行く。そういうふうにな

ってくれれば、18歳、19歳の投票率も上がって

くるんではないかなと思います。 

 中学、高校生に対する出前授業、継続するた

めには、やはり教育委員会の協力が必要だと思

います。選挙管理委員会と連携して実施してい

ただけるものかどうか、せっかくですから、教

育長、教育委員会としてこの出前授業、選挙管

理委員会と協力して実施していただけるかどう

か、教育長のお考えをお聞かせください。 

○教育長（坂元裕人）  ありがとうございます。

今、堀内議員がおっしゃいましたとおり、非常

にこれは大事な学びだと思っています。中学校、

高等学校、成人への参加の入り口、第一歩とし
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てやはり関心を高める、そして自分から投票を

起こすことによって、やはりそういうものにつ

いて関心を持っていくというのは非常に大事だ

と思うんですね。ですので、投票することがま

ずは成人の証でもあると思いますので、そうい

うところに自主的に参加していくように出前授

業については連携を取りながら進めてまいりた

いと思います。ターゲットは中学校、高校、そ

して小学校も私は大事だと思っております。継

続してやってまいりたいと思います。 

 以上です。 

○堀内貴志議員  私、個人的には思うんですよ

ね。中学生、高校生を一緒に、垂水市議会に対

しても興味を持っていただきたい。そういう意

味では中学生、高校生を対象とした垂水市議会

の模擬議会も開催しても面白いのではないかな

と思ってますけど、その点についても今後、議

会事務局かな、あと選挙管理委員会、教育委員

会、検討しながら対応できればなというふうに

思っています。 

 最後ですね、樹木の倒れたやつ。垂水市につ

いては10日に点検を実施して、17日には全小中

学校で夏休み中に完了したということです。30

本程度あったということでした。 

 今日の新聞でした。鹿屋市、12校で枯れ枝が

あるということで、うち４本が早急な対応が必

要だったというふうに載っていました。やっぱ

りどこもしっかり点検をしているということで

すね。 

 この学校にあるシンボルとなる木、シンボル

ツリーだからといって伐採を消極的にするとこ

ろもあるやもしれません。皆さん、御理解して

いると思いますけれども、これは間違った考え

方ですよ。一番は児童や職員の安全が第一。学

校、子供たちの校庭であって、樹木のための校

庭ではないということ。これはしっかりと考え

ていただいて、積極的な伐採、これを今後は継

続してほしいなというふうに思います。 

 学校内の樹木の点検について、本市では期間

的にどのぐらいのペースでやってるのか。その

点を再度聞きたいということ。 

 あと、樹木というのは日々成長します。特に

夏場には成長する。台風のシーズンになると、

折れそうになった木もそのまま残っているケー

スもある。やっぱりその都度、その都度、点検

が必要になってくると思います。この樹木の点

検について、根拠は何だろうということで、私

も調べてまいりました。そうすると、文科省の

校内施設整備の安全、学校保健安全法施行規則、

もしくは、これは直接は関係ないけど、建築基

準法の定期点検ということで、具体的な根拠は

ないということは分かりました。 

 垂水市においては校内の樹木の点検整備につ

いて、規則やマニュアルなどの根拠なるものが

存在するのかどうか、その点をお聞きしたいと

思います。 

○教育総務課長（野村宏治）  小中学校におけ

る樹木の点検の法的根拠及び今後の点検につい

てお答えいたします。 

 小中学校における樹木の点検に関しましては、

法的根拠はないところでございますが、学校保

健安全法施行規則における安全点検につきまし

ては、同規則第28条で、毎学期１回以上、児童

生徒等が通常使用する施設及び設備の異常の有

無について系統的に行わなければならないとな

っており、本市の小中学校においては月１回の

定期的な安全点検を学校職員により実施してい

るところでございます。 

 点検項目につきましては、教室の床板、机、

椅子、窓、ドアのガラス等の破損状況や照明器

具等の落下防止、また遊具施設の危険箇所の把

握となっております。 

 樹木につきましては、点検項目には入ってい

ないところでございますが、各学校において任

意での点検が実施されているところでございま

す。平成29年以前については本点検に基づき、
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各学校からの伐採状況に対して高木伐採を行っ

ていたところですが、平成30年度からは市内全

小中学校９校に対して毎年３校ずつ、各校３年

ごとに専門的な知見のある委託事業者の点検に

よる定期的な高木伐採を実施しております。 

 また、学校から要望があり、危険性が高く伐

採等が必要な場合には、高木伐採の対象校以外

でも適切に対応しているところでございます。 

 併せて、チャドクガなどの害虫が発生した場

合には、学校及び教育委員会職員により薬剤散

布による害虫駆除を行い、必要に応じて樹木の

伐採も実施しているところでございます。 

 今後は国土交通省から示されている都市公園

の樹木の点検・診断に関する指針を参考に、学

校職員による点検を行うとともに、必要に応じ

て点検内容を専門家に相談の上、危険樹木の特

定を行い、伐採等の適切な対応を図ることで、

安全安心な学校環境の維持に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○堀内貴志議員  根拠はないということは言え

ますね。３年に１回程度実施するということで

ありますけども、やはり、今はいいですよ、今

回、全国の中で鹿児島県で発生したわけですよ。

尊い命が奪われた。これ、近くで奪われたんで

す。このことをしっかりと捉えて、やっぱり根

拠、規則なり、マニュアルなり、しっかり作る

必要があると思うんですよ。例えば、校長が変

わると、今の流れはまた変わるわけですよ。そ

れではいけない。校長が変わってもしっかりと

この樹木の点検はするんだという、ここをマニ

ュアル化していかなければ、曽於市で発生した

あの事故、また発生しますよ。それはしっかり

と検討していただきたい。今どうこうというこ

とではありませんけど、しっかり検討していた

だきたい。それで、マニュアル化していただき

たいというふうに、これは要望しておきます。 

 あと、曽於市で起きた事故、二度と起こして

はいけません。本市においても今後、今言った

とおり根拠の整備、必要になってくると思いま

すけれども、この学校以外にも人の集まる場所

はあります。今、土木課長も街路樹については

点検した。土木課の管轄するところでも、各種

公園もあります。あとほかの課が管轄するとこ

ろ、公民館施設内の樹木、あと幼稚園・保育園

の樹木。こういったところもこの機会にしっか

りと点検していただきたいというふうに思いま

す。 

 改めて関係各課長、自分が管轄するその場所

の樹木の点検、それでその周辺、しっかりと点

検整備してほしいということを強く、強く要望

しまして、今回、１分前になりましたので、私

の質問を終わりたいと思います。ありがとうご

ざいました。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。 

 次は、11時から再開いたします。 

     午前10時44分休憩 

 

     午前11時０分再開 

○議長（川越信男）  次に、４番、池田みすず

議員の質問を許可します。 

   ［池田みすず議員登壇］ 

○池田みすず議員  こんにちは。それでは、議

長の許可をいただきましたので、さきに通告し

ておりました質問事項に基づき質問をいたしま

すので、明快な答弁をお願いいたします。 

 まず、１問目は、子供たちの学力向上につい

てであります。 

 社会の在り方が劇的に変わるソサエティー

5.0の時代が到来し、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大など、先行きが不透明で、予測が

困難な現在、子供たちを取り巻く教育環境も大

きく変化しています。 

 このような中、出された中央教育審議会の答

申によりますと、子供たちに育むべき資質能力

として、「一人一人の児童生徒が、自分のよさ
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や可能性を認識するとともに、あらゆる他者を

価値のある存在として尊重し、多様な人々と協

働しながら様々な社会的変化を乗り越え、豊か

な人生を切り拓き、持続可能な社会の創り手と

なることができるようにすることが必要であ

る」と示されています。こうした人材を育てる

ためには、子供たちに学力を身につけさせるこ

とが必要不可欠であると考えます。 

 そこで、子供たちの学力向上について質問し

ます。 

 まず、先般発表された全国学力・学習状況調

査をはじめとする学力の調査結果を受けて、本

市の子供たちの学力の現状と課題をどう捉えて

いるか質問します。 

 ２問目は、子供の遊び場を提供するための体

育館無料開放についてであります。どのような

ことがきっかけとなり行うことになったのか、

また事業の目的について質問します。 

 ３問目は、おおすみ観光未来会議についてで

あります。 

 本市においては、市長の政策でもありますよ

うに、交流人口増加に向けて取り組まれ、大隅

地域の４市５町において、大隅広域観光開発推

進会議の中で、広域的な観光振興としてイベン

ト開催や観光の振興としまして、平成30年度に

広域的なＤＭＯとして株式会社おおすみ観光未

来会議が設立しております。おおすみ観光未来

会議については、大隅地域の４市５町の負担金

並びに国、県からの補助事業と自主財源により

運営されており、４市５町から行政職員も派遣

されていると聞いております。 

 そこで、平成30年度の設立から今年度で５年

目を迎え、現在の本市負担金について、内訳と

年額、また５年間の総額について質問します。 

 最後に、新型コロナウイルス感染症における

ＰＣＲ検査等についてであります。 

 御承知のとおり、新型コロナウイルスは第６

波時のデルタ株から感染力の強いオミクロン株

に置き換わり、第７波に入ると、感染が急拡大

し、鹿児島県内において、また垂水市内におい

ても、感染者数について過去最多を記録するな

ど高い感染者数を示しております。 

 そのような中、市民の皆様においては、発熱

や喉の痛みなどの症状などにより医療機関で発

熱外来受診やＰＣＲ検査等を行う人が増えてき

て、一部の医療機関においては、診察検査のた

め、並んで待っている状況が見受けられている

とお聞きしております。 

 そのため、検査のために予約を行っても、受

診者が多くてすぐに受診、すぐに検査を受ける

ことができなかったり、翌日以降の検査になる

ケースもあると聞いております。感染者数の増

加に伴い、市民の皆様は不安な思いをしている

中、受けたい検査をすぐに受け入れられないと

すると、その不安は増す一方かと思います。 

 そこで、医療機関におけるＰＣＲ検査等の現

状と市の対応について質問します。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○学校教育課長（今井 誠）  学力の現状と課

題につきまして、全国学力・学習状況調査の結

果を基にお答えいたします。 

 今年４月に全国の小学校６年生と中学校３年

生を対象に国語、算数・数学、理科の３教科で

実施されました全国学力・学習状況調査の結果

が去る７月28日に公表されました。 

 県内の公立小学校は、理科が全国平均を上回

り、国語と算数は同等でした。公立中学校は、

国語と理科が全国と同等、数学は下回る結果と

なりました。 

 本市におきましては、小学校の算数が全国、

県を上回り、国語と理科は、全国、県と同等で

した。この結果は、昨年に引き続いてのよい結

果であり、児童の学力が向上していることが分

かります。 

 中学校は、どの教科も全国、県を下回ってい

ますが、調査対象の生徒たちの過去の結果と比
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較してみますと、その差は縮まりつつあり、あ

と１問から２問正答すれば、全国、県を上回る

という状況でした。 

 課題といたしましては、小学校では、文章の

構成や展開について、感想や意見を伝え合うこ

とを通して自分の文章のよさを見つけること、

データの活用の領域において目的に合う円グラ

フを選び読み取った情報を答えること、知識を

日常生活に関連づけて理解することなどが挙げ

られます。 

 中学校では、根拠を明確にするために必要な

情報を資料から引用して書くこと、話し方の工

夫について自分で考えること、データの分布の

特徴を読み取ること、日常的な事象を数学的に

解釈し、問題解決の方法を数学的に説明するこ

と、探究の過程における検討や改善を問う設問

について、他者の考えの妥当性を検討したり、

実験の計画が適切か検討して改善したりするこ

となどが挙げられます。 

 出題の傾向としましては、単に知識、技能を

問う問題だけでなく、思考力、判断力、表現力

等の学力を問う問題の比重が年々高くなってき

ております。 

 本調査の結果につきましては、子供たちが身

につけるべき学力の一部分であり、今後、調査

結果を活用した改善方策の実施、特に子供たち

に思考力、判断力、表現力等の学力を身につけ

させる授業改善に取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○福祉課長（森永公洋）  事業の目的につきま

して、お答えいたします。 

 昨年５月に子育て支援センターに設置してあ

る目安箱に児童が遊ぶような施設が欲しいとい

う要望があり、本市においてすぐに対応できる

ことがないか検討したところ、昨年はキララ

ドームを小学生以下の子供に遊びの場として８

月、９月の２日間無料開放しました。今年はリ

ニューアルし、空調の効いた体育館が使用でき

たため、夏休みの３日間無料開放して、子供た

ちが楽しく過ごせるようにニュースポーツやバ

ドミントン、卓球など使用できるように準備し

て子供たちを迎えたところ、子供たちには大変

楽しかった、また来たいと感想をいただきまし

た。 

 以上でございます。 

○水産商工観光課長（大山 昭）  本市の負担

金につきましてお答えいたします。 

 おおすみ観光未来会議は、観光地域づくりの

司令塔として大隅地域への誘客を図り、地域の

稼ぐ力を引き出すとともに、地域への誇りと愛

着を造成することを目的に設立し、平成30年度

に国から日本版ＤＭＯとしての認定を受けてお

ります。 

 設立後は行政と民間との連携が必要であり、

４市５町より行政派遣として、平成30年度から

平成31年度は鹿屋市と南大隅町から各１名の２

名、令和２年度からは鹿屋市より１名の職員を

派遣しているところでございます。 

 運営に関しましては、本来独立した企業であ

りますことから、自主財源により運営すること

が望ましいことでありますが、自主財源を確保

するまでの財源としまして４市５町の負担金が

必要となっております。負担金につきましては、

市町の人口割で算出した額と、本市のように職

員を派遣していない市町につきましては、職員

の人件費相当額を合算した額を負担金として支

払っているところであり、本市の負担額につき

ましては、平成30年度より毎年平均約223万円、

５年総額では1,115万8,000円となっております。 

 なお、設立当初の自主財源は全体の12.2％と

なっておりましたが、教育旅行、団体旅行の一

括手配、行政などからの受託事業や補助事業を

活用されるなど年々増加している状況であり、

令和４年度の自主財源は30％見込まれていると

ころでございます。今後も自主財源による会社

運営に向けて、さらなる事業展開が必要である
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と思われます。 

 以上でございます。 

○保健課長（草野浩一）  新型コロナウイルス

感染拡大に伴う市内医療機関の現状及び本市の

対応につきましてお答えいたします。 

 発熱や喉の痛み等に伴い、医療機関での発熱

外来においてＰＣＲ等の検査を受検することに

つきましては、議員御指摘のとおり、感染拡大

の影響により発熱外来の予約が増加し、すぐに

検査ができないケースが発生している状況は把

握しております。 

 そのことから、先般検査を実施している市内

４医療機関に聞き取り調査を行ったところ、各

医療機関において、発熱などの症状の有無に応

じた優先順位の設定や予約方法の工夫、別日程

での予約対応など限られた資源と時間の中で、

可能な限りの努力を行っていただいているよう

でございます。 

 検査希望者は、１日の感染者数が過去最多の

55名となったお盆の時期から急に多くなったよ

うでございますが、９月に入ってからは、医療

機関によってはピーク時より減少してきている

ようでございます。 

 次に、本市の対応についてでございますが、

市民より医療機関に予約ができなかった際に電

話にて御相談いただくケースがこれまでに数件

ありましたことから、電話や市ホームページに

てほかの検査機関等を御案内しているところで

ございます。具体的には、無症状者には、県が

実施しております無料のＰＣＲ検査機関を御案

内し、発熱などの有症状者には、県が設置する

受診・相談センターや県内の発熱外来医療機関

を御紹介するなどしております。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  それぞれ御答弁をいただき、

ありがとうございました。 

 それでは、ここから一問一答方式で、２回目

の質問をいたします。 

 子供たちの学力向上についてでありますが、

学力の現状については理解いたしました。先ほ

どの答弁に、今後の課題認識として、子供たち

に思考力、判断力、表現力等の学力を身につけ

させる授業改善とありましたが、課題解決のた

めの取組について質問します。 

○学校教育課長（今井 誠）  課題解決のため

の取組につきましてお答えいたします。 

 先ほど答弁いたしました課題を踏まえ、子供

たちに思考力、判断力、表現力等を身につけさ

せるためには、これまでの一斉授業、同一の内

容の学習から個別最適な学びと協働的な学びを

一体的に充実し、主体的、対話的で、深い学び

の実現に向けた授業改善の取組をさらに推進し

ていく必要があると考えております。 

 市教委としましては、今回の全国学力・学習

状況調査結果の分析を基に、今後の重点的な取

組事項を４点学校に示し、各学校と連携を図り

ながら授業の充実を核とした学力向上対策に努

めているところでございます。 

 １点目は、児童生徒が自ら課題を見いだし、

課題解決の過程で一人一人が分かる・できる喜

びや達成感を味わうことができる授業づくりの

推進、２点目は、ＩＣＴ機器を活用し、自分の

考えをまとめたり発表したりするなど他者との

交流を活性化しながら、児童生徒が主体的に取

り組む学習の充実、３点目は、タブレット端末

の持ち帰りにより家庭学習の充実を図るととも

に、学校と家庭での学習を連動させた学習の推

進、４点目は、当該学年の基礎的・基本的な知

識や技能の確実な定着を図るための個別指導や

補充指導の充実でございます。 

 これらの取組を推進するためには、授業等に

おける１人１台タブレット端末等のＩＣＴ機器

の教育効果を高める、意味のある利活用を充実

させることが重要であると考えております。現

在、各学校ではＩＣＴ機器を効果的に利活用す

ることで時間短縮を図り、日常的にロイロノー
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トを活用して、双方向の意見のやり取りや話合

い活動、習熟の時間を十分確保できるような授

業改善につなげたり、ＡＩドリル等のＩＣＴに

任せられるところはＩＣＴに任せ、教師でなけ

れば教えられないところに指導の重点化を図っ

たり、学習者中心の授業への思い切った展開を

行いながら学習指導の充実につなげているとこ

ろでございます。 

 また、現在、実践を積み重ねておりますのが

機器の双方向性を活用することによるオンライ

ンでの交流学習でございます。協和小学校と松

ヶ崎小学校の理科の授業や、水之上小学校と松

ヶ崎小学校の総合的な学習の時間の様子が新聞

報道でも取り上げられましたが、この実践は市

内全ての学校で計画的に進められており、小規

模校の多い本市にとりましては、学級、学年、

学校を超えて、一人でも多くの多様な考えに触

れられるこの学習は、子供たちに協働性や社会

性を身につけさせられる一つの手段として効果

を上げていると考えております。 

 これらの実践をさらに推進していくためには、

教師の指導力、ＩＣＴ機器活用力の向上が求め

られます。今年度に入り、本市の先生方が効果

的なＩＣＴ端末の活用法を学ぶために自主研究

グループを立ち上げ、定期的に学習会を開催し

ております。 

 また、全ての学校において、授業を通して指

導法や指導技術を高める研修が繰り返し行われ

ており、先生方は自らの指導力の向上に熱心に

取り組み、授業改善に努めているところでござ

います。 

 子供たちの学力や情報活用能力が向上するよ

う、市教委といたしましても、子供たちの学び

の場の充実を図るとともに、教職員の資質向上

に向けた効果的な研修機会の設定、学校訪問や

研究授業における指導助言、学校への外部指導

者やＩＣＴ支援員の派遣等のさらなる充実に努

めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  ただいまの答弁で、今後の

課題解決として、ＩＣＴ機器の充実や先生方の

指導力向上の自主研究の立ち上げなどハード面

とソフト面の具体的な取組を御答弁いただき、

現状については理解しました。子供たちの学力

向上のため、大変すばらしい取組であると思い

ますので、引き続きよろしくお願いします。 

 子供たちの健やかな成長には、答弁いただい

た学力向上のほか、私は、心の教育も必要不可

欠だと思います。最近縁あって、子供の安全と

権利を守るＣＡＰや子どもアドボカシーなどの

活動を勉強しています。ともすれば学力重視に

偏りがちな風潮に感じられますが、聞こえてこ

ない子供たちの声を聞き、心の成長を促せる学

力向上と車の両輪とも言える心の教育について、

子供たちの学力向上のバランスを含め、教育長

より一言いただけないでしょうか。 

○教育長（坂元裕人）  まずは、学力向上への

御質問ありがとうございました。 

 併せて、今、議員から御指摘の心の教育とい

うのは、非常に私も大事だと思っています。こ

のコロナに入ってから、子供たちの心のありよ

うというのを常に気にしていまして、いろんな

情報を関係機関から、あるいは保護者の方から、

あるいは児童クラブからいただいているんです

けれども、いろいろと懸念する声も聞こえてま

いります。 

 一方で、ではそういう心の教育をどう進めて

いくのかということは非常に大事な課題で、例

えば私ども今、一生懸命このＧＩＧＡスクール

やっておりますけれども、これも捉えようによ

っては、心の教育にもつながると私自身は思っ

ておるんですが、一方でアナログの部分を大事

にすると、ぐっとこの心にフォーカスできるの

かなと思っています。 

 例えば、読書、これなんかじっくりと自分と

向き合ういい時間ですよ。文字を通してだとか、
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あるいは体験活動、自然の中で汗するとか、太

陽の光を浴びる、これこそまさに心の教育だろ

うと思うんですね。座学で言うと、やはり道徳

科の充実、これはまさに大きな大きな教育の役

割だと思っています。 

 その中で、実はＧＩＧＡを使った非常にいい

実践をする先生方が増えてきています。道徳の

実践ですよ。道徳でこれが使えるんですよ、Ｉ

ＣＴ。ぜひ議員も学校訪問していただいて、そ

の学校の授業、道徳がＩＣＴ使ってどんなふう

に変わってきているのかというところも見てい

ただければなと思います。 

 とにかく今御指摘いただいた心の教育、いわ

ゆるそのほかの学力と併せてどうバランスよく

培っていくかというのは、常日頃から学校教育

課、そして社会教育課も併せて協議している中

でございますので、垂水の子供たちにはそこを

常に意識しながら、教育を前へ進めていくよう

心がけていきたいと思います。 

 それと、併せて１点だけ、学力の捉え方、私

どもの学力の捉え方、昔は知識の量、いかがで

すか、あの人は勉強できるよねと言ったときに

は、その知識の量がまさにその学力みたいな捉

え方があったと思うんですね。 

 今はどっちかというと、その知識をどう使っ

ていくかと、つまり活用、その知識を、例えば

Ａという知識、Ｂという知識を組み合わせてど

んなことに使えるのかなというような、そうい

う活用の仕方、それを学んでいく学習へと転換

してきておりますので、今求められている、い

わゆる力が大分変わってきたということも、ま

た実際学校訪問していただければ分かる部分も

あると思います。ぜひぜひこれからも教育への

関心を持っていただいて、御質問をいただけれ

ばありがたいと思います。どうぞよろしくお願

いいたします。 

 終わります。 

○池田みすず議員  ありがとうございました。

ぜひ学校訪問をしたいと思います。 

 次に、子供の遊び場を提供するための体育館

無料開放についてでありますが、市民の方から

の要望があり、取組を検討され、事業を実施さ

れたことは非常によいことであると思います。

事業スタートのきっかけと目的については、理

解しました。 

 先ほどの答弁で、令和３年度からの取組であ

ったとのことですが、これまでに何人の参加が

あったのか、どのような内容を実施したのか、

また２年間の実績からの課題はなかったのか、

質問します。 

○福祉課長（森永公洋）  取組状況と課題につ

きましてお答えいたします。 

 昨年はキララドームで３日間の無料開放の計

画として予定していたところ、１日は、コロナ

感染拡大により中止となりました。２日間では

ありましたが、12名の子供たちの参加がありま

した。 

 今年は体育館で３日間行い、30名の子供たち

の参加がありました。館内では熱中症対策とし

て空調施設を利用し、快適な温度を保つよう調

整いたしました。 

 また、新型コロナウイルス感染対策として受

付時に検温を行い、各コーナーにアルコール消

毒液を設置し、定期的な消毒を徹底いたしまし

た。 

 課題としましては、昨年のキララドーム無料

開放では遊び道具がなく、あまり楽しめない子

供も見受けられたため、今年は多くの子供たち

に楽しく過ごしてもらえるようニュースポーツ

やバドミントン等、遊びの道具を準備して迎え

たところでございます。子供たちには大変好評

でございました。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  徐々に市民の方々に認知さ

れ、参加する子供たちが増えているということ

はよいことであります。子供たちに喜んでもら
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うメニューの提供など、工夫を凝らしているこ

とにも感謝いたします。市民のニーズがあった

この事業をより多くの市民の方々に周知してい

くことも大切なことかと思います。 

 最後に、今後の取組につきまして、今分かる

範囲で結構ですので、お聞かせください。 

○福祉課長（森永公洋）  今後の取組につきま

してお答えいたします。 

 今年の体育館無料開放については、７月の市

報への掲載や市内全小学校の児童へパンフレッ

トの配布、ホームページへの掲載などによる周

知を行ったところです。 

 子供たちへの遊び場提供につきましては、昨

年はキララドーム無料開放、今年は体育館無料

開放という形で実施いたしました。体育館は空

調機器を利用して利用できるようになったため、

熱中症の対策も含め、子供たちが遊びやすい環

境となりました。来年は国体が予定されており、

体育館などは日程調整が必要となりますが、来

年も実施できるよう関係課と調整を行ってまい

りたいと考えます。 

 また、実施の際には開放日を出校日に合わせ

るとともに、ニュースポーツなどの遊び道具を

準備し、多くの子供たちが利用し、楽しく過ご

せるよう工夫してまいります。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  子供たちの遊び場を提供す

る事業につきまして、来年も実施できるよう調

整を行うとの答弁でありました。子供たちが安

心して安全な環境で利用することは、とても大

切なことであると思います。近年の暑さは、私

たちが小さかった頃と違い、生命を脅かすよう

な危険な暑さです。 

 私も武道館やキララドームなど、体育施設を

利用することがあります。関係課の御厚意で大

型扇風機などを設置していただいていますが、

夏場の利用は非常に暑いです。 

 一方、空調が設置された体育館は非常に快適

で、安心して利用することができます。できる

ことなら空調のない体育施設も体育館同様、空

調が設置されれば利用しやすいと思います。今

年の事業は体育館で実施され、子供たちの反応

もよかったとのことでしたので、来年以降の事

業も子供たちが安心して快適に遊ぶことができ

るよう要望して、この質問を終わりたいと思い

ますが、市長一言いただけないでしょうか。 

○市長（尾脇雅弥）  子育て支援センターであ

るとか、あるいは学童から漏れる子供たちとい

うのがいらっしゃいます。そういった方々を中

心に、こういう遊び場の設置は必要だろうとい

うふうに思っております。 

 年々温暖化もありまして、35度を超える日々

の中でどうやって過ごすかということで、幸い

議会の先生方の御了解をいただいて体育館に空

調設備が設置ができましたので、今回そういう

ことでスタートして大変好評だったということ

でありますから、それぞれの縦長地域性を考え

ながら、どういう対策が必要なのかということ

を考えながら前に進めていきたいというふうに

思っております。 

○池田みすず議員  ありがとうございます。 

 次に、おおすみ観光未来会議についてであり

ますが、負担金の内訳と本市の負担額並びにこ

れまで５年間の負担総額、また４市５町と連携

協力し、コロナ禍の中ではありますが、毎年自

主財源増加に向けて取り組んでおられることも

分かりました。 

 観光客を増加させるには市町それぞれが取り

組むことも必要ですが、点ではなく線として、

広域的に観光を推進することは重要なことであ

り、本市だけではなく、大隅半島全域において

戦略を練り、地域活性化を図るべきであると思

います。 

 そこで質問ですが、おおすみ観光未来会議に

より広域並びに各市町に対して何がもたらされ、

そのもたらされたものをどのように理解し、活
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用を実践したのか、またその効果はどのように

捉えているのか質問します。 

○水産商工観光課長（大山 昭）  広域並びに

本市に対しての効果・活用につきましてお答え

いたします。 

 おおすみ観光未来会議におきましては、大隅

半島全域における戦略としまして設立時に行政

と一体となり、大隅エリア観光戦略を策定し、

令和４年３月には第２期大隅エリア観光戦略を

策定しているところでございます。 

 事業内容といたしましては、戦略会議やエリ

ア会議などによる広域的な事業戦略に基づくプ

ロモーション、各市町事業者の観光資源の磨き

上げ、行政並びに事業者間の情報交換であり、

各市町への観光客誘致に取り組んでおられます。 

 なお、大隅地域における観光推進には一市町

単独ではなく、スケールメリットを生かした広

域の観光推進が重要であると考えており、おお

すみ観光未来会議において各市町の地域資源を

有機的につなげるとともに、広域観光における

プロモーションや営業活動、各市町の情報発信、

観光資源をつなぐツアーを実施されるなど各市

町の観光振興にもつながるものとなっておりま

す。 

 本市におきましても、広域的な教育旅行の一

括手配や本市を巡るツアー実施など単独市では

できない広域的な取組により、本市の魅力を最

大限に発信でき、さらには交流人口増加につな

がるものだと思われます。 

 本市といたしましても、引き続き戦略に基づ

いた様々な取組やおおすみ観光未来会議のホー

ムページ、ＳＮＳを活用した情報発信など幅広

く実施することにより、さらなる観光振興に取

り組んでいきたいと考えているところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  ありがとうございます。お

おすみ観光未来会議においては、各市町が単独

ではできない広域観光について様々な取組をさ

れていることが分かりました。本市においては、

大隅地域の玄関であることから、各市町を巡る

ツアーにおいて、道の駅たるみず、道の駅たる

みずはまびらの両道の駅は必ず立ち寄ることに

なると思われます。 

 その観光客がリピーターとなり、ＳＮＳ等で

情報発信されることが重要であり、さらには各

市町の情報を共有し、ホームページやＳＮＳを

活用し、発信することが大隅地域を周遊する観

光客の増加につながるものだと私は思います。 

 今後も大隅広域観光開発推進会議とおおすみ

観光未来会議が連携し、大隅地域並びに本市の

さらなる観光振興につながるような様々な取組

をしていただくよう要望いたします。市長、一

言何かないでしょうか。 

○市長（尾脇雅弥）  広域観光に関しては、今、

担当課長が申し上げたとおりでございますけれ

ども、広域でやっていかなければいけないとは

そのとおりなんですけれども、振り返ってみま

すと、総論賛成各論反対というところがござい

ます。なぜかといえば、予算の中でどこの事業

をやるかというのが一方でございます。 

 ですので、その広域観光を進めながら、垂水

市としては、まず垂水市の３つの拠点を生かし

て、６次産業化、観光振興ということでこれま

で進めてまいりました。 

 具体的には、２つの道の駅と森の駅・猿ヶ城

をしっかりと整備をして、できるだけ多くの人

に来ていただきたいと、これは成功したという

ふうに思っております。 

 南の拠点整備に関しましても、来年４月には

マリオットホテルができて、さらなるそういう

方々の誘致ができるようになりました。ちょう

どせんだっての南日本新聞さんにもＰｗＣの掲

載があったと思いますけれども、１万人ぐらい

の日本法人の会社でありますけれども、現に今

日も猿ヶ城でキャニオニングを今やっていると
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思いますので、大人の修学旅行的な位置づけで、

そういった人たちがプラスアルファで来ていた

だくとか、その辺は順調に進んでおりますから、

あれに我々は大隅の玄関口であると同時に、大

隅４市の中でも錦江湾奥会議で連携をしていま

すから、地理的優位性を生かしながら、いろん

なところと連携をして、多くの人に垂水にお越

しいただいて、よさを知っていただいて、食を

堪能していただいて、その先には、交流の先に

定住も含めたいろんな可能性があると思います

ので、そのことを目指しながら、連携すべきは

連携をしながら、単独は単独で進めていきたい

というふうに思っているところでございます。 

○池田みすず議員  ありがとうございます。 

 次に、新型コロナウイルスＰＣＲ検査等につ

いてでありますが、医療機関におけるＰＣＲ検

査等の現状と現在の市の対応については分かり

ましたが、１点だけ具体的に各医療機関におけ

るＰＣＲ検査等の検査数がもし分かっていれば

教えていただけないでしょうか。 

○保健課長（草野浩一）  各医療機関の検査数

につきましてお答えいたします。 

 検査数につきましては報告義務がないことか

ら、先ほど申しました市内４医療機関の検査数

につきましては、全ては把握できてないところ

ですが、垂水中央病院においては臨時交付金を

活用して検査機器を購入していることから、利

用実績として報告をいただいております。垂水

中央病院の数ではございますが、申し上げます

と、令和２年は153件、令和３年度は2,255件、

令和４年度は８月までに2,608件でございます。 

 また、令和４年度について月別で申し上げま

すと、４月が455件、５月が306件、６月が389

件、７月が702件、８月が756件と、第７波に入

ったと見られる７月から急激に検査数が増加し

ているようでございます。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  ありがとうございます。検

査については、医療機関のマンパワーや検査試

薬に限りがあることから、検査できる人数に限

りがあると思います。実際私も一部の医療機関

から、一時期対応が大変だった、検査試薬が足

りなくなって急いで検査試薬を取り寄せたなど

の声を聞きました。 

 そこで、その医療機関におけるＰＣＲ検査等

に関連して、現在は薬局やドラッグストアで誰

でも購入できる検査キットが販売されていると

思いますが、その使用については留意点や注意

すべきことがあるようです。 

 先ほど答弁いただいたとおり、医療機関での

検査ができない場合、個人で検査キットを購入

する方もいらっしゃると思いますので、検査キ

ットを使用するに当たっての注意点や取扱いに

ついて質問をします。 

○保健課長（草野浩一）  検査キットを使用す

るに当たっての注意点や取扱いにつきましてお

答えいたします。 

 初めに、注意点についてお答えいたします。 

 厚生労働省は、市販されている検査キットの

うち研究用抗原定性検査キットについて留意事

項を示しております。 

 抗原定性検査キットについては、研究用と医

療用の２種類があり、研究用につきましては、

新型コロナウイルス抗原の有無を測定するキッ

トのうち、診断を目的としない研究用と称する

製品であり、医薬品、医療機器等の品質、有効

性及び安全性の確保等に関する法律、いわゆる

薬機法に基づく承認を受けておらず、性能等が

確認されたものではないものとなります。 

 このことから、厚生労働省は、令和４年８月

19日付で研究用抗原検査キットに係る留意事項

について（その２）を発出し、１、研究用は、

薬機法に基づく承認を受けておらず、性能等が

確認されたものではないこと、２、消費者の自

己判断により、新型コロナウイルス感染症の罹

患の有無を調べる目的で使用すべきでないこと、
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３、消費者は、研究用抗原検査キットではなく、

薬機法に基づく承認を受けた医療用抗原検査キ

ットを選ぶことなどについて通知しております。 

 次に、抗原検査キットの取扱いについてでご

ざいます。 

 厚生労働省が公表しております医療用抗原検

査キットの取扱い薬局リスト及び垂水市内の調

剤薬局やドラッグストアへの聞き取り調査の結

果、令和４年９月６日現在、市内８調剤薬局の

うち７調剤薬局において、医療用抗原検査キッ

トが購入可能とのことでございます。 

 また、市内のドラッグストア４店舗、全ての

店舗において医療用は販売しておらず、２店舗

において研究用が販売されているようでござい

ます。そのことから、本市におきましては、今

月６日付で厚生労働省の通知に基づき、本市

ホームページにおいて研究用抗原検査キットの

留意事項について周知を図っているところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  検査キットには研究用と医

療用があり、特に研究用の利用には注意が必要

だということが分かりました。やはり市民の皆

様の中には知らない方も多いと思いますので、

引き続き市民の皆様へ広報や周知を図っていた

だきたいと思います。 

 最後に、その検査キットの購入に対して新た

に助成はできないのか質問します。 

 現在、本市ではＰＣＲ検査等の費用について

一部助成事業を行っておりますが、検査キット

については対象外となっています。当然のよう

に検査キットも助成対象にしてほしいというの

がタイムリーな市民ニーズかと思います。現行

の助成事業において検査キットを対象外として

いる理由と今後助成の考えはないのか質問しま

す。 

○保健課長（草野浩一）  お答えいたします。 

 初めに、本市の新型コロナウイルス感染症検

査費用助成事業における助成対象でございます

が、議員が言われましたとおり、検査キットに

ついては助成の対象外としております。 

 本助成事業を創設した令和２年度は感染が蔓

延する前で、検査料が２万円を超える高額であ

り、垂水市内、県内において、検査医療機関も

限定されていたことから、検査場所の確保や高

額な検査料の一部を助成することで、市民の皆

様の新型コロナウイルス感染症に対する感染の

不安解消を図るとともに、確認された陽性者を

しっかり保健所へおつなぎすることで、感染拡

大防止を図ろうとしたところでございます。 

 医療機関でＰＣＲ検査等を受けた場合、陽性

が判明すると、診断を行った医師は保健所への

報告義務がありますが、市販の検査キットを使

用した検査では保健所への報告義務がないこと

から、報告をするか否かは本人次第のところが

ございます。 

 また、さきに御説明申し上げましたとおり、

検査キットの種類によっては薬機法に基づく承

認を得ていないものや品質や有効性、安全性を

確認できないものもあるため、本市では医師の

診断を伴う医療機関での検査のみを助成対象と

したところでございます。 

 次に、今後検査キットを助成対象に含めるか

との御質問につきましてお答えいたします。 

 １回目での答弁のとおり、現在においては、

感染拡大の影響により医療機関での受診予約が

増加し、すぐに検査できないケースが生じてお

ります。 

 また、厚生労働省によりますと、８月24日付

で一般用抗原検査キットが一部承認され、イン

ターネット等での購入も可能な状況となってき

ております。 

 このようなことから、本助成事業は創設当時

の趣旨や目的、また保健所への感染者報告につ

いても、全数把握の見直しが行われるなど状況

が大きく変化していることから、現状に合った
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検査費用の助成ができないか、助成対象の拡充

を含めた制度の見直しの検討に入っているとこ

ろでございます。 

 今後、感染症法上の分類も含め、国の動向を

注視しながら、引き続き事業見直しの検討を行

ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○池田みすず議員  引き続き、検討を進めてい

ただければと思います。新型コロナウイルス感

染症は、その感染状況により、国が示すルール

や市民ニーズが刻々と変化しています。市民の

皆様が安心して垂水市に住むことができるよう

にタイムリーで、迅速に対応した事業展開を行

っていただけることを期待しまして私の質問を

終わります。 

○議長（川越信男）  次に、２番、森武一議員

の質問を許可します。 

   ［森 武一議員登壇］ 

○森 武一議員  議長の許可をいただきました

ので、一般質問をさせていただきます。 

 質問に入る前に、２月24日のロシア軍による

ウクライナ侵攻が始まってから半年が過ぎまし

たが、依然として戦闘が続いています。３月議

会でも述べましたが、改めてロシア軍の即時撤

退を求めます。 

 併せて、今月５日に静岡県の認定こども園で、

３歳のお子さんが送迎バスの中に置き去りにさ

れ、死亡する事件が起きました。同様の事件は

昨年にも起こっています。今回の事件は、園側

のミスが何重にも重なった結果だと言われてい

ます。同様の件が起こらないことが一番ではあ

りますが、しかし、人が行うことはどんなに気

を付けてもミスが起こると言われています。そ

のため、ヒューマンエラーが起きないようにサ

ポートする機器の導入や、閉じ込められたとき

にはクラクションを鳴らすといった子供たちに

対する教育など、起こらないことを前提にする

のではなく、起こったときに最悪の事態を防ぐ

対策が必要です。垂水市としてもできることが

あるのであれば、同様の件が起こらないように、

関係者への積極的な支援をお願いいたします。 

 それでは、質問に入ります。 

 本議会には、垂水市職員の育児休業等に関す

る条例の一部を改正する条例案が提案されてお

り、この改正のもととなった法律改正の目的は、

男女ともに仕事と育児等を両立できるようにす

るために、育児休業取得の促進、育児休業を取

得しやすい環境整備、育児休業の分割取得など

が挙げられています。 

 また、次世代育成支援対策推進法と、女性の

職業生活における活躍の推進に関する法律に基

づき、全ての職員がワークライフバランスを図

ることができる職場環境を構築することを目標

に、垂水市特定事業主行動計画が策定されてい

ます。 

 本計画では、職員が子育てしやすい職場環

境・体制の整備を掲げていますが、次世代育成

推進法に基づく特定事業主行動計画の育児休業

の取得率目標の達成状況がどうなっているのか

を伺います。 

 次に、観光振興についてということで、令和

２年３月に改定された第２期垂水市まち・ひ

と・しごと創生総合戦略に初めて関係人口とい

う言葉が交流人口と併記されました。交流人口

と関係人口の違いが分からないというお言葉を

お聞きします。そこで、交流人口と関係人口の

違いはどのようなものなのか、また、今後、交

流人口のような具体的な目標を立てるのか、伺

います。 

 最後に、墓地について伺います。 

 先般、市民の方からお手紙をいただきました。

簡潔に内容を述べさせていただくと、市営墓地

の管理はどうなっているのかというお手紙でし

た。私もこの墓地問題に関しては関心を持ち、

予算委員会でも質問をさせていただいたと記憶

しております。 
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 そこで、伺います。市内の市営集落墓地の管

理の現状と課題についてお伺いし、１回目の質

問とさせていただきます。 

○総務課長（濵 久志）  職員が子育てしやす

い環境整備についての考え方及び特定事業主行

動計画の育児休業の取得率目標の達成状況につ

いてお答えいたします。 

 まず、職員が子育てしやすい環境整備につい

ての考え方についてでございますが、本市にお

きましても国の定める次世代育成推進法及び女

性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画を策

定し、職員が仕事と子育てを両立できる職場環

境の整備に努めているところでございます。こ

の計画中におきまして、職員が子育てしやすい

環境整備としまして、育児休業等を取得しやす

い職場環境の整備を掲げているところでござい

ますが、その具体的な取組として、出産・育児

に関する休暇・休業制度の周知、人事異動希望

調査等での育児等の状況把握、人員配置の配慮、

代替職員の配置などを掲げているところでござ

います。 

 この計画に掲げていますとおり、庁内電子掲

示板等で出産・育児に関する休暇・休業制度の

周知を行っているほか、妊娠中や育児休業予定

の職員に対しては、休暇・休業制度等について

個別に説明を行っており、また、男性職員にも

出産の届出があった際に、育児休業の制度につ

いて説明を行っているところでございます。 

 また、安心して育児休業をすることができる

体制づくりとして、所属課に対して代替職員を

確保するなど、業務体制の維持に努めていると

ころでございます。 

 総務課としましても、このような取組を維持

して実施していくことが、女性職員に限らず、

男性職員も含め、安心して子育てに専念できる

環境づくりにつながっていくものと考えている

ところでございます。 

 次に、特定事業主行動計画の育児休業の取得

率、目標の達成率についてお答えします。 

 特定事業主行動計画におきまして、令和３年

度から令和７年度までの育児休業の平均取得率

について、数値目標を設定しているところでご

ざいますが、男性職員については平均取得率を

10％、女性職員については100％と掲げている

ところでございます。この目標に対し、今年８

月末までの実績における直近５年間の平均取得

率でございますが、女性職員は目標どおり

100％の取得率となっておりますが、男性職員

の場合は子供が生まれた男性職員が22人に対し、

そのうち休業を取得している男性職員が２人と

なっておりますので、平均取得率は9.1％と、

目標値である10％を若干下回っているところで

ございます。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（二川隆志）  まず、交流人口

と関係人口の違いにつきましてお答えいたしま

す。 

 総務省のホームページによりますと、関係人

口とは、移住した定住人口でもなく、観光に来

た交流人口でもない、地域と多様に関わる人々

を指す言葉と定義されてございます。 

 また、関係人口は、祭りやイベントに参加し

たり、ふるさと納税をしたりすることで、地域

との関わりを有するファンベースと、ワーケー

ションやテレワーク等で地域との関わりを有す

る仕事ベースに分類されてございます。 

 関係人口は交流人口と異なり、ふるさと納税

や企業版ふるさと納税など、その地域へ直接赴

くことがなくとも、地域との関わりを有する

方々も含まれるものでございます。 

 続きまして、算定方法につきましてお答えい

たします。 

 総務省や内閣府のホームページにおきまして

は、具体的な算出方法は示されてございません。

国土交通省におきましては、三大都市圏と三大

都市圏以外の地域に居住しているそれぞれ７万
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5,000人を対象としたアンケートにより、その

２つの区分における関係人口は推計されている

ものの、実数の把握は行われていないところで

ございます。 

 内閣府が令和２年に策定した第２期まち・ひ

と・しごと創生総合戦略には、「地方とのつな

がりを築き、地方への新しい人の流れをつく

る」ために、「特定の地域に継続的に多様な形

で関わる関係人口の創出・拡大に取り組む」こ

とがうたわれてございます。本市におきまして

も令和２年に策定し、今年３月に改定しました

第２期垂水市まち・ひと・しごと創生総合戦略

におきまして、交流人口・関係人口の創出・拡

大を図ることが４つの基本目標の１つである

「垂水市への新しい人の流れをつくる」の中に

明記されているところであり、この目標に向け

て取り組むべき各事業におきましては具体的な

目標値の設定がなされているところでございま

す。 

 こちらにつきましては、毎年、目標に対する

実績の算出を行うことで、事業の進捗状況を把

握していることから、その結果につきましては

市公式ホームページで公表しているところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  市営集落墓地の

管理の現状と課題につきましてお答えいたしま

す。 

 本市には、中央地区に中ノ平墓地、市木墓地、

協和地区に海潟墓地の３か所の市営墓地と、二

百数十か所の集落墓地、いわゆる共同墓地が点

在しており、そのほかにも個人墓地もあります

が、詳細につきましては把握していないところ

でございます。 

 それぞれの墓地の管理の現状につきましては、

市営墓地におきましては年３回の除草作業を行

い、墓地に来られる方々が気持ちよくお参りが

できるよう環境整備を行っているところでござ

います。 

 また、集落墓地につきましては、個人や地域

が土地所有者となっていることから、集落墓地

使用者など、地域の方々で清掃や環境整備を行

っていただいているようでございます。 

 近年、市営墓地をはじめ集落墓地におきまし

ては、人口減少や高齢化、地元に親族がいない

ことなどから、遺骨をお寺の納骨堂や市外の墓

地等への移転、いわゆる改葬等が行われ、市営

墓地や集落墓地においても使用者が年々減少し

ている状況でございます。 

 改葬等により墓地を使用しなくなった際は、

墓石等の撤去を行い、更地にして返還していた

だくこととなっておりますが、墓石等が撤去さ

れず、長年放置されている空き墓や、遺骨が残

ったままの墳墓や納骨堂など、管理されていな

い墓も見受けられることから、このような墓を

どう減らしていくかが課題となっているところ

でございます。 

 以上でございます。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。 

 次は、１時10分から再開いたします。 

     午前11時58分休憩 

 

     午後１時10分再開 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 森武一議員の質問を続行します。 

○森 武一議員  それでは、一問一答方式で質

問をさせていただきます。 

 先ほどお答えいただいたところでは、特定事

業主行動計画の育児休業の取得率のところで、

５か年平均のところで今9.1％になってきてい

るというお話だったかと思います。この計画の

ところで育児休業が取りやすい体制づくりであ

ったりとか、環境づくりというのを庁内全体で

進めてきているというところがあると思うんで
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すね。計画だったかと思います。ただ、この育

児休業自体のところは、10％という目標のとこ

ろにあと一歩届いていないというところが現状

だと思います。そこで、まずこの9.1％になっ

ていると、なかなか10％のところの壁が越えら

れていないというところの課題、達成に向けて

の課題というものがどのようなものがあるのか

というのを教えていただければと思います。 

○総務課長（濵 久志）  達成に向けての課題

につきましてお答えいたします。 

 目標を達成していくための今後の課題としま

しては、引き続き、職員の育児休業に関する意

識改革に努め、育児休業制度を浸透させていく

必要があるものと考えているところでございま

す。男性職員の育児休業の取得につきましては、

数年前から国の少子化対策や働き方改革などの

一環として取り組むことが示され、その後、育

児休業制度が取得しやすいよう法改正が進み、

社会全体において男性職員等の育児休業に対す

る意識は変わりつつあります。本市におきまし

ても、以前は男性職員が育児休業を取得するこ

とに関し、認識が低い状況でございましたが、

令和２年度以降、２名の男性職員が育児休業を

取得するなど、若い世代においてその認識は少

しずつ変わりつつあると感じております。 

 このようなことから、今後も、継続して育児

休業に係る啓発等を行い、職員の制度理解に努

めていくことで、男性職員も女性職員同様、必

要に応じ育児休業を取得できるよう制度が浸透

し、認識が醸成されていくものと考えていると

ころでございます。 

 また、育児休業を取得する男性職員が増える

ことで、子育てに理解ある職場風土の形成もさ

れていくものと考えております。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  今のお答えのところで、若い

世代、令和２年度以降に２人取るようになって

きたと。若い世代になればなるほど、どんどん

認識のほうも育児休業を取っていくんじゃない

かなというお話だったとは思うんです。私も、

この子育てしやすい環境整備についてというこ

とで質問させていただいたところは、やはり子

供を育てていくところで女性だけに偏っている

というのが国のほうでも指摘をされてきている

かと思うんです。この男女別の育児休業取得率

というところでも、男性は目標値10％、女性は

100％。女性のほうはずっと100％取ってきてい

ますと。産休に関しては制度が違うので、男性

が取るというのもなかなか。ただ、こっちに関

しては特別休暇ということで100％になってい

るんですが、育休に関しては男女とも同じ条件

下の中で男性だけなかなか進んでこないという

のは、垂水市のほうでも進めている男女共同参

画社会であったりとか、そもそもワークライフ

バランス、働きやすい環境というところを求め

るに当たって問題が出てくると思うんですね。

この質問をさせていただくというところは、今

多分、この議会中継も職員の方、何名か、もし

かしたら聞いていらっしゃると思うんです。そ

こで、市長、垂水市として、執行部として、職

員の方々にしっかりと育児休業を取っていって

も大丈夫なんだと、取っていってくださいとい

うような、市長のお考えをここの場で述べてい

ただければと思います。 

○市長（尾脇雅弥）  森議員の質問、職員が子

育てしやすい環境をつくるべきだという趣旨の

御質問だと思います。 

 全く同感で、特に近年の政策、子育て支援、

教育の充実というのには相当力を入れて環境整

備を進めております。その中心的な垂水市役所

の職員が積極的に休みを取っていくというのは

重要なことでありますので、先ほど総務課長が

答弁したように、女性の皆さんは100％、当然

出産される対象者ですから、男性の目標数値は

それぞれ考え方ありますけれども、当面10％と

いうところに関しては、少し足りないと。しか
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しながら、10％、20％というような形でさらに

職員の皆さんが、子育てしやすい環境の整備と

いうのは大事なことだと思いますので、積極的

に休暇も取っていただきたいというふうに思っ

ております。 

○森 武一議員  ありがとうございます。市長

のほうからも積極的に休暇を取っていただきた

いと。今回のその法整備のところでも、本会議

の初日のほうでもお聞きさせていただいたよう

に、この育児休暇を取ったからといって、何か

こう不利益を被るようなこともないというお話

ですし、１週間とか休暇を取っていただく特別

休暇というところで取っていただいている方は

多いとは思うんです。ただ、子供、子育てをす

るときにお手伝いという形で育休を取るのでは

なくて、しっかりと１か月、２か月と、自分が

育てていくんだというような環境を整えていた

だきたいというふうに思っております。なので、

最終的には10％と言わず、男性のほうも100％

取れるように体制整備をしていただきたいと思

っているところです。 

 この体制を整備するに当たって、環境の整備、

また体制の整備というところは大変重要になっ

てくると思うんですね。この環境の整備のとこ

ろで、もう一つ、私として懸念をするところが

ありまして、この業務量調査というところが令

和３年３月にされているかと思うんですが、業

務量調査のところでも触れていらっしゃるんで

すけど、垂水市においては少なくとも業務量に

おいては類似の調査を実施した自治体よりも高

い超過率となって、その結果、現在の垂水市の

職員上限235人は適正とは言えないという状態

になっているというような報告がありますと。

子育てしやすい環境のためにグループ制と言え

ばいいですかね、というのを導入されて、３人

一組でグループでやって、急な体調不良であっ

たりとか、急な介護、子育てであったりとかと

いうところのときにでもしっかりと休めるよう

にというふうな形で、体制は今現在、整えられ

ていると思うんですね。ただ、この業務量調査

のところでも指摘をされているんですが、業務

が過多になっているというところで特定の職員

に集中していると。ブラックボックス化してい

る、属人化してきているというところが指摘を

されてきているかと思います。前回か前々回ぐ

らいの一般質問等で同僚議員が、この業務量調

査であったりとか、ＤＸ化というところをしっ

かり進めていくべきじゃないかというお話をさ

せていただいていたかと思うんです。その際に

検討していくというふうにお話しされていたか

と思うんですが、まず、この業務の効率化・省

力化について、お伺いさせていただければと思

います。 

○総務課長（濵 久志）  業務の効率化・省力

化につきましてお答えいたします。 

 職員が育児休業を取得しやすい環境整備とし

ましては、職員が長期にわたる育児休業を取得

する場合、業務の停滞が生じることなく、職員

が安心して育児休業をすることができるよう、

所属課に対し代替職員を配置するなどして業務

体制の維持に努めているところでございます。

しかし一方で、議員からございましたとおり、

業務量調査において、所属による業務量の偏り

や特定の職員に負荷が集中する傾向が生じてい

る現状について確認しているところでございま

す。 

 これらの解決策として、今年度から、職員の

労働時間の把握及び健康保持を目的に、全職員

の時間外勤務の状況を毎月、各所属長に示し、

業務負担の偏りはないかなどを確認し、その改

善に努めているところであり、今後、業務分担

による業務の属人化の解消や組織体制の見直し

等、各種の対応策を検討していくことが考えら

れますが、ＤＸの推進に関してもその一つの材

料になると考えているところでございます。 

 以上でございます。 
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○森 武一議員  業務の偏りがないかというの

を今年度からやられていくというお話だったか

と思うんですけど、この業務量調査のところで

既にもうその業務の偏りが出てきているという

ふうな報告が出ているわけですね。それを踏ま

えた上で業務の省力化であったりとか、効率化

というのをしていかないといけないと。それは

もう子育てをしやすい環境を整えていくために

はしていかないといけないというところだった

と思います。現状、課長のほうで今後検討して

いくというお話だったかと思うんですが、それ

はもう前回も前々回も同じようなお答えだった

かと思うんです。そこで一つ提案があるんです

けど、その省力化、または効率化を図っていく

べく、その司令塔となるのが総務課でやられて

いくんじゃないかと思うんですね。ただ、総務

課のほうもこの業務量調査のところから見ると、

現状、その業務量が過多になっているというよ

うな結果が出てきていると思います。そうなっ

てくると、今の総務課がただでさえ業務量が多

い中でさらにその効率化・省力化をしていくた

めに、これ省力化するためには業務の棚卸しで

あったりとか、どういうものがＩＣＴ化、ＤＸ

化できるかというものをやっていかないといけ

なかったりとか、様々その省力化するに当たっ

てもどういうものが省力化に値するものなのか

とか、定型的な業務というものはどういうもの

で、どこまでできるのかというのを検討するの

も大変作業が多くなってくると思うんです。そ

うなってきたときに、先ほども指摘させていた

だいた、総務課自体が忙しい、業務量が過多に

なっているというところでさらに検討の課題を

することができるのかというふうに私は思うん

ですね。そこはもう難しいんじゃないかと思う

んです。だから総務課にまずはその業務量を減

らしていくために、省力化を進めていくために、

また市のＤＸ化を進めていくためにも、１人で

もその人員を配置をして、しっかりとその省力

化を検討するためにも必要なんじゃないかと思

うんですが、総務課長の御見解をお伺いして、

市長のほうも御見解をお伺いさせていただけれ

ばと思います。 

○総務課長（濵 久志）  今、森議員からあり

ましたとおり、総務課に業務過多、業務量が多

いというところでございますが、先ほど、今Ｄ

Ｘの推進ということを先ほど御答弁しましたが、

現在、ＡＩを活用した議事録作成システムを導

入しております。これは取組を始めたばかりで

ございます。今後、その他の業務についても全

庁的に検討していく必要があるものと考えてお

ります。全ての業務のうちどの業務をデジタル

化するか、どのような体制で実施運用していく

かなどは、具体的な調査研究は今後行うことと

しております。これらの業務効率化・省力化に

つきましては、時間外勤務の縮減や休暇の取得

促進等、職員の働き方改革につながりますこと

から、子育て中の職員だけではなく、全職員の

共通課題として改善に取り組む必要があるもの

と考えているところでございます。引き続き、

今後の課題として調査研究を進めていくと考え

ております。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  職員が子育てしやすい環

境整備から派生して、森議員のほうから、こう

いうことはどうだ、こういうことはどうだとい

う御提案があって、違うと思うことはありませ

ん。しかしながら、それを具現化するときに、

これまでの経緯とかいろんなものをやっぱり踏

まえていかなければいけないと思うんですね。

間違いなくそういう方向へ向かってはいるんで

すけれども、垂水市の背景として、平成の合併

の頃、なかなか財政状況も厳しくて、単独でい

けないということがございまして、牛根は境か

ら、あるいは新城麓、あるいは大野とか、いろ

いろ垂水の特性として非常にコンパクトではな

い市の構成がありまして、その中で当時、正規
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職員が285名だったものを、行財政改革と称し

て50名の削減をしたわけですね。結果として、

２人で３人分の仕事をしなければいけないよう

な状況がありまして、ずっと続けるわけにはい

きませんでしたので、よく例に申し上げます水

産課、商工課、観光課を水産商工観光課にして

効率よく回すみたいな努力もしながらここまで

進めてはまいりましたけれども、おかげさまで

議員の先生方の御協力も頂いて、財政のほうも

大きく改善をして、では一方の御提案いただい

たような課題、このままでいいのかというのは

当然のこととして解決をしていかなければいけ

ないということなんですね。その前段として、

業務量調査というのをかけまして、平均で

110％前後ぐらい、やはり1.5倍は解消したもの

の、1.1倍ぐらいの業務量の負担があるという

ことでございますので、そのことも今調査をし

て、どういう部署がどういう仕事をやって、時

代のツールでデジタル化とか、ペーパーレスと

か、いろんな形でやる方法も一つあると思いま

すし、また仕組みとして、庁舎の機能がそうい

う効率的な機能を目指して新庁舎というのも考

えていたわけですけれども、それは当面は難し

いので、そういった部分を人の代わりに最新的

なそういう時代のツールなんかも使いながらや

っていくと。今、グーグルの本部長と連携をし

ながら新しい働き方のありようということも相

談をしておりますので、その辺のところを整理

しながら、先ほど森議員がおっしゃったような、

子育てしやすい環境整備、やはり垂水市役所で

働く職員の皆さんが心身ともにゆとりを持って

働ける環境をつくることが、垂水市民の皆さん

の最終的には幸せにもつながるというふうに思

いますので、財源の問題、簡単ではないですけ

れども、その方向へ向かって、またいろんな事

例を御指導いただきながら、御提案いただいて、

前に進めていければというふうに考えておりま

す。 

○森 武一議員  まず、総務課長のほうから議

事録システム、議事録をＡＩを使って作ってい

くというお話だったかと思うんですね。これ、

何度も言って申し訳ないんですけど、業務量調

査にも書いてあるんですが、業務量調査のとこ

ろで、これは会計年度任用職員、ここの場合は

会計年度任用職員等のほうで担当していると。

そちらのほうに移行しているという、そこで効

率化を図っていっているんだということで書か

れていたかと思うんです。この業務量調査のと

ころで問題になったものは、正職員の業務量が

過多ですと。これに関しては、もう早急に改善

をしていかないといけないですということをこ

の報告者は述べているわけなんですよね。そう

なってきたときに、現状検討していくというよ

うな、検討することが必要ですというのが執行

部側のお答えだと思うんです。私の提案とさせ

ていただいているのは、その検討をするに当た

っても、各課全体でやっていかないといけない

というのは分かります。ただ、そのマネジメン

トしていく人が必要になってくると。となって

きたら、それはもう総務課がしていかないとい

けない。業務量を把握して減らしていくにはど

うしていくかというのを考えるのも、総務課が

やっていかなければいけない。けど、その総務

課に対しては、業務量がもう既に過多ですよね

と。さらにそれをやるために業務を追加してで

きるのかという話だと思うんです。既にもうこ

の業務量調査からすると、１人1.4人分ぐらい

でしたっけ、業務量が過多になっていますとい

うお話の中に、さらにプラスができないんじゃ

ないかと。だったらこれ減らすために、ではど

うやって減らすかというと、その人を廃止して

でも、それは長い目で見れば減っていく、効率

化していく。市長が先ほどおっしゃったサービ

スは向上していくことにつながっていくんじゃ

ないかと思うんですね。ただ、今市長のほうで

検討していくというお話だったと思うんですが、



－63－ 

私としては、この業務量調査のところで1,200

万円かけてやったわけじゃないですか。1,200

万円かけてやって、業務量はもう多いですと。

これはもう早急に職員の働き方を何とかするた

めには、改善していかないといけないですよね

というのが結果として出たわけです。ではこれ

をどうやって改善していくのか、検討していく

のではなくて、具体的にどうやって削減に道筋

をつけていくのかということが必要だと思いま

す。そこのお考えを、市長、お願いいたします。 

○市長（尾脇雅弥）  理論的にはそういうこと

です。しかしながら、例えば現状においてそう

いうこれまでの状況を踏まえて、1.5倍が1.1倍

になり、あるいはそういう改革をしながら業務

量調査も進めているわけですけども、例えばこ

こ数年、新型コロナの関係で、プラスアルファ

の想定外の仕事をしなければいけない。ではほ

っておいて休めるのかとか、ほっておいて日常

生活を送るのかというのは、また違うと思うん

ですよね。現実的に確かにそこを増やせばいい

じゃないか、休めばいいじゃないかという現実

はあるんだけれども、そうはできない。専門的

なお仕事に携わっておられる方もいらっしゃい

ますので、医療関係であれば特に現場なんかは

そういう状況だろうと思いますので、そこはず

っとそういう状況はよろしくないと当然思いま

すけれども、先ほど申し上げたような、計画、

分析をしながら段階的にそちらへ向かって進ん

でいるということでございます。 

 一方で、御理解を頂きたいのは、垂水市とい

う守備範囲、行政範囲は変わらないんですけれ

ども、地方分権という中で400ぐらいの事業が

地方に下りてきて、まだ半分ちょっとなんです

ね。だから必然的にこの職員の中で仕事は増え

ていくという背景もありますから、だけれども

できるだけ暮らしやすい、効率化、いろんなも

のを駆使しながら今そちらのほうに向かってお

りますけれども、今すぐどうということは当然

その年度ごとのできることを考えながら、今総

務課のほうでも検討しているということであり

ますので、そういう形で状況を見ながら、早急

に対応しなければいけないところは当然のこと

としてやらなければいけませんけれども、少し

時間をかけたり、対応の方法を考えたりしなけ

ればいけない部分もあるということは御理解を

頂きたいと思います。 

○森 武一議員  市長のお答えは、先ほどとそ

んなに大きく変わらないところだったと思うん

ですね。検討していくと。ただ、これから地方

分権のところで仕事も増えていくんじゃないか

と。最終的には解決に向けて持っていかないと

いけないというお話だとは思うんですけど、同

じことの繰り返しになってしまうんですが、私

は、総務課、今でも大変業務量が多いというふ

うに指摘をされている中で、ではさらにもう一

個、その減らすための業務量ができるのかとい

う。課長、それできるんですか。今、職員、遅

くまで残られて仕事されている方もいらっしゃ

ると思うんです。その方々にでは減らすために

改めてやってくださいと。この業務量調査のと

ころから見えてくるものが一つあるんですけど、

現状のこの業務量調査の超過率から計算すると、

大体平均２時間45分ぐらい超過勤務が発生して

いるんじゃないかという計算になってきたんで

す。すると大体８時ぐらいまで毎日、業務日に

は残られているという計算になってくるんです。

さらにでは30分でも１時間でも減らすために残

す、やってくださいというのが、本当にそれで

いいんですかというところなんです。そこ、今

の体制の中でできるのか、お答えいただければ

と思います。 

○副市長（益山純徳）  今、森議員から業務量

調査に関する、るる御質問ございました。 

 一応、業務量調査というのは先ほど総務課長

も言いましたように、所属により業務の偏りは

特定の職員に、それにより負荷が集中している
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傾向があるというのは、先ほど総務課長も答弁

をいたしました。また、業務量調査とまた実際

は職員の超過勤務については超過勤務命令とい

うのをするので、その差の考え方というのもや

はり分析する必要があると思います。今現在、

その解決策として、先ほど申しましたとおり、

今年度からその労働時間の把握、健康保持を目

的に、全職員の時間外勤務、その時間外勤務の

状況を毎月、所属長のほうにお示しして、業務

負担の偏りはないかなどを所属長が確認し、そ

の改善に努めているということです。そういう

ことで業務分担による業務の属人化の解消等を

現在図っているところでございます。 

 以上です。 

○森 武一議員  先ほどの御答弁と同じところ

だと思うんです。この業務量調査のところで、

令和３年３月の報告のところで、生活環境課の

衛生係は179％の超過率ですと。２人定員２人

になっていますと。正規職員２人になっていま

す。そこに関して3.6人分の仕事が発生してい

ますということが業務量調査として出ていたわ

けじゃないですか。これ平均すると、課におい

て105％とか、押しなべていうとそういう話に

なってくるんですけど、係においては、生活環

境課よりも高い183％というところも既に出て

いるわけじゃないですか。そこに関して、では

どうやって減らしていくのか、同じようなこと

がないようにどうしていくのかというのを考え

ないといけないと思うんです。それを検討して

いく、では具体的にどうやって検討していくに

当たってもう既に検討すべき人、中心になるべ

き人が業務過多である。これをどうやって解決

していくのかというのを示すのが市長の役割だ

と思うんです。リーダーシップだと思うんです。

今の職場環境、もう業務過多ですよね。結果、

出ている。これ1,200万円かけてやるに当たっ

ても、それは執行部として、もう業務が多いん

じゃないかと思ったからこそお金をかけてやら

れたんじゃないんですか。ではその解決に向け

て、検討していきますじゃなくて、具体的にど

うやっていくのかというのを、もう一度、最後

に市長のほうにお願いします。 

○副市長（益山純徳）  森議員からの質問、私

のほうから答えさせていただきます。 

 先ほど私の答弁で申し上げましたように、業

務量調査と超過勤務というのは、そもそも目的

がちょっと違うものでございまして、職員が超

過勤務をする場合には上司からの命令により超

過勤務命令により超過勤務をすることになりま

す。現在、その業務量調査と超過勤務において、

差が生じている部分がございますので、その部

分の分析、それとあと、先ほど申しましたよう

に、その超過勤務時間外の状況を所属長のほう

にお示しして、業務の偏りはないのか等を確認

して、その改善に現在努めているところでござ

います。 

 以上です。 

○市長（尾脇雅弥）  職員の環境、働きやすい

環境を整えるというのは、当然のことでありま

す。しかしながらいろんな事情がありますから、

そこを考慮しながらよい方向へ今改善している

ということでありますので、急に一足飛びには

いかないということでありますので、そういう

方向へ向かって努力をしているという状況でご

ざいます。 

○森 武一議員  一足飛びにいかないのはもう、

私もそのように思います。これはもう少しずつ

業務を改善していく、効率化していくという作

業を進めていかないと、積み上げていかないと、

減っていくことはないと思うんです。それをす

るために、今の体制のままでやっていけるのか

という疑問を投げかけさせていただいたんです

けど、お答えも残念なお答えだったと思うので、

もうここに関しては次の質問にさせていただき

たいと思うんですが、最後に、子供を育てやす

い環境、子供だけじゃないと思うんです。介護
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であったりとか、いろいろな突発的なアクシデ

ント等起こると思うんです。グループ制という

ものをやって休みやすい環境であったりとかと

いうのを整えてきているけど、そこももう業務

が過多になっていて属人化が起こっている、弊

害が起こっていると指摘も出ているという中で、

どうやってやっていくか。子供が育てやすい環

境が整えば、それは最終的には市民、職員の方

が働きやすい環境につながってくると思います

ので、そこをしっかりと進めていただければと

思います。 

 次に、交流人口と関係人口、観光振興につい

てということで、交流人口と関係人口の違い及

び算定についてということで、先ほど国のほう

でもなかなか算定が難しいんじゃないかという

お話だったと思います。ただ交流人口の具体的

な地方創生のまち・ひと・しごとの計画のとこ

ろの具体的なＫＰＩを進めていくというお話だ

ったんじゃないかと思うんですね。ただ、私が

今回、この質問をさせていただいたところは、

交流人口みたいに関係人口200万人目指します

といったときに、それはもう算定できないんじ

ゃないかなというところがあったので、質問さ

せていただいたんですが、そういうことは使わ

れない、算定が難しいというお話だったので、

そういうことはないんじゃないかと思いますの

で。 

 次、地域ＤＭＯの設立はどうなっているのか

ということで御質問させていただければと思い

ます。 

 地域ＤＭＯは、まずお手元のほうに、本会議

の頭のほうで資料を配らせていただいています。

裏表の一枚刷りで観光庁のほうの資料を配付さ

せていただいております。そちらのほうを御覧

になってください。 

 地域ＤＭＯについて、御存じない方もいらっ

しゃると思うので、簡単に説明させていただく

と、観光庁によると、地域の稼ぐ力を引き出す

とともに地域への誇りと愛着を醸成する観光地

経営の視点に立った観光地域づくりのかじ取り

役として、多様な関係者と協働しながら明確な

コンセプトに基づいた観光地域づくりを実現す

るための戦略を策定するとともに、戦略を着実

に実施するための調整機能を備えた法人である

ということの説明でした。28年の策定された南

の拠点整備事業に基本構想において期待する効

果と目標には、本拠点整備は垂水市の南への往

来及び市の全体への経済波及効果、雇用促進、

定住人口の増加を目標とすることから、拠点整

備に合わせ既に整備されている道の駅たるみず、

森の駅たるみずと互いの機能や役割について、

相互補完、相互送客できるように配慮した計画

連携施策を講じることにより、３つの地域振興

を支える拠点が有機的な連携を図るようにする

ことが重要であると記載されています。整備エ

リアの構想として、重要な視点として３つ掲げ

ており、そのうちの１つに自然豊かで魅力的な

観光資源の開発、整備、情報発信を通じて交流

人口の流入を促すと。そしてこれらを達成する

ために観光協会を法人化して地域ＤＭＯの創設

をすることが望ましいと基本構想に書かれてい

ます。しかし現状、観光協会は従前のままであ

って、地域ＤＭＯが設立されたというお話も聞

かないところです。そこで、基本構想で南の拠

点の効果と目標を達成するために必要とされた

地域ＤＭＯの設立はどうなっているのか、お伺

いします。 

○水産商工観光課長（大山 昭）  地域ＤＭＯ

設立はどうなっているのかにつきましてお答え

いたします。 

 平成27年10月に作成されております垂水市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略において、垂水

市版の観光地域づくり法人、いわゆるＤＭＯ導

入の推進が講ずべき施策に関する基本的方向と

して位置づけられているところでございます。 

 ＤＭＯの設立につきましては、平成28年６月
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議会において、森正勝議員の御質問へ答弁して

おり、その内容につきましては、総合戦略に日

本版ＤＭＯ設立を位置づけ、取り組んでおり、

設立に向けて準備している組織は、官民連携に

よる人づくり、ものづくり、売場づくりを行い、

地域産品や観光資源の商品開発、販売促進に取

り組み、市全体の稼ぐ力を向上させ、地域経済

を発展させようとする目的を持った垂水市版Ｄ

ＭＯであり、また役割につきましては、地域経

済の流れをつくる地域経済のパイプ役、いわゆ

る地域商社の役割として、設立を想定している

となっております。 

 なお、民間企業６社とともに、市も出資する

形で株式会社垂水未来創造商社が設立され、現

在、ふるさと納税特産品に関する事業及び道の

駅たるみずはまびらの運営等を担っていただい

ているところであり、同社の事業活動が継続・

発展することにより、本市の交流人口増大、並

びに観光振興につながるものと考えているとこ

ろでございます。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  今のお答えとしては、地域Ｄ

ＭＯというところが地域商社になって未来創造

商社になりましたというお答えだったと思うん

です。私としてお聞きしたいことは、この基本

構想のところで掲げている地域ＤＭＯと６次産

業化の在り方と店舗運営、人材と産業の育成と。

６次産業化の在り方と店舗運営、人材と産業の

育成に関しては、地域商社のほうで担うことが

できるんじゃないかと思うんですが、このＤＭ

Ｏに関して、ＤＭＯのところで先ほどのお手元

へお配りした資料のところにも書かれているか

と思うんですが、３番目、地域の魅力の向上に

資する観光資源の磨き上げや地域内交通を含む

交通アクセスの整備、多言語表記等の１、２、

３、４というところがあって、こちらの機能と

いうところが、実際、今の地域商社のところで

代替できるのか。それがなくても、この基本構

想で示されたものというものは達成し得るのか。

ここに関して、お考えをお伺いさせていただけ

ればと思います。 

○水産商工観光課長（大山 昭）  平成29年３

月に垂水未来創造商社と本市において結ばれた

包括連携協定書には、交流人口を増大させる観

光振興に関することが明記されているところで

ございます。先ほどの答弁とも重なりますが、

同社が目的としております官民連携による人づ

くり、ものづくり、売場づくりを行い、地場産

品の商品開発、販売促進に取り組むとともに、

市全体の稼ぐ力を向上させ、地域経済を発展さ

せることに加え、本市との様々な事業等を通じ、

連携し取り組むことが、交流人口を増大させ、

ひいては本市の観光振興につながるものだと思

われます。今後も、未来創造商社が運営されて

おります道の駅たるみずはまびらと連携し、本

市が掲げている交流人口200万人達成に向け、

スポーツ合宿、教育旅行、自然を活用した様々

な体験など、３つの拠点を中心とした取組など

を進め、本市の観光振興につなげるとともに、

地域の活性化を図ってまいりたいと考えている

ところでございます。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  協定のほうが結ばれているの

で、そちらを基にして進めていくというお話だ

と思うんですが、未来創造商社のほうで定款の

ほうには、この地域ＤＭＯとしての役割という

ものは載っていないかと思うんです。そうなっ

てきたときに、次の体系的な観光戦略について

というところにもつながってくるんですけど、

このＤＭＯの役割としては、先ほどの２番、各

種データ等の継続的な収集分析、データに基づ

く明確なコンセプトに基づいた戦略の策定、Ｋ

ＰＩの設定、ＰＤＣＡサイクルの確立というも

のであったりとか、関係課の合意形成、多様な

関係者間の合意形成というものが含まれている

わけです。これが未来創造商社のほうでできる
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のかというところだと思うんです。すみません、

もうちょっと時間のほうが大分押してきている

ので、次の体系的な観光戦略のところと一緒に

お伺いさせていただければと思うんですが、今

指摘させていただいた未来創造商社にこの地域

版垂水版ＤＭＯというものの役割というものが

ないように思うんですが、ない中でこの体系的

な観光戦略、観光振興戦略というものが必要だ

と思うんですが、そこについて併せてお伺いで

きればと思います。 

○水産商工観光課長（大山 昭）  本市との包

括連携協定書に記載のあるとおり、交流人口を

増大させる観光振興に取り組んでいるところで

ございます。 

 本市におきましては、道の駅たるみず、道の

駅たるみずはまびら、森の駅たるみずの３つの

拠点を中心とし、魅力ある観光地のＰＲ、情報

発信に取り組んでいるところでございます。 

 中心的な観光事業としまして、平成12年から

取り組んでおりますスポーツ合宿につきまして

は、これまで419団体、延べ泊数３万6,535人と

なっており、平成21年から取り組んでおります

教育旅行につきましては、国内109校、１万

6,007人、国外29校、831人となっているところ

でございます。 

 今年度におきましては、鹿児島空港や鹿児島

中央駅、山形屋等の県内の各種イベントに出展

しており、10月には霧島市で開催予定の和牛能

力共進会において、魅力ある観光素材や特産品

のＰＲなどを実施することとしております。 

 また、広域観光の推進を図るために、桜島・

錦江湾ジオパーク推進協議会、大隅広域観光開

発推進会議、錦江湾奥会議等においても、様々

な事業を展開するとともに、情報発信に努めて

いるところでございます。 

 近年、新しい旅のスタイルやニーズの多様化、

社会情勢の変化により、観光業界は様々な取組

が必要となってきていることから、戦略的な事

業展開を目的に令和４年７月より本市柊原地区

出身で、鹿児島県観光連盟等で御活躍され、訪

日客誘致でも実績のある方を垂水市観光協会の

観光アドバイザーとしてお迎えし、本市の観光

ＰＲや観光を担う人材育成などについて、幅広

くお力添えを頂くこととしております。今後も、

様々な取組を活用しながら、新しい旅のスタイ

ルやニーズの多様化を捉えた事業展開、ワー

ケーションにも着目し、併せて積極的に情報発

信を行い、交流人口の増加に努めてまいりたい

と考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  森議員の御指摘のＤＭＯ

をしっかりとした組織をつくって、体系的に観

光の戦略をやるべきではないかということに関

しても、基本的には同じ考えでございまして、

垂水の観光戦略の中で６次産業化と観光振興と

いうことで、交流人口を増やしながら、その施

策として３つの拠点と。３つ目の拠点として南

の拠点整備を皆さんの御理解を頂きながら進め

て、まだ５年くらいだと思いますけれども、今

まで何もなかった場所にあの施設ができて、ど

れだけの雇用、効果があったか。ＡＺホテルも

建ち、来年４月にはマリオットホテルもできる

わけです。県内７か所から勝ち抜いて、そうい

うことがありました。そこも踏まえて、今、Ｐ

ｗＣの皆さんも来ていただいたりとか、細かい

ところはいろいろあると思いますし、そこは当

然、戦略的にやっていかなければいけないとい

うことでありますけれども、今担当課長が申し

上げたような、多方面にわたっていろんな観光

振興、県内でも大変評価を頂いて、進んでいる。

一方で、そういう足らないところもあるんじゃ

ないかというのは、そのとおりでありますけれ

ども、この10年間で大きく、観光の交流人口、

あるいはそのことによる経済効果というのは大

きく前に進んでいるというふうに思っておりま

す。 
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○森 武一議員  時間がもう大分迫ってきてい

るので、まとめさせていただきたいと思うんで

すが、交流人口としては増えてきているという

お話だと思うんです。ただ、私として、この体

系的な観光戦略が必要じゃないかというところ

は、例えばスポーツ合宿、教育旅行ですかね、

等をやった場合にも、ではそこで200万人とい

う達成ができるのか。また、この南の拠点整備

事業、観光交流人口200万人というものは、こ

の200万人に来ていただくこと、市外から来て

いただくことによって垂水の経済を潤していき

ましょう、市民の所得を上げていきましょう、

経済波及効果を広めていきましょうというとこ

ろの出発点だと思うんです。そこをするに当た

って、ではターゲットはどこなのか。お金を落

としてくださる方は誰なのか。どこに一番、広

告であったりとか、プロモーションを打ってい

けばいいのかというところをやるために、この

基本構想のところでＤＭＯというものを位置づ

けて、そこで体系的にこの各種データの継続的

な収集分析、データに基づく明確なコンセプト、

ここをやるためにあったと思うんです。けど現

状、交流人口、垂水市の交流人口の収集の仕方

というものは、各３つの拠点のところのＰＯＳ

データ、ＰＯＳデータということは、レジでお

買物をされた方のデータでしかなく、それはで

はどこから来たのか、どういう属性の方なのか、

どういう目的で来たのか、１泊されるのか、そ

のまま日帰りされるのか、どこに行くのかとい

うのは分からない。それでは駄目だというとこ

ろだと思います。そのためにこのＤＭＯをつく

って、ちゃんとデータに基づいて体系的にやっ

ていきましょうというところが、そこがないと

いうのが現状だと思うんです。そこはしっかり

と今後、その交流人口200万人を達成する、さ

らに先を目指さないといけないと思うんです。

そのときに垂水市の経済効果を高めていくには

ここが必要なんじゃないかということをお伝え

させていただいて、今後、そこにちょっとでも

近づくようにやっていただければと思います。 

 次、墓地についてということで、現状なかな

か管理等が難しいというところがあるかと思い

ます。すみません、もう時間の関係上、２つ予

定していたところも含めて、まとめて質問させ

ていただければと思うんですが、現状のなかな

か管理等が難しいというところの要因の一つと

して、一度、市営墓地に関しては一度この墓地

の料金というか、永代供養代と言えばいいんで

すかね、お支払いになった方に関してコンタク

トがなかなか難しいと。そうすると相続であっ

たりとか、亡くなられたとかで管理者が不明に

なってくるというところが出てくるかと思いま

す。国のほうでは、墓地埋葬法でしたっけ、に

関しては、公示であったりとかというところを

すれば撤去等はできるとは思うんですが、そこ

に関しては公費を支出をしないといけないと。

また手続等が大変煩雑である、時間がかかる等

の問題が出てくるかと思います。一つ、課長の

ほうに提案というところでもあるんですが、こ

この垂水市市営墓地の設置及び管理に関する条

例というところが、一度その永代使用料という

ものをお支払いするとずっと使い続けることが

できるというふうな規定になっているかと思う

んですね。これを例えば10年であったりとか、

20年ごとの更新制、原則、使っていいですよと

いう継続使用というところで原則そうして、コ

ンタクトをコンスタントに取っていけるような

制度設計であったりとかというのが必要だと思

います。現状のあとは集落墓地に関しても、個

人であったりとか、集落で持っているというと

ころで、なかなかこう管理が難しいというとこ

ろもあると思いますが、現状の取組状況と今後

の取組についてというところで、あと先ほどの

私が提案させていただいたところのお考えも併

せてお伺いできればと思います。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  現状の取組と今
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後の取組につきましてお答えいたします。 

 市営墓地につきましては、墓石等が撤去され

ず、長年放置されている空き墓や遺骨が残った

ままの墳墓、納骨堂などの現地確認、把握をこ

れまで行ってきているところでございます。 

 空き墓につきましては、墓地の使用申請をさ

れた方や相続人へ墓石撤去に関する通知を行い、

空き墓の解消に努めてまいりたいと考えており

ます。 

 また、遺骨も残され管理されていない墓につ

きましては、墓石台帳等により、所有者の把握

を行い、墓地の管理について通知してまいりた

いと考えております。 

 一方、集落墓地につきましては、それぞれの

墓地を管理する墓地管理人が地域に以前はいら

っしゃいましたが、現在は墓地管理人がいない

集落墓地がほとんどのようで、墓地の管理がで

きていない状況のようでございます。 

 集落墓地につきましては、まずはそれぞれの

集落墓地の現状を確認しつつ、今後、行政とし

て何かできるかについて研究してまいりたいと

考えております。 

 市営墓地につきましては、墓地の使用許可後、

改葬等が行われるまで、墓地使用者と面会する

ことはほとんどないところでございます。また、

使用申請者が亡くなられた場合、墓地の承継許

可申請をしていただくこととなっておりますが、

一部の墓地につきましては、手続がなされず、

現在に至っている墓地もあるようでございます。

このようなことも空き墓や遺骨が残されたまま

の納骨堂の解消ができないことの一因ではない

かと思われますので、改めて墓籍台帳による使

用者の確認作業を行ってまいりたいと思ってお

ります。 

 死亡者の縁故者がいない、遺骨が残ったまま

の墳墓や納骨堂、いわゆる無縁墳墓等の対応に

つきましては、墓地、埋葬等に関する法律施行

規則第３条において、１年以内に申し出るべき

旨を官報に掲載して、かつ無縁墳墓等の見やす

い場所に設置して、１年間掲示して公告し、そ

の期間にその申出がなかった旨を記載した書面

を掲示するなどした上で行政等において撤去で

きるようでございます。そのような墳墓等の撤

去に当たっては、代執行にかかった費用の回収

が困難な場合など、様々な課題が考えられるこ

とから、先進自治体の対応状況について調査研

究をしながら、本市の実情に合わせ、どのよう

な対応ができるのか検討する必要があると考え

ております。 

 以上でございます。 

○森 武一議員  平成30年だったと思います。

同じような質問をされて、他の自治体の検討を

していくというお話だったと思うので、弔いの

場というのは、大変大切な場所ですので、今後

ともしっかりと体制整備していただければと思

います。 

 以上で終わります。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。 

 次は、２時５分から再開いたします。 

     午後１時59分休憩 

 

     午後２時５分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、３番、前田隆議員の質問を許可します。 

   ［前田 隆議員登壇］ 

○前田 隆議員  お疲れさまです。本日、４番

手となります。今回は、市民の関心事を中心に

４問質問いたします。応援をよろしくお願いい

たします。 

 さて、今日の問題として、五輪疑惑、安倍元

総理の国葬、元統一教会と政治の関係などいろ

いろありますが、何よりも物価高騰が今日の大

きな社会問題です。原油高騰、穀物高騰に端を

発し輸入物価の高騰が生産業者の経営悪化、市
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民生活を直撃する消費者物価の高騰を招いてお

ります。政府も対策を急ぎ、支援策等を用意し

ておりますが、本市も独自の追加策を講じる必

要があると思います。議会でも、今後、検討や

対策を求めていきたいと思います。 

 それでは、議長の許可をいただきましたので、

早速、質問に入っていきます。 

 １番目の耐震化補強工事について。 

 耐震補強工事は、Ｂ案の内付主体の工法で決

定し、その大概算工事費が上限額で５億5,000

万円と示されました。今後、補強工事の補強計

画の策定、そして実施設計に向けて具体策や積

算等がなされると思いますが、大概算の上限額

に基づいて耐震工事費の資金計画について伺い

たいと思います。 

 財源として、補助金、市有施設整備基金、市

債等が考えられますが、資金計画についてどの

ように考えておられるのか、以下の３点を伺い

ます。 

 まず、１点目、耐震化工事に活用できる補助

金事業は何があるのか。 

 ２点目は、耐震化工事の補助金以外の財源に

市有施設整備基金を充当できるのか。市債も充

当できるのか。 

 ３点目は、市債はどういったものを検討して

いるのか伺います。 

 次に、２番目のプレミアム商品券について質

問に入ります。 

 前回のプレミアム商品券の購入状況は、３回

の案内があり、チケット販売に苦戦されていた

ように思います。プレミアム商品券の支援事業

は、事業者支援、購入者支援、地域社会の経済

活性化の三方よしの経営理念で行われていると

思います。問題は、消費者たる購入者がメリッ

トを感じ、また全世帯が購入できるところに重

きを置いた購入価格の設定やプレミアム率にな

っていたかが課題として考えられます。 

 プレミアム商品券販売は、過去何回か実施し

ております。そこで、前回のプレミアム商品券

の購入状況と評価について過去と比較してどう

だったのか伺います。 

 購入世帯に隔たりはなかったのか。また、前

回のプレミアム率は物価高騰の中、消費者支援

対策として十分だったのか、その点もお聞かせ

ください。 

 次に、３番目の有害鳥獣被害と猟友会活動に

ついて質問に入ります。 

 農家の高齢化に伴い農家数は減少し耕作放棄

地が増える一方ですが、農地が荒れてくると景

観の悪化やイノシシがすみかにして周辺の農作

物被害が問題となっております。 

 最近は、農作物の食害だけでなくイノシシに

よる農地の掘り起こし、土手や水路を崩すなど

農業基盤への被害も大きくなっているようです。

また、近頃は人家周辺までイノシシが出没して

住民から苦情も寄せられています。 

 市としても、荒廃農地対策、有害鳥獣の侵入

防止、捕獲対策など対策を講じられておられま

すが、頑張っておられることは重々承知してお

ります。令和３年度の第３回定例会で、梅木議

員が有害鳥獣対策について質問されておられま

すが、再度、その後の状況について伺いたいと

思います。 

 そこで、１点目、令和３年度のイノシシ等に

よる被害金額と捕獲頭数はどれぐらいか、実態

を伺います。また、イノシシのほじくり被害に

対する対応の基準はあるのかをお聞かせくださ

い。 

 最後に、４番目の土地の相続未登記問題につ

いて質問に入ります。 

 私の水之上地区では、内ノ野線の道路改良工

事や宮前地区農地基盤整備事業が計画、実施さ

れておりますが、この相続未登記土地の問題で

土木課、農林課は大変苦慮をされておられます。

登記簿人が死亡し相続登記がなされないまま放

置され、法定相続人が複数となり、また地元以
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外の各地に散らばり事業推進の用地取得や承諾

に混乱と停滞を招いている問題であります。 

 このような問題に対応するために、法務省は

令和５年４月１日から所有者不明土地、建物等

の利用に関する民法の一部見直しを施行いたし

ますが、その中の１つに遺産分割長期未了状態

の解消を促進する相続制度の見直しがあります。

見直しとその仕組みの創設について伺います。 

 以上で、１回目の質問を終わります。 

○財政課長（園田 保）  前田議員の御質問の

耐震補強工事について御答弁いたします。 

 まず、１点目の耐震化事業に活用できる補助

金等につきましては、昨年11月２日の議会庁舎

整備検討特別委員会で市庁舎の耐震補強に活用

できる補助金等について２つの事業を御紹介し

ております。 

 １つ目が、地域防災拠点建築物緊急促進事業

補助金、２つ目が社会資本整備総合交付金で、

それぞれの事業の目的、事業内容、期間、補助

率について御説明いたしました。 

 次に、２点目の補助金以外の財源についてで

ございますが、市有施設整備基金の充当は可能

でございます。地方債については、充当は可能

ですが一部に補助金事業と併用できない地方債

もございます。 

 ３点目の市債についてでございますが、昨年

11月19日の議会庁舎整備検討特別委員会で枕崎

市の庁舎耐震化事例を御説明いたしましたが、

枕崎市は耐震工事の財源に交付税措置のある緊

急防災・減災事業債を活用しておりましたので、

本市としても通常の一般単独事業債を活用する

より財政的に有利になることから、活用を検討

しているところでございます。 

 いずれにせよ、前田議員も御認識のとおり、

現在、耐震補強計画の策定を進めており、今後

の実施設計の中で詳細な耐震工事費が示される

ことになりますが、財源構成などについては、

改めて外部検討委員会や議会庁舎整備検討特別

委員会でお示しし御意見をいただいてまいりた

いと考えております。 

 以上でございます。 

○水産商工観光課長（大山 昭）  前回と過去

の購入状況の比較と評価につきましてお答えい

たします。 

 プレミアム付商品券につきましては、平成23

年から、毎年、年末に向けて実施しており、コ

ロナ禍においては年２回実施しているところで

ございます。令和２年度の５月はプレミアム率

20％、購入世帯4,146件、総額２億4,000万円、

うち補助額は約4,500万円、年末はプレミアム

率100％、ブリ、カンパチ配付により購入世帯

4,452件、総額１億円、うち補助額は約5,300万

円となっており、令和３年度の６月は、プレミ

アム率100％、購入世帯4,353件、総額5,040万

円、うち補助額が2,800万円、年末はプレミア

ム率約67％、購入世帯4,268件、総額6,383万

5,000円、うち補助額は約2,800万円となってお

ります。前回につきましては、プレミアム率

20％、購入世帯5,140件、総額２億7,000万円、

うち補助額は約5,000万円となる見込みでござ

います。 

 前回は、昨年度の春と比較しますとプレミア

ム率を大幅に下げたことなどから、全て販売す

るまでに２次販売を実施するなど期間を要した

ところでございます。購入状況といたしまして

は、１次販売において2,570世帯が購入され、

２次販売、３次販売におきましては、１次販売

で購入された世帯の方が再度購入されたケース

がほとんどでありましたことから、世帯員数や

家族構成の年齢等により世帯ごとの購入希望額

が異なっているものと思われます。 

 また、買い求めやすい金額としまして3,000

円の商品券を2,500円で販売しておりましたが、

ほとんどの世帯が１万円単位で購入され、２次

販売以降は3,000円の冊子の商品券が残った状

況となっております。 
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 最終的には、予定しておりました販売額全て

完売しており、市内の経済へは２億7,000万円

の効果につながったものだと思われます。 

 そのような状況を踏まえ、今回のプレミアム

率や販売内容などについて、商工業者並びに市

民目線において関係機関と協議を重ね検討した

ところでございます。 

 以上でございます。 

○農林課長（森 秀和）  被害金額と捕獲頭数

及び掘り起こし被害に対する対応基準につきま

してお答えいたします。 

 まず、被害金額と捕獲頭数につきまして、令

和２年度と比較しまして御説明いたします。 

 有害鳥獣被害金額は、令和２年度336万3,000

円に対し令和３年度は308万6,000円と27万

7,000円減少しており、その内訳としましては、

イノシシが７万1,000円、猿が13万5,000円、ア

ナグマ１万円、カラス１万9,000円、ヒヨドリ

４万2,000円となっております。 

 捕獲頭数は令和２年度と比較して増加してお

り、その増加頭数につきましては、イノシシが

62頭、猿21頭、タヌキ16頭、アナグマ37頭、カ

ラス36羽、ヒヨドリ152羽、ドバト59羽となっ

ております。 

 次に、掘り起こし被害に対する対応基準につ

いては、農道、林道等、車両の通行に支障があ

る場合や用排水路の閉塞など、農業への影響や

営農状況並びに防災の観点から優先順位を付し

て復旧作業を行っております。 

 以上でございます。 

○税務課長（篠原彰治）  遺産分割長期未了状

態の解消を促進する相続制度見直しについてお

答えいたします。 

 議員御指摘のとおり、相続未登記により様々

な問題が発生しているところです。このため、

国においては長期相続登記等未了土地解消作業

の見直しとして、相続開始から10年を経過した

ときは、個別案件ごとに異なる具体的相続分に

よる分割利益を消滅させ画一的な法定相続分で

簡明に遺産分割を行う仕組みを創設することに

より、遺産分割長期未了状態の解消を促進する

こととしたところです。なお、この制度につき

ましては令和５年４月１日から施行されること

となっております。 

 また、長期間にわたり相続登記がなされてい

ない土地については、登記官が法定相続人を探

索し法定相続人情報を作成する制度があります

が、法務局が行う法定相続人情報作成の要件を

30年から10年に短縮し、対象土地の範囲を拡大

したことにより事業実施主体の探索が簡便化さ

れ、公共事業の効率化や合理化が一層促進され

ることとなります。なお、この制度につきまし

ては令和４年４月１日から施行されているとこ

ろです。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  それでは、一問一答で２回目

の質問に入ります。 

 耐震補強工事の財源については答弁いただき

ました。補助金には地域防災拠点建築物整備緊

急促進事業補助金や社会資本整備交付金がある

こと、地方債には一般単独事業債や枕崎市も活

用している緊急防災・減災事業債があること、

そして市有施設整備基金は財源として活用でき

るということだったと思います。 

 先ほど、一部地方債には補助事業と併用でき

ないものがあると答弁されましたが、これは緊

急防災・減災事業債のことでしょうか。また、

この事業債の概要とメリットについてお聞かせ

ください。 

○財政課長（園田 保）  緊急防災・減災事業

債の概要とメリットについてお答えいたします。 

 緊急防災・減災事業債は、東日本大震災等を

教訓として全国的に緊急に実施する必要が高く、

即効性のある防災、減災のための地方単独事業

への充当が可能となっており、事業期間は令和

７年度までとなっております。 
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 対象事業は、大規模災害時の防災、減災対策

のために必要な施設整備や地域防災計画上に定

められた公共施設等の耐震化などがあり、充当

率は100％、交付税措置率は元利償還金の70％

となっております。 

 御指摘のとおり、補助金との併用はできない

地方債となります。 

 以上で終わります。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。補助

金を使う場合は、この緊急防災・減災事業債は

併用できないということが分かりました。私は、

当初、工事費５億5,000万円の財源を補助金で

幾ら、残りを市有施設整備基金と市債で幾ら充

当する計画でいるかという質問を考えていたの

ですが、併用ができないということで前提が変

わりましたので、有利な交付税措置のある地方

債と市有施設整備基金の活用で財源を手当てす

る方向に切替えて伺いたいと思います。 

 財源構成の配分をどうするかが重要な問題で

すが、実施設計が確定する頃に提案し庁舎特別

委員会で意見を伺うとのことですので、残念で

すが待つことにいたします。 

 地方債のメリットとしては、事業費を長期に

平準化して現役世代の負担減少に寄与する点が

挙げられますが、これに交付税措置があれば市

の財政にとって非常に有利になると考えられま

す。 

 一方で、地方債を活用するとなると通常債へ

の影響、財政改革プログラムとの関係がありま

す。まず、確認したい点は、通常債は５年間平

均で６億円というのが第２次財政改革プログラ

ムの基本方針と伺っております。現在の計画の

起点とする年度はいつなのか教えてください。 

○財政課長（園田 保）  議員御質問の現在の

計画の起点とする年度はいつなのかについてお

答えいたします。 

 第２次行政改革プログラムでは、平成22年か

ら26年度までの平均で年間６億円の新規発行額

を上限としておりました。現在は、財政改革プ

ログラムは策定しておりませんので明確な起点

等を設けているわけではございませんが、第２

次財政改革プログラムの基本的な考え方を念頭

に、各年度において真に必要な事業を検討の上、

財政運営を行っているところでございます。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  分かりました。明確な起点は

設けていないということでしたが、それならば

財政改革プログラムの５年間平均で６億円とい

うのはどのように確認されているのか教えてく

ださい。 

○財政課長（園田 保）  財政改革プログラム

の５年間平均で６億円というのはどのように確

認されているかということだったと思います。 

 現在、財政改革プログラムは先ほど申しまし

たとおり策定しておりませんので、５年間とい

う設定は行っておりません。財政改革プログラ

ムの基本的な考え方を念頭に置きまして、これ

までその年度の状況に応じた対応を行っている

ところでございます。 

 また、発行の際にも交付税措置のある地方債

を優先的に借り入れて後年度の負担を少なくす

るような工夫を行っているところでございます。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  分かりました。それでは、参

考までに昨年度の通常債の発行額を教えてくだ

さい。 

○財政課長（園田 保）  令和３年度の地方債

の発行額は５億9,878万7,000円で、災害復旧事

業債と臨時財政対策債を除く、いわゆる通常債

と言われる発行額は３億8,550万円でございま

す。参考までに、令和２年度については、通常

債は５億8,410万円となっております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  分かりました。ありがとうご

ざいます。各年度６億円が１つの目安だとは思

います。昨年度は約４億円弱、令和２年度は約
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５億8,000万円ということでした。発行額は大

きいですが、起点となる年度を明確にして今後

の市債発行計画については財政改革プログラム

の踏襲の観点から５年間平均６億円が遵守され

るように検証しながら進めなければなりません。

令和２年度を起点とすることを要望しておきま

す。 

 毎年、事業化される公共施設等の更新事業や

ＤＸ推進事業、耐震化事業の市債発行計画の組

み方は事業と予算のバランスを取りながら年度

ごとに推進されると思います。そういった中で、

今後、耐震化事業が加わるわけですが、通常債

６億円に及ぼす影響について、財政改革プログ

ラムの観点から他の更新事業債等との関係にお

いてバランスをどのように考えておられるのか、

お聞かせください。 

○財政課長（園田 保）  他の更新事業債等と

の関係についてバランスをどのように考えるか

という御質問につきましてお答えいたします。 

 耐震工事と他の更新事業のバランスについて

は、耐震工事の明確な事業費が分かり次第、財

政改革プログラムの基本的な考え方も念頭に、

国、県補助金の活用や交付税措置のある有利な

地方債の検討、また市有施設整備基金の活用等

も視野に今後検討してまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  明確な事業費が分かってから

検討と、慎重な答弁です。大事な問題ですから

十分に検討してください。 

 耐震化の市債発行は極力抑え、市有施設整備

基金のウエートを高め、影響は最小限に抑えて

いただきたいと思います。また、耐震化事業で

公債費が膨らまないように要望しておきたいと

思います。 

 公債費は、通常債６億円を重視し続けても、

財政シミュレーションでは令和14年まで11億円

前後が予想されております。市債残高は減少し

ても、すぐには公債費が減少しないことを我々

は認識しておかねばなりません。 

 最後に、耐震化工事は内付主体の工法で外観

が維持され、文化的価値問題は火が消えたよう

に静かになりました。この問題はこれで終わり

なのか、確認の意味でお伺いいたします。 

○財政課長（園田 保）  文化的価値の問題に

ついてお答えいたします。 

 現庁舎は、ＲＣ壁による開口閉塞と鉄骨ブ

レースを挿入する内付主体の工法を基本として、

現在、耐震補強計画の策定を進めております。

結果的に、直接、外観に影響がある外付主体工

法ではなく、外観を損なわない工法で進めるこ

ととなったところでございます。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  分かりました。垂水の昭和時

代を代表する建築物として、外観の文化的価値

の維持、保存が可能になりました。保存を望む

方々は安心されたことと思います。これで文化

的価値問題は一件落着ということで、耐震化工

事については終わりたいと思います。 

 次に、２番目のプレミアム商品券の購入状況

と評価について答弁をいただきました。前回の

購入状況は、１次販売で2,570世帯、２次、３

次販売を経て購入世帯が延べ5,140世帯となり、

全て完売したということでした。１回目の購入

世帯が約半分で、この世帯が２次、３次も購入

したようです。購入世帯に隔たりが伺えます。 

 販売に苦戦した要因は、プレミアム率を大幅

に下げたこと、購入上限額を５万円に下げたこ

とも挙げられました。世帯員数や家族構成によ

る購入上限に変動があったと分析されています

ので、対応をよろしくお願いいたします。 

 買い求めやすい購入価格の設定という点では、

3,000円券を2,500円で販売したが最後まで売れ

残り、１万円単位の購入がほとんどだったとい

うのは少し意外でした。 

 ２回目のプレミアム商品券事業は、前回の検

証結果を踏まえた企画となっていることが大事
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です。２回目のプレミアム商品券事業が今回の

補正予算で計上されておりますが、その企画内

容について教えてください。 

 また、値上げのラッシュで消費者物価の高騰

が日常生活を脅かしております。物価高騰の消

費者支援策として全世帯給付の検討はなかった

のかも伺います。 

○水産商工観光課長（大山 昭）  事業内容と

全世帯給付の検討につきましてお答えいたしま

す。 

 今回のプレミアム付商品券につきましては、

年末年始に向けて市民の消費意欲の喚起並びに

コロナ感染拡大、物価高騰などの影響により売

上げが減少している商工業者等の景気回復を図

ることを目的に実施するものでございます。 

 販売内容につきましては、先ほど答弁いたし

ましたように、これまでの実績を踏まえ、市民

目線においては購入上限並びに販売金額の見直

し、商工業者目線においては販売総額並びに販

売冊数について検討したところでございます。 

 幅広く市民の皆様へ購入していただくため、

買い求めやすい購入金額として5,000円のプレ

ミアム付商品券を4,000円で販売するものであ

り、500円券10枚の冊子については上限20冊、

500円券20枚の冊子については上限10冊とし、

発行数につきましては、これまでの販売実績を

元に算出しており、プレミアム分として6,000

万円、総額では３億円となっております。 

 事業主体は垂水市商工会であり、販売方法に

つきましては、これまでと同様、はがきによる

予約申込みの後、随時販売することとし、使用

期間は11月から２月の約４か月を予定している

ところでございます。 

 次に、全世帯給付につきましては、以前に全

世帯へ給付したことのある市町の状況を確認し

ておりますが、全世帯へ商品券を給付する場合、

郵送となり簡易書留を使用することから、全世

帯への郵送料として約300万円が必要となり、

さらには受け取りに関するトラブルや留守の場

合の再送付や返送されるなどの事例が生じてい

ること、給付するより販売した方が消費意欲の

喚起につながり使用率も増加傾向にあるなどの

状況でございました。 

 このような状況を踏まえ、本市としましては

市民の消費意欲の喚起と商工業の景気回復につ

ながるよう販売することとしたところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。今回

のプレミアム商品券の販売内容については分か

りました。プレミアム率は25％に引上げ、500

円券の10倍の5,000円券セットを4,000円で購入

できる内容にしたとのことでした。また、１世

帯の購入額の上限を８万円まで拡大し人数の多

い家庭への対応もしたようです。商工業者支援

として販売総額を３億円に引上げ、販売冊数も

検討されたようです。検証結果を生かした企画

となり評価いたします。 

 また、物価高騰の消費者支援策としてプレミ

アム商品券の全世帯給付の検討はなかったのか

に対しては、全世帯給付は郵送費などの経費の

問題があり、販売による消費意欲の喚起策を選

択したとのことでした。 

 これからさらに消費者物価が上がります。そ

こに対する政策として、平等性の観点から全世

帯に給付することに意義がありますが、それが

無理なら、各課と連携して高齢者世帯、非課税

世帯、生活困窮者、子育て世代などに特化した

給付を行うことも必要ではないかと思います。

ぜひ、今後の検討をお願いいたしまして、この

件は終わります。 

 次に、３番目の有害鳥獣と猟友会活動につい

て答弁をいただきました。令和２年度と比較し

て、令和３年度のイノシシ等による被害金額は

減少し捕獲頭数は増加しているとのことでした。 

 被害金額が減少しているのは、電気柵などを
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設置したことや前に被害を受けてその後、作物

を作ることをやめたことも影響していると思い

ます。また捕獲頭数が増えたのはイノシシ等の

出没が増え、猟友会の皆様が捕獲に協力してい

ただいた結果だと思います。 

 ほじくり被害の対応はよろしくお願いいたし

ます。年々、イノシシ等の出没が増えておりま

す。令和３年度のイノシシの捕獲頭数は62頭増

えて300頭余りですが、捕獲計画は500頭として

おります。報告の捕獲頭数ではなかなか被害は

減少しません。 

 そこで、２点目の捕獲は猟友会に依存してい

るが、猟友会の会員数、年齢構成、免許内訳、

捕獲活動について、取組実態を教えてください。 

○農林課長（森 秀和）  猟友会の会員数、免

許内訳、年齢構成、捕獲活動につきましてお答

えいたします。 

 令和４年４月１日現在、有害鳥獣捕獲従事者

として43名が発動されておりますが、うち女性

が１名となっております。年齢構成は、20代が

１名、30代１名、40代４名、50代３名、60代11

名、70代21名、80代２名となっております。５

年前と比較しますと、メンバーの入れ替りはご

ざいますが、３名増え、平均年齢は若返ってお

ります。 

 免許内訳につきましては、わな猟41名、散弾

銃、ライフル銃、空気銃が扱える第１種銃猟で

15名が免許を取得されており、わな、銃の重複

所持者は13名となっております。 

 有害鳥獣捕獲の捕獲活動につきましては、垂

水市鳥獣被害防止計画及び垂水市有害鳥獣捕獲

対策協議会が毎年度作成する有害鳥獣捕獲計画

に基づき、捕獲計画頭数を定めて各地域におい

て猟友会等と捕獲方法、捕獲時期及び場所等に

ついて、協議、調整しながら捕獲を実施してお

ります。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。会員

43名中、70代が21名、80代が２名と半数以上が

高齢者です。会員数も令和２年より２名減少し

ているようです。 

 捕獲活動は、垂水市鳥獣被害防止計画に基づ

き捕獲計画頭数を定めて実施しているとのこと

でした。４月から９月の猟期外に捕獲等の要請

があった場合、市が指示書を出して捕獲従事者

の方に捕獲をお願いしているようですが、猟友

会の皆様に鉄砲やわなでの捕獲をお願いして、

イノシシ等を駆除するしか現実的な対応はない

のですが、猟友会の皆様も高齢化や仕事があり

対応が追いつかないのが現実であります。捕獲

の拡大を図るためには猟友会の会員の皆様の増

員と若返りが必要です。 

 また、イノシシを駆除するのに散弾銃等の鉄

砲の管理緩和が必要との声も聞いております。

猟銃の管理緩和も対策の１つとして関係官庁に

働きかけいただき、猟友会活動が活性化し成果

が上がるようにお願いいたします。 

 ところで、百引でイノシシ猟をしていた方が

垂水市に入り追うのをやめたという話を聞きま

した。そこで、最後に他市と猟のエリアに取決

めがあるのか、連帯して捕獲活動はしていない

のか伺います。 

○農林課長（森 秀和）  それでは、他市との

猟のエリアの取決めと連携につきましてお答え

いたします。 

 鳥獣の捕獲につきましては、大きく狩猟と有

害鳥獣捕獲がございます。狩猟については、鳥

獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する

法律施行規則第３条により指定された狩猟鳥獣

48種について、猟期である11月15日から２月15

日まで、イノシシ、鹿に限っては11月１日から

３月15日までの期間、狩猟免許を持つ方が鹿児

島県に狩猟者登録を行った上で鳥獣保護区等を

除く鹿児島県全域を対象として狩猟を行うこと

ができます。 

 有害鳥獣捕獲については、猟期以外の期間に
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おいて、農作物等の被害防止のため、各自治体

の長の許可に基づき捕獲が行われるもので、本

市では垂水市鳥獣被害防止計画において指定さ

れた、イノシシ、鹿、猿、タヌキ、アナグマ、

ノウサギ、カラス、ヒヨドリ、ドバトの９種に

ついて垂水市猟友会から推薦のあった猟友会会

員に対し有害鳥獣捕獲従事者として許可を行い

捕獲活動を実施しており、捕獲対象区域は垂水

市管内となっております。 

 他市との連携につきましては、毎年、開催さ

れるイノシシの広域一斉捕獲に係る担当者会議

において、実施方法や手順等について情報共有

するなど連携を図っているところでございます。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。鳥獣

の捕獲は大きく狩猟と有害鳥獣捕獲があり、エ

リアは県と市に分かれていることが分かりまし

た。他市との連携はイノシシの広域一斉捕獲を

されているようですが、梅木議員の要望にもあ

りましたように、さらに連携を密にして有害鳥

獣の対策として鳥獣捕獲活動の強化を図ってい

ただきたいと思います。 

 猟期以外の有害鳥獣捕獲を市より猟友会に依

頼しているのですが、依頼件数に対し貸出し用

の箱わな等の備品は十分でなく対応が遅れてい

ること、現地確認に出向く職員が兼任で迅速な

対応ができていないことなども分かりました。 

 農家や市民からの有害鳥獣対策の要望に十分

に対応できるよう、内部体制、人員体制の充実

や猟友会への箱わなの助成などを図っていただ

きますよう要望いたしまして、この件は終わり

ます。 

 最後に、４番目の土地、建物等の利用に関す

る民法の見直しです。 

 令和５年４月１日から施行される長期相続未

登記の土地等に対し遺産分割長期未了状態の解

消を促す取組について教えていただきました。

この対応で相続未登記問題が進展し、解消され、

土地利用等が円滑化されることを期待いたした

いと思います。 

 所有者不明土地の利用の円滑化を図る方策と

して、ほかには土地、建物の管理制度の創設、

不明共有者がいる場合への対応、隣地等への利

用管理の円滑化があるようですが、これについ

て具体的な説明を伺います。 

 また、道路脇の立ち木の枝がはみ出し、通行

に支障を起こしている問題は、この改正の適用

でどうなるのかも教えてください。 

○税務課長（篠原彰治）  財産管理制度の見直

し、共有制度の見直し、隣接関係規定の見直し

の具体的説明と、これで道路脇の立木はみ出し

枝の除去問題はどう変わるのかにつきましてお

答えいたします。 

 まず、土地、建物の管理制度についてですが、

個々の所有者不明土地、建物の管理に特化した

新たな財産管理制度を創設し、裁判所が管理命

令を発令し管理人を選任することで所有者不明

土地、建物の管理を効率化、合理化するもので

ございます。 

 また、管理不全土地、建物の管理制度を創設

し、所有者が土地、建物を管理せずこれを放置

していることで他人の権利が侵害されるおそれ

がある場合に、管理人の選任を可能にすること

で管理不全化した土地、建物の適切な管理が可

能になるものでございます。 

 次に、不明共有者がいる場合についてですが、

利用に関する共有者間の意思決定や持ち分の集

約が困難なことから、裁判所の関与の下で不明

共有者等に対して公告等をした上で残りの共有

者の同意で共有物の変更行為や管理行為を可能

とする制度を創設することにより、また同様に

裁判所の関与の下で不明共有者の持ち分の価額

に相当する額の金銭の供託により、不明共有者

の共有持ち分を取得して不動産の共有関係を解

消する仕組みを創設することにより、不明共有

者がいても共有物の利用、処分を円滑に進める
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ことが可能になるものでございます。 

 次に、隣地等の利用、管理の円滑化について

ですが、従来の隣接関係規定にはライフライン

の導管等を隣地等に設置することについての根

拠規定がなく、土地の利用を阻害しておりまし

た。 

 このため、ライフラインの設備設置権等の規

律の整備を行い、ライフラインを自己の土地に

引き込むための導管等の整備を他人の土地に設

置する権利を明確化し、隣地所有者不明状態で

も対応できる仕組みを整備することにより、ラ

イフラインの引き込みを円滑化し土地の利用を

促進するものでございます。 

 なお、これらの整備につきましては令和６年

４月１日から施行されることとなっております。 

 次に、越境した竹木の枝の切取りについてで

すが、竹木の枝が境界線を越えるときは、従来、

その竹木の所有者または共有者全員の同意によ

り枝を切除させる必要があり、所有者が枝を切

除しない場合には訴えを提起し切除を命ずる判

決を得て強制執行の手続を取る必要があるため、

竹木の円滑な管理を阻害していたところです。 

 今回、民法第233条が改正されたことにより、

土地所有者による枝の切取りについては、竹木

の所有者に越境した枝を切除するよう催告した

が竹木の所有者が相当の期間内に切除しないと

き、竹木の所有者を知ることができず、または

その所在を知ることができないとき、窮迫の事

情があるとき、いずれかに該当する場合には枝

を切り取ることができることとなりました。 

 また、竹木の共有者各自による枝の切除につ

いては、竹木の共有者の１人から承諾を得れば、

越境された土地の所有者などの他人がその共有

者に代わって枝を切り取ることができる、越境

された土地の所有者は竹木の共有者の１人に対

し、その枝の切除を求めることができ、その切

除を命ずる判決を得れば代替執行が可能となり

ました。 

 なお、これらの制度につきましては令和５年

４月１日から施行されることとなっております。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  具体的説明ありがとうござい

ます。道路脇の立ち木のはみ出し枝の除去問題

に対しては、所有者に催告したが、相当期間、

切除しないとき、所有者の所在や存在を知るこ

とができないとき、窮迫の事情があるときのい

ずれかに該当すれば枝を切り取ることができる

と分かりました。これで通行人に支障のある立

ち木の枝の問題が解消されることと期待いたし

ます。 

 次に、２点目の相続登記の申請義務化につい

て質問に入ります。 

 こちらは、相続未登記による所有者不明の発

生を予防する目的で令和６年４月１日から施行

されますが、まず、本市の相続未登記件数はど

れぐらいあるのかと原因について伺います。 

○税務課長（篠原彰治）  本市の相続未登記件

数とその原因について、また相続登記申請義務

の実効性を確保するための施策につきましてお

答えいたします。 

 本市における相続未登記の件数については、

全国的に法務局の登記情報と固定資産システム

の連携が行われていないこと、市外居住者が死

亡した事実の把握が困難なことから、令和４年

第１回定例会の一般質問でもお答えしましたよ

うに実数を計上することは困難でございます。 

 なお、土地、家屋の相続未登記の原因として

は、相続登記の申請は、現在は義務ではなく申

請しなくても不利益を被ることは少ないこと、

また都市部への人口移動や人口減少、高齢化の

進展等により、地方を中心に土地の所有意識が

希薄化し土地を利用したいというニーズが低下

していること等が原因ではないかと考えられま

す。 

 続きまして、相続登記申請義務の実効性を確

保するための施策につきましてお答えいたしま
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す。 

 不動産登記法の改正により令和６年４月１日

から相続登記の申請を義務化し、不動産を取得

した相続人に対し、その取得を知った日から３

年以内に相続登記の申請が義務づけられ、正当

な理由のない申請漏れについては過料の罰則が

科されることとなります。 

 また、相続登記申請の実効性を確保するため

に、登記の手続的な負担の軽減として相続人申

告登記の新設、登記手続の費用負担の軽減とし

て登録免許税の負担軽減策の延長、登記漏れの

防止として所有不動産記録証明制度の新設、地

方公共団体との連携として死亡届の提出者に対

する相続登記の必要性に関する周知、啓発の要

請などの手段を講じることとしております。 

 現在、本市においても相続登記を促進し、所

有者不明土地の発生予防及び解消並びに利用の

円滑化を図るため、チラシの配布、広報誌等へ

の情報掲載及び相続人への手続案内等による広

報活動に努めておりますが、引き続き、地域住

民の方々に相続登記の重要性、必要性に関する

理解を深めていただけるよう、法務局とも連携

し積極的に相続登記の周知徹底に努めてまいり

ます。 

 以上でございます。 

○前田 隆議員  ありがとうございます。本市

の未登記件数の実数を計上することは困難との

ことでした。相続未登記件数は、国全体では登

記簿の約２割が未登記状態のようです。 

 相続登記申請義務の実効性を確保するに対し

ては、取得を知った日から３年以内に相続登記

を申請することが義務づけられました。その実

効性の確保策として相続人申告登記の新設、登

記漏れの防止策、地方公共団体との連携などが

あることを教えていただきました。 

 本市は既にいろいろ広報や周知に取り組んで

いるとのことでしたが、今後、相続未登記が防

止され、所有者不明土地が解消され土地相続の

円滑化が促進されますことを願いまして、以上

で質問を終わります。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。 

 次は、３時10分から再開いたします。 

     午後３時１分休憩 

 

     午後３時10分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、11番、池山節夫議員の質問を許可しま

す。 

   ［池山節夫議員登壇］ 

○池山節夫議員  お疲れさまです。それでは、

議長に発言の許可をいただきましたので、さき

に通告しておきました順に従って質問をさせて

いただきます。市長、副市長、教育長並びに各

関係課長の御答弁をよろしくお願いいたします。 

 市政について。まず、都市下水路事業の復活

と中央地区の排水対策について伺います。都市

下水路事業については、前水迫市長時代の平成

15年、財源不足のために苦渋の決断をされて、

議会に中止の議案を提案されました。私もやむ

を得ないと考えまして、この議案に賛成をした

経緯があります。しかしながら、地球温暖化に

よる異常気象が線状降水帯をつくり、集中豪雨

による被害が各地で発生している現状を考えま

すと、垂水市もいつ集中豪雨に見舞われるか危

惧されます。市役所新庁舎建設は住民投票で白

紙となりました。財政的にも都市下水路事業を

復活し、将来の不安に備えるべきと考えますが、

見解を伺います。 

 また、中央地区は大雨によって国道では垂水

幹部派出所前の交差点付近や、ゆうじストアー

前付近、県道垂水南之郷線のタイヨー垂水店前

の付近は冠水をいたします。この排水対策につ

いても伺います。 

 垂水風力発電について。８月27日の南日本新
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聞に垂水高峠周辺に風力発電という記事が掲載

されました。陸上では県内最大規模ということ

ですが、この計画について把握されている概要

を教えてください。 

 たるたるおでかけチケットについて。65歳以

上の高齢者にタクシー券あるいは温泉に使える

3,000円分のチケットが提供されておりますが、

せめて１万円分のチケットが欲しいという要望

をいただきましたので、検討できないか伺いま

す。 

 プレミアム付商品券について。前田議員の質

問でおおむね理解をいたしました。今回発行の

プレミアム付商品券の財源構成についてだけ教

えてください。 

 垂水南之郷号線沿いの奇岩について。議長の

許可をいただきまして写真を配付させていただ

きました。市民から垂水観光の一つとして整備

できないか、県道南之郷線は、現在、拡幅工事

中でもあり、この奇岩の手前を駐車場に整備し

てもらえたら、千本イチョウから大野原への途

中、立ち寄る人も増えるし、観光資源として活

用できるとのではという提案を受けております。

この点について見解を伺います。 

 垂水南之郷線旧道の不法投棄について。第１

新御堂橋と第２新御堂橋との間の旧道には家庭

用冷蔵庫や洗濯機などが不法に投棄されており

ます。この旧道の管理責任と今後の対応につい

て伺います。 

 自主文化事業について。社会教育課では自主

文化事業として様々な事業が行われ、人気を集

めておりますが、若者たちからはジャニーズを

呼んでくださいという声があります。無理です

と、まず言わずに、見解をお聞かせください。 

 消防団第１分団の施設建設について。他の分

団の詰所は新築されましたが、第１分団は消防

本部の２階を借りて詰所としている現状があり

ます。第１分団施設も早急に建設すべきと考え

ますが、計画について伺います。 

 錦江湾横断道路について。今朝ほどの堀内議

員の質問の中にもありましたが、国道整備促進

特別委員会での陳情や、議会では鹿屋市議会と

意見交換をしたり、錦江湾横断道路建設に向け

て活動を再開したところでありますが、行政と

しての取組と考えを教えてください。 

 教育行政について。コロナによる外出規制の

中、子供たちのゲーム遊び、オンラインゲーム

の課金について、市内の小中学校で把握されて

いる現状を伺います。 

 パパゲーノ効果について。将来に希望を持て

なかったり、いろんな不安を抱える子供たちに

前向き思考を持たせるために、パパゲーノ効果

活用の捉え方について伺います。 

 以上で１回目の質問を終わります。 

○土木課長（東 弘幸）  都市下水路事業の復

活と中央地区の排水対策につきましてお答えい

たします。 

 都市下水路につきましては、これまでも度々

御質問をいただいておりますが、改めまして、

これまでの経緯を簡単に簡潔に御説明いたしま

す。都市下水路は平成８年12月12日に都市計画

決定され、平成９年２月24日に事業認可を受け

ております。事業概要につきましては、集水面

積113ヘクタール、排水ポンプ面積約4,900平方

メートル、管渠延長約6,000メートル、総事業

費33億6,000万円となっており、補助率は40％

でございます。 

 工事につきましては、自然流下の管渠、下宮

から旭町にかけ平成９年度から平成15年度まで

７年間実施し、延長421メートル、事業費１億

9,250万円、補助金7,700万円となっております

が、当時の予算額が１年当たり平均2,700万円

であり、このままの事業費では完成までに数十

年を要すること、事業費に対し補助率が低いこ

となど、当時の財政状況から継続は困難である

との判断から、県や垂水市議会との協議を重ね、

御理解をいただき、やむなく平成16年度以降、
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事業休止となっているところでございます。 

 先ほど総事業費を33億6,000万円と申しまし

たが、20年以上前の単価での積算でございます

ことから、現在の総事業費で申しますと40億円

以上になるものと考えられ、事業の再開につき

ましては厳しいのではと思うところでございま

す。しかしながら、中央地区の冠水につきまし

ては、何らかの対策が必要であることは事実で

あり、中央地区の行政連絡会でも各振興会より

要望がありますことから、現在、市長から冠水

対策に取り組むよう指示を受けたところでござ

います。 

 整備に関しましては、都市下水路の再開は厳

しいのではと申しましたが、整備計画の選択肢

の一つとしながら、その他の工法も含め、どの

ような整備が効果的なのか、中央地区の冠水が

少しでも軽減できるよう、情報収集に努め、整

備に向け検討したいと考えております。 

 次に、御質問の中でございました国道220号

と県道垂水南之郷線の冠水についてでございま

すが、警察署前の冠水につきましては、計画は

ございますが、まだ具体的な整備に至っていな

いようでございます。下宮地区の国道につきま

しては、だいわ前から本城側に向け、大型の管

渠を車道内に敷設し、冠水対策を完了しており

ます。 

 また、県道垂水南之郷線でございますが、平

成20年度から平成23年度にかけて、ロータリー

付近の排水路の整備と県道の歩道にある側溝の

蓋をグレーチングに変え、道路の表面水が早く

側溝に流れるよう改良工事を終えております。

効果は以前よりあるものと判断しておりました

が、実際はまだ冠水するようでございます。 

 土木課といたしましては、現在、県道に接続

している市道からの排水も合流し、集中するこ

とから、県道の一部区間が一時的に冠水する要

因となっていると考えられますが、解消に向け

て今後調査を行い、流れを変えられる路線はな

いか慎重に検討したいと考えております。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（二川隆志）  垂水風力発電事

業につきましてお答えいたします。 

 ８月27日付の南日本新聞で報道されましたと

おり、国内外で再生可能エネルギーを手がける

事業者が、本市の山間部で風力発電事業を計画

しているところでございます。当事業を計画し

ている企業において、本年７月から８月にかけ

ての１か月間、検討段階における環境保全のた

めに適正な配慮をしなければならない事項につ

いて検討した結果をまとめた計画段階環境配慮

書の公告・縦覧が行われ、市民の方々や関係省

庁、県知事等から広く意見を聞いてるようでご

ざいます。この計画段階環境配慮書によります

と、事業は本市の山間部に約4,000から6,000キ

ロワット程度の風力発電機を最大32基程度設置

し、現時点の想定で総出力約192メガワットを

発電することとなっております。この電力供給

量は約11万2,100世帯分の電力供給量に相当し、

二酸化炭素の削減量は年間約11万3,900トンの

予定であり、地球温暖化対策や脱炭素社会の実

現を目指す取組に貢献する事業であると考えら

れます。 

 一方、本事業の事業実施想定区域及びその周

辺は、人と自然との触れ合いの場や豊かな自然

景観を楽しめる環境が存在しており、環境保全

上の影響や眺望・景観への影響が懸念されます

ことから、引き続き専門家の意見や最新の知見

等を積極的に収集し、騒音、振動等による影響

や水環境、動植物及び生態系、景観への影響を

回避または低減することを優先的に検討すると

ともに、地域住民及び関係機関に対し、積極的

な情報公開や説明を行うことなどについて十分

留意した上で、関係法令及び垂水市環境基本条

例を遵守した環境影響評価の手続を適切に実施

していただきたいと考えております。 

 今後の工事期間等スケジュールにつきまして
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は、計画段階環境配慮書によりますと、令和８

年４月に着工し、令和11年４月に営業運転開始

の予定となっております。 

 以上でございます。 

○福祉課長（森永公洋）  チケットの増額につ

きましてお答えいたします。 

 たるたるおでかけチケットは、垂水市に住所

のある65歳以上の方に対して１人につき3,000

円の交付を行っております。チケットの増額に

つきましては、交付時においてアンケートを行

っており、そのような要望もいただいていると

ころです。このため、チケットの増額につきま

しては、今後、検討課題であるとの認識は持っ

ているところでございます。 

 以上でございます。 

○水産商工観光課長（大山 昭）  前回のプレ

ミアム付商品券の財源につきましてお答えいた

します。 

 令和４年度当初予算に計上しておりました補

助金5,028万円の財源は、全て国からの新型コ

ロナ対応地方創生臨時交付金を充当していたと

ころでございます。その後、本年５月に鹿児島

県から原油価格・物価高騰の影響を受けた生活

者の支援や地域経済の活性化を目的として、市

町村が実施するプレミアム付商品券発行事業を

支援することとなり、鹿児島県地域消費喚起プ

レミアム商品券支援事業補助金の対象となる通

知がございました。その後、本市の事業費であ

ります5,028万円の約３割分に当たります1,373

万円の補助金交付決定が通知されたところであ

り、本議会の補正予算として上程させていただ

いているところでございます。 

 以上でございます。 

 続きまして、垂水南之郷線沿いにある奇岩に

つきましてお答えいたします。その奇岩のこと

は、以前、話は聞いており、大野在住の方や歴

史に詳しい人にも確認してみましたが、特に由

来はないようでございます。奇岩の場所は県道

71号垂水南之郷線、千本イチョウから高峠方面

へ約3.5キロ先のカーブ付近、さらに県道から

約15メートル離れた国有林地内に所在しており、

車が駐車すると交通の妨げとなり、事故が発生

する危険性があるなど安全面も確保できない状

況でございます。このようなことから、現時点

におきましては、観光スポットとしては厳しい

のではないかと思われます。 

 以上でございます。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  垂水南之郷線旧

道の不法投棄につきましてお答えいたします。 

 県道垂水南之郷線の旧道につきましては、現

在、市道池ノ比良線として土木課が管理してお

ります。市道池ノ比良線につきましては、路肩

が雑木や雑草に覆われるなど、不法投棄しやす

い状況であることから、速やかに不法投棄防止

の立て看板の設置を行うとともに、今後、土木

課において除草作業や土砂除去等を実施してい

くとのことでございます。これに加えて、当分

の間、市道入り口にバリケード等で車両が通行

できないような対策等も必要ではないかと考え

ております。また、産業廃棄物が不法投棄され

ている場合は、鹿児島県大隅地域振興局と連携

を図りながら、不法投棄の取締り等につきまし

て協議してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○社会教育課長（港 耕作）  自主文化事業に

つきましてお答えいたします。 

 令和４年度の自主文化事業は10月５日の水曜

日に第４回たるみず寄席として春風亭昇太、桂

竹丸による二人会を開催する予定で、９月１日

よりチケット販売しており、多くの市民の方々

に御購入していただいているところであります。

今回の自主文化事業は、コロナ禍での３年ぶり

の開催となるところでございます。 

 前回の令和元年の桂文枝の落語も満席の中で

の開催であり、ほとんどの観客の方が楽しかっ

た、大笑いしたなど、満足され、大好評でござ
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いました。その際、実施したアンケートにより

ますと、落語が毎回楽しみであるという声が多

く寄せられております。一方では、これからの

自主文化事業として、コンサートや映画、演劇

などの開催を望む声もあったところでございま

す。 

 今回の自主文化事業である落語の二人会に当

たっても、当日にアンケートを実施し、市民の

皆様の声も十分に伺いながら、今後も垂水市民

が楽しめて喜ぶことができる自主文化事業を開

催していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○消防長（後迫浩一郎）  消防団第１分団の施

設建設につきましてお答えいたします。 

 第１分団庁舎につきましては、市役所敷地内

に昭和46年９月に建設された建物で、築51年が

経過し、老朽化も進み、現在は消防車両の車庫

のみを使用しているところでございます。また、

団員の詰所につきましては、平成14年９月に消

防本部が移転したことに伴い、庁舎の一部を第

１分団詰所として使用しているところでござい

ます。去る６月30日、消防団長、第１分団長、

第１分団後援会長連名で第１分団庁舎新築移転

の陳情書が提出されたことから、現在、消防本

部内で協議を始めたところでございます。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  錦江横断道路につきまし

てお答えをいたします。 

 まず、市議会議員の皆様方や森山先生をはじ

め、県議会議員や関係団体の皆様方に積極的に

要望活動や地域の機運醸成に取り組んでいただ

いておりますことに、まずは感謝を申し上げた

いと思います。 

 桜島と鹿児島を結ぶ錦江湾横断道路は、交通

の利便性の向上や生活圏の拡大だけではなく、

道路自体が観光資源となる可能性もありますこ

とから、大隅をはじめとする九州南部地域の産

業・経済・文化の発展に大きく寄与すると考え

るところでございます。 

 さらに近年、激甚化傾向にあります自然災害

発生時の緊急避難道路としての活用など、防災

面において大きく貢献するものと考えるところ

でございます。加えて、災害時はもとより、通

常時におきましても、救急車両による搬送が可

能となりますことから、救急医療体制の確保と

いう観点からも非常に有効な命を守る道路とな

るものと考えるところでございます。 

 錦江湾横断道路につきましては、令和３年６

月に鹿児島県新広域道路交通ビジョン・計画に

おきまして、新たに構想路線として位置づけら

れたところでございます。また、翌７月には九

州地方新広域道路交通計画においても、新たに

構想路線として位置づけられたところでござい

ます。 

 このように錦江湾横断道路の早期事業化に向

けた取組が着実に促進されておりますことから、

本市といたしましては、より一層の事業推進を

図るべく、これまで同様、国道整備促進特別委

員会の皆様をはじめとする垂水市議会の皆様と

ともに、国土交通省に対して行う国道整備推進

に関わる要望活動や大隅地域４市５町で構成さ

れます大隅総合開発期成会を通じての要望など

を引き続き行ってまいります。加えて、鹿屋市

及び本市の経済同友クラブの皆様をはじめ、鹿

児島市に設立された桜島大橋推進協議会や鹿屋

市開発促進協議会、川越信男垂水市議会議長を

会長とする小規模市の地域戦略を考える地方議

会ネットワーク議長会等、官民が連携した様々

な関係団体におかれても要望活動を行っていた

だいているところでございます。 

 錦江湾横断道路につきましては、私といたし

ましても先月３日に自ら上京し、森山裕先生を

はじめ、鹿児島県選出の国会議員の方々や衆参

両議院の災害対策特別委員長、内閣府、国土交

通省、農林水産省、気象庁など、関係省庁の担

当者とお会いして緊急避難道路の整備や錦江湾
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横断道路の必要性を訴えてまいりました。また、

先月21日には公明党の山口那津男代表と直接お

会いして、命を守る錦江湾横断道路の早期事業

化を要請したところでございます。 

 錦江湾横断道路実現に向けた民間団体の取組

といたしましては、鹿屋市及び本市の経済同友

クラブの皆様方によりまして、早期事業着手を

促すための看板が、交通量が多く、人目に触れ

る機会も多い、垂水市南部の国道220号線沿い

に設置されることが検討されているようでござ

います。今後、この看板の設置によって、垂水

市民の皆様だけではなくて、大隅半島の関係市

町の住民の皆様に対しましても、早期事業化の

必要性について一定の御理解をいただけるもの

と考えるところでございます。これからも早期

整備に向けまして、市議会の皆様方をはじめと

する関係団体の皆様のお力添えをいただきなが

ら、機会を捉えて、あらゆる要望活動を行って

まいりますとともに、市民の皆様また大隅半島

の関係市町の住民の皆様に広く情報発信を行い、

早期整備に向けた大隅半島全体の機運醸成を図

るため、引き続き様々な取組を積極的に行って

まいりたいと考えているところでございます。 

○学校教育課長（今井 誠）  コロナによる外

出規制の中、子供たちのゲーム遊び、オンライ

ンゲームの課金につきましてお答えいたします。 

 一般的にオンラインゲームで課金するには、

クレジットカードの電子決済を使ったり、コン

ビニエンスストア等で購入した課金カードを使

ったりする必要がございます。子供がオンライ

ンゲームで課金するためには、自分のアカウン

トに年齢制限がかかり使用できないため、保護

者等の成人のアカウントを利用するか、保護者

による認証を得る必要がございます。 

 垂水市の実態としましては、保護者が子供に

スマートフォンでオンラインゲームをさせて、

保護者が知らない間に課金し、多額の請求書が

届いたため、学校へ相談があり発覚した事例や、

保護者が子供に自分のスマートフォンでゲーム

をさせ、その端末に残っているカード情報を利

用して勝手に課金したといった事例がございま

した。これらの事例に対しまして、学校では児

童生徒からの詳細な聞き取りを行った上で、原

因となる自らの行動を振り返らせながら、保護

者とともにリスク情報を共有したり、ルールを

守ることの有用性を一緒に考えたりするなど、

丁寧に個別指導を行い、再発防止を図っており

ます。 

 学校では、これまでに児童生徒や保護者に対

して、家庭での情報端末・ゲーム機を利用する

ときにはフィルタリング設定等をした上で、保

護者の監督・責任の下、適切な利用及び保護者

による見届け・確認を継続して徹底するように

お願いしてきております。もし何かトラブルに

巻き込まれたときには、すぐに学校へ相談した

り、年度当初、全児童生徒に配付した県教育委

員会作成の令和４年度かごしま子供ＳＮＳ相

談・通報窓口の案内カードを活用したりして、

児童生徒が金銭トラブル等の問題を一人で抱え

込まないように指導しているところでございま

す。 

 また、小学校では学級活動の授業、中学校で

は技術・家庭科の授業において、インターネッ

ト販売やクレジットカード利用、電子決済等、

社会の実情を踏まえた金銭教育を発達段階に応

じて計画的に実施しております。教育委員会と

しましては、本市ＰＴＡ連絡協議会と連携して、

スマホ、タブレット、ゲーム機器等の家庭で守

ろう７つのルールを令和３年３月に策定し、保

護者とともに子供の情報モラルの高揚に努めて

いるところでございます。また、保護者、地域

への啓発を図るため、保護者用のパンフレット

を作成し、全家庭に配付しました。６月には情

報機器の取扱いやＧＩＧＡスクール構想等につ

いて本市ＧＩＧＡスクール推進アドバイザーを

講師として、保護者向けの教育講演会を実施し
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たところでございます。 

 各学校に対しましては、生徒指導に関するア

ンケートを年間５回以上実施するよう依頼し、

的確な実態把握を行い、未然防止、早期発見、

早期対応できる体制づくりに努めているところ

でございます。 

 以上でございます。 

 次に、パパゲーノ効果につきましてお答えい

たします。 

 パパゲーノ効果とは、マスメディアが自殺の

危機を乗り越えた人の体験談や、自殺を思いと

どまり成功した人の例を伝える報道をしたり、

相談先の情報を提供したりすることで、悩む当

事者の自殺を抑制する効果のことであると認識

しております。 

 各学校におきましては、教育課程の中に生命

尊重に関する指導の全体計画を位置づけ、道徳

科の授業をはじめ、教育活動全体を通して生命

の尊さや人間尊重の精神を養い、自他の生命を

尊重して、よりよく生きようとする態度を育成

する指導を展開しております。また、他者の痛

みや感情を共感的に受容できるための想像力、

感受性を身につけ、差別や偏見のない社会の実

現に努めようとする態度を養う授業づくりにも

努めているところでございます。 

 人権教育におきましては、生命が最も重くか

けがえのないものであるという理解の上に立ち、

自分の命を大切にするとともに、他の生命も尊

重し、お互いに支え合いながら力強く生きてい

こうとする態度を養う参加型学習などを実施し

ております。 

 教育委員会としましては、子供たちのトラブ

ル等の早期発見のためには、本市のＧＩＧＡス

クール構想における端末・環境整備におきまし

て、本市独自で導入いたしましたスクールライ

フノートも大変有効な手段となることから、各

学校に積極的に利活用するよう指導していると

ころでございます。 

 具体的に申し上げますと、児童生徒一人一人

の心境の変化も見逃さないよう、児童生徒の

日々の心の天気を組織的に読み取りながら、声

かけや教育相談等を行っているところでござい

ます。 

 また、昨年度から保健課の主催する児童生徒

を対象としたＳＯＳの出し方教育事業と、教職

員を対象としたＳＯＳの受け止め方研修を市内

全ての小中学校で実施しております。この事業

を通して、児童生徒は自分の思い、心や体の状

態を素直に言葉で表現することの大切さ、辛い

ときには辛いと言っていいんだよなどのＳＯＳ

の出し方やストレスの対処方法等について学ん

でいるところでございます。 

 今後も子供たちの悩みやトラブル等を組織全

体で連携を図りながら、早期発見、早期対応で

きるように努めてまいります。 

 以上でございます。 

○池山節夫議員  では、一問一答で取り急ぎお

願い申し上げます。 

 まず、都市下水路なのですけれども、これは

当時、本当に財政調整基金も１億ぐらいしかな

くて、水迫前市長も残念だったと思います。私、

この議案が出たのをよく覚えていまして、本当

に議員としても残念だったんです。ある程度、

何百メートルやっていましたから、これを途中

で断念するというのは行政のトップとしての前

水迫市長の判断は本当に苦渋の決断だったと思

いますし、議会としても、金がないかという感

じの、私も残念ながらの賛成でした。 

 さっき土木課長から33億6,000万だったと。

現在だともう40億円以上かかるでしょうという

話があったのですけれども、課長、当時は40％

だったというのですけれども、今やるとして、

補助金がもっと高率にならないものか、それと

も他に何かいい方法はないものか、お願いしま

す。 

○土木課長（東 弘幸）  補助金の補助率につ
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いてでございますけれども、今のところは、そ

の40％というのは変わっておりません。ただ、

こういった事業が国土強靭化に位置づけられた

りしますと、優先的な配分、場合によったら率

も若干上がる可能性はゼロではないというふう

に考えております。 

○池山節夫議員  それを受けて、市長も森山先

生のところに、度々、いろんなことで陳情に行

かれるのですけれども、私は、これは垂水の土

木の関係の方、それだけに限らず、いろんな面

で市内経済の活性化になると思うのです。やは

りこれだけの事業だと。これを市長として、こ

の復活についての見解があれば教えてください。 

○市長（尾脇雅弥）  これまでの経緯に関して

は、先ほど土木課長がお話をしたような状況、

池山議員もよく理解をされて、一番は財政の問

題です。ただ、問題が解消したわけではないと

いうことなんです。むしろ、ますます温暖化に

よって降雨量が大きくなったりして、中央地区

の排水・冠水対策いうのは、よりやらなければ

いけない状況だろうというふうに思います。こ

れまで部分的に、段階的に、例えば中央病院の

前でありますとか文化会館前とかというのは、

対応することによって解消しております。この

事業そのものを復活するかどうかというのは、

また別検討といたしまして、中央地区の排水対

策・冠水対策というのは大きくやらなければい

けないことだと思っておりまして、このことは

しっかりと、今、検討を指示しております。 

 先ほど課長が国土強靭化の補助率の関係もあ

りましたけれども、既に数か月前に森山先生へ

直接御相談をして、そのこともお願いをしてご

ざいますので、森山先生も今、さらに砂防・治

水の会長にもなられまして、国土強靭化、しっ

かりそういうものをうまく活用しながら、これ

まで同様、できるだけ手出しを少なくして大き

な事業をやって、結果的に多くの中央地区の皆

さんに共通する課題なので、このことは、ぜひ

どういう方法、どういう具体的なものかは別と

して、必ずやっていきたいというふうに思って

いるところでございます。 

 以上でございます。 

○池山節夫議員  これからすごい集中豪雨が来

たりすると、どの町も冠水して大変なんですけ

ど、やはり垂水市に関して私が思うのは、都市

下水路事業をやっていく、この事業を完成させ

るのが、例えば10年、15年先の垂水の災害対策

の根本の解決、全部とは言いませんけれども、

そういうふうに近くなると思うのです。ですか

ら、ぜひ努力して、この都市下水路事業がもう

一回復活できるようによろしくお願いします。

この問題はこれで終わります。 

 あと垂水の風力発電事業なのですけれども、

概要は分かったのですけれども、これもできる

のはまだ大分先ですけれども、固定資産税が入

るとか、市内経済にはメリットもあると思うの

ですけれども、市長、このことについてどう考

えますか。 

○市長（尾脇雅弥）  先ほど担当課長もお答え

しましたけれども、大きな、日本というか世界

的な流れの中で、カーボンニュートラルという

ことは国際約束でもありますし、やらなければ

いけないこと。どういう方法でやっていくのか

という中で、この事業がどうこうということで

はなくて、有効な方法の一つだろうと思うので

す。 

 一方で、懸念になる、先ほど景観であります

とか、いろんな問題もありますから、基本的に

は今の段階においては、業者さんがそういうこ

とを垂水の地において風力発電ということで、

県内では最大級というところの環境が整ってい

るということで、今、計画されておられるわけ

です。その部分のいろんな説明をされておられ

るようでございますので、そのことを御理解い

ただけて、いろんな条件が整えば、先ほど申し

上げましたカーボンニュートラルでありますと
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か、いろんな意味でのプラスの要因もございま

すので、メリット・デメリットをよく理解しな

がら、メリットはより大きく、デメリットを少

なくしながら、調整を進めていきたいというふ

うに思っているところでございます。 

○池山節夫議員  この問題については、明日、

また持留議員が環境アセスの問題とか、色々質

問されるでしょうから、そこで答えてください。

私はいいことだと思っています。 

 次に、たるたるおでかけチケットですけれど

も、私、ある奥さんに捕まったんです。池山さ

ん、確かに3,000円はありがたいよと。ありが

たいんだけど、どこか買物に行く、病院に行く

といってタクシーを使ったって、１回で終わり

だよと。１か月１回しか行けませんよと言われ

るんです。それで、垂水市は子供には結構手厚

くないかと。その奥様が子供に手厚いと私は思

うと言われるわけです。だから、もうちょっと

我々にも、せめて１万円ぐらい何とかならない

のと。さっき課長は認識は持っているという答

弁だったんですよね。市長に聞いても、大変だ

と思うけれども、課長は3,000円は、もっと上

げたほうがいいかなという認識は持っていると

いう答弁だったのですけれども、市長も同じ認

識ですか。 

○市長（尾脇雅弥）  私も違うところからもお

話を聞きました。当然、対象者にとってはそう

いう希望だと思いますけれども、御案内のとお

り、垂水の人口構成上、高齢者の皆さんと子供

たちの数は違いますので、しっかり、ある意味、

未来を明るくするという意味で投資をしており

ますが、一方、高齢者の対象の方々には3,000

円で始めたわけですけれども、非常に地域によ

って温度差があります。たるたるおでかけチケ

ットも、中央地区の人は、総じてあまり必要な

いとおっしゃるのですけれども、地方に行きま

すと、より必要性があるわけです。タクシーと

いう手段になりますと１回。ありがたいけど１

回使えば終わりと。方法としては、基本的には

財源の問題もありますから、単純に増やすとい

うのは、ある意味、理論的には簡単なのですけ

れども、ではどこかの財源を削るという話にな

りますから、今、基本的に枠の中で必要な方も

いらっしゃれば、そうでない方もいらっしゃる

というところの調整だとか、中身のいろんなも

のを見直しながら、趣旨はよく理解をいたしま

すので、単純に、分かりました、１万円にしま

すということは申し上げられませんけれども、

そういう趣旨があるということは理解をしてお

りますし、その辺を整理して、どういう方法が

現状において、まずできるかというのは検討し

たいというふうに思います。 

○池山節夫議員  では、そのことについてはよ

ろしくお願いします。 

 南之郷線沿いの、この奇岩、写真を配らせて

いただきましたけれども、私も言われたから出

しているわけです。連れていかれましたから写

真も撮ってきましたけども、北方議員も小林市

にもあると。それで結構な観光の人も来るよと

いう話もありましたので、一応、議会での提案

として受け止めておいてください。これは終わ

ります。 

 あと７番目の自主文化事業です。これは非常

に努力されていて、評価しているんです。ただ、

若い人は本当にジャニーズ呼んでくださいよと

言うんですから。それで、ジャニーズを呼ぶと、

お金がかかるわという話です。ただ、我々もそ

ういう要望を受けて、何も言わないわけにはい

かないので、これは財源的な問題はありますね。

市長、教育長、もうあと10分で私、終わります

けれども、教育長、先に。できるとは言わなく

ていいです。どう考えるかだけで。教育長、市

長、順番にお願いします。 

○教育長（坂元裕人）  自主文化事業につきま

しては、落語は好評ということで、過去続けて

きている経緯がございます。市内はもとより市
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外からも、結構、垂水の落語といえば自主文化

事業の代名詞みたいな感じで定着している感も

ございます。決してこれだけでずっと続けてい

こうとは思っておりません。ですので、開催の

折に、必ずアンケートを取るようにしています。

先ほど課長からもあったように、いろんな声が

あるわけです。観劇もしてみたいとか、あるい

はコンサートもとか、あるいは映画とか、いろ

いろそういうニーズがあるのです。そういう

ニーズがあること自体が、私は非常にありがた

いと思いますし、今後、事業を展開していく上

で、いろんなものにチャレンジしていきたいな

と思います。ただ、ジャニーズは現実的ではな

いかと思っております。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  基本的に、落語の話に関

しては、皆さんよく喜んでいただいているとい

う体感がございます。他にも、逆にコロナで３

年ぐらい思い切ったことができないというのも

あります。若い方々にとっては、落語よりジャ

ニーズなんだろうということは気持ちとしては

理解できますので、全体的なアンケートなんか

でも、そういう声を上げていただいたり、でき

る、できないというのは今日の段階では言えま

せんけれども、果たして幾らかかるのかとか、

ジャニーズもいろいろレベルがございますので、

ここだったらうまくやれるよねという話もある

のかもしれませんので、調査研究というところ

で、今日のところはとどめておきたいと思いま

す。 

○池山節夫議員  ジャニーズもいろいろあるで

しょう。最初からＳＭＡＰを呼べとは言ってい

ないですから。検討してみてください。よろし

くお願いします。 

 錦江湾横断道路ですけれども、去年、構想路

線になったことは大きいと思います。我々も先

日、鹿屋の市議会と意見交換したりしたのです

けれども、やっとちょっと現実味を帯びてきた

かなという感覚があるわけです。そこで、あれ

だけのお客様と車を輸送しておいて、桜島フェ

リーはもう何年か赤字だと。この先の見通しは

どうなのかなと私は思うわけです。人の町のこ

とですから、あまり言えませんけれども。やは

りこういうときになって、一番の桜島の横断道

路が現実味を帯びてきていると思うのですけれ

ども、さっき市長が公明党の山口代表と会った

という話をされたんですけど、公明党が国土交

通大臣をもう何年も、ずっと輩出しているわけ

です。山口代表との話を、もうちょっと詳細に

しゃべれますか。 

○市長（尾脇雅弥）  錦江湾横断道路の各いろ

んな部署に関してのコメントというのはデリ

ケートな部分がございますので、タイトル的な

ものを、今、お話をさせていただきました。 

 しかしながら、鹿児島市長、前森市長であり

ますとか、現下鶴市長ともいろいろ意見交換を

させていただいております。当然、知事のほう

とも意見交換をさせていただいて、ある程度、

現状においてこうだということも理解をしてお

ります。当然ながら皆さんも御承知のとおり、

地元の森山先生や国土交通省の幹部の皆様方か

らも、適宜、状況に合わせて意見交換をさせて

いただいて、先ほど申し上げました、長年、国

土交通大臣を輩出されておられます公明党の山

口代表ともお話をいたしました。その中で、５

分程度でしたけれども要望をさせていただいて、

全体的なコメントにも関係ありますけれども、

やはりつなぐということは非常に大事なことだ

ということで、先ほどの話ではないですけれど

も、しっかりとまずは調査研究をして、そうい

う要望は承っておるということでありますので、

しっかりとそのことを確認しながら、今後のこ

とは進めていきたいということでございました。 

○池山節夫議員  よろしくお願いします。 

 それでは最後になりますけれども、パパゲー

ノ効果、教育長、さっき池田みすず議員のとこ
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ろで心の教育とあったのですけれども、心の教

育だと思うんです。大人にも子供にもいろんな

悩みがありますよ。ただ、大人は何とか処理し

ながら生きているわけですけど、子供はなかな

か人生経験も短いし、その辺のところの処理の

仕方が分からなかったりすると思うんですけど、

教育長、このパパゲーノ効果に絡めて心の教育

というのを先ほどちょっとは聞いたんですけど、

もう一回、これからのことについて５分で短く

お願いします。 

○教育長（坂元裕人）  先ほど池田委員のとこ

ろで心の教育、答弁いたしましたけれども、今

思うと、先ほどの学校教育課長の答弁の中に、

弱音を吐いていいんだよというのがございまし

た。これが極めて大事だと思っているんです。

３人の大人にということを髙橋先生も、ＳＯＳ

の教育の第一人者もおっしゃっておりましたけ

れども、今コロナ禍でそういう状況に本当に子

供たちがあるのかというところが非常に大事だ

と思うんです。 

 自分の弱音を本当に友達でもいいと思うんで

す。髙橋先生は大人３人というふうにおっしゃ

いました。そうすると心が軽くなるというか、

そういう自殺予防につながっていくんだという

ようなことがございました。ですので、早い段

階から、去年から保健課の肝煎りでＳＯＳ教育

をやってもらっていますけれども、市全体で取

り組んでおるのはまだまだ県内も少ないという

ことで、この効果というのはもう新聞等でも、

あるいはテレビ報道でも流れているとおりでご

ざいまして、改めてやっぱり心の教育の原点に

も位置づけられるものだなと思っています。 

 先ほど来申し上げておりますやっぱり道徳科

の充実というのは、今後もまた引き続き学校と

連携しながら取り組んでいきたいなと思ってお

ります。 

 以上でございます。 

○池山節夫議員  どうも。終わります。 

○議長（川越信男）  次に、５番、梅木勇議員

の質問を許可します。 

   ［梅木 勇議員登壇］ 

○梅木 勇議員  お疲れさまです。本日最後と

なるようでございますけれども、よろしくお願

いいたします。 

 猛暑の夏から、少しずつ秋の気配が感じられ

るようになりました。日照時間が次第に短くな

り、１年で最も長い６月21日の夏至から日々短

くなり、日入りが夏至の頃の午後７時30分頃か

ら、現在では午後６時30分頃となり、１時間ほ

ど短くなりました。新聞を見ると、１日に１分

ほどずつ日入りが早くなっているようです。 

 そういう中、９月４日、文化会館において３

年ぶりとなる第47回垂水市福祉大会が従来と比

べ時間を短縮して開催されました。大会では、

長年社会福祉に貢献された５名の方々が社会福

祉功労賞を受賞されました。また、児童生徒に

よる保健福祉作文コンクールの表彰があり、最

優秀賞に輝いた小学生２名、中学生１名、高校

生１名、計４名の表彰がありました。表彰を受

けられた方々に、おめでとうございますと祝福

の言葉を送りたいと思います。 

 また、柊原出身の鹿俣由美氏による笑って体

操、「生きるための体を育てる！～笑って、体

操をしましょう～」という演題で、ユニークで

ユーモアのある講演をなされました。非常に印

象に残る講演でありました。 

 畑では、垂水の主力野菜であるサヤインゲン、

キヌサヤエンドウの作付管理作業に精を出され

る光景が各所で見られますが、早い畑では、花

が咲き始め順調な生育状況のようであります。

田んぼでは、稲穂が垂れ次第に黄金色に変わり

つつあり、ヒガンバナも咲き出し、秋の風景が

醸し出されようとしている今日この頃となりま

したが、豊かな実りの収穫を願うところであり

ます。 

 それでは、議長の許可を頂きましたので、さ



－90－ 

きに通告しておりました質問に入らせていただ

きますので、御答弁よろしくお願いいたします。 

 まず１問目、垂水市清掃センターについて質

問いたします。 

 各家庭から出されるごみ類は、大きく分けて

資源物、生ごみ、可燃ごみ、不燃ごみで、これ

らを各振興会のごみステーションから回収され

分類によりそれぞれの処理場へ搬出されていま

す。荒崎の垂水市清掃センターでは、回収され

た資源ごみの分別、市民が直接搬入した可燃性

粗大ごみ、不燃性粗大ごみを処理する中間処理

施設として運営がなされているが、運営状況を

お聞かせください。 

 ２問目に、道路等の整備について質問いたし

ます。 

 道路には、国道、県道、市道、農道などが存

在しますが、山間地域の市道、農道は市街地や

平地の道路に比べ、道路脇の雑草が生い茂り、

道路がへこんだりと通行に支障があるところや、

側溝は土砂が堆積しているところが多々ありま

す。振興会では、年に数回道路の除草作業をし

て、道路の良好な通行環境の維持に頑張ってい

る面もありますが、全体的な解消にはなってい

ない状況であります。 

 このような状況から、山間地域の市道、農道

の改良維持等、今年度の整備計画をお聞かせく

ださい。 

 以上で、１回目の質問を終わります。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  垂水市清掃セン

ターの運営状況につきましてお答えいたします。 

 昨年12月議会で答弁させていただいておりま

すが、改めて清掃センターの運営状況につきま

して御説明させていただきます。 

 可燃ごみと生ごみは市内各ごみステーション

から回収し、肝属地区清掃センターや垂水市堆

肥センターへ直接持ち込むことになりますが、

それ以外の不燃ごみや資源ごみにつきましては、

市内各ごみステーションから回収し、一旦清掃

センターで受け入れ、市民の方々が直接清掃セ

ンターに搬入する粗大ごみと併せて、適正に再

分別を行った上で、肝属地区清掃センターへの

搬出や資源化業者への引渡し、最終処分場への

運搬を行っているところでございます。 

 また、資源物の金属や一升瓶などの生き瓶、

新聞や雑誌などの紙類、段ボール等の販売手数

料は歳入として受け入れておりますが、ペット

ボトルなどそのほかの資源物につきましては、

処分料を支払ってリサイクルをしているところ

でございます。 

 なお、これらの作業につきましては、公営施

設管理公社職員１名、会計年度職員７名、シル

バー人材センター６名で行っているところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○土木課長（東 弘幸）  山間地域の今年度の

整備計画の土木課関係につきましてお答えいた

します。 

 まず本年度の工事でございますが、高野線の

舗装工事や岳野４号線の側溝敷設工事など５路

線を計画し、既に発注しております。 

 次に、道路の除草についてでございますが、

牛根地区につきましては、狐ヶ丘線や高野線な

ど５路線、中俣地区は脇田市木線と中俣中央線

など３路線、新城地区は根木原線と新城柊原線

の２路線、水之上は主に浜平大都線を実施して

おります。既に除草作業を終えている路線もご

ざいますが、季節的にすぐ繁茂する路線もござ

いますことから、２回目の除草についても検討

しているところでございます。 

 以上でございます。 

○農林課長（森 秀和）  農林課の今年度の整

備計画につきましてお答えいたします。 

 農林課では、幅員４メートル未満の路線を含

め、約路線延長170キロメートルの農道と二川

線、海潟麓線、白山線など、林道９路線、路線

延長34.9メートルのほか、治山施設、橋梁、農
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業用水路などの施設を管理しております。 

 御質問の今年度において農林課が所管する山

間地域における農道や排水路等の農業施設等に

ついて、工事計画はございません。 

 維持補修については、農道和田平線ほか１路

線の除草作業を業務委託で実施するほか、環境

整備班による路面補修や排水路の土砂除去など

を行っているところでございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  それでは、２回目を一問一答

式でお願いいたします。 

 まず、１問目の垂水市清掃センターについて

答弁を頂きましたけれども、私は昨年12月議会

でも質問をしております。そのときの12月時点

での体制が、公社職員が１名、会計年度職員が

８名、シルバー人材センターが６名、計15名と

いうような答弁を頂いております。ただいまの

答弁では、会計年度職員が８名から７名に１名

減になっておりますけれども、１名減になった

理由というのか、原因をお聞かせください。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  昨年12月から会

計年度任用職員が１名減となった理由につきま

しては、令和４年度におきましても会計年度任

用職員８名を募集し、７名の面接を行い、１名

足りない状況でありました。そのようなことか

ら、改めてハローワーク等にも総務課を通じて

出していただいたところですが、なかなか応募

が来ていない状況で、今現在７名という対応で

清掃センターのほうの処理等を行っている状況

でございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  １名減になった理由というの

は、応募しても応募がないというようなことで

すけども、１名減って業務に差し触りはないで

すか。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  １名減となった

ことで、若干そういった調整に苦慮することも

ありますが、業務においてはしっかりと業務が

なされており、今後また新たな１名減の状況を

打開できるように、再度、ハローワーク等にも

お願いしながら人員確保に向けてやっていきた

いと思っております。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  積極的な採用に頑張っていた

だきたいなと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

 次に、課題はどのように検討されているかと

いうことですけれども、先ほど申しました昨年

の12月の質問は、これがメインで質問をさせて

いただきました。過疎地域持続的発展計画に示

されたごみ処理施設には、現在、清掃センター

は生ごみ以外の家庭系ごみの選別等を行う中間

処理施設である、今後、清掃センターを中間処

理施設として運営していくかどうか課題がある、

また、排出者が直接持ち込むごみの処理手数料

は無料であることから、一般会計への負担が大

きいとなっており、その対策として肝属地区清

掃センターへの直接搬入を検討する、また、ご

みの処理手数料の導入を検討するとされている

ことに対して、粗大ごみを串良の肝属地区清掃

センターへ市民が直接持込みは、距離的に時間

がかかり、垂水の中央付近から約40キロ、片道

１時間ほどで、往復すると約半日かかり、さら

に、牛根境地区辺りからになると、もっと距離

が長くなり時間もかかります。 

 これは住民には負担となり、住民サービスの

後退となります。存続すればセンターで働く

方々の雇用の継続にもつながるので、維持存続

を要望しましたが、その後どのように検討され

ているのかお聞かせください。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  課題はどのよう

に検討されているかにつきましてお答えいたし

ます。 

 令和３年度に策定した過疎地域持続的発展計

画において、中間処理施設としての運営の在り

方や市民が直接持ち込むごみの処理手数料は無
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料であることから、一般会計への負担が大きい

ことなどが課題として上げられているところで

ございます。 

 昨年12月議会でも答弁させていただき、先ほ

ど議員からもございましたが、粗大ごみなどの

一般廃棄物につきましては、肝属広域での処理

となっており、市民自らの持込みとなりますと、

海岸線37キロを有する本市においては、鹿屋市

串良町にあります肝属地区清掃センターへは、

境地区からであれば半日もの時間を費やすこと

になり、大変な御負担になることなども考えら

れます。 

 また、本市の清掃センターに家庭の粗大ごみ

等を市民が直接持ち込む手数料は無料でありま

すことから、一般廃棄物処理業者等からは有料

にしてもらいたいとのお声も頂いているところ

でもございます。 

 そのほか、議員からもございましたように、

地域の人口減少や高齢化等により粗大ごみ等を

直接市の清掃センターに持ち込むことが難しく、

以前あったように各地区の指定された場所に搬

出して、市が回収するなどの対応につきまして

も、お聞きしているところではございます。 

 粗大ごみなどの肝属地区清掃センターへの直

接搬入の検討や清掃センターの存続、持込み手

数料の有料化の検討に当たっては、市民の皆様

からも様々な声を頂いておりますことから、ど

のように解決していくかについてそれぞれ慎重

に検討していく必要があると考えております。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  方向性は示されているようで

すけれども、まだ具体的な検討はなされていな

いようであります。 

 私は粗大ごみについては、令和元年第３回定

例会９月議会で一般質問をいたしました。会議

録を御覧頂いていると思いますが、それは高齢

の市民の方から、他の町では市役所が収集して

いるのに、垂水はそうではないのよね、垂水も

市役所が収集してくれたらという思いを聞かさ

れました。高齢の方が言われた近隣の市町に直

接電話をして聞いてみましたが、霧島市は一般

ごみを収集しない日に月に１回、通常のごみス

テーションに不燃ごみ、可燃ごみ併せて搬出す

れば回収しているとのことです。鹿屋市では、

可燃ごみは通常の決められた地域のごみステー

ションで収集され、不燃ごみは資源センターに

各自が持ち込むことになっており、大崎町では

各家庭から電話等の連絡があれば、委託してい

るリサイクルセンターや町の職員が家庭を訪問

し、ごみの種類や量を確認し、収集日を決めて

家庭からじかに収集しているとのことでした。 

 このようなことから、垂水でも市が収集する

ことはできないか質問をし、車のない家庭や高

齢者等をはじめ、市民の方々が垂水で暮らして

よかった、住んでよかったと言われるような、

さらに垂水に住みたいと言われるためにも、こ

のような課題を克服していくことの検討をお願

いしました。 

 それから２年後の昨年の12月議会に提出され

た垂水市過疎地域持続的発展計画では、先ほど

述べましたように、今後、清掃センターを中間

処理施設として運営していくかどうか課題があ

る、また排出者が直接持ち込むごみの手数料は

無料であることから、一般会計への負担が大き

いとなっており、その対策として、肝属地区清

掃センターへの直接搬入を検討する、また、ご

みの処理手数料の導入を検討するという記載に

なっており、市民の声に寄り添った対策ではな

く、逆に負担を強いるサービスを後退させる方

向で検討が進められているようです。 

 一般会計への負担が大きいと言われますが、

もし串良の肝属清掃センターに直接搬入となる

と、まず距離的な面が出てきます。センターま

では市役所付近から約40キロあります。さらに

牛根境辺りからすれば60キロにもなり、この60

キロを市役所から60キロの距離にすると、鹿屋
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方向へは志布志辺りまで行って往復、市役所か

ら北方向へ行くと、溝辺の鹿児島空港辺りまで

行って往復する距離になります。さらに手数料

が出てきますので、大変なことだと思います。

30キロから60キロほどの距離を運んで串良まで

持っていくよりも、先ほど池山議員が指摘され

た県道南之郷線の不法投棄のように、近くの山

あい等への不法投棄につながるのではないかと

懸念したりします。 

 粗大ごみは、日常生活の中で物を買い替えた

り、使えなくなったりして発生するのは必然的

なことで、１人では運べないものや乗用車では

運べないものが多々あります。そこに思いを寄

せ、手を差し伸べ、住民の希望に沿った生活環

境対策を図るべきで、ごみ問題は会計への負担

が大きいから云々という時代ではないと思いま

す。ぜひ住民の声に寄り添った方法で検討をし

ていただきたいと思います。 

 今回の質問に当たり、荒崎の清掃センターに

行き、粗大ごみを分別するところで状況を聞い

たり見たりしましたが、分別箇所が狭く、離れ

たところに日よけとしてテントが２張り張って

ありました。職員によると、３年ぐらい前に分

別箇所の屋根を横に張り出して拡大していただ

くようお願いしたところ、土木課の職員が来ら

れて測量などをされたが、その後何もないが、

どうなっているのだろうかと言われたが、どう

なっているのかお聞かせください。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  その件につきま

しては、前からは聞いておりますが、その後の

対応につきましては、まだ解決には至っていな

いところです。今できることは、そういったテ

ントをまずは設置して、日よけ対策がすぐでき

ることを一昨年度から行っているところで、今

後その建屋等につきましては、また関係課と協

議しながら、どのような対策を講じていくか検

討してまいりたいと思っております。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。作業

場はこうした猛暑の中、日よけがありません。

冬は北風が厳しいところで、作業は大変なとこ

ろですので、対処をよろしくお願いいたします。 

 また、ごみ収集関係について、私に匿名の手

紙が届きました。肝腎なところ、肝腎な部分を

読んでみたいと思います。 

 私は、垂水市が市民に優しく住みやすい

場所になってほしいと願っています。しか

し、市役所は市民や地域に対して差別をし

ています。これはあってはならないことで

す。実は、市役所は一部振興会だけごみ収

集を変更したり、振興会まで粗大ごみを回

収に行っています。このことを議員は知っ

ていますか。私は、市役所に他の振興会も

収集日変更や粗大ごみ回収をしてほしいと

ころがたくさんあるので、市報や文書など

で全振興会に知らせてくださいと、何度も

何度もお願いしました。しかし、市役所側

は何の対応も行いません。これは明らかに

おかしいです。私は一部地域だけ特別に行

ったから、市役所は何の対応もできていな

いのだと思っています。 

というようなことですけれども、一部振興会だ

けごみ収集日を変更したり、振興会まで粗大ご

みの回収を行っていることは事実なのか。また

収集日の変更や粗大ごみの回収のお願い等はあ

ったのかお聞かせください。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  議員の御質問に

お答えいたします。 

 振興会からお願いをすれば、ごみの回収日を

変更できるのかという件につきましては、昨年

８月下旬に市の目安箱にも投函されておりまし

た。このことにつきましては、収集業者より、

昨年５月頃、１日で２つの地区の収集が収集距

離もあり大変なため、１地区の収集日を１週ず

らしてもらうことはできないかと相談があり、

ごみ収集の運営上、生活環境課が振興会へ資源
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ごみ収集日の変更をお願いし、変更していただ

いたことはございました。 

 なお、振興会からの要望により収集日を変更

するといったことは考えてはおりません。 

 また、振興会から要望すれば粗大ごみを収集

してもらえるのかという目安箱の意見につきま

しては、ごみステーションに誰が出したか分か

らない粗大ごみがあり、振興会でも困っている

との相談があり、その粗大ごみをそのまま放置

すれば、ほかの粗大ごみも持ち込まれてしまう

ことも懸念されますことから、やむを得ず市で

回収せざるを得なかったところでございます。 

 この目安箱への意見につきましては、電話番

号等の記載がなく、直接説明をすることができ

なかったことから、市のホームページにごみの

収集日の変更について目安箱へお問合わせ頂き

ました方へという掲示を行い、その中で生活環

境課まで御連絡頂ければ、回答させていただく

旨のお知らせを行っているところでございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。収集

日の変更は振興会からの要望ではなく、市役所

と収集事業者の事情からしたようですけれども、

このような場合は地域に十分な説明をされるよ

うお願いいたします。 

 また、粗大ごみについては、先に述べました

ように市の回収を望んでいるところがたくさん

あるようですので、改めて検討をお願いして、

この件については終わります。 

 次に、道路等の整備について、１回目で今年

度の整備計画を聞きましたが、市道については

中俣から市木方面につきましては、中俣中央線

の計画がされて、脇田市木線については既に除

草作業が行われてきれいな整備がなされており

ますけれども、上市木地域の部分が20メートル

から30メートルほど、道路半分がへこみ、車の

通行にも影響があり、降った雨水は側溝へは流

れず、反対側の畑に流れるようですので、へこ

みの補修はできないかお聞きします。 

○土木課長（東 弘幸）  御要望の件でござい

ますけども、近々現場を確認して対処をしたい

と考えております。 

○梅木 勇議員  速やかな対応をお願いいたし

ます。 

 農道については、市木地域では和田平線ほか

１路線を業務委託され、現場は既に作業が終わ

っております。ありがとうございます。 

 ほかにも他の農道は特に道幅３メートル程度

の農道は、付近の耕作者ができるだけ除草はし

ておりますけれども、それでも行き届かず雑草

等が生い茂っているところは、車をこすりなが

らゆっくり通るところもあったり、カーブで先

が見えないところもありますので、早めの対応

ができないのかお聞きします。 

○農林課長（森 秀和）  早めの対応ができな

いかの質問にお答えいたします。 

 これまで、耕作者により除草作業等の維持管

理が行われてきておりますが、少子高齢型の人

口減少社会が進む中で、離農による耕作者が減

少し、維持管理が困難になっております。この

ようなことから、農林課の環境整備班を４月１

日より設置しているわけでございますが、議員

仰せの現場を私も一部確認はしておりますので、

技術のほうとまた話をしながら、通行の確保や

営農の妨げにならないよう除草作業等の維持管

理をまた検討してまいりますので、よろしくお

願いします。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  土木課にも申しましたけど、

速やかな対応をお願いしたいと思います。よろ

しくお願いいたします。 

 次に、農道の適切な保全についてでございま

すけれども、イノシシ被害の対処について、有

害鳥獣の被害は繰り返し繰り返し発生し、特に

イノシシの被害については、農家の皆さんから

は、イノシシの被害がという言葉が出るほど被
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害が拡大しています。被害は畑や田んぼをはじ

め、農地の畦畔や土手をほじくり返しています。

ほじくりの埋め戻しや、特に畦畔や土手を復元

するには大変な労力を要し、中には復元できな

いところもあります。 

 このような状況の中、今年は農道の路肩まで

ほじくり、道路へ土を蹴り出し、車の通行に支

障があったり、ほじくられた道路に隣接する農

家は埋め戻しをしたりしますが、しばらくする

とまたほじくり返され苦慮しています。ほじく

り返されたところから降った雨が畑に流れ込む

状況のところも随所に見られます。農道の被害

について、農道をパトロールされ被害の状況を

確認されていると思うが、どのように対処され

ているのかお聞かせください。 

○農林課長（森 秀和）  イノシシ被害の対処

につきましてお答えいたします。 

 農道、林道等で車両等の通行等に支障がある

場合や用排水路等の閉塞など、農業への影響や

営農状況並びに防災の観点から優先順位を付し

て、流出土砂の除去や排水路内の土砂除去等の

作業を行っております。土地の処理費用の軽減

や安全対策が必要となった場合、その都度現場

ごとに判断し、個人の所有地も含め作業を行う

場合もございます。原則としては、公共施設の

みをやっているところでございます。 

 それと、農林課では、被害防止対策として侵

入防止対策、寄せつけない対策、個体を減らす

対策の３つを柱として、対策を講じているとこ

ろでございます。 

 まず、侵入防止対策として、国の事業による

地域ぐるみの侵入防止対策で、農地だけではな

くてのり面まで張ってもらっている場所もござ

います。あと、市単独事業として電気柵の補助

をお出ししております。農家の皆様が活用され

て被害防止対策に取り組んでおられます。 

 個体を減らす取組として、先ほど前田議員へ

も答弁しましたが、猟友会による個体の計画的

な捕獲が行われているところでございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  イノシシ被害については、い

ろいろな捕獲の方法がありますけれども、わな、

銃、そういうものがあるんですけれども、ここ

二、三年前ぐらいまでには、銃によるイノシシ

を捕獲するという方法をする人がおりましたけ

ども、それは犬を入れてイノシシを追い出して、

銃で捕獲するという方法です。そういう方が今

年はもうほとんどそういう活動はされなかった

んではないかなあと、ここ一、二年。そうする

と、それまではイノシシも人間的にいえばゆっ

くりと昼寝をしているところに犬が来て追い出

されると。ろくろく同じところにもおれないよ

というような状況でしたけども、そういう人た

ちが犬が入らなくなって、ゆっくり自分の縄張

みたいなところをつくって、ゆっくりと昼寝を

して、夜になるとそれぞれ同じような箇所を繰

り返し繰り返し被害を与えると、そういう状況

になってきているのではないかというようなふ

うに私は思っております。だから、これまでの

犬による猟、これも大事な今考えるとそういう

イノシシ弊害への削減するための一つの方法だ

ったんだなと改めて教えられたところでござい

ます。 

 そういう状況の中で、今、農林課長に道路の

対策についてお聞きしましたけれども、防災の

観点から優先順位を付して流出土砂の除去や排

水路内の土砂除去作業などを行っているとのこ

とでありますが、市木地区は優先順位が低いの

か、私が見る限りでは課長の答弁のような土砂

の除去が行われたところや作業を見たことがあ

りません。 

 これからは台風や雨が降ったりして、イノシ

シ等が路肩を崩したところから水が畑に流れ込

み、畑の土砂が崩れたりする災害が起こらない

よう、速やかな対処をお願いいたします。 

 次に、環境整備班の活動状況はについて質問
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いたします。 

 少子高齢化社会となり、農村地域では農業者

等も減少が続き農村環境の維持が難しくなりつ

つあり、いろいろな方々が農村環境の維持には

行政が対策を深めるよう提言され、今年から農

林課にも環境整備班が設置されたものと私は理

解しているところです。 

 環境整備班が設置されたことに農業者をはじ

め農村地域の皆さんは活動に期待をしていると

ころですが、環境整備班のこれまでの活動状況

をお聞かせください。 

○農林課長（森 秀和）  環境整備班の活動状

況はにつきましてお答えいたします。 

 環境整備班の農林班は、農林課が所管する施

設、農道・排水路等のパトロールや住民からの

要望に迅速かつきめ細やかな対応を行うため、

本年度より１班３名体制でその活動を開始して

おります。 

 現在、土木課班と連携を取りながら、主に農

林課が所管する施設のパトロールや除草作業、

路面補修、土砂除去等の維持管理や豪雨や台風

時の施設点検などを主に実施しております。 

 また、市民からの要望に対しても現地確認や

対処方法など事務所と連絡を取り、迅速な対応

に努めているところでございます。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。 

 次に、環境整備班に重機車両等の整備をにつ

いて質問いたします。 

 活動については、土木課と連携を取りながら

農林課所管の農道、排水路のパトロールや除草

作業などを行い、市民からの要望に対しても対

処方法など事務所と連絡を取り、迅速な対応に

努めているというようなことでありました。 

 活動の範囲は、新城から牛根境までであり、

整備班３人でできる小規模の作業では範囲が広

いと思うところです。パトロールして車等の通

行に支障があり、除草作業をしなければならな

い道幅の狭い箇所などがたくさんあるものと思

います。また、地域からの要望も多々あるもの

と思いますが、それらに迅速に対処し、作業箇

所の増大、効率化につなげるためにも、小型の

重機や重機の運搬車両を整えて、地域からの声

にも応えていただきたいと思いますが、整備に

ついてお聞かせください。 

○農林課長（森 秀和）  環境整備班に重機、

車両等の整備をにつきましてお答えいたします。 

 現在、市民からの要望等による施設の除草作

業や路面補修、土砂除去等の維持管理作業にお

いては、土木課が所有している重機類を土木課

班と調整を図りながら使用しておりますが、緊

急時や調整がつかない場合などにおきましては、

重機借上料による機械リースにて対応している

ところでございます。 

 重機、車両等の整備となりますと、購入費用

が高額であり、購入後の維持管理費等も必要と

なりますことから、重機、車両等の整備につき

ましては、今後の検討課題とさせていただき、

当面は土木課が所有する重機の使用や重機借上

げによる対応を行いながら実績を積み上げ、改

めてその必要性について検討してまいります。 

 以上でございます。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。これ

までの道路の除草作業や排水路の土砂除去など

に加えて、先ほど言いましたイノシシによる道

路被害が今年は急激に拡大している状況を見る

ときに、業者への委託には至らない程度の被害

がほとんどであります。３メートルほどの道路

には、排水路がないのがほとんどで、雨は道路

沿いに流れ、一番低いところまで流れ、道路の

左右どちらかに流れ出ます。 

 路肩をほじくられ水が流れ込み、場所によっ

ては災害につながることも懸念されます。大雨

が降ったり台風も来ます。速やかな対処が求め

られています。今、農林課の整備班にあるのは

草刈機、いわゆる刈払機しかないようでありま
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す。重機というような用具が必要と思われます。 

 市長、考えをお聞かせください。 

○市長（尾脇雅弥）  人口減少、高齢化社会の

中で、これまでは地域の皆さんがそれぞれボラ

ンティアとかいろんな形でできていた事業がで

きにくくなっております。ただし、先ほども申

し上げました垂水市の面積が狭まるわけではな

いので、ますますそういうニーズはある、その

ことを踏まえてそういうチームを結成いたしま

したので、そこに必要ないろんな機材でありま

すとか、その辺のところも現場の声を聞きなが

ら、担当課、両課長と話合いをしながらどうい

う方法が適切なのか対応を前に進めていきたい

と思っております。 

○梅木 勇議員  ありがとうございます。よろ

しくお願いいたします。 

 これで私の質問を終わります。ありがとうご

ざいました。 

○議長（川越信男）  本日は、以上で終了しま

す。 

   △日程報告 

○議長（川越信男）  次は、明日午前９時半か

ら本会議を開き、一般質問を続行します。 

   △散  会 

○議長（川越信男）  本日は、これにて散会し

ます。 

     午後４時41分散会 
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令和４年９月14日午前９時30分開議 

 

 

   △開  議 

○議長（川越信男）  おはようございます。定

刻、定足数に達しておりますので、ただいまか

ら本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付いたしたと

おりであります。 

   △一般質問 

○議長（川越信男）  日程第１、昨日に引き続

き一般質問を続行します。 

 それでは、通告に従って順次質問を許可しま

す。 

 最初に、１番、新原勇議員の質問を許可しま

す。 

   ［新原 勇議員登壇］ 

○新原 勇議員  おはようございます。今朝、

台風14号も発生し、週末以降の天気も危惧され

ますが、園芸農家や、また米農家の方も災害の

ないようお願いいたします。 

 全国的にはコロナ感染症も下がり気味ですが、

垂水市においても、コロナ感染症第７波は大い

に猛威を振るい、８月、１か月で784名の方が

感染されました。無症状や症状の軽い方もいら

っしゃいますが、中にはまだ後遺症に苦しんで

いる方もいます。日常の健康を早く取り戻せる

ことをお祈りします。 

 コロナ感染症の生存期間について、京都府立

医科大の廣瀬亮平助教チームが発表した皮膚面

での生存期間、武漢で広がった初期株は９時間、

デルタ株が17時間、オミクロン株が21時間、そ

してプラスチックのポリスチレンでのウイルス

の生存期間は、武漢株は約二、三日、デルタ株

は約4.8日、オミクロン株が約８日、あくまで

も参考値ですが、初期株に比べると変異株の耐

久力は上がっています。不特定多数が触れるド

アノブなどに接触した際は、アルコールによる

小まめな手指消毒をすることが効果的です。 

 余談ですが、２週間ぐらい前に東京にいる息

子はインフルエンザにかかったと報告があり、

海外旅行者の門戸も開いております。新たなコ

ロナ株も懸念されますが、これから冬に向けて、

コロナウイルスとインフルエンザが危惧されま

す。皆さんも気をつけて、かからないようにい

たしましょう。 

 円安も続いています。一時期１ドル145円台

にもなり、輸出している垂水の水産業、ブリ、

カンパチの売上げが上がることを期待していま

すが、コロナの影響や２年前のモジャコ漁の不

漁で、ブリとカンパチの現在出荷できる在庫は

少ないと聞いています。高値で今年は推移して

いるので、年末年始までの出荷を期待したいで

す。 

 ６月１日から８月31日使用された、盛り上げ

よう垂水こもんそ商品券、プレミアム率20％、

発行総額２億7,000万、前回のプレミアムが

66.6％や100％があり、通常、発売の鈍化が危

惧されましたが、各お店の努力もあり完売する

ことができました。 

 小売店においては、８月のコロナ感染の猛威

と暑さでお客さんの出足が意外と少ないとの声

も聞こえてます。今回、２回目のプレミアム商

品券の予算も組まれています。ありがとうござ

います。年末に向けての起爆剤になることを期

待します。 

 それでは、議長の許可を得て、事前に通告し

ておりました質問に入ります。各関係課、よろ

しくお願いします。 

 職員の働き方改革について。 

 2018年の６月に働き方改革関連法案が成立し、

労働力に関する８つの法律について改正が行わ

れ、中小企業もそれに伴い努力しています。 

 働き方改革の狙いは出生率を上げる、女性や

高齢者の働き手を増やす、労働生産性を上げる

です。特に、子育て世代の女性や高齢者を働き
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手に加えるためには、働きやすい環境づくりが

必要です。例えば、育児休暇の取得率の上昇や

短期間労働の創出があります。 

 労働生産性とは、労働者１人当たりが生み出

す成果です。今、国や県から仕事が下りてきて、

職員１人当たりの過重労働も発生しています。

労働生産性を上げるには、労働者一人一人が効

率よく質の高い労働を行う環境整備が必要です。 

 森議員が、昨日、業務量調査に対して質問し

ていましたが、また私も、どのように業務量調

査が行われ、どのように反映しているのか、お

聞かせください。 

 災害について。 

 桜島大噴火による降灰対策について。 

 皆さんも御存知でしょうが、７月24日桜島の

爆発により、ニュースや速報も流れ、全国から

皆さんのところにも心配のメールや電話が来た

でしょう。爆発音の振動も感じられなかったた

め、周りの皆さんの問合せでこちらが驚いたほ

どでした。レベル５に引き上げられたことで、

ますます大正噴火レベルの爆発が起こった場合

のシミュレーションがマスコミ等でも取り上げ

られています。 

 百数十年に一度大爆発をする可能性のある桜

島、現在、大正噴火から108年、様々なことが

想定されます。大正噴火のときは、咲花平方面

を中心に降灰が降り注ぎ、中央も10センチから

30センチ積もる範囲にありました。 

 これらを加味した上で、大正噴火レベルの噴

火が起こったとき、市民の影響についてお聞か

せください。 

 消防について。 

 桜島大噴火による消防の対応について。 

 市民と財産を守る消防として、噴火予知され

て、いよいよ起こりそうなとき、どのような対

応をするか、お聞かせください。 

 清掃センターへの道路の改善についてですが、

令和２年第１回定例会の私の質問での答弁で、

煙突を解体するとき、重機搬入の際、道路拡張

計画はないのかの質問で、現在の幅で十分通行

可能だが、頂上部のカーブ部分は見通しも悪く、

地域の要望もあり、国土交通省の名義となって

いることから、垂水国道維持出張所と協議し、

協力できるとの回答を頂きました。その後、協

議が整いました時点で、カーブ部分の拡張を実

施したいと考えていますとのことでしたが、そ

の後の進展はどうなっているのか、お聞かせく

ださい。 

 以上にて１回目の質問とします。 

○総務課長（濵 久志）  おはようございます。

業務量調査はどのように行われたのか、結果は

どのように反映しているのかにつきましてお答

えいたします。 

 業務量調査につきましては、令和２年４月１

日から実施しているところでございますが、課

長職を除く職員及び会計年度任用職員が日々の

業務について、勤務日に毎日記録するようにし

ているものでございます。 

 この業務量調査の結果でございますが、令和

２年度の結果につきましては、所属による業務

の偏りや各所属内で特定の職員に負荷が集中す

る傾向があることが確認されているところでご

ざいます。 

 この結果をどのように反映しているかという

点につきましては、調査結果表を基に、各課係

長級以上の職員に対しフィードバック報告を行

ったほか、各所属長に結果表を配付し、所属内

職員の業務負担の状況の確認や適正な業務分担

となっているかなど、業務改善に努めるよう依

頼したところでございます。 

 以上でございます。 

 引き続きまして、大正噴火レベルが来たとき

の市民の影響についてお答えいたします。 

 桜島では、過去に様々な規模の噴火が発生し

ていることが記録に残されております。また、

噴火の規模によって発生する災害要因の種類や
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本市への影響も大きく異なってまいります。 

 この中で、大正噴火級の大きな噴火が発生し

た場合には、多量の火山灰や軽石などの降下火

砕物が生活のあらゆる面に影響を及ぼすことが

予想されます。 

 また、過去には、噴火後数年間にわたり、そ

れらの堆積物が降雨により土石流を発生させる

などの現象も起きております。 

 内閣府の令和２年度の調査報告によりますと、

例えば、車両の通行に関する降灰の影響として、

タイヤ接地面の摩擦の低下により、スリップや

通行不能になることが報告されております。 

 具体的には、降灰10センチ以上で二輪駆動車

は通行不能になり、四輪駆動車でも降灰30セン

チ以上で通行不能となります。さらに、降雨時

は地面がぬかるみ、少しの灰でも通行が困難に

なります。また、通行可能な場合でも、速度が

極端に低下することが報告されております。 

 そのほか、電力や通信など、ライフラインに

関わるインフラについても影響を及ぼす可能性

が指摘されており、降灰による生活支障が広範

囲かつ長期に及ぶことが報告されております。

このため、広域降灰時の住民行動として、降灰

が想定される範囲外への避難を基本的な考え方

として示されております。 

 以上でございます。 

○消防長（後迫浩一郎）  桜島大噴火による消

防の対応につきましてお答えいたします。 

 噴火警報等が発表された場合、海潟地区及び

牛根地区の安全な場所で警戒監視を実施し、避

難指示が発令された場合は、海潟地区について

は第１・第２分団、牛根地区については第７・

第８分団と連携して、避難広報及び避難誘導を

行うこととしております。 

 職員の配備につきましては、全非番職員を招

集し、必要に応じてその他の消防団員も招集す

ることとしております。 

 以上でございます。 

○土木課長（東 弘幸）  垂水市清掃センター

への道路の改善につきましてお答えいたします。 

 御質問の道路は、市道脇田市木線でございま

すが、生活道路としての利用よりは農地が多い

ことから、農業関係者の車両が多い道路でござ

います。 

 清掃センターへのごみの搬入のため、一般車

両も度々通行することで、以前より地元の農業

関係者より離合が難しいとの声を頂いておりま

す。 

 令和２年３月議会において、新原議員より同

様の御質問を頂いておりますが、脇田市木線の

拡幅につきまして、頂上部分のカーブ部分の幅

員が狭く、見通しも悪いなどの対策の要望が地

域よりあったこと、このカーブ部分は、国土交

通省の名義になっており、地域からの要望があ

ったことなどを垂水国道維持出張所と協議いた

しましたところ、協力できるとの回答を得てい

るとの答弁をしております。 

 当時の垂水国道維持出張所の担当者も異動と

なっているため、現在、新しい担当者とカーブ

部分の改善についての協議を再度行っていると

ころでございます。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  それでは、一問一答方式で２

回目の質問に入ります。 

 まず、働き方改革ですが、まず１点ほど聞き

たいと思います。 

 業務量調査報告を令和３年３月受けて、それ

以降で残業の多いところは月何時間あるか、分

かる範囲でお聞かせください。 

○総務課長（濵 久志）  基本的に、月45時間

を時間外の限度としておりますが、それ以降に

つきましては45時間超える人も数人はいますが、

ほとんど45時間を下回る推移をしている状況で

ございます。 

 以上です。 

○新原 勇議員  残業ゼロを目指すのは当然で
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ありますけども、年末など、仕事の末締めなど、

残業することはあって当然だと思うんですけど、

過度にならないように気をつけてもらいたいと

思います。 

 労働生産性を上げるためには、労働環境の適

正化が求められます。特にフォーカスされてい

るのは、長時間労働の是正です。 

 打合せの中で、職員にアンケート調査はした

のかの問いに、育児休暇等のアンケートはした

が、働き方改革のアンケートはまだしていない

ということでしたが、アンケートにより見えて

くる労働問題、業務の廃止や効率化、当たり前

と思っていたことが業務を阻害している可能性

があり、業務の見直しを継続的に推進するため

の体制整備、上司のマネジメント改革など、ア

ンケートの積み上げで問題点を拾い上げ、働き

方改革をするためにもアンケート調査が必要だ

と思っております。職員がどういう考えをして

いるのか吸い上げることで、働きやすい環境づ

くりができるはずです。 

 私が産業厚生委員で訪れた大野市では、平成

29年に大野市職員働き方改革推進プロジェクト

チームを立ち上げ、メンバーを役職、年齢に問

わず、職員から公募してスタートしています。

総務だけに頼らないやり方もありますので、ぜ

ひ検討してみてください。 

 次に、コロナ感染の広がりで、各企業もテレ

ワークを推進し行われていますが、市としては、

テレワークの利用等が始まったばかりですが、

問題はどのようなことがあるか、お聞かせくだ

さい。 

○総務課長（濵 久志）  テレワークの活用の

利用度と問題はにつきましてお答えいたします。 

 まず、利用度についてでございますが、本市

におきましては、令和４年１月から自宅での勤

務を可能とするテレワークを導入しており、そ

の目的は新型コロナウイルス感染症対策等のた

めに実施するものとしております。 

 利用状況につきましては、これまで７割の課

で実施しており、令和３年度が延べ45人で、令

和４年度が８月末までで延べ31人となっていま

す。 

 次に、このテレワークの問題点でございます

が、業務が限られるという点がございます。 

 例えば、個人情報や機密性の高い情報を取り

扱う業務や基幹システムを利用した業務等はで

きないこととしております。 

 また、資料作成等の業務に関しましても、各

種の文書や業務資料を活用する場合は、庁舎外

へ持ち出す必要がありますので、資料を持ち帰

ることの可否の判断が必要となります。このよ

うに、その運用に一定の制約がかかる場合がご

ざいます。 

 テレワークにつきましては、感染症蔓延時や

大規模災害等の非常時における行政機能の維持

が可能となるほか、育児、介護など、時間的制

約がある職員を含め、職員一人一人に多様な働

き方の実現に向けた効果も期待できることから、

課題等も含めて引き続き、今後の活用等につい

て推進してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  テレワークでは、公務という

仕事上、持ち出せない資料とかいろいろ、本当、

あると思います。しかし、テレワークをしてい

る、今度は仕事量、仕事量をどのように把握を

しているのか、また、それをどんなふうに認め

るというか、今日はここまでやってほしいのに、

ここまでなんだという感じもあると思うんです

けど、それはどのようにして把握をするのか、

教えてください。 

○総務課長（濵 久志）  仕事量はどのように

把握しているのかにつきましてお答えいたしま

す。 

 テレワークでは、自宅での業務となりますこ

とから、職員の勤務状況を直接目で確認するこ

とができません。このようなことから、在宅勤
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務を行う職員は、在宅勤務実施報告書により、

在宅勤務によって実施した業務内容を所属長に

報告するように定めており、所属長は必要に応

じて在宅勤務を行う職員の業務遂行状況を、そ

の実績などにより確認するようにしているとこ

ろでございます。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  テレワーク、見えないところ

での仕事ですので、しっかりとチェックをして

ほしいと思います。 

 次に、ここ最近、職員がそこで洗車をしてい

るところに遭遇しましたが、その日はあいにく

少し天気がぐずついていて、３人がかりで洗車

してワックスまでかけていましたが、なかなか

乾かないので１時間ぐらいかかっていたと思い

ます。 

 洗車することはいいのですが、勤務中、この

３人を職員の時間計算単価で考えると、３人で

約１万円ぐらいの時間工賃です。最低でも半年

に１回ワックスがけをするそうですが、その対

象車は何台なのか、また職員が洗車するのでは

なく、近隣のスタンドや整備工場にお願いする

予算は組めないのか、お聞かせください。 

○財政課長（園田 保）  公用車の洗車対象は

何台か、また、予算を組めないのかについてお

答えいたします。 

 公用車の洗車については、公用車の適正な維

持管理を図ることを目的に、年２回定期清掃を

実施しております。 

 この定期清掃は、毎年７月と12月に行ってお

り、その際、洗車とワックスがけを各課にお願

いしているところでございますが、対象台数は、

消防車両等を除いて80台、各課の所属職員に応

じて割り振りを行って清掃をお願いしていると

ころでございます。 

 公用車の洗車費用の予算化については、公費

で洗車を行うことに対する市民の方々の思いも

様々であろうと思われることから、早急な予算

化については困難ではないかと考えているとこ

ろでございます。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  業務の一環で、市の車を大切

にする気持ちは分かります。働き方改革の時短

で捉えれば、市民の方も役所の車ぐらい自分で

洗えという気持ちもあります。しかし、今度は、

洗っている姿を見れば、そんな時間があれば、

もっと仕事をしろよという両極端な意見もある

と思います。 

 だから、時短として捉えれば、今、この前見

たときには練りワックスを使っていましたが、

天気などを考え、水性ワックス等も使用を検討

してみてください。これからは火山灰で車も汚

れます。水性ワックスだと汚れを取ると同時に

ワックス効果もできますので、ぜひ検討してみ

てください。 

 現在、職員の採用試験も行われていますが、

環境センターの技術者、技術管理者の採用はど

のように考えているのか、お聞かせください。 

○総務課長（濵 久志）  環境センターの技術

者の採用はにつきましてお答えいたします。 

 環境センターにつきましては、現在、垂水市

公営施設管理公社職員及び会計年度任用職員で

運用しているところでございます。現在のとこ

ろ、正規職員を新たに採用する計画はないとこ

ろでございます。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  令和３年度の第４回定例会に

おいて、環境センター技術者、免許について質

問しました。 

 答弁では、講習内容は10日間で55時間の講習

を受け、合格できなかったら半年の間、再試験

を受け、それでも不合格になったら講習から受

け直すと、大変厳しいものがあります。 

 また、受験資格も、私は誰でも講習から受け

られると思っていましたが、受験資格も厳しい

ものがあります。管理者講習を受講する場合、
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学歴に応じた実務経験が必要です。 

 例えば、科学部門、水道部門、衛生部門の技

術士、環境指導員は２年以上、４年制大学で、

理学、薬学、工学、農学を専攻し、衛生工学ま

たは化学工学を修了し、実務経験２年以上、衛

生科学、化学工学以外は３年以上の実務経験、

短期大学、高専は条件により、４年、５年以上

の実務経験、高校卒でも条件により６年から７

年の実務経験、それ以外は10年以上の実務経験

がある人たちが受講できます。大変厳しい資格

です。 

 今、管理者資格を持っている人が一人しかい

ない現実です。万が一、けがとか病気などで二、

三か月離脱したときの対応はどうなるのか、お

聞かせください。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  そのような場合

であっても、長年在籍している職員もおります

し、そういったところの対応につきましては、

十分できるものだと思っております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  環境センターの今後の方向性

として、民間委託の話もちらりとありましたが、

それまでの間、管理者が一人なので、ぜひ前向

きに採用を考えてほしいです。 

 中途採用の考えについてですけども、鹿屋市

も、若い世代と職務経験者、職員採用と二通り

ありますが、垂水市も幅広い人材と即戦力にな

る人を求めて、二段階の採用をする考えはない

か、お聞かせください。 

○総務課長（濵 久志）  中途採用の考えはに

つきましてお答えいたします。 

 職員採用試験の留意事項として、人種、信条、

性別、社会的身分、門地などによって差別する

ことなく、本人の適性と能力のみを基準として

行い、また採用試験に当たっては、職員の任用

に関する法令に、公開の競争試験を原則として、

公正かつ公平に行うことと示されております。 

 議員が言われますとおり、経験年数の長い会

計年度任用職員については、その業務を理解し

ていることから、即戦力となることは十分理解

できるところではございますが、会計年度任用

職員を経験年数等の実績で中途採用しようとす

ることは、競争試験を原則とすることや、公正

かつ公平という趣旨に反し、市民への理解も得

にくいところから、できないものと考えており

ます。 

 今、鹿屋市の中途採用試験のお話ですが、本

市におきましても、平成27年度に民間企業等職

員経験者を対象とした職員採用試験を行ってお

ります。その目的は、民間企業等での多様な経

験、専門知識や技術等を有し、民間企業等で養

った企画力、実行力、柔軟な発想等による、即

戦力となる人材を募集する観点から実施したも

のでございます。 

 今後、本市の業務遂行上、民間企業等での専

門知識や特殊な技術等を要する人材を確保する

必要がある場合は、民間企業等職務経験者の採

用試験を考慮することもございますが、単に会

計年度任用職員の経験があるというだけでの採

用は公平性を欠くもので、住民への理解も得づ

らいことから、できないものと考えております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  現在、任用職員をしている人

だけを対象にということではなく、その人たち

も含めて働いている人の門戸を開く上でも、独

自の採用制度でも考えてみてください。これは

要望としておきます。 

 次の質問ですが、災害について。市民の避難

方法についてですが、災害について、先ほど四

駆で30センチ積もれば走行不可能ということで

したけども、普通の車では、10センチ積もると

車の走行はできない、20センチ積もると古い木

造は倒壊すると言われております。桜島防災対

策の訓練でも行われていますけれども、改めて

市民の避難する方法はどうするのか、お聞かせ

ください。 
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○総務課長（濵 久志）  市民の避難方法につ

きましてお答えいたします。 

 鹿児島地方気象台による桜島の噴火シナリオ

では、現在の観測網による監視の中で大正級の

噴火が発生する前には、様々な前兆現象を捉え

ることができると考えられております。 

 気象台等の観測や活動予測など、今後の見通

しを基に、気象台から発表される噴火警戒レベ

ルや警戒範囲を常に確認しながら、前兆現象が

発生している段階で、市から避難指示等の避難

情報を発令することとなります。 

 したがいまして、噴火発生前に危険区域から

の避難は完了していることが、避難に関する本

市の基本的な考え方でございます。 

 ただし、突発的な災害の場合、避難指示等の

発令が間に合わないこともあるため、自ら避難

の必要性を判断するとともに、身の危険を感じ

たら躊躇なく自発的に避難するよう心がけてお

くことも重要であると考えております。 

 本市地域防災計画において、火山災害対策と

しまして、指定避難所に加え、一時集合場所や

指定緊急避難場所等が定められており、特に避

難に時間のかかる方や周囲の支援者には、かね

てから早めの避難行動を取れる備えをしていた

だきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  市民の避難方法に対して、い

ろいろ計画されているのを安心しました。 

 市役所機能についてですが、台風と豪雨とは

違い、降灰量で車で来ることはできず、職員が

市役所まで到達するにも時間がかかる、場合に

よっては降灰が原因で停電の可能性もあります。 

 市役所の機能として、牛根支所や新城支所に

設けるのか、お聞かせください。 

○総務課長（濵 久志）  市役所の機能はにつ

きましてお答えいたします。 

 垂水市地域防災計画においては、対象の噴火

程度の規模及び鹿児島県地域防災計画に示され

ている災害危険区域予測結果の両方を想定して

おります。 

 大正噴火の記録によりますと、当時の垂水村

における軽石や火山灰などの降下火砕物は３セ

ンチから30センチの堆積圧となっております。 

 このことから、車両での移動は困難が予想さ

れますが、職員等の徒歩での参集は可能である

と想定され、本部機能の維持は図られると考え

ております。 

 なお、災害対策本部を設置する市役所庁舎が

被災した場合は、垂水市市民館に設置すること

とし、市民館も被災して使用できない場合は、

その都度、市長が災害対策本部設置場所を指示

する旨、地域防災計画に定められております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  市役所が機能できなくなると

いうことは、当然、市民館も機能できないとい

うことになります。そのためにも、第三次のや

はり機能場所は特定して準備を進めることも大

事だと思いますので、よろしくお願いします。 

 降灰の除去方法ですが、１ミリの厚さを重さ

に換算すると、１平米１キロから1.7キロと言

われています。10センチ積もると、１平米100

キロから170キロになります。どのような手順

で降灰が降った場合にするのか、順番でするの

か、お聞かせください。 

○土木課長（東 弘幸）  桜島大噴火による降

灰の撤去方法につきましてお答えいたします。 

 桜島の大噴火により、中央地区に10センチ以

上の降灰の堆積があった場合、幹線道路である

国道220号からの除去となるものと考えており

ます。 

 除去の方法は、まず、車道に堆積した降灰を

タイヤショベルで路肩へ寄せ、その後、路面清

掃車にて除去する順番となり、その後、市道の

幹線を除去し、末端の市道へとなるものと思い

ます。 

 工事車両や緊急車両、また救援物資運搬車両
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などの早期の通行を可能にすることが最優先で

ありますので、路肩への除去は市内の全建設業

者の皆様へ依頼し、ショベルやバックホーでの

作業となりますが、本市が保有する路面清掃車

は大型４台、小型３台でございますが、この台

数では完全除去にかなりの日数を要するものと

予想されますことから、九州地方整備局や鹿児

島県、県内９市町で構成する道路の降灰除去に

関する連絡調整会議で定める、豪灰時における

道路交通確保のための緊急措置要領に基づき、

応援要請をお願いすることとなります。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  垂水市だけでなく、県内、連

絡が行き届いていると感心しました。 

 国道の道路が開通するだけでも３日ぐらいか

かるだろうと言われています。市道等はまだ遅

れます。その上、側溝などにも降灰がたまり、

排水ができなくなるおそれもあります。トイレ、

お風呂の使用もできなくなる事態も発生します。 

 市民の防災グッズにはどのようなものが必要

か、お聞かせください。 

○総務課長（濵 久志）  防災グッズは最低限

何がいるかにつきましてお答えいたします。 

 火山災害対策に限らず、各御家庭で普段から

防災備蓄品を備えておくことは大変重要なこと

であると認識しております。 

 災害対策基本法第７条において、住民等の責

務として、地方公共団体の住民は基本理念にの

っとり、食品、飲料水、その他の生活必需物資

の備蓄を、その他の自ら災害に備えるための手

段を講ずると定められており、備蓄品について

は、それぞれの方の生活必需品は異なり、また、

避難を行う場合に自宅避難での対応となるか、

あるいは立ち退き避難の必要があり、物資を持

ち出す場合の違いなど、様々な想定を行って備

えておく必要があろうかと考えております。 

 なお、垂水市地域防災計画においては、家庭

での予防・安全対策としまして、災害に備えた

最低３日、推奨１週間の食糧、飲料水、携帯ト

イレ、トイレットペーパーなどの備蓄や救急箱、

懐中電灯、ラジオ、乾電池等の非常持ち出し品

の準備を住民等に求めております。 

 市で毎年度計画しております、桜島火山爆発

総合防災訓練等を活用して、これらの物資の展

示を行うなど、今後も市民の皆様へ、こうした

防災知識の普及・啓発を繰り返し、意識の高揚

を図ってまいります。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  今、グッズに対して、まず市

民が必要なこと、台風やそういうときにも同じ

ようなやつを持ったほうがいいということが分

かりました。 

 台風や洪水に対して、市民の心構えもありま

すが、桜島大噴火による心構えは低いです。 

 桜島の大噴火は、風向きにより、全く災害状

況は違ってまいります。長崎の雲仙普賢岳も火

砕流や降灰が降った後、雨による土石流が発生

し、被害を拡大しています。 

 先ほど課長も言われましたとおり、大正噴火

でも、垂水の河川では土石流が発生しています。

また、机上の空論ではありますが、風向きによ

って、いろんなシミュレーションを積み上げる

ことにより、災害を抑えられるよう、机上の空

論を積み上げてください。 

 次に、ＬＩＮＥアプリを利用した際、通報シ

ステムの周知についてですが、今度、新しく垂

水市にＬＩＮＥアプリができました。 

 この中に、市へ報告をするという項目があり

ます。昨日、梅木議員がいろんなところで草木

が多いとか言われていましたけれども、それら

の写真を撮って、市へ報告をする、草を除去し

てくださいという項目もあります。そういうの

が、まだ活用度合いが少ないと思います。 

 これからの災害、いろんなところで崖崩れが

あったときの情報を集めるためにも、各地域の

方が、このＬＩＮＥアプリを利用して、市へ報
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告をするということで、市役所にいながら、市

全体の災害状況が分かるというメリットもあり

ます。 

 そして、この始まったばかりのＬＩＮＥアプ

リを利用した通報システムの周知が、まだ少な

いかと思います。私もこの前初めて使ってみま

した。そしたら、使い方が途中で分からずに、

後で、二川課長から、ちょっと新原さん、使い

方を教えますので来てくださいと言って、使い

方を教わりました。 

 そういうことで、もっと市民の方にこのＬＩ

ＮＥアプリを利用した通報システムの浸透をさ

せるためにどうしたらいいのか、お聞かせくだ

さい。 

○企画政策課長（二川隆志）  ＬＩＮＥアプリ

を利用した通報システムの周知につきましてお

答えいたします。 

 ＬＩＮＥアプリの機能につきましては、令和

４年第２回定例会で、前田議員の御質問でもお

答えしたところでございます。 

 通報システムにつきましては、垂水市公式Ｌ

ＩＮＥにおきまして、その利用者が本市へ直接

メッセージを投稿することができる、サーベイ

機能のことでございます。 

 例えば、災害時の被災状況や道路・河川など

の危険箇所、有害鳥獣に関する被害状況などの

情報を、利用者が本市へ直接、画像や位置情報

を添付した上でメッセージ投稿できるものでご

ざいます。 

 この機能の活用効果といたしましては、広聴

機能の強化に加え、利用者と本市におきまして、

ＬＩＮＥ上でメッセージや画像を交換すること

が可能であり、そのデータは秘書広報係と対象

となる事案の所管課で受信できるように構築さ

れておりますことから、現場状況の確認及び対

応を迅速に実行できるようになることなどが考

えられるところでございます。 

 垂水市公式ＬＩＮＥの運用を開始した今年７

月１日以降、これまで海潟地区の農地における

有害鳥獣によるのり面崩壊被害に関する投稿が

１件あり、投稿日に所管課による現地調査を行

うなど、迅速な対応が実現したところでござい

ます。 

 利用者の方々への周知でございますが、広報

紙や垂水市公式サイトに掲載しているほか、Ｆ

Ｍたるみずでの案内、ＰＴＡ活動の中での案内

などを行ったところでございます。 

 引き続き、各媒体により広報を行いますとと

もに、随時、各コンテンツの動作確認等を行い、

機能改善を図ることで、利用者の方々がストレ

スなく使用できる環境の構築を目指してまいり

たいと考えております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  大変いいシステムですので、

市民の方に周知をすることは、いろんな情報を

集める結果となり、草木が生い茂っているとこ

ろも事故が少なくなったりすると思います。担

当者は仕事量が増えて大変だと思いますけれど

も、その辺りはよろしくお願いいたします。 

 消防は住民を全員避難させる際、地元に詳し

い消防団の力も必要になるでしょう。 

 次に、ドローン配備についてですが、現在、

垂水市は２台のドローンを所有していますが、

消防独自のものではありません。国としても、

熱海市土石流災害を踏まえた対応として、消防

防災力、地域防災の充実強化にドローンの活用

を消防へ求めています。 

 消防のドローンの訓練は、土砂災害現場での

二次災害防止の救出、救出活動の支援などいろ

いろあります。そのため、日々の訓練のために

も消防へのドローン配備を求めますが、いかが

お考えですか。 

○消防長（後迫浩一郎）  ドローン配備につき

ましてお答えいたします。 

 消防業務におけるドローンの活用につきまし

ては、林野火災の延焼範囲確認や、行方不明捜
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索等、多岐にわたると考えられます。 

 現在、ドローンが必要な事案が発生した場合

においては、企画政策課が保有しているドロー

ンを借用して対応することとしており、訓練を

実施しておりますが、現在のところドローンを

活用する事案は発生しておりません。 

 引き続き、事案発生時の活用に向け訓練を継

続するとともに、今後、活用した事例が複数出

てきた時点で、改めてその配備の必要性につい

て検討を行うこととしております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  国も消防学校における職員に

よる講習なんかも予定しているという話も聞い

ています。やはりドローンは、一つは消防に常

備させて、やはり一番訓練ができる体制のある

消防署ですので、ぜひ配備をお願いいたします。 

 次に、はしご自動車についてですけれども、

今、ＡＺホテル、マリオットホテル、５階、６

階のホテルが建設され、はしご車の必要がある

のではと、はしご車自体、出動頻度が低く金額

も高額なため、一定の圏域内において共同整

備・運用することができますが、はしご自動車

の必要性はいかがお考えですか。 

○消防長（後迫浩一郎）  はしご自動車の必要

性はにつきましてお答えいたします。 

 はしご自動車の配置につきましては、消防力

の基準により、高さ15メートル以上の中高層建

築物の数がおおむね10棟以上とされており、本

市におきましては、建設中のホテルを含め、７

棟の建築物となっており、基準を下回っている

ところでございます。 

 はしご自動車を配備するとなれば、高額な購

入費及び維持管理費、配備場所の確保、人員の

問題と様々な課題があります。 

 一方で、実際の建物を使用しての火災を想定

した消防戦術の検証も行っているところであり、

現在のところ、はしご自動車の配備は考えてお

りません。 

 なお、消防本部としましては、消防法に基づ

く防火対象物の立入検査を実施するとともに、

事業者につきましては、消防用設備等の点検、

定期的な避難訓練等も行っていただくことで、

火災予防に努めております。 

 以上でございます。 

○新原 勇議員  打合せの中でも、ホテルでも

し火災が起こったときシミュレーションもでき

ているのではしご車は要らないと言われ、日々

の訓練の高さに感銘して次の質問に入ります。 

 コロナ感染症で一番気をつけているのは、消

防職員だと思います。消防本部の感染対策はど

のようになっているのか、お聞かせください。 

○消防長（後迫浩一郎）  消防本部の感染対策

につきましてお答えいたします。 

 仮眠室、浴室等の個室化、トイレ、空調設備

等でございますが、仮眠室においては、５室13

床を有しており、８名の当直隊員が１室に集中

しないように分散して使用しております。また、

ベッドの間にパーティション等を設け、換気に

も努めるなど、感染予防を図っているところで

ございます。 

 浴室は一人で入浴を行い、入浴後はアルコー

ル等で消毒を行い、トイレについても、使用後

は、便器及び手指の消毒を徹底し、感染予防に

努めております。 

 空調設備等につきましては、各部屋、換気扇

及びクーラーが設置してある状況でございます。 

 また、感染症患者の救急搬送については、搬

送先医療機関内で救急車内の消毒及び医療廃棄

物の処理を行っていただいており、帰署後に再

度消毒を実施しているところでございます。 

 このほか、庁舎内及び車両については、オゾ

ン発生装置、オゾン水発生装置を活用して、ウ

イルスの不活性化を図り、職場からの感染者を

出さないように感染対策を徹底しているところ

でございます。 

 以上でございます。 
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○新原 勇議員  ありがとうございます。やは

り消防の感染対策はすごいと思います。 

 国も常備消防の充実強化に向けて、消防本部

の感染症対策に、令和３年８月から緊急防災・

減災事業債が充当率100％、交付税措置70％、

令和７年度までの時限措置を図っています。 

 女性消防士も１名配属をされました。これか

ら１名となく、多分２名、３名となることでし

ょう。しかし、この女性消防士の仮眠室を造る

場所がないと思います。そして、もし造るとし

ても、現在、第１消防団が今、間借りをしてい

る詰所しか場所がないので、交付税措置のある

うちに仮眠室を造り、池山議員の昨日の回答で

も第１分団建設は検討中であるということです

が、並行して早急な第１分団の建設の要請をお

願いします。 

 次に、清掃センターへの道路の改善について

ですが、市民が清掃センターへの搬入を、一般

の方が、今、ワンボックスなどの乗用車で来ら

れ、狭い道を離合できなかったり、慣れない道

路なので、軽い接触事故があったりと聞いてお

ります。早急な改善対策をお願いします。 

 以上で質問を終わります。ありがとうござい

ます。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。 

 次は、10時30分から再開いたします。 

     午前10時21分休憩 

 

     午前10時30分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、14番、川畑三郎議員の質問を許可しま

す。 

   ［川畑三郎議員登壇］ 

○川畑三郎議員  迷走した大型で強い台風11号

の大きな被害もなく一安心でありましたが、台

風12号、そして今朝14号が発生し、接近しつつ

あります。台風シーズンであり、大雨での土砂

災害に警戒をしなければなりません。 

 農家の方々は特産のキヌサヤ、インゲン等、

秋野菜などの植え付け、稲刈り等の準備等で忙

しい時期であります。被害がなければいいので

すが。 

 先日通告しておりました案件について質問い

たします。 

 農業者人口が減少する中、規模拡大をする人

たちが垂水市にも多くおられるようであります。

高齢化により農業の縮小または農業を辞める

方々も今後多くなるのではないでしょうか。 

 農業振興費で荒廃地域再生事業補助金があり

ます。事業はどの程度利用されているのか、ま

た現状は。 

 新規就農者支援対策事業も今議会で補正額が

計上されております。現在の状況をお知らせく

ださい。 

 農地を集積し規模拡大するため、農地中間管

理機構と利用権設定を利用しておりますが、こ

の事業の現在の状況は。 

 中山間地域等直接支払制度は、生産条件が不

利な地域における農業生産活動を継続するため、

国及び地方自治体による支援を行う制度として

平成12年度から実施されております。集落等を

単位に農用地を維持管理していくための協定を

締結しております。状況をお知らせください。 

 維持班の事業内容については、昨日の梅木議

員の質問で了解いたしたいと思います。２回目

で一部聞いてみたいと思います。 

 水産業振興について。 

 水産においては現在徐々に売上げも増加し、

回復に向かっていると聞きます。水産業は本市

において重要な基幹産業であり、安定した経営

ができるという要支援が求められます。市とし

て両漁協と連携して支援対策に取り組んでいる

ようであります。これまで以上に売上げを増加

するため、新たな販路拡大などが必要です。販
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路拡大は漁価格、鮮度について相手方との商談

を重ねることが重要であります。継続して取り

組んでいただきたいと思います。 

 先般、漁協職員によりカンパチの新たな販路

として、これまでにない事業展開に向けて取り

組んでいると聞きました。新たな事業展開に関

係する支援事業として、補正予算に計上されて

おりますが、取組状況についてお知らせくださ

い。 

 旧なぎさ荘跡地について。 

 平成30年９月議会において、なぎさ荘の状況

について質問いたしました。 

 敷地内は雑草雑木が生い茂っており、協和地

区のシンボル的ホテルであったなぎさ荘は無残

な姿の現在であります。なぎさ荘の存在感は薄

れましたが、地域の皆さんをはじめとして、垂

水市民も残念な思いがあるのではないでしょう

か。垂水市としてどう考えておられるのかお尋

ねして、１回目の質問を終わります。 

○農林課長（森 秀和）  荒廃農地再生促進事

業の状況につきましてお答えいたします。 

 全国的な高齢化、人口減少が本格化する中で、

農業者の減少により農地が荒廃化することが懸

念されております。本市においても同様の課題

を抱えており、有害鳥獣のすみかとなる耕作放

棄による荒廃農地が増えている現状がございま

す。 

 このようなことから、荒廃農地を借り受ける

農家の負担を軽減するため、再生費用として10

アール当たり４万円を支給する荒廃農地再生促

進事業を展開して、荒廃農地の解消に取り組ん

でいるところでございます。 

 現在、担い手農家や法人を対象に農業委員会

と連携し促進しておりますが、この事業を活用

し若手の担い手農家が規模拡大を図っていると

ころでございます。 

 本年度は約5.8ヘクタールの荒廃農地を再生

する予定でございますが、このうち約2.9ヘク

タールの農地は、田神古川地区の農地再生とな

っております。 

 以上でございます。 

 次に、新規就農者支援事業の状況につきまし

てお答えいたします。 

 新規就農者の経営不安定な就農直後を支援す

ることで、農業に専念し、営農意欲の向上を図

り、次世代の担い手として農業への定着を図る

ため、平成24年に国の青年就農給付金事業が始

まって10年がたちます。高齢化や人手不足に悩

む地方の自治体では、新規就農者受入れのため

独自の支援策を創設しており、農業への転職は

支援の内容や条件を比較して、就農する地域を

選べる時代となってきております。 

 本市でも、国の新規就農者育成総合対策事業

の要件に該当しない方を対象に、28年度から市

の単独事業を創設して、新規就農者への支援を

行っているところでございます。 

 事業内容としましては、支援事業として生活

支援金を月額３万円の最長３年間、整備事業と

して農業機械等の購入費を最大100万円補助す

る事業でございます。 

 本年度においては、５月から９月にかけて新

たに３名の認定新規就農者の認定を行い、うち

２名が新規就農者支援対策事業を、１名が国の

新規就農者育成総合対策事業の経営開始資金を

活用する予定でございます。 

 次に、農地利用権の設定状況につきましてお

答えいたします。 

 まず、農地を貸し借りする場合、農地中間管

理事業の推進に関する法律によります農地中間

管理機構を通じて、貸し借りする方法と農業経

営基盤強化促進法によります農業委員会が審査

する農用地利用集積計画による利用権設定がご

ざいます。 

 令和元度年から令和３年度の過去３年間の実

績は、農地中間管理事業は令和元年度88筆７ヘ

クタール、令和２年度144筆12ヘクタール、令
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和３年度190筆17ヘクタール、３年間の合計は

422筆36ヘクタールとなっており、農業経営基

盤強化促進法による利用権設定は令和元年150

筆14ヘクタール、令和２年度333筆32ヘクター

ル、令和３度157筆13ヘクタール、３年間合計

は640筆59ヘクタールとなっております。 

 以上でございます。 

 次に、中山間地域直接支払交付金の状況につ

きましてお答えいたします。 

 中山間地域等直接支払制度は、農業の生産条

件が不利な地域における農業生産活動を継続す

るため、国及び地方自治体による支援を行う制

度として創設され、平成12年度から実施されて

おります。 

 なお、平成27年度からは農業の有する多面的

機能の発揮の促進に関する法律に基づいた安定

的な措置として実施されております。 

 本市では、農業生産条件の不利な中山間地域

等において、集落等を単位に農用地を維持管理

していくための協定を締結しております。それ

に従って農業生産活動を行う場合、面積に応じ

て交付金を支払う制度でございます。 

 財源は国が費用の半分を負担し、残りを県と

市が半分ずつ負担しております。 

 現在、令和２年度から令和６年度までの５年

間を５期対策として、田神、本城、大野、市木、

中俣、海潟、牛根麓、新城地区の８協定、田

135万8,088平方メートル、畑14万1,386平方

メートル、合計149万9,474平方メートルの農地

の維持管理を各協定で行っておられます。 

 平成27年度から令和元年度までの４期対策時

と比べますと、水之上の梅木ヶ谷地区が５期対

策への参加を断念し、田11万4,777平方メート

ル、畑９万6,128平方メートル、合計で21万905

平方メートルが減少しております。 

 理由としましては、計画期間が５年間であり、

高齢化や後継者がいないことなどにより、５年

間継続した農用地の維持管理ができないことが

主な理由となっております。 

 現在、８協定により農業生産活動が行われて

おり、この活動は洪水や土砂崩れを防ぎ、美し

い風景や生き物のすみかを守るといった効果を

もたらしますので、各協定と調整しながら継続

できればと考えております。 

 以上でございます。 

○水産商工観光課長（大山 昭）  販路拡大支

援事業につきましてお答えいたします。 

 垂水市漁協におきましては、ＪＡＬＵＸと新

たなカンパチの販路について取り組んでいると

ころでございます。 

 まず１つ目は、すしネタとしての販路であり、

総店舗数356店舗で宅配寿司業界日本一の「銀

のさら」において期間限定で販売するもので、

10月から12月の３か月間でありますが、120万

貫分の販売を予定しているところでございます。 

 加工につきましては、垂水市漁協の加工場で

ロインに加工したものを冷凍の状態で出荷後、

ＪＡＬＵＸの関連業者の加工場においてすしネ

タ用にスライス加工し、銀のさらに納品するこ

とになります。 

 ２つ目は、カンパチを三枚おろしにし、フ

ィーレに加工する段階において不要となる中骨

につきましては、数年前までは廃棄料を支払い

廃棄処分としておりましたが、現在は肥料会社

へ安価で買い取ってもらい、肥料の原料として

いるところでございます。 

 その不要となっておりました中骨から身を抽

出し、新たな商品を開発するものであり、抽出

する専用の機械につきましては、サーモンの中

骨から身を抽出する機械として世界に十数台し

かなく、現在国内外の加工場等で稼働している

ものでございます。 

 今回、ＪＡＬＵＸとその機械を所有している

事業者に協力をいただき、デモ機を垂水市漁協

の加工場に設置し商品開発に取り組むものであ

り、フードロス対策として、ＳＤＧｓの観点並
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びに海の桜勘としてのＰＲにもつながりますこ

とから、今後の展開に期待が持てるものでござ

います。 

 以上でございます。 

○企画政策課長（二川隆志）  旧なぎさ荘跡地

につきましてお答えいたします。 

 なぎさ荘は、協和小中学校敷地に南九州観光

開発株式会社が昭和40年に開業されたものであ

り、当時、海潟地区の中心的な施設であったと

伺っております。 

 その後、平成８年になぎさ荘は閉鎖され現在

に至っておりますが、その間、数回、土地の有

効活用に関する話があったと伺っております。 

 平成26年12月には、レジャー事業の総合開発

や閉鎖した施設の再生に取り組んでおられる県

外の企業によります現地視察が行われましたが、

具体的な話には進展しなかったところでござい

ます。 

 そのほか、所有者側へ直接打診された案件も

あったとお聞きしておりますが、こちらについ

ても進展はなかったようでございます。 

 今年６月には、水産関係の企業により事業用

地取得について市に相談があり、その際、お示

しした複数の候補地の一つに、旧なぎさ荘跡地

も挙げられておりましたが、具体的な話には進

展しなかったところでございます。 

 なぎさ荘の活用に関する地域住民の方々の取

組といたしましては、平成26年度に策定され、

令和元年度に改訂版が策定されました協和地区

の振興計画におきまして、地域の目指す将来像

である、こうありたい姿として、なぎさ荘周辺

から海の見える協和にしたいと示されており、

そのために地域ボランティアでの周囲の清掃活

動に取り組むと掲げられてございます。 

 このような地域住民の方々の取組もあります

ことから、今後も引き続き土地の有効活用が図

れるよう企業誘致などの情報収集に努めるとと

もに、地域住民との方々と協力して景観や周辺

環境の保全に努めてまいりたいと考えていると

ころでございます。 

 以上でございます。 

○川畑三郎議員  それでは、２回目の質問に入

ります。一問一答方式でお願いします。 

 農政についてですけれども、まとめてみます

と、課長、詳しく説明していただきましてあり

がとうございました。農業する人でなければ分

からないことではなかったのかなあとは思いま

すけれども。 

 それでは、順を追って質問いたします。 

 まず、垂水市荒廃農地再生促進事業について

であります。 

 今度、田神の古川地区においてこの事業を促

進するということのようですけれども、これの

内容について説明をお願いいたします。 

○農林課長（森 秀和）  古川地区の事業内容

につきましてお答えいたします。 

 ６月議会の篠原議員の質問に対し、荒廃化が

進みつつある山田水産北側の約2.9ヘクタール

の水田を再生し、飼料用米を作付する計画があ

り、地権者の意向調査中であると御説明してお

ります。 

 その後、説明会や個別巡回などにより、事業

趣旨を丁寧に説明し、約2.8ヘクタールの地権

者から賛同を頂き、農地中間管理権での農地貸

借の準備を行っているところでございます。 

 本議会に上程している一般会計補正予算を可

決いただければ、その後、農地中間管理権での

手続を開始し、手続が完了し次第、農地を再生

してまいります。 

 この山田水産北側での農地再生がモデルとな

り、飼料増産や耕作放棄地の解消につながれば

と期待しております。 

 以上でございます。 

○川畑三郎議員  今、この古川地区においては、

皆さんも御承知のとおり、荒廃地で、面積も小

さいところもあるんでしょうけれども、それぞ
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れの境界も分からないのではないかというよう

な状況であります。 

 これに今回取りかかるということで予算化さ

れているということでありますので、モデルと

なるような事業を進めていってもらいたいと思

います。 

 この事業は、農業者のためには、荒廃農地を

再生するということで、あちこちで皆さんも利

用されているようですけれども、農業を守るた

めにもうまくこれを利用して、頑張っていただ

きたいと、お願いいたしたいと思います。 

 次に、新規就農者支援対策事業の補助金であ

りますけれども、今の説明の中で、補正の中で

３名の皆さんがまた該当しているということで、

国の補助金の対象が１名、市の単独の分が２名

というようなことであるようですけれども、こ

の方々の活動状況というのは、どんな作物とか、

分かったら教えてください。 

○農林課長（森 秀和）  認定新規就農者の営

農類型につきましてお答えいたします。 

 １人目が20代、肉用牛で、現在の飼養頭数は

生産牛２頭を飼養されておりますが、５年後は

生産牛飼養頭数10頭を目標としております。 

 ２人目が30代、露地野菜、カボチャで現在の

経営面積は１ヘクタールとなっておりますが、

５年後は経営面積３ヘクタールを目指しておら

れます。 

 以上２名が、市単独の支援事業を活用されま

す。 

 続きまして、３人目は国の支援事業者となり

ますが、40代、果樹、ブドウで、現在の就農実

績はございませんが、５年後は経営面積28アー

ルを目指しておられます。 

 以上でございます。 

○川畑三郎議員  この事業は始まってから、最

初は多くの青年の方々が利用されたわけですけ

れども、最近になってちょっと声を聞かなくな

ったわけですけれども、今回、新しくまた３名

の方々がこれを利用しながら農業を進めるとい

うことで、これはまた大変いいことだと思いま

すよね。だから、お金だけではなくて農業を意

欲的に若い人がやりたいということであります

ので、うまくこのお金を利用して農業をすると

いうことでありますので、やっぱり農林課のほ

うでも支援していただかないと、なかなか先に

進まない面もあると思いますので、ここら辺も、

この該当する青年の方々と協力しながら前向き

に進めていってもらいたいということお願いし

たいと思います。 

 次に、農地中間管理事業と利用権設定の状況

ですけれども、今、課長が結果を報告されまし

た。 

 たくさんの利用権設定もできたし、中間管理

事業も進んではいると思うんですけれども、最

初、利用権設定が先行して進んできたわけです

けれども、最近は中間管理事業に重きをなして

いるというような状況があるようですけれども。

これはもう、今のところは両方でいっているん

ですけれども、一つの方法に今後は検討すべき

ではないかという声もあったりするんですけれ

ども、これはどうなるのか。そういう状況と、

積極的にこの事業の推進が一番大事なことです

ので、規模拡大のためにも進めていってもらい

たいと思うんですけども、この内容をもう少し

詳しくお願いいたします。 

○農林課長（森 秀和）  中間管理機構の積極

的な活用につきましてお答えいたします。 

 垂水市内の大規模に耕作している農家や農業

法人は申請書類の手続を中間管理機構の推進員

が支援したり、農地の貸借料のやり取りを直接

行わなくてもいいことから、積極的に中間管理

機構を活用しております。 

 また、利用権設定の終期を迎える案内通知に、

中間管理機構のチラシを同封し、利用権設定か

ら中間管理機構への移行推進を積極的に行って

いるところでございます。 
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 以上でございます。 

○川畑三郎議員  ありがとうございます。 

 この事業を、今のこの事業の中で若い青年が

農地を求めるということで、海潟のほうでもそ

ういう人がいらっしゃいまして、地域の農業委

員の方、そして私も元農業委員でしたので、協

力しながら利用権設定を、この頃は利用権設定

を進めているわけですけれども、一生懸命やり

たいというようなことのようです。 

 さっき新規就農資金の関係でカボチャを作り

たいという、その１名ではないかと思うんです

けれども、意欲的に頑張っていらっしゃいます

ので、これも支援して、産業課と支援しながら

やっていきたいと、やっていただければと思い

ます。 

 この事業を進める中で、私が思うのは、地域

の農業委員の方も一生懸命頑張って利用権設定

を成立させるように各家庭を回っていらっしゃ

います。本当、ありがたいなと思うんですけれ

ども。 

 そしてまた、農業委員会のこの担当の職員、

この人たちも一生懸命書類を作っていただいて、

後押しをしているということで、大変、私も脇

から見ていて頑張っているなあと、これはやっ

ぱり課長がいるからこそ、局長がいるからこそ、

そういう後押しがあるのかなと思ったりします

ので、ひとつ課長、また事務局長としてもこの

利用権設定、中間管理事業の事業に力を注いで

いっていただければと思います。 

 次に、中山間地域等支払交付金の状況、さっ

き聞きました。 

 これは、５年間を契機として進められてきて

いるわけですけれども、５年間の間に設定して

も、高齢化してきてできなくなる人が結構出て

くるんですよね。５年間といったら相当長い期

間ですので、そこら辺のこともいろいろ考えな

がら先に進んでいると思うんですけれども、途

中で挫折する方もいらっしゃるかとは思います

けれども、これも地域のその集落の方々と協力

して、なるべく荒廃地がないように農用地を守

るということでも、これもやっぱり農林課とし

ても積極的に後押しをしていただきたいなと考

えるということで、これは要望としていきたい

と思います。 

 維持班については、昨日、梅木議員のほうで

質問されて、了解いたしました。今年から３名

の方が来ていただいて、土木課と一緒になって

やっているということですけれども、今のとこ

ろ３名ですので、やっぱり重機もまた必要かな

ということもまた考えますよね。もう手ででき

ないところは小型でもそこを利用すると。土木

関係のやつを利用させていただいているんです

けれども、なかなか人が集まらないということ

も聞いていますけれども、こういう環境整備班

があるということは大変いいことですので、今

年初めて設置されたわけですけれども、今後も

定着するように頑張っていただきたいなという

ことを、これはお願いしていきたいと思います。 

 次に、水産のほうに行きたいと思います。 

 課長も水産のほうには一生懸命頑張っている

ようで、いつも、私も漁協に行けば、ちょこち

ょこ課長も担当の方と漁協にいらっしゃって協

議をされているようで、漁協に対しては一生懸

命頑張っているなあと私は思っているところで

す。 

 今の説明の中で、新たな販路としてすしネタ

での活用はよいほうだと私も思います。 

 これからは、フィーレでの販売だけではなく

新たに加工することにより付加価値をつけ販売

することが必要であり、消費者が求めているも

のだと思われます。 

 課長の答弁の中で、３か月間で120万貫分の

すしネタとのことでしたが、これが匹数では何

匹分になるのか、そしてまた今後も継続するの

かお聞かせいただきたいと思います。 

 また、現在肥料の原料としている中骨から身
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を抽出し商品ができれば、画期的なものである

と僕はあると思います。どのようにして身を抽

出するのか、どのような商品を開発しようと計

画されているのかお聞かせください。 

○水産商工観光課長（大山 昭）  新たな事業

内容につきましてお答えいたします。 

 まず、すしネタにつきましては、１貫が12グ

ラムとなっておりますので、120万貫で約14ト

ン、7,000匹分の取引となる見込みでございま

す。 

 今後の状況につきましては、大手業者であり

ますことから、今回は期間限定商品として販売

することとし、期間の中でどれぐらいニーズが

あるか把握した上で、今後、定番商品に向けた

検討がなされる予定となっております。 

 次に、中骨からの身の抽出につきましては、

一次加工としまして、加工場において生の状態

の中骨を専用の機械に入れて身と不必要な骨と

を分離し、生のミンチ状態とし、その後凍結す

ることとなります。 

 凍結後、二次加工工場に搬送し、海の桜勘の

メンチカツやふりかけなどの商品開発を行う計

画となっております。 

 その後、販売先となる販路が必要となります

ことから、ＰＲ代並びに販促資材等の事業費と

して補正予算に計上しているところでございま

す。 

 これまで肥料の原材料として安価で業者に買

い取ってもらっていたものを新たに商品の原材

料とすることができれば、経営的な面から見て

も大きな期待が持てるものだと思われますこと

から、関係企業並びに漁協と連携し、取り組ん

でいきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  私のほうでも少しフォ

ローさせてください。 

 今、担当課長が申し上げたような現状でござ

います。 

 全体的には、議員御承知のとおり、６次産業

化、観光振興という大きな政策の中で、観光に

関しては２つの道の駅、猿ヶ城、３つの拠点を

周遊する形で交流人口を増やして経済効果につ

なげるんだと。一方の６次産業化に関しては水

産業から始めるということで、垂水、牛根両漁

協、国内の２割をこの垂水市で生産をしている

ということでございます。 

 取っかかりは牛根から始めました。10年前に

アメリカのほうに渡りまして、海外輸出という

ことで強化いたしまして、グローバルオーシャ

ンという会社が立地をして10年になりますけれ

ども、海外も含めてもう300億企業ということ

で、国内トップクラスの企業に成長していただ

きました。 

 垂水漁協さんの場合も、カンパチ生産量日本

一ということでございましたが、就任当時はい

ろいろ、借換資金とかいろいろ財源の問題がご

ざいまして、大変厳しい状況がございましたけ

れども、何とかそのことを改善をしながら、先

ほど話がありました、今、非常に好調、ニーズ

があるということでございます。 

 先ほど銀のさらとか中骨の話が出ましたけれ

ども、ざっくり申し上げますと、キロ1,000円

としたときに、３キロのカンパチで１尾3,000

円で取引をしているという理論が成り立つわけ

ですけれども、そのうちの、実際に商品として

使うのは６割程度なんですね。残りの４割、中

骨、それにくっついている身あるいは血液、骨

というのは廃棄をしているという現状がありま

すから、この４割を生かそうというのが基本的

な考え方です。 

 中骨のその分離機が特殊な機械を、御縁があ

りまして、ＪＡＬＵＸさんのつてで来ていただ

きまして、そのことの実験も行いました。 

 そういう形で、本格的に稼働をしますと、今

まで本当に二束三文程度で買ってもらっていた

ものを、６次化の商品として、例えば、そこを
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利用した形でつけあげを作るとかいろいろ広が

ります。 

 さらには、その廃棄している血液とか骨に関

しても、先ほど担当課長が申し上げたようなふ

りかけとか、場合によっては体にいいと言われ

ますから、サプリメント開発も含めて、非常に

市場が広がっているところでございます。 

 現在、昨日も申し上げましたけど、ＰｗＣと

いう、東京本社の１万人規模の社員の皆さんが

来ておられて、実際に昨日も桜勘食堂で食べて、

こんなおいしいカンパチは初めて食べたという

ことで、ふるさと納税も含めて焼酎とセットで

１万人の社員が順次垂水に来ていただきながら、

そのことを展開しようという可能性もございま

す。 

 また、私のところには個人的にもほかの大手

業者の皆さんが、何十トン単位でカンパチ、ブ

リの取引をしたいという話も既に来ております。

ただ、なかなか生産量日本一とはいってもキャ

パに限界がありますので、そこは単価高く、ど

うやって相手を選びながら売っていくのかと、

やっとこういう状況まで来ました。 

 海外も含めて特に引く手あまたでございます

から、しっかりとこれまで同様、業界を支えな

がら６次化を進めていくことによって、明るい

未来につながるというふうに思っております。 

○川畑三郎議員  水産業のほうについては、市

長も、垂水市漁協、牛根漁協について、一生懸

命支援をされていると私は思います。ありがた

いことであります。 

 コロナ禍の中で水産業も大きな不振が続いて

おりましたけれども、最近は価格も上がりまし

て、大分高値で販売されているようですけれど

も、今度心配するのは、今はいい値段でやって

るけど、それが値段が崩れたときがどうかと、

組合としてもそんなことを心配している状況で

もあります。 

 今の状況が続けばいいんですけれども、いろ

んな支援を今回も一部予算化をしてするという

ことであります。本当にありがたいことだと思

いますので、今後とも両漁協を支援していただ

いて、垂水の基幹産業であるこの水産業を盛り

上げていっていただきたいということを私は、

これは本当に要望したいと思います。よろしく

お願いします。 

 では、次に行きます。 

 なぎさ荘の跡地についてですけれども、私は

30年の９月でしたか。その前も１回、状況はど

うかとしていた中で、まだまだずっと荒地でほ

ったらかしになっている状況であります。 

 これは、企業が所有する敷地であることから、

土地の有効活用について進展させることはなか

なか難しいこととは思いますが、海潟地区の活

性化のためにも、市長は企業のトップの方々と

お会いされる際には、土地の活用について積極

的に今後も活動していただきたいと思います。 

 これまでも数回お会いしていただいていると

思いますけれども、市長のなぎさ荘に対する気

持ちをお聞かせください。 

○市長（尾脇雅弥）  現状に関しては、先ほど

企画課長が答弁したような状況でございますが、

以前も御質問いただいて、その後も何かと交渉

はさせていただいております。 

 なぎさ荘自体は、以前お話ししましたけれど

も、私の父も勤めておりまして、時々行ってお

りましたから、私自身も非常に思い入れがある

場所で、海水浴でありますとかいろんな夏祭り

とか、そこがある意味、垂水の拠点でもあった

というふうに認識をしております。 

 天皇陛下も来られたことがございますので、

そういう意味では、現状を見ると、先ほど議員

おっしゃったような形で、何とかしてほしいと

いうのは当然のことでございます。 

 以前も申し上げましたけれども、これまで所

有しておられるいわさきグループさんとの兼ね

合いで、過去のフェリーの土地交渉の関係で若
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干裁判沙汰になった経緯もございましてなかな

か進展が難しいと。管理は草刈りとかそれも難

しい状況が続いておりましたけれども、近年は

私も観光連盟の県の理事の一人に就任をさせて

いただいて、岩崎会長副会長でございますので、

その中で今後の観光振興ということでお話しを

させていただく機会があります。 

 その中でも、その問題に関してもまたよりよ

い交渉をさせていただきたいというお話もさせ

ていただいております。幾つか民間で手を挙げ

られて、購入を検討していただいているケース

もあったんですけれども、なかなか契約という

ところまではいかない状況が現状でございます。 

 先ほど申し上げました、垂水漁協とリンクし

てのエリアでもございますので、いろんな意味

で可能性のある場所であると思いますし、現状

のままでいいとは思っておりませんので、今後

しっかりと、先ほどのいろんな整備も進めなが

ら、また皆様方と御相談をしながら、また対象

者ともいろいろお話をしながら、よりよい解決

策を進めていきたいというふうに思っておりま

す。 

 以上でございます。 

○川畑三郎議員  市長が今お話をされましたと

おり、前回もでしたけれども、我々が若い時代

はお父さんもなぎさ荘に勤めていらっしゃった

と、私も記憶しております。その後、市会議員

に上がってこられたわけですけれども、なぎさ

荘は市長としても思いのあるホテルではないか

と、跡地ではないかと思います。 

 協和小学校、中学校の跡地であります。桜島

を仰いで、眼前に錦江湾、そういうところに、

景観のいい、一番いい場所に学校があったわけ

ですけれども、それを岩崎さんがホテルとして

買収されたということで、買収されてなぎさ荘

自体は大型バスが来たりして、結構にぎやかな

地域でもありました。本当に地域のシンボル的

ななぎさ荘だったわけですけれども、今の状況

を見ますと本当に残念でなりません。 

 私も地域の住民として、あのなぎさ荘をどう

にかしなければならないとは思っていますけれ

ども、何せ我々一人ではできないので、やっぱ

り地権者がいらっしゃいますので、今後、いろ

んな話があったら積極的にやっていただきたい

と思います。 

 あそこを、思い返してみますと、できた当時

は、地域の人たちといろいろ連携を取っていま

した。我々も青年時代はよく相撲も取ってあち

こち回ったんですけれども、あのなぎさ荘の敷

地で青年団の皆さんが土俵を作って、そこで青

年団の、豊年相撲というんですか、それをした

思いもあります。 

 その当時場所がなくて、そういうこともした

し、教育長、協和中学校の校庭にも我々の時代

に土俵を作って、そこでも相撲を取ったことが

あります。そういう時代はそれができたんです

よね。 

 だから、なぎさ荘もひとつそういうことがあ

って、地域の人とも連携できたあのなぎさ荘を、

もう一度、何かでよみがえらせたらどうかなあ

と思いますので、今後とも、市長のほうも、執

行部のほうも力を注いでいただきたいというこ

とをお願いして、私の質問を終わります。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。 

 次は、11時25分から再開いたします。 

     午前11時15分休憩 

 

     午前11時25分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、13番、篠原 則議員の質問を許可しま

す。 

   ［篠原 則議員登壇］ 

○篠原 則議員  皆さん、お疲れさまです。市

長におかれましては、ＦＭ放送の割り込み放送、
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そしてまた選挙運動、お疲れさまでございます。

（笑声）１番忘れてはならんのが契約保証金の

不明金、どう今後なさるのか、そのまま放って

おくのか、方向性をつけていただきたいとお願

いいたしまして、質問に移ります。 

 それでは、錦江湾横断道路、大隅横断道路に

ついてお聞きいたします。要望の経緯や取組状

況につきましては、昨日池山議員が質問されま

したので、私は将来両道路が整備された際に、

垂水市にどのような影響があるのかという視点

でお聞きしたいと思います。 

 両道路を同時に開通するということはないに

しても、先に整備構想路線とされました錦江湾

横断道路が整備されましたとしまして、県と鹿

児島市、並びに薩摩半島の各都市へのアクセス、

利便性が乗り換えなしとなり、格段に向上する

わけでございますが、そうなった場合、大都市

への周辺自治体でインフラ整備による利便性の

向上でよく見られるストロー現象による人口流

出が垂水市においても想定されるのではないか。

また、利便性の向上に伴って、鹿児島をはじめ、

周辺自治体へ行くため単なる通過点になってし

まうのではないかと、多少不安を覚えるところ

でございます。 

 そういった人口流出の懸念への対策は、イン

フラ整備された後に対応をしていくのではなく、

現代のように構想段階や要望活動を行っている

段階においても行動を始めなければならないと

思いますが、お考えがあればお聞かせいただき

たいと思います。 

 次に、特別国民体育大会について質問させて

いただきます。 

 令和２年に開催予定でありました第75回国民

体育大会燃ゆる感動かごしま国体は新型コロナ

ウイルス感染症の影響により、来年令和５年度

に延期されました。それまで国体推進課は令和

２年度の開催へ向け、着々と準備をされていた

と思います。令和２年の垂水実行委員会の予算

額は7,700万円程度だったと聞いておりました

が、来年の特別国民体育大会は延期から３年が

経過しております。その間、世間の情勢の変化

や原油高騰による物価の上昇など、３年前とは

状況が変わってきております。 

 そこで、大会の開催経費について、延期され

た第75回国民体育大会と来年の特別国民大会と

の違い、また、どれぐらいの予算になるのかお

聞かせいただきたいと思います。 

 次に、農政についてお尋ねいたします。 

 近頃の報道で肥料高、物価高という報道をよ

く耳にしたり目にしたりするわけですけれども。

ロシアによるウクライナ侵攻や円安の影響で

様々な業種で影響があるようでございます。農

業では生産コストに占める割合の大きい燃油や

ビニール等の資材、肥料配合飼料の価格が高騰

しており、農業の全ての経営において大きな影

響が見られます。 

 さらに上昇した生産コストを販売価格に添加

することが難しい状況にあることから、生産者

の経営をより一層圧迫しているものと考えてお

ります。 

 また、化学肥料や配合肥料などの多くを輸入

に頼っている現状を踏まえますと、不透明感が

強くなっております。 

 このような状況を緊急的かつ機能的に対処し

ていくための地方創生臨時交付金を活用し、農

薬費、肥料費、マルチ代、ハウス用ビニール代、

肥料用燃料費の購入費の一部を支援する農林業

物価等高騰対策事業について、諸般報告でもあ

りましたが、明日が申請期限となっているよう

でございますが、申請状況をお聞かせください。 

 これで１回目の質問を終わります。 

○企画政策課長（二川隆志）  錦江湾横断道路

と大隅横断道路につきましてお答えいたします。 

 昨日、池山議員への質問でも市長がお答えさ

せていただきましたとおり、桜島と鹿児島を結

ぶ錦江湾横断道路は交通の利便性の向上や生活
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圏の拡大、観光資源としての活用など大隅をは

じめとする九州南部地域の産業、経済、文化の

発展に寄与するとともに、近年、激甚化傾向に

ある自然災害への対応や救急医療体制の確保な

ど、防災、医療の観点からも有効でございます。 

 また、大隅横断道路につきましても、東九州

自動車道などとの連結により、大隅半島の各拠

点を結ぶ幹線道路ネットワークを形成し、県都

鹿児島市と志布志港を起点とする物流の促進、

交通の利便性の向上や生活圏の拡大が期待でき

ることに加え、新たな観光ルートの確立や交流

が期待され、津波などの災害時における交通網

のリスク分散を図ることが可能となり、併せて

経済活動の維持が図られるものと考えていると

ころでございます。 

 このようなことから、錦江湾横断道路及び大

隅横断道路の早期実現は本市の皆様だけではな

く、大隅地域全体の活性化につながる取組であ

ると考えており、御承知のとおり、様々な要望

活動が展開されているところでございます。錦

江湾横断道路や大隅横断道路の実現により、大

隅半島と薩摩半島の各拠点を結ぶ幹線道路ネッ

トワークが確立され交通の利便性が向上します

ことから大隅一円への円滑な物流などの経済活

動の活性化が図られ、大隅全域の発展につなが

るものと期待されているところです。 

 人口動態の現状を申しますと、皆様も御承知

のとおり、13年連続で全国の人口が減少してい

るところであり、総務省が今年８月に発表した

住民基本台帳に基づく人口動態調査によると、

東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県のいわゆる

東京圏におきましても初の人口減となっており、

厚生労働省が今年６月に発表した2021年人口動

態統計では、出生数は過去最少の81万1,604人

となっているところでございます。 

 このように、人口減少社会は日本全体におい

て避けることのできない課題となっていること

から、６月議会でもお答えさせていただきまし

たとおり、その取組として内閣府が令和２年に

策定した第２期まち・ひと・しごと創生総合戦

略を踏まえた第２期垂水市まち・ひと・しごと

創生総合戦略を令和２年に策定し、今年３月に

改訂したところでございます。同戦略におきま

しては、人口減少を和らげるために４つの基本

目標を定め、それぞれの基本目標の個別項目に

掲げられている各事業を実施しているところで

ございます。 

 これからも垂水市まち・ひと・しごと創生総

合戦略の取組を基本に、妊娠期から子育て期ま

で切れ目のない支援を実現することで結婚、出

産、子育ての希望をかなえ、生活面の充実を図

るとともに、文化や歴史、町並み等を活かした

暮らしやすさを追求し、また様々な関係団体と

の連携体制を確立し、地域の魅力を育み、人が

集う地域の構築に取り組むことで人口減少を和

らげるとともに、人口減少社会に適用した活力

ある垂水市の実現を目指してまいりたいと考え

ているところでございます。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  私のほうでも補足をさせ

ていただきたいと思います。 

 まず、錦江湾横断道路を取り上げていただい

たことに感謝を申し上げたいと思います。昨日

の池山議員のところで現状についてはおおむね

お話をいたしました。非常に大事なテーマだと

思いますが、単独市だけでは難しい部分があり

ますので、いろんな方々と連携しながら進めて

いかなければいけないというふうに思います。

篠原議員が懸念をされておられるストロー現象、

あるいはまちづくりをしっかりやるべきではな

いかと。おっしゃるとおりでございます。我々

もそのことを踏まえて、この問題というのは前

宮迫市長が特に力を入れておられたことでござ

いまして、私も当時市議会議員に就任をさせて

いただいたときに、当時の池田議員と共に経済

同友クラブにも加盟して、東京辺りに陳情した
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りいろんな形で署名活動も含めて参加をさせて

いただきましたので、誰より理解をしているつ

もりでございます。 

 その中で、篠原議員がおっしゃるストロー現

象のこともありますし、まちづくりをしっかり

するべきではないかという視点に立って、10年

前から３つの拠点整備でありますとか、そうな

らないためのものを準備をしているつもりでご

ざいます。 

 ストロー現象も気にはなるところなんですけ

れども、仮に今１万4,000人垂水市民の10％が

いなくなったとして、1,400人。鹿児島の60万

市民の10％が来たとして6,000人。そう理屈上

簡単にはいかないんですけれども、いろんな

データから橋の近くの30分あれば１時間圏内と

いうのは人口が増えるというデータが明らかに

出ております。そのことも踏まえて、これまで

地元の森山先生をはじめ、国交省ＯＢの佐藤信

秋参議院議員、あるいは国交省の幹部の皆さん

といろんな調整打合せをしながらこの方向性、

ビーバイシーも1.5から2.0ということで有効性

も十分にあると。経済性、利便性もありますけ

れども、何より私が申し上げているのは１年間

で300台の救急車が今でも大隅半島から鹿児島

に行って、そこの間で亡くなる命もあるんだと

いうことがございますので。そのことを踏まえ

て、しっかりと今、御指摘いただいたことを気

をつけながら、前に進めていきたいというふう

に思いますのでよろしくお願い申し上げます。 

○国体推進課長（米田昭嗣）  御質問にござい

ます延期された第75回燃える感動かごしま国体

と来年開催される特別国民体育大会の予算の違

い、予算規模につきましてお答えいたします。 

 新型コロナウイルス感染症の影響で延期され

ました第75回燃ゆる感動かごしま国体開催に係

る令和２年度垂水市実行委員会の予算につきま

しては、議員のおっしゃるとおり7,790万2,000

円でございました。第75回国民体育大会、燃ゆ

る感動かごしま国体と来年開催される特別国民

体育大会の予算の違いにつきましては、議員御

指摘のとおり、予算を編成してから３年が経過

しており、国内外の情勢の変化や原油価格高騰

による物価の上昇に加え、新型コロナウイルス

感染症対策経費が必要となることから、その対

応につきましては増額を見込んでおります。 

 一方で、令和４年３月に垂水中央運動公園体

育館に空調設備を設置したことで、令和２年度

予算で大きな割合を占めておりました。会場の

仮設空調機の据付と撤去の委託費が不要となっ

たことから、全体的には令和２年度垂水市実行

委員会予算の7,790万2,000円は下回ると考えて

おります。 

 来年度の予算編成につきましては、今後の作

業となり、基本ベースは延期となった第75回燃

ゆる感動かごしま国体実行委員会の金額が基礎

になります。具体的な内容、予算脚につきまし

ては、適切な時期に、議員の皆様に御審議いた

だくことになると思います。その際は分かりや

すく丁寧な説明に努めたいと考えております。 

 以上でございます。 

○農林課長（森 秀和）  農林業物価等高騰対

策事業の申請状況につきましてお答えいたしま

す。 

 この事業は６月議会で承認いただき、７月１

日より申請受付を開始しておりますが、明日が

申請期限となっております。今月13日現在の状

況でございますが、139事業者から申請があり

申請額は2,530万円となっております。なお、

93事業者1,454万円を資材等の購入費用として、

補助金の交付を完了しております。 

 以上でございます。 

○篠原 則議員  それでは、錦江湾横断道路、

大隅横断道路の２回目をお尋ねいたします。 

 先ほど、課長、並びに市長より御答弁をいた

だきましたけれども、確認のためにもう１回、

２回目の質問をさせていただきたいと思います。
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やはり大切なことは、単に要望だけを行うので

はなく、そのことが達成されることで市民生活

にどういった影響を及ぼすのか、垂水市にどう

いう影響を及ぼすのか、そのための対策はいつ

どうやって行うのか、なるべく早くこの行動に

移していただきたいと思います。 

 市長は常々、経済、安心、未来への３つの挑

戦を挙げておられますが、錦江湾横断道路、大

隅横断道路の整備を踏まえた今後のまちづくり

ついてお考えがあればお聞かせいただきたいと

思います。 

○市長（尾脇雅弥）  先ほど、担当課長もお話

をしましたけれども、日本全体が人口減少社会

でございまして、2040年までに鹿児島県下で30

万人の人が減るという状況がございます。何も

しなければこのままそういう方向になっていく

んだろうと思います。どこの市町の首長さんも

それぞれの町をよくしようと思って、いろんな

政策は打っていくわけですけれども、国として

やっぱり減っていくということが１つございま

すので。人口が減るということは、パイの縮小、

経済の縮小とか学校が小さくなるとか、いろん

な意味で影響がありますから、そのものを大き

く変えていくという中の方法として、錦江湾横

断道路、大隅横断道路、そのことは皆さん、御

理解をいただいていると思います。ただ、実現

をするに際しては順番があり、いろいろ方法が

ございますので、東九州自動車道はおおむね全

体完成が９割以上完成しているという現状があ

りますが、約40年前から皆さんが声を上げて、

そのことが数年前から形になってくるというこ

とでございます。錦江湾横断道路も声を上げ始

めて今ちょうど半分くらいということで。昨日

もお話ししましたけれども、鹿児島県において

構想路線というところで、将来やるんだよとい

うところに位置付けていただいたというのは非

常に大きい。九州の中でもそのことを決めてい

ただいて、いよいよ、次、実施路線、やるんだ

よということを決めていただければ時間の問題

ということになりますので。どうしても鹿児島

県、地形上、桜島があり錦江湾があり、それぞ

れ魅力なんですけれども、どちらかと言うと薩

摩半島で勝負をしている、新幹線もそうですけ

ど。その効果というのは、大隅には波及してお

りません。しかしながら、大隅にこそ食とか観

光とか、薩摩半島にないもの、これを先ほど海

外輸出の話がありましたけど、アジアの成長と

リンクする形で持っていく。そのためにやっぱ

り繋いでいくと。高速ネットワーク体系の充実

ということが経済性、利便性、安心安全という

観点からも必要だと思います。そう簡単ではな

いですけれども、事業の財政的なスキームとか

いろんなものはある程度御指導をいただいてお

りますので。やっぱり世論形成が１番大事で、

おそらく１番恩恵を受けるのは垂水市だと思い

ますので、ここは一体となって、みんなで連携

をして、市民の皆さんがよくなるためのこの事

業に協力していくと。そのことが決まっていけ

ば、当然のこととしていろんな投資が生まれて、

ベッドタウン化とかいろんなものができると思

いますから。まずは、そのことを今、構想路線

に上がっておりますので、早く事業化して事業

を進めていくということが大事なことではない

かと思っております。 

○篠原 則議員  ありがとうございます。本当

こう実現したらすばらしいまちづくりができる

のではなかろうかと思いますけれども。 

 市長はたびたび県とか東京のほうに陳情に行

かれると思いますけれども。 

 そこで、私、幾分懸念しているのが鹿児島市、

鹿屋市でございますけれども。特に鹿児島市に

お願いされるとき、鹿児島市、鹿児島県は相当

の事業計画がなされていると思います。２つ、

３つ挙げてもスタジアムとか体育館とか、それ

から10号線のバイパスとか、それから臨港道路

とかそれから内陸部のトンネルもありますよね。
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そういういろんなこの事業が数多く鹿児島市、

鹿児島県は計画されておると思っております。 

 それを何で危惧するかと言いますのは、協力

はされると思いますけれども、よく役所は優先

順位を言いますよね。鹿児島県、鹿児島市、ま

たは鹿屋市の皆さんが役所の皆さんが、この錦

江湾横断道路、大隅横断道路をどれぐらいの優

先順位で行って現在位置付けているのか、ここ

ら辺はなかなか聞かないと分からないと思いま

すけれども。もし分かれば。 

○市長（尾脇雅弥）  おっしゃるとおりでござ

いまして、先ほど東九州自動車道が40年かかっ

て現在に至ると。錦江湾横断道路はスタートし

て半分くらいなんですが、具体的には先ほど申

しました、県としては構想路線として位置づけ

たということでございます。まずは、これが大

きいと思います。県におきましても、４市５町

の鹿屋市長が会長ですけれども、その中でもし

っかりと錦江湾横断道路の要請をしております

ので。また、鹿児島市におきましても、まあ少

しデリケートな部分がありますから詳細申し上

げませんけれども、前森市長、あるいは下鶴市

長、携帯電話もやり取りをしながら、その課題

に対してもやり取りをしております。二元代表

制の川越議長ともしっかりと連携できておりま

すから、その辺のところも進めながら懸案して

いる、例えばその財源の問題にしても、基本的

には先ほど申し上げましたビーバイシーが1.5

から2.0というところがポイントなんですね。

瀬戸内海の大きな３本の橋がありますけど、

ビーバイシーが0.3ぐらい、結局儲からない橋。

そこに橋が架かっているとなかなか経済的に難

しいという現状があります。1.5から2.0という

ことはめちゃめちゃ儲かるというトンネルなん

ですね。なぜかというと、世界で、日本で１番

人を運ぶのが桜島フェリーであり、２番目は垂

水フェリーというそのニーズがあるという背景

がございますので。そういったところも踏まえ

て、これ以上細かいところはもうそれぞれ行政

の皆さん方のお立場がありますから申し上げま

せんけれども、その辺のところのお話しをしな

がら、あるいは事業としては国の関係でござい

ますので、歴代の事務次官、あるいはそういう

ことを設計する技官、あるいは道路局長等々と

交流を進めながら具体的なものを御支持いただ

きながら一歩一歩進めているということでござ

います。 

○篠原 則議員  ありがとうございます。すば

らしい夢を実現していただきたいと思っており

ます。また、行政、議会でも一生懸命陳情をし

たいと思っております。私の質問は否定的に聞

こえるかもしれませんけれども、一生懸命陳情

をしたいと思っております。 

 そこで、いろいろいいことはいいんですけれ

ども、やっぱり交通量の問題、大隅フェリーの

減便、桜島フェリーの減便、または今日だった

かな、桜島の遊覧船の廃止とかいろいろな情勢

が変わってくると思うんですよね。その辺をや

っぱり考えていかないといかんと思います。よ

ろしくお願いをいたします。 

 そこで、もう１つ私、思ったんですけれども、

この運動を盛り上げていくのにどうすればいい

のか。行政、議会、陳情に行くのは当たり前で

ございますけれども。これよりは子供さんたち

の力を借りると。子供さんたちの力を借りると

いうことは、作文を書いていただいたり、絵を

描いていただいたり、何かこうして子供たちか

ら盛り上げていただくという方策もあるんじゃ

なかろうかと１人で思った次第でございます。 

 これでこの錦江湾横断道路と大隅横断道路は

終わります。 

 次に、垂水市のイメージカラーについてお尋

ねをいたします。どこの市町村も町の木・町の

花は制定されると思いますけれども、垂水市の

イメージカラーということでお尋ねをいたしま

すのでよろしくお願いいたします。 
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 コロナ感染症の影響下における社会活動も足

掛け３年に及び、従来のような生活を取り戻す

のもまだまだ先のことのように思われます。そ

こで、今回、明るい話題で前向きに取り組んで

いけないかという観点からイメージカラーを活

用したシティプロモーションを展開されて、ユ

ニークな発想で地域の活性化に取り組んでおら

れる岩手県宮古市の事例を参考に、垂水市にお

いても同様に取り組み、景気の活性化につなげ

られないのかお尋ねをいたします。 

○企画政策課長（二川隆志）  垂水市のイメー

ジカラー制定につきましてお答えいたします。 

 本市は現在のところ、イメージカラーを条例

等により制定してないところでございます。 

 今回、ほかの自治体での取組状況を調査しま

したところ、岩手県宮古市におきましてイメー

ジカラーを活用したシティプロモーションが展

開されております。同市は宮古市総合計画にお

きまして、森、川、海と人が調和し、共生する

やすらぎのまちを目指す都市の将来像とされて

おります。スタートの2021年度は海の地域資源

として、景勝地浄土ヶ浜の地域色浄土ヶ浜エ

ターナルグリーンが完成し、地元の遊覧船のブ

ランドカラーで使用されたほか、地酒などの地

場産品への活用が広がりつつあるとのことであ

りました。 

 宮古市民が大切にする地域資源を地域色とし

て定め、活用することにより、地域資源への興

味関心を育み、市民の方には地域資源の継承や

保全、地域外の方には同市への来訪や支援とい

った行動を生み出すことに期待されているよう

でございます。 

 一方で、本市のイメージカラーとして連想で

きる色は季節や文化、地域資源などの要素によ

り複数の色が考えられるところでございます、

例えば、垂水の名が示すとおり温泉水や焼酎な

ど水に関連する特産品に恵まれていること、錦

江湾で養殖されるブリやカンパチといった海産

物が有名であること、垂水市公式イメージキャ

ラクターのたるたるが水色の妖精であることな

どから水色や青色が連想されるところでござい

ます。また、市の花である高峠つつじから赤色

や桃色が、市の木であります牛根松や猿ヶ城渓

谷の森の駅たるみずなどから緑色が、冬の観光

名所である垂水千本イチョウからは黄色が、桜

島の火山灰のイメージからは銀色が連想される

ところでございます。このほか、垂水市総合計

画におきまして、本市が目指していく町の姿と

して、９つの彩り豊かに健やかな人を育むまち

垂水と掲げており、市内９つの地域におきまし

て、その地域のお住いの皆様がそれぞれの地域

のイメージカラーを意識されていることも承知

しているところでございます。 

 本市におきましては、前述いたしましたとお

り多彩なイメージカラーが連想されるところで

ございます。今後につきましては、宮古市や他

の自治体の動向を注視し、垂水市民の皆様の御

意見等も伺いながらイメージカラー制定の効果

等につきまして調査、研究を進めてまいりたい

と考えております。 

 以上でございます。 

○篠原 則議員  ありがとうございます。垂水

市のイメージカラーについては、何より市民の

方々の意見を聞いてみることが今後の取組につ

ながることと思っております。また、このこと

は、市民の方々からも前向きな意見をいただけ

ると思いますので、執行部の方々にも今後垂水

市活性化への取組の１つとして御一考ください

ますようお願いをいたします。このことについ

て、市長、何か御意見ございましたらよろしく

お願いいたします。 

○市長（尾脇雅弥）  詳細は今、企画課長がお

話ししたとおりですが、多様ないろんなものが

ございますので、現在これ１つということはな

いわけですけれども。垂水、水ということを考

えると、水色とか青とかという話も時々は伺い



－125－ 

ます。しかしながら、今、篠原議員おっしゃっ

たとおり、市民総意ということが大事ですから、

最終的に決定するとなればアンケートなり調査

を行った上で、１番支持が高いものを中心に検

討していくということになるのかなあというふ

うに思います。 

○篠原 則議員  ありがとうございます。私、

今回イメージカラーを質問するということで言

ったら、ある御婦人から資料をいただきまして。

ちょっと紹介しますと、皆さん御存知かもしれ

ませんけれども、地域資源を地域色、いいイロ

としてまとめ、色と物語で地域の魅力を伝えま

すということでございます。一般社団法人日本

地域色協会というのがあるそうでございまして、

地域の持つ特有の文化や自然環境等の資源を色

と色名称と物語で定義した地域色にまとめ、広

く伝える活動、いいイロ活動を行っております。

この活動が地域文化の継承と振興及び地域社会

の発展につながる各地域の生産者にとって次世

代へ継承していくバトンのような存在になるこ

とを目指しているということで、一般社団法人

という組織があるそうでございます。この数字

は何かなと思ったら、1116って、いいイロだそ

うでございます。 

 それと、先ほど課長が答弁にもありました浄

土ヶ浜の色ですね。ここでも2021年11月24日、

宮古市役所において浄土ヶ浜を応援する地域色、

浄土ヶ浜エターナルグリーンが発表されました

とあります。宮古市内以外の多くのファンの皆

さんに支えていただき、日本地域色協会として

初めての緑色を登録できたということで、色々

こういう組織があるんだなと再認識いたしまし

た。機会があれば、ぜひ垂水の色、何の色がい

いのか検討していただきたいと思います。 

 それでは、次、国民体育大会の２回目をお尋

ねいたします。 

 特別国民大会について、これまで市議会定例

会におきましても同僚議員からも国体開催にお

ける経済効果について同様の質問もありました

が、現在の経済効果試算はどのくらいになるの

か、お尋ねをいたします。 

○国体推進課長（米田昭嗣）  経済効果につき

ましてお答えいたします。 

 これまでの市議会定例会におきまして、令和

元年第２回定例会、令和２年第１回定例会で国

体開催による経済効果につきまして答弁をさせ

ていただいております。説明につきましては、

これまでの答弁と重なるところもございますが、

これまでの国体を開催してきた愛媛国体におき

ましては661億円、また福井国体におきまして

は、615億円の経済波及効果があったことが報

道され、延期となりました第75回燃ゆる感動か

ごしま国体におきましては九州経済研究所が試

算した金額619億円が県内の経済効果額として

発表されているところでございます。この経済

効果額619億円につきましては、当時東京オリ

ンピック直後の国体であることや前年放映され

た西郷どんの相乗効果も含まれていると説明を

受けております。令和５年に開催される特別国

民体育大会は新型コロナウイルス感染症対策等

が行われ、一定の制限下での開催になることが

想定されますので、試算された金額のとおり効

果があるか、不透明な状況であるとのことでご

ざいます。 

 本市における経済効果につきましては、大会

開催前、大会期間中といった時間的局面で発生

する直接的効果として選手等の宿泊費、輸送・

運送費、飲食費、お土産、買い物代などの分野

に経済効果が及ぶものと考えております。新型

コロナウイルス感染症対策等の制限下での国体

開催になることが予想されることから、感染対

策を徹底しながら、市民総参加によるおもてな

しの心があふれる大会を実現し、本市の魅力を

発信するとともに市民のスポーツ振興につなげ

ることで大会開催後も間接的な効果、付随的な

効果を高められるように取り組んでまいりたい
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と考えております。 

 以上でございます。 

○篠原 則議員  ありがとうございました。今

年開催されている栃木国体はコロナウイルス感

染症対策として間隔収容定数を50％で開催され

るということでありますが、ぜひ皆さん協力し

て、コロナを終息して、垂水市では制限なしの

開催が開けますようお祈りをしたいと思います。 

 それでは、３回目でございますけれども、特

別国民体育大会についてお尋ねいたしますが、

国体終了後、フェンシング競技の普及について

どのように考えておられるのか。１回戦で終わ

ることのないようにお願いしたいわけですが、

お考えをお願いいたします。 

○国体推進課長（米田昭嗣）  次に、国体終了

後、フェンシング競技の普及についてどのよう

に考えているのかについてお答えいたします。 

 これまで燃ゆる感動かごしま国体の正式競技

としてフェンシングが決定されて以降、競技の

普及及び選手の育成、広報活動等、国体成功に

向けた準備を行ってまいりました。これらの取

組と併せまして、フェンシング競技に係ります

用具、並びに施設等の整備も行っております。

用具の整備につきましては、令和３年度から企

業版ふるさと納税制度を活用するなど、全国の

企業に向けフェンシングのまち垂水のＰＲ活動

も行っているところでございます。整備を行い

ました用具につきましては、国体本番での使用

は当然のことながら、国体終了後には令和６年

度開催予定であります全国小学生フェンシング

選手権大会、毎年２月、３月に本市主催の垂水

カップフェンシング競技大会、県フェンシング

協会が主催いたします各種大会での活用を計画

しております。加えまして、これらの用具等を

有効的に活用し、各種大会の招致に努め、各カ

テゴリーの日本代表キャンプ、県内外の高校や

大学フェンシング部のスポーツ合宿の誘致を行

うなど、関係課と連携を強化し、積極的に取り

組んでまいりたいと考えております。併せまし

て、現在小中学生を対象に週１回取り組んでお

りますフェンシング教室の開催につきましても

継続して実施し、子供たちが競技を通して健全

な心と心を養うとともに、自ら考え学び、新た

な能力の開発の一翼が担えればと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○篠原 則議員  ありがとうございます。 

 最後になりますけれども、国体終了後も全国

各地からキャンプや大会を招致し、競技の普及

に努めるとの答弁でございました。そのため、

フェンシング競技に必要な用具などの整備を行

ったと認識いたしました。国体終了後、各種大

会やキャンプを開催することで全国から多くの

方が訪れることで、先ほど質問いたしました経

済効果での課長答弁にありました大会開催後の

間接的な効果、付随的な効果につながるものと

考えております。 

 最後に１番大事なことは、垂水市の児童生徒

がフェンシング競技に触れ、競技を始め、そし

て継続して国体や国際大会などに出場し、垂水

出身の選手を輩出することができれば目標であ

るフェンシングのまち垂水に近づけるものでは

ないかと思っております。そのためには、練習

できる環境の提供、子供たちが信頼できる実績

のある指導者の確保が１番大事ではないかと考

えております。このことを課長に申し上げまし

たら、それは頑張るだろうと言いましたけれど

も、教育長のほうが頑張るだろうということで

ございましたので、教育長はどういう取組をし

ていただけるのか、考えがあればよろしくお願

いいたします。 

○教育長（坂元裕人）  篠原議員の御質問にお

答えいたします。 

 まず、フェンシングは今新聞、あるいはテレ

ビ等でよく放映されております。そういう意味

ではフェンシングの魅力が確実に垂水市民の皆
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様方、あるいは県民の皆様方にしっかり届いて

いるのかなと思っています。そして、今おっし

ゃいました環境の問題と指導者の問題、これ非

常に大きゅうございます。そういう中で、今、

これまで、まず環境面はきちんと整えてくださ

っております、議員の皆様方の御協力にまずも

って感謝申し上げます。 

 そういう中で、今フェンシング教室、子供た

ちが一生懸命競技になじみ、そして、学んでい

るところでございますけれども。本教育委員会

の国体推進課にいい指導者はおります。しかし

ながら、長期的に言うと、子供から信頼され実

績のあるというところで言うならばもっとレベ

ル的に上の方を議員は想定しておられるかなと

思いますけれども。理と情で言うならば、そう

いう方々というのはまず義務制にはおりません、

指導者として。県立学校にまいりますと、南高

校を中心としてそういう方々が若干おられます

けれども、理の部分で申し上げますとその人事

はいわゆる我々の管轄外ということになります

ので、県が直接、人事異動をするものです。し

たがいまして、今度は情の部分で言いますと、

やっぱりそういう人がいると本当に力をつける

子供たちが誕生して、どんどんどんどんいい選

手が育っていくんだなというふうに思っており

ます。 

 したがいまして、そういう思いは持ちつつも、

現実問題としては非常に厳しいということでご

ざいますが、思いは一緒に持ち続けていきたい

なというふうには思っております。それがまた、

子供たちのフェンシング熱に、要するに火をつ

けることになり、また、国体、フェンシング競

技の市民の方々への機運の醸成にもつながって

いくんだろうと思います。ともにそういう思い

を持ち続けられたらなというふうに思っており

ます。 

 以上でございます。 

○篠原 則議員  ありがとうございました。教

育長の力と人脈に期待をしております。 

 本当指導者といえばなかなか難しいかと思い

ますけれども、夏の甲子園で下関国際高校、あ

そこの監督さん、指導者としても立派じゃない

か、また監督さんとしても立派じゃないかと思

う次第でございました。ぜひよろしくお願いし

ます。 

 それでは最後に、肥料、飼料の価格高騰対策

について、今後の対応についてお尋ねを願いい

たします。農林業者の厳しい状況を支援するた

め国の地方創生臨時交付金を活用し、農薬費、

肥料費、マルチ代、ハウス用ビニール代、飼料

用燃料費の購入費の一部を支援する農林業物価

対策高騰事業を創設するなど、初動の対応を講

じていただいたことに感謝を申し上げます。 

 そこで、国において補填支援策や輸入価格の

変動左右されにくい環境整備など、農家の負担

軽減に取り組んでおりますが、本市の今後の対

応についてお聞かせいただきたいと思います。 

○農林課長（森 秀和）  今後の対応につきま

してお答えいたします。 

 国は肥料価格高騰による農業経営の影響緩和

のため、化学肥料の使用量を２割低減する取組

を行う農業者を対象に、肥料コスト上昇分の７

割を支援する肥料価格高騰対策事業を創設した

ところでございます。本市におきましても、県

やＪＡ等と連携し、全ての農業者の皆様に支援

ができるようこの事業を活用し、価格高騰対策

に取り組むこととしております。 

 以上でございます。 

○篠原 則議員  それでは、最後に圃場整備に

ついてお尋ねをいたします。 

 令和３年第４回定例会で前田議員の一般質問

で宮前地区の半数近くが相続未登記であり、相

続関係権利者が数十名となるなど、集積同意に

時間を要するなど課題があることを答弁されて

おります。農地中間管理機構への貸出が増加す

る中で、担い手は整備されていないなど、条件
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の悪い農地は敬遠する傾向にあります。宮前地

区では高齢化が進む中、離農者も増えていると

聞いております。将来への不安や農地被害も多

いことから将来を見据え、一昨年12月に推進母

体となる宮前地域農地集積協議会を設立され、

圃場整備に向け、取組をスタートされておりま

す。農林水産省の農業農村整備に関する補助事

業であり、農地の所有者は事業負担金がなく、

区画整理や農用地造成などの圃場整備が事業対

象となっているようであります。 

 事業要件といたしまして、農地中間管理権の

設定期間が事業計画区画報告から15年以上とな

り、ここ数年がタイムリミットではないかと考

えられております。現在、農地中間管理での集

積率の状況について、お聞かせをいただきたい

と思います。 

○農林課長（森 秀和）  圃場整備につきまし

てお答えいたします。 

 本年度より事業計画採択要件である中間管理

機構への農地利用権設定を加速化するため、推

進委員を１名増員し、２名体制で業務を行って

おります。令和３年11月末時点での面積割の集

積率は44.3％でしたが、令和４年８月末時点で

面積割の集積率は62.2％となっている状況でご

ざいます。 

 鹿児島県農地中間管理機構や鹿児島県と連携

し、地域の皆様の願いである圃場整備を実現で

きるよう取り組んでまいります。 

 以上でございます。 

○篠原 則議員  最後ですけれども、地域の皆

さんの願いである圃場整備を１日も早く実現し

ていただき、農業の担い手を確保していただく

よう取り組んでいただきたいとお願いをいたし

ます。この事業に関しては、資料いただけまし

たけれども、農家負担がゼロということで有利

な事業でございますので、農家共々事務局と一

緒に頑張っていただきたいと思います。要望い

たしまして、私の質問を終わります。ありがと

うございました。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。 

 次は、１時30分から再開いたします。 

     午後０時15分休憩 

 

     午後１時30分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、10番、北方貞明議員の質問を許可しま

す。 

   ［北方貞明議員登壇］ 

○北方貞明議員  皆さん、昼を食べ、少し眠い

時間帯に差し掛かっておると思いますが、しば

らくの間お付き合いください。 

 それでは早速質問に入ります。 

 文化財の保存と調査について。和田英作画伯

のアトリエの保存について。教育委員会駐車場

の一画に和田英作画伯のアトリエがあります。

このアトリエは1962年、昭和37年に当時の静岡

県清水市三保から譲り受けて、既に60年を経過

しようとしております。現在、老朽化が進み、

窓枠などは腐食し、穴が開いている状態です。

１日も早く修理、補修が必要と思いますが、教

育委員会のお考えをお聞かせください。 

 次に、垂水海軍航空隊跡の防空壕調査につい

て。垂水海軍航空隊は、垂水市浜平の錦町一帯

にあります。現在、錦町に垂水海軍航空隊跡地

と刻まれた記念碑が建っています。垂水海軍航

空隊らの戦績として道の駅はまびら沖と葛迫集

落沖に魚雷発射訓練所跡が残っております。 

 今回、錦町の治山工事が始まろうとしていま

す。この工事予定地は旧海軍施設の防空壕があ

ります。垂水の歴史、史跡として、調査する必

要があると思います。教育委員会のお考えをお

聞かせください。 

 職場環境整備について。垂水市職員安全衛生

規則では、目的として、職員の公務上の災害防
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止と健康保持増進を図るとされています。安全

衛生委員会は、規則では毎月１回開催となって

いましたが、今まで年１回の委員会が開催され

ていたと聞いています。昨年職場で悲しい事案

が発生しました。その後の安全委員会の開催状

況、審議内容はどのようになっているかお聞か

せください。 

 有資格者が義務付けられている施設等への正

規職員の配置の状態がどうなっているかもお聞

かせください。 

 ごみステーションについて。私はこれまでご

みステーションを民間の土地を借り、借地料を

払っている振興会があり、この振興会はごみ出

しは有料であると思い、市のほうに補助をし、

無料でできないかと何回も質問してきました。

市の答弁では、調査結果を基に振興会の負担軽

減にどのような方法があるか、関係課と協議し

て検討しますと答弁をいただいております。し

かし、１年以上経っても借地料を払っている30

振興会の全調査が終わっていないと聞いていま

す。大変残念に思っているところです。残り何

振興会の調査が終わっていないのか、また、今

後の見通しについて、いつまでに調査を終える

つもりか、お聞かせください。 

○社会教育課長（港 耕作）  和田英作画伯の

アトリエで保存状況につきましてお答えいたし

ます。 

 和田英作画伯のアトリエは昭和26年、和田英

作画伯が77歳の時に静岡県三保に移住した際に

建てております。その後、昭和37年に本市に移

転しており、現在60年以上の年月が経過してい

るところでございます。平成17年にはリニュー

アルしておりますが、議員御指摘のとおり、現

状は木製の窓枠等に腐食が進み、経年劣化が進

んでいるところでございます。社会教育課では

アトリエの周りの草払いや車内の清掃等を定期

的に実施しているところでございますが、垂水

市の生んだ偉大な画伯のアトリエであること、

また、年に数件ではありますが絵画等に興味の

ある方々が見学に来られることから、アトリエ

の保存及び利活用を考慮した修繕については、

今後の検討課題であるとの認識は持っておりま

す。 

 以上でございます。 

 続きまして、海軍航空隊跡の防空壕調査につ

きましてお答えいたします。 

 垂水海軍航空隊の防空壕が浜平地区に存在し

ていたことは文献などに記載があり承知してお

りましたが、今年４月にその防空壕跡と思われ

る入り口が発見されたことから関係課と合同で、

まずは現地の状況の確認を行ったところです。

その際に、内部に構造物らしき跡が確認された

こともあり、社会教育課において文献などの内

容を改めて確認したところであります。現在、

その箇所についてどのような調査ができるのか、

費用はどのくらいかかるかなどについて遺跡関

係に詳しい業者に尋ねるなどしており、今後そ

の結果を踏まえてどのような対応を行うかなど

について、関係課と協議することといたしてお

ります。 

 以上でございます。 

○総務課長（濵 久志）  安全衛生委員会の開

催状況や会でどのような問題について審議され

たのかにつきましてお答えいたします。 

 まず、安全衛生委員会の開催状況でございま

すが、昨年12月議会で御指摘を受けまして、そ

の後令和３年度は３回の安全衛生委員会を開催

し、今年度につきましては５月以降、毎月開催

しているところでございます。この委員会につ

きましては、今後も毎月継続して実施していく

計画でございます。 

 次に、委員会における審議の内容でございま

すが、これまでの委員会におきまして安全衛生

委員会の開催を毎月開催することや管理職向け

のメンタルヘルスの研修会を実施すること、新

規採用職員向けのメンタルヘルスカウンセリン
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グを実施すること、職員ストレスチェックの実

施方針案に関することなどについて審議を行っ

ております。このほか、前回の８月におきまし

て、職員のメンタルヘルス対策についての委員

間の意見交換を行い、委員のそれぞれの立場か

ら職場の状況や職場で気になること、また今後

検討してほしい要望等についての意見交換を行

ったところでございます。 

 今後も引き続き、職場の課題等を把握、確認

しながら、課題点については適宜、安全衛生委

員会で審議を行い、職員の健康管理はもとより

職場の安全と衛生環境の改善に努めてまいる考

えでございます。 

 以上でございます。 

 引き続きまして、有資格者が義務付けられて

いる施設等への正規職員の配置状況につきまし

てお答えいたします。 

 各種施設や業務遂行に関しましては、その施

設の管理面や業務の運用上、必要な資格を有し

ている者を配置しなければならないと法律で義

務付けられているものがございます。この有資

格者の配置については、法令上において特に正

規職員を配置しなければならないというもので

はございませんので、本市においては会計年度

任用職員や公営施設管理公社職員を配置して法

令に定める基準を満たしているところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  垂水市環境セン

ターの有資格者の配置の状況につきましてお答

えいたします。 

 垂水市環境センターにおきましては、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律第21条により技術

管理者を置かなくてはならない施設となってお

り、現在し尿・汚泥再生処理施設技術管理士の

資格を持った垂水市公営施設管理公社職員１名

が従事しております。 

 また、一定数量以上の重油の貯蔵施設もある

ことから乙種４類危険物取扱者の資格を持った

管理公社職員１名、会計年度任用職員１名が在

籍しているところでございます。環境センター

においては、長年環境センターと火葬場を兼務

し、管理公社職員から会計年度任用職員となっ

た２名と５年以上勤務している会計年度任用職

員１名、市職員から会計年度職員となった職員

１名の４名が従事しており、技術管理者である

管理公社職員と一緒に業務を行い、安定的な施

設運営が現在できているところでございます。 

 現在、技術管理士の資格を持った職員が１名

の状況であるため、少なからず負担を感じてい

ると思いますことから、職員の負担軽減が図ら

れるよう関係課と協議しながらその対応につい

て検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 続きまして、ごみステーションの借地料を支

払っている振興会はいくつ解決したかにつきま

してお答えいたします。 

 ごみステーションの設置場所に借地料を支払

っている振興会集会施設にステーションを移設

し、土地所有者へ返還された振興会があり、30

振興会から29振興会となっているところでござ

います。 

 借地料を支払っている振興会内の公有地の有

無等につきましては、職員でそれぞれの振興会

を回りステーションとしての利用の可否につい

て状況調査等を行ったところです。公有地につ

きましては、ごみステーションとして利用でき

る広さが確保できる場所が見つかりませんでし

たが、個人所有と思える空き地につきましては

数か所確認できたところでございます。このこ

とから、それぞれの振興会を訪問し、現状把握

と移転の有無などについて、現在17振興会にお

聞きしたところでございます。 

 現時点で、ごみステーションの借地料が解決

した振興会につきましては、冒頭答弁いたしま

した１か所となっております。 
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 以上でございます。 

 今後どのように取り組んでいくのかにつきま

してお答えいたします。現在借地料を支払って

いる振興会への訪問を行っているところでござ

いますが、まずは速やかに振興会への訪問を終

えるよう努め、訪問内容等を整理してまいりた

いと思っております。 

 以上でございます。 

○北方貞明議員  では、２回目質問させていた

だきます。 

 和田画伯のアトリエのことなんですけれども、

まずは、先ほども言いましたように、答弁でも

現在腐食はあり、穴あきがあるということは認

識されておると思いますよね。私が１番心配す

るのは今、台風も見えています。この雨で横雨

が降れば、全てこの穴からアトリエ内に雨水が

入るというような状況です。一刻も早くこれは

修理をしなくてはならないと思っているところ

です。その前に、修理の前に、まずは先ほど言

いましたように、台風も見えております。その

対策を、まずすることが１番大事じゃないかと。

内部の物を損傷しないためにも、すぐ今からで

もするべきじゃないかと思っていますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 和田画伯は日本で有名な画家であり、1943年、

昭和18人には文化勲章も授与されている我が垂

水で誇れる偉人だと私は思っております。だか

ら、そういう人のアトリエですから、十分後の

対策をよろしくお願いいたします。それで、こ

れにはかなりの予算も必要と私は思っておりま

す。 

 途中で60年開会しているけど、一遍だけ手を

入れたことがあるんじゃないかと思っていると

ころです。だから、それにしても、10年や20年

の間が空いてると思うんですよね、腐食するま

での間。だから、来年度は予算を教育長、獲得

し、１日も早く終了しなくてはならないと思い

ますけど、予算獲得に対しての教育長の考え方

をお聞かせください。 

○教育長（坂元裕人）  ただいまの御質問にお

答えいたします。 

 今、北方議員がお話しされたとおり、和田英

作、瀬戸口藤吉は２大偉人ということで検証事

業も行い、子供はよく誇りとしているというと

ころでございます。その、いわゆるアトリエと

いうものが大変長い年月を経て、いろんなとこ

ろにやはり支障をきたしておるということは私

自身も感じております。しかしながら、来年度

の予算ということを申されましたけれども、ま

た関係課との調整とか協議、そういったもの等

も必要になってまいりますので、いましばらく

また時間をいただいて。今、お話しの中で申さ

れた台風の管理については、やはりきちんとし

ていかなければいけないなと思っております。

併せて、その先に補修ですね。そういうことも

また関係課と協議を進める中で、話しをしてい

きたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○北方貞明議員  関係課と協議して、前向きに

取り組んでいただけると期待してこの項は終わ

ります。 

 海軍跡地についてですけれども、今言ったよ

うに、私はこの海軍跡地は錦町と僕が育った尾

迫集落とは隣接しておりましたので、ちょくち

ょく防空壕に入っておりました。この中で、恐

らく同じ集落でした川越議長もあの中に入った

記憶はございませんでしょうか。多分あると思

います。今、ＡＺホテルがあるあのところには、

まだ南中ができる前は柊原中学校といってあっ

たわけですけれども、南中の卒業生でしょうけ

ど、多分篠原議員もあそこに入られたことがあ

ったんじゃないかと思っておるところです。 

 そういうことで、私たちの年代のクラスは大

概あそこで遊んだ経験があるわけです。その中

では、この高さが三、四メートルの高さなんで

すよね、防空壕の中は、私の記憶では。幅も四、
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五メートルあったんじゃないかなと思うんです。

中には、大きなドーム型があって、そこにプー

ルみたいな水槽もあったと記憶しております。 

 だから、そういうことで、大変貴重な史跡、

防空壕跡じゃないかと思っております。 

 そういうことで、まず工事が始まる前に治山

調査がもう入る、今年の12月頃から段々見積も

りとか工事に着工するような段取りができてお

るみたいです。それで、私はそういうのを聞い

てから、地元の堀之内県議に相談して、県の状

態はどうなっているかと問い合わせて聞いても

らったところなんです。そうしたら、県のその

係の担当の人から私のほうに電話があって、私

たちは垂水の調査するとかそういう要望があれ

ば協力をしますよというような言葉もいただい

ております。そういう感じで、ぜひこれは調査

をまずしてから工事着工に入っていただけたら

いいなと思っております。貴重な戦争遺跡です

ので、よろしくお願いいたします。 

 それで、その実態は、教育長、場所はどうな

のかな、こっちが垂水です。こっちが柊原方面

です。こっちから来て、錦町はこうですから、

ここに何本も、五、六本は少なくともあったと

今まで記憶はしておるんですけど。それで、先

ほど言いましたように、４メートル、４メート

ル。奥行は、子供の頃でしたから50メートルに

なったか、100メートル奥行があったか、それ

はちょっと記憶がちょっと分かりませんけど。

それぐらいものすごく広い場所があったわけで

すから、調査の価値は十分あると思っておりま

す。 

 先だっての新聞で皆さん方も見られたと思う

んですけれども、南九州でしたかね、頴娃町で

したかね、松原小学校というところでしたけれ

ども。そこが、学校跡地にそういう史跡がある

ということで、市の歴史に詳しい方々が保存す

るということで市の指定になったということも

新聞に載っていたと思います。皆さんも多分見

られたと思うんですけど。そういうふうにして、

他の地方もそういって戦跡を保存する動きもあ

りますので、ぜひ垂水もそのような前向きな行

動をとっていただけたらと思っています。 

 これは桜島の袴腰のところにこんなのがある

と皆さんも御存じと思います。フェリーからち

ょっと行ったところに、山手側に。こうして桜

島もこういう柵をして保存をしておるわけです

から、ぜひ我が垂水も保存のほうへ前向きに考

えていただければと思っております。 

 それに対して、教育長、市長の考えを一言あ

ればお聞かせください。 

○教育長（坂元裕人）  北方議員の御質問にお

答えしますけれど、その前に、すごい北方議員

の記憶力にびっくりしておりますけれども、よ

く防空壕のそういう高さだとか奥行だとかそし

てプールがあったとか、いろんなことまで御存

じなんだなと。 

 実は私も防空壕に入った経験は確かにござい

ます、小学校時代。垂水小学校の裏に防空壕が

あってというところで。しかしながら、考えて

みますと、そういうノスタルジックな思い出よ

りも鹿児島市で起きた武岡のあれを思い起こし

ますね。教育関係者もおそらくそうだと思う。

防空壕というとまず頭に浮かぶのは、小学生が

亡くなった、あの重たい悲惨なあの事故だなと

いうことが、まず冒頭浮かぶんじゃないかなと。

したがいまして、やっぱり１番は安全、命なん

だろうなと。議員もお話しをされましたけれど

も、治山調査が入った意味というのは、やっぱ

りそこが危ない、あるいは危険だから命を守る

というような、そういう思いあっての治山の工

事だろうと思うんですね。 

 一方で、そういう中で見つかった防空壕跡ら

しきものですね。そのことについては、今、港

課長からありましたとおり、予算もかかります、

そして時間もかかります。そういうことを考え

ると、関係課との調整だとか協議だとかそうい
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うことも含めると、やっぱりこれ時間がかかる

よなということは思っております。決してしな

いという意味ではなくて、今後どういうものな

のかという調査はどんな調査ができるか、ある

いはどれぐらい費用がかかるのか、そういうこ

とも関係課とも協議をまた進めてまいりたいと

思います。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  基本的には今、教育長が

お話をされたようなことで、両面でございます。

そもそもは安全上の問題であそこに工事をしよ

うというところで発見されました。私も地元で

ありますけれども、防空壕の存在というのは、

私は認識はございませんで、その中で今回こう

いう形になりましたので、今教育長が申し上げ

たような調査、研究、どういう方法があるのか

というのを見ながら、慎重丁寧にいろんなこと

を進めていきたいというふうに思っております。 

○北方貞明議員  教育長、市長の答弁はお聞き

しましたけれども、１番教育上で言えば安全と

思いますよね。本当の武岡の問題言われました

けど、あれはもう20年くらい経ちますかね。数

名が火遊びして何かありましたね。僕もその記

事は読んでおります。教育委員会とすれば、確

かに史跡も大事だろうけれども安全。これは市

長のほうも一緒だと思う、安全面が。そういう

のを考慮をしながら、史跡として残るような方

法を協議していただければなと思っておるとこ

ろです。 

 何で私がここまで力を入れるか。あそこは軍

用道路、海軍、１つだけよく知っているから皆

さん教えておきますけれども、垂水市で、その

とき１番最初に舗装道路ができたのは本城川か

ら先なんですよ。それはなぜかと言えば、今言

ったように軍用道路だったから舗装道路ができ

た。今現在、僕らが使っているあれは、本当は

軍用道路なんです。国道は山手側を今工事をし

ておると、その辺を通っていたんです。参考ま

でに。それだけ軍用道路、軍が力を入れておっ

て作ったこともあるから。参考までに言いまし

たけど。 

 それでは、この質問はこれで終わります。 

 環境整備ですけれども、今までその安全委員

会が数回しかやってなかったのをあれ以来毎月

やっていて、本当毎月やるのは当たり前ですけ

ど、よかったなと思っております。その中で、

今、審議内容ですけれども８月からですかね、

職員のメンタルの意見交換とか課題について意

見交換をしているという答弁ですけれども。こ

こまでなったのは、悲しいかなあの事案があっ

てからのことと思うんですけれども。まず、課

題、意見交換するにしても、あの悲しい出来事

の原因が分からないならその対策もできないと

思うんです。その辺のところの原因が分かった

上での、今の課題、意見交換をされているのか。

原因があったら教えてください。 

○総務課長（濵 久志）  今、北方議員が言わ

れた原因というのは明らかになっていないとこ

ろです。 

 以上です。 

○北方貞明議員  今、課長は原因が分かってい

ないと言われましたけれども、原因が分からな

くてはこういう対策はできないと思うんですよ

ね、前向きな。そこを協議するにはやはり原因

を調べて二度と起こらないように対応、対策を

するのが普通と思うんですけど。原因究明はな

されていないでしょうか。 

○総務課長（濵 久志）  原因については、い

ろんな原因が想定されますが、これが原因だと

いうことは特定されていないということです。 

 以上です。 

○北方貞明議員  この質問はもう原因のことで

したら堂々巡りになるような気がいたします。

だから、原因が、さっきも言ったけど、分から

なくては何も前に行く対策はできないでしょう

というわけですよね。原因があってこそそれを
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追求して直していく、それが普通のやり方と思

うんですけど。総務課長もお答えに終始困って

おられると思います。 

 市長、これでいいんでしょうかね。 

○副市長（益山純徳）  私のほうから答弁いた

します。 

 そのような事案につきましては、やはり遺族

のお気持ちに寄り添った対応が必要だと考えて

おります。 

 以上です。 

○市長（尾脇雅弥）  何らかの原因があったん

だと推察はできます。ただ、これだということ

は確定はできません。それには関係者のいろん

な方との話合いとかヒアリングなんですけれど

も、１番大事な御家族の意向というのがござい

まして、そこはそういうことではこれ以上進め

てほしくないということもございましたので。

それよりも、その先の対策ということで御指摘

いただいたような形で、協議を重ねて、再発防

止ということで進めているところでございます。 

○北方貞明議員  市長、副市長は遺族のことで

ありますよね。遺族のはこっち置いておって、

職員がああいうことになった。原因を調べない

といけないのではないですか。遺族のほうに、

僕は、お宅のこの市役所の職員のことを言って

いるんですよ。こういうことが職員に二度と起

こらないように。職員の方も大変不安にされて

おると思う。なぜだろうと。職員のほうに目を

向けていないですかね、お宅らは。そこを聞い

ておるんです。 

○市長（尾脇雅弥）  今、申し上げたように、

いくつかの要因は想定はできますが、本質的な

部分は御本人、あるいは御家族との話合いとか

いろんなことも必要でございますので、その部

分に関しては御遺族の意向として、これ以上触

れていただきたくないということもございます

ので、そこに対してはアプローチができない、

当然そこを察するべきだと思います。 

 一方で、今後このような起こらないようには

推察の中でどうしていくかという話でございま

すので、協議を重ねていくということになるん

だというふうに思います。 

○北方貞明議員  原因が分からなくて、これか

らも原因追求はしないでしょうか。市では調査

されないんでしょうか。 

○副市長（益山純徳）  今市長が答弁したとお

りでございます。 

 以上です。 

○北方貞明議員  職場で起こった、垂水市役所

内で起こったんだ、早く言えば。遺族というわ

けでも。僕は遺族の人には何も言っていません

よ。それから、これから原因の追究はされない

んですね。このまま放っておくつもりですね。 

○副市長（益山純徳）  先ほども答弁したよう

に、市長の答弁のとおり、放っておくというこ

とではなくて、先ほど市長が答弁したとおりで

ございます。 

 以上です。 

○北方貞明議員  もうこれは言っても前に行か

ないかんな。大変残念に思います。 

 とりあえず今度は質問を変えます。安全委員

会の規則では総括安全管理者の職務として、総

括安全管理者は副市長でありますよね。安全管

理及び衛生に関する事業計画を立案し、これを

実施しなくてはならないというふうになってい

ますが、この事業計画は今、どのようにされて

いますか。 

○総務課長（濵 久志）  １回目の御質問で答

弁いたしました協議内容に対して、１回目の質

問に答弁いたしました安全性委員会で協議をし

た内容につきまして、今回対策を行っておりま

すので、それを述べさせていただきます。 

 まず、安全性委員会で審議して決定した事項

につきましては、迅速に全課に対し周知し、対

策を講じているところでございます。その取組

の主なものでございますが、今年度から重点的
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に職員のメンタルヘルス対策に取り組んでおり

ます。まずは、メンタルヘルスの相談体制の強

化として、外部専門機関の相談窓口の周知を行

ったほか総務課にも保健師を配置したところで

ございます。 

 また、職員への意識啓発を目的とした研修に

ついてでございますが、６月４日に管理者向け

のメンタルヘルス研修会を実施いたしました。

日常における部下とのコミュニケーションやメ

ンタルヘルスを抱える部下への対応の方法等に

ついての認識を深めたところでございます。 

 また、６月中に係長以上の全職員を対象にハ

ラスメント研修を実施したところでございます。 

 次に、時間外勤務の削減への取組でございま

すが、職員の労働時間の把握及び健康保持を目

的に、今年度から全職員の時間外勤務の状況を

毎月各所属長に示し、時間外勤務が多い職員の

確認や健康状態の確認、また業務負担の偏りが

ないか等の確認を依頼して、超過勤務の削減に

努めているところでございます。また、職員の

業務の効率化や仕事へのモチベーションを高め

るために週休日に勤務した場合の振替休日の取

得、年次有給休暇の取得の促進にも努めている

ところでございます。 

 以上でございます。 

○副市長（益山純徳）  おおむねは今、総務課

長が答弁したとおりですが、私のほうからもち

ょっと付け加えさせていただきます。 

 私のほうからも月に２回程度あるんですけど

課長会においても繰り返し職員の仕事の状況の

把握や声かけ、そのような状況の把握という形

で努めるよう各課長に要請はしております。ま

た、休暇の促進等についても積極的に課長自ら

声をかけるように、説明、お願いをしておると

ころでございます。 

 以上です。 

○北方貞明議員  そしたら、あれ以来、事業計

画も立て直してと言いましょうか、十分気を付

けて対応をしておられるというふうに理解して

この項は終わります。 

 資格者のことなんですけれども、今、環境セ

ンター、技術者が１人だったかな、１人が突発

的なことが起こったら大変なことになると思い

ますよね。だから、管理公社が１人と、技術が

１人。ちょっとそこだけを確認。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  し尿・汚泥再生

処理施設技術管理士につきましては、管理公社

職員１名でございます。あと、危険物の乙種４

類の危険物取扱者が管理公社１名と会計年度任

用職員が１名、この免許を持った者が２名とい

うことでございます。 

 以上でございます。 

○北方貞明議員  それはお宅、今、事務所があ

る環境センターのほうに１人、そして清掃セン

ターあっちに１人というふうな分け方なんです

か。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  この件につきま

しては、環境センターの職員、管理公社職員１

名と環境センターの会計年度任用職員がこの環

境センターを運営する上で必要な免許等を持っ

ていると。清掃センターにつきましては、清掃

センター自体の焼却施設はもう廃止しておりま

すので、そのような専門的な技術等は持ってい

ないというところでございます。 

○北方貞明議員  分かりました。 

 そしたら、支障のこないように人員だけは完

全に確保して仕事をしてください。よろしくお

願いします。 

 それでは、次にいきます。ごみステーション

ですね。今、１回答弁で、前は30集落が有料だ

ったと。今１か所減って、今29だと。この29の

振興会のこの調査を始めてから１年を経過して

いるんですよ。そして、１件だけしか解決して

いない。これは何年かかるんですか、解決する

まで。そういうスケジュールはできていないで

しょう。１年もかかって、まだこれだけ残って
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いるということは、本当にこの問題を解決しよ

うと思って取り組んでいるのか。僕はそこが分

からんのです。あまりにもひどいんじゃないで

すか、市民に対して。 

 前も言ったんですけど、この分別が始まって

日もう20年経過しているんですよ。それの積み

重なった支払い額ってすごいでしょう。 

 まず、29済んでいないんですよね。済んでい

るのか。その調査の済んだのが何件、済んでな

いのが何件、まだ１回も行っていないところが

あるというのは聞いている。それは事実ですか。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  先ほど御答弁い

たしましたように振興会を訪問した訪問済みの

ところにつきましては、21振興会でございます。

まだ振興会長と会えていないところが７振興会

となっているところでございます。 

 以上でございます。 

○北方貞明議員  皆さんも聞かれたと思うんで

すけれども、１年経って、まだ全然振興会と接

点がないということですよね。本当にやる気が

あるんですかと言いたいんですよ、僕は、この

問題。そこですよ。おかしいじゃないですか。

この問題に対して、市長はどう思っているんで

すか。市長の見解を聞かせてください。市長で

すか。 

○副市長（益山純徳）  北方議員の質問に対し

て、私のほうから答弁させていただきます。 

 先ほども生活環境課長から答弁がありました

ように、まずは借地料を支払っている振興会内

の公有地、これの有無について職員でそれぞれ

の振興会を回り、ステーションとして利用の可

否について状況調査をまずは行っております。

まずは、この調査を行った上で、借地料を支払

っている振興会の訪問を行ったというふうに聞

いております。 

 解決するために取り組んでいるかということ

については、当然一歩一歩生活環境課の方で１

つずつ課題に対してその現状把握。それがなぜ

起こっているのか、長期間、北方議員が言われ

るように長い間でこのようなルールというか、

このようなことでやられているということなの

で、それをまあそういうふうな疑問点というか

問題点というか、それを解決するために当然生

活環境課を中心として、私ども一緒に考え、取

り組んできております。やはりいろんなことを

するにおいては、これまで長い間の歴史の中で

できてきたことでありますので、これを変える

となればやはり行政として一定の考えの整理、

こういうのは必要でございますので、先ほど言

いましたように現在振興会の公有地の有無等に

ついて、職員それぞれで振興会を回り、ごみス

テーションとしての利用の可否についてまず状

況調査を行ったり、借地料を支払っている振興

会へ訪問を行い、その状況の聞き取りなどを行

っているところでございます。 

 このような調査、訪問等を現在行っていると

ころでございまして、先ほども答弁いたしまし

たとおり、その間に１つの振興会、北方議員で

は多い少ないいろんな議論があるかもしれませ

んけど、その間１つの振興会のごみステーショ

ンの借地料が解決したところでございます。こ

のような状況等踏まえながら、行政として一定

の考え方の整理を今後も行ってまいりたいと考

えております。 

 以上です。 

○市長（尾脇雅弥）  担当課長、そして今副首

相がお話をしたような現状でございます。北方

さんがおっしゃるように日常生活に関わること

なのでこの問題をできるだけ早く解決をしたい

という気持ちは同じでございます。しかしなが

ら、それぞれの地域の長い歴史であったりとか

いろんなものがありますから、その辺を調査す

ると。そのスピード感という意味でまだ１年経

つけれどもそういう状況かという御指摘だと思

いますので、そこはスピードを上げて、まずは

しっかり調査をして対応できるようにしていき
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たいというふうに思います。 

○北方貞明議員  言葉ではものすごいいい言葉

いただきました。スピード感。だけど、実際１

年がってもまだ７振興会の接点ができていない。

これは誰が聞いてもスピード感があるとは思わ

れません。僕ももちろん思っていません。 

 だから、僕は前から言っていますよ。解決す

るまで補助はできないのかと言っているんです。

片方は無料、片方は有料ですよね。それでこの

ステーションは、市が指定した場所ですよね。

そこに出しておって、片方は無料、片方は有料

とはおかしいから僕は言っている。市が指定し

ておる場所ですから。そこ辺をもう一度お尋ね。 

 それと、課長、聞きます。これある程度アン

ケート調査で調査をされたと思っております。

そして、その中で集落ごとに地代を払っている

ところが、例えば１万円だったり２万円だった

りしていると思います。最高額はどこ集落で、

何万円払っているか、お聞かせください。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  各振興会が借地

料として払っている金額につきましては、振興

会の御承諾もいただいていないことから金額に

ついては差し控えさせていただきたいと思いま

す。 

 以上でございます。 

○北方貞明議員  ぶっちゃけて言います。課長

と僕は打合せをしてから金曜日に電話でしたけ

ど、課長、今度はごみのことであらゆることを

聞きますからね、それぐらい準備しといてくだ

さいねと事前に電話で連絡しました。それはも

う本人が受けておられました。承諾されている。

金曜日です。月曜日に浜平の芝原集落に行かれ

ましたか。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  12日月曜日に芝

原の振興会長宅には伺ったところでございます。 

 以上です。 

○北方貞明議員  そのとき僕へ、なぜ今頃来た

のだろうかと、そこの集落の会計さんが言われ

ました。それで、後で会長さんからも電話をい

ただきました。調査に来られたと、ごみの。そ

して、私のところは年間５万円払っていると。

間違いないですね。 

○生活環境課長（紺屋昭男）  北方議員のおっ

しゃる５万円ということでお聞きはしておりま

す。 

 以上でございます。 

○北方貞明議員  実際そういう集落がいまだか

つてあるんですよね、副市長。単純に20年間、

掛け算すれば、100万円じゃないですか。100万

円ですよね。芝原集落もそう。無料のところも

あって、100万円も払っているんですよ。それ

で、振興会費も上げているんですよ。そういう

実態を考えたときに、そういうところに手厚く

するのが市の公正公平、市民に対しての平等じ

ゃないですか。その辺の公正公平のことでちょ

っと伺いたい。 

○副市長（益山純徳）  今、公正公平のお話ご

ざいました。ごみの問題、先ほど市長のお話が

あったように、長い歴史の中でこのような体制

というか、こういう形になっているというふう

に認識しております。当然、前の答弁でもあり

ましたが、無料で個人の土地をお貸しいただい

ているところもございます。一方で、お金を払

われているところもございます。やはり市とし

ては、北方議員が言うようにその解決のために

取り組むべきことだということで生活環境課を

中心にいろいろな先ほど申しました公有地の調

査とかその原因じゃないですけど、そういうふ

うなその現況について、聞き取り等を行ってお

る。あと周辺の民有地で使えるところはないか

という調査を行っておるところでございます。 

 今の補助金のお話でございますけど、やはり

あの先ほど申しましたように無償で貸していた

だいているところもございますし、その辺との

兼ね合いもございます。なので、先ほど申しま

したように、行政として一定の考え方を整理す
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る必要があり、そのために生活環境課のほうで

色々なその公有地の有無やその状況調査、あと

借地料支払っているところの聞き取り等を行っ

ております。 

 そのようなものも含めまして、今後行政とし

て、どんなことができるかできないかも含めて、

一定の整理を行う必要があると考えております。 

 以上です。 

○市長（尾脇雅弥）  私のほうからも今、北方

さんがおっしゃるような、これまでのそれぞれ

の歴史があるというのはお互いに認識している

ところ。しかしながら、ところによっては無料

だったり、あるいはその借地料が発生している

ところがあるという御指摘を近年いただきまし

たので、そのことを踏まえて今、調査をしてい

る。まさしく、先ほどぶっちゃけた話というこ

とで芝原の方々からそういうことだったという

お話がありました。まさしく調査をしていると

いう状況でありますから、その辺をしっかりと

精査した上で、どういう方法がいいのかという

のを今考えているところでございますので。そ

この状況が出揃って、こうすべきだという方向

性が決まれば、いろんな御指摘いただいたよう

なことも決断する時期があると思いますけれど

も、今はその調査をしている。しかしながら、

御指摘いただいた時間軸が遅いよというのは御

指摘のとおりだと思いますので、ちょっとス

ピード感を上げて、しっかりと対応させていた

だきたいというふうに思います。 

○北方貞明議員  市長、スピード感、これまで

はスピード感はなかったですよね、この１年間。

７つの集落が接点がもてないわけですよね。大

変おかしな話だと僕は思っていますよ。 

 そして、これを今無償で貸しているところも

あると言われましたけど、無償で貸していると

ころは、有料のところを解決してからでも話は

できると思うんですよね。まずはこの有料のと

ころをいち早く補助するなり、援助するなり、

そういう考えを持っていただきまして、残りは

何回言っても堂々巡りな気がして残念でなりま

せんけど、寂しい回答ばかりいただきまして、

これで終わります。 

○議長（川越信男）  ここで、暫時休憩いたし

ます。 

 次は、２時40分から再開いたします。 

     午後２時27分休憩 

 

     午後２時40分開議 

○議長（川越信男）  休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、９番、持留良一議員の質問を許可しま

す。 

   ［持留良一議員登壇］ 

○持留良一議員  それでは、質問に入っていき

たいと思います。 

 質問に入る前に、今大きな社会的な問題にな

っている国葬問題、この問題について訴えをし

ていきたいと思います。 

 私は第１に、国葬の強行は、憲法14条が規定

する法の下の平等に反するということが一点あ

ります。２点目は、国葬の強行は、憲法19条が

保障する思想・信条及び良心の自由に反する。

こういう立場から、憲法違反の国葬の計画は直

ちに中止すべきだということをまず強く訴えた

いと思います。 

 最初の質問に入ります。（仮称）垂水風力発

電事業計画について問います。 

 再生エネルギーの導入・普及は、温暖化抑制

のためにも喫緊の課題であり、一層の推進が求

められています。しかし、持続可能な発展を目

指すための一環であるはずの再生可能エネル

ギーの取組も、環境面や土地利用に関する規制

の弱い日本では、きちんとしたルールや規制が

未整備のまま、地域外資本や外国資本による利

益追求を優先した乱開発が起き、住民の健康・

安全や環境保全に関わる問題を引き起こしてい
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ます。 

 再生可能エネルギーの健全な発展のためには、

これらの課題の解決が急がれています。そのた

めには事業の立案及び計画の段階から情報公開

し、事業者、自治体、地域住民、自然保護関係

者、専門家など広く利害関係者を交え、その地

域の環境保全と地域経済の貢献にふさわしいも

のとなるよう取り組んでいく必要があります。 

 そこで、以下の質問についてお答えください。 

 市長は、この大型風力発電事業計画をどのよ

うに受け止められたのか。また、大型風力発電

が持つ課題、問題についてどのような認識を持

っておられるのか伺います。さらに、地域住民

と自治体、自然保護関係者、専門家など、先ほ

ど言いました利害関係者を交えて一緒に議論し、

地域発展の再生エネルギーを目指していくべき

だと考えます。その視点は、地域の環境保全と

地域経済への貢献にふさわしい取組にしていく

必要が求められているからであります。市長の

見解を求めます。 

 次に、新型コロナ第７波の問題で、市民の命

を守る対策は十分だったのか、課題はなかった

のかということで質問いたします。 

 第７波は、感染者が過去最高を更新する中、

死亡者も増え、自宅療養中に亡くなったり、検

査も診断も安心できるような状況でない中、命

の危険にさらされるような事態が懸念されるな

ど、全国的にも経験のない感染拡大となりまし

た。鹿児島でも垂水市でもこれまでにない不安

を住民の方は抱いたと思います。 

 そんな中、私はコロナ対策の強化を求め申入

れも行いました。その主な内容は、市民や各施

設等の検査の徹底、感染者や家族に対する支援

強化等を訴えました。 

 私がそういう中で強く訴えたいのは、何より

も、早期発見、診断、早期治療、ワクチン、検

査、医療、暮らしをパッケージにしたオミクロ

ン株の特性に見合った対策が求められているこ

とです。 

 そこで、以下の３点について伺います。 

 保健所、医療機関と自治体の連携はできてい

たか、課題があったとすればどのような内容だ

ったか、対応・対策はできていたのか伺います。 

 ２点目は、医療機関や発熱外来を行っている

施設からの要望はどのようなものがあったか、

また、市民からの問合せはどのようなものがあ

り、対応・対策はできていたのか伺います。 

 市民の命を守る視点から、今後へ向けての改

善・課題、そして取組の方向について伺います。 

 次に、物価高騰対策、市民の暮らしと営業を

守る対策、制度の運用と新たな対策の強化の必

要性について問います。ここについては、２番

目の国保・介護保険料の問題については割愛を

したいと思います。 

 物価高騰の歯止めがかかりません。７月の全

国消費者物価指数は、前年同月比2.4％の上昇、

そして物価上昇による家計負担は年間7.8万円

に上ると試算されています。特に生活必需品が

大きく値上がりしていることは、低所得者にと

っては重たい負担になります。光熱水費や食料

品の生活必需品の消費額は、低所得者世帯でも

影響が大きくなります。ぜいたく品と違って、

値上がりしたからといって消費を減らすことは

困難です。どうしても政治的な支援が求められ

ています。 

 そこで、以下の２点について問います。 

 歯止めのかからない物価高騰と市民生活をど

のように見ているのか。対策の必要性があると

認識されているか伺います。 

 これらの市民の要求に取り組む上での財源、

地方創生交付金は、地方単独分と新設された物

価高騰対応分を併せて財源という考えに問題は

ないのか。また、一般財源の持ち出しはどうだ

ったか伺います。 

 次に、補聴器購入への補助に向けての基本的

な考えと取組の方向性について問います。 
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 高齢化に伴い耳が聞こえにくくなった、仕事

や社会生活に困っている高齢の難聴者が増えて

きています。私も高齢者の方々と会話をよくし

ますけども、聞こえにくい、夫婦での会話が困

難、会話困難で仕事が続けられなくなったとい

う声が、ここ数件寄せられています。あるデー

タでは70歳の男性で23％、女性で10％になって

います。 

 国の制度としては、障害者総合支援法で補装

用具支援制度があります。この制度は、重度・

高度に限っています。軽度・中度等の難聴者は

対象外となっています。そんな中、加齢性難聴

者への補聴器購入の補助の取組は、今全国に広

がってきています。 

 そこで、以下の点について見解を求めます。 

 １つは、全国の取組状況がどうなっているか

伺います。 

 また、難聴は認知症の危険因子の一つとして

学会等でも報告がされています。２つ示しまし

たが、認識されているか伺いたいというふうに

思います。 

 ３番目は、私は実態を調査する必要があると

考えます。本市では、定期健診診断の項目に、

ぜひとも聴力検査、聞こえの実態調査を加え、

調査をしていくことが必要と考えます。そして、

対策へ向けての取組を進める必要が、当然、そ

ういう結果から求められていると考えます。こ

の点についての見解を求めたいと思います。 

 ４点目は、議会では、補聴器購入の補助を求

める請願が全会一致で採択をされました。全国

自治体の取組や国の担当者の聞こえは、人権問

題で情報を得られることは大切だとの認識も示

されています。また、これらの国の動向や学会

の動きなどを勘案し、方向性をどのように市長

として認識されているのか伺います。 

 補助の目的は、日本では補聴器購入に対し、

独自の補助を始める自治体が広がってきている

こと、市に補助を求めるのは、高齢者に対して、

生活の質を落とさず、心身とも健やかに過ごす

ことができ、認知症の予防ひいては健康寿命の

延伸、医療費抑制にもつながると考えるからで

あります。 

 さらにこれらの取組を推進していくものとし

て、市民の声である署名を添えて、先般、市長

に要望書も届けたところであります。 

 最後の質問は、戦争遺跡、史跡や文化財とし

て保存し、平和のための戦争を語り継ぐという

問題について、基本的な姿勢を改めて問い、今

の課題と求められている今後の具体的な在り方

について問います。 

 今年８月25日、広島で第25回戦争遺跡全国シ

ンポジウムが開催されました。このシンポジウ

ムは、戦後77年、戦争体験者が少なくなる中、

戦争遺跡や史跡を文化財として保存し、平和の

ために戦争を語り継ぐ活動に生かす取組が進み、

平和のために活用する運動を考慮する、そうい

うシンポジウムであります。本市でも保存等を

含めて重大な取組が求められているというふう

に思います。 

 北方議員とダブる点がありますけども、以下

の点について質問いたします。 

 まず、戦争遺跡とはどういうことなのか。 

 ２、保存は重要な取組だと考えます。本市の

取組はどうなっているのか。さらに保存が進ま

ない現状にありますが、進まない課題は何なの

か。そして、今後どのように取り組んでいくの

か見解を求めます。 

 ３番目、垂水市文化財保護審議会からの調査、

保存を求めるという趣旨の要望書が提出されて

いますが、どのような見解を持っておられるの

か。早急な調査・保全の取組が求められている

と考えますが、どのように対応されているのか、

見解を求めたいと思います。 

 不十分な点については、再質問させていただ

きます。 

○市長（尾脇雅弥）  持留議員の風力発電事業
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についてお答えをいたします。 

 この事業計画は、８月27日付の南日本新聞で

報道されており、昨日の池山議員への答弁でも

担当課長が御説明を申し上げたとおりでござい

まして、国内外で再生可能エネルギーを手がけ

る事業者によりまして、本市の山間部に風力発

電設備を設置する計画でございます。 

 本市の再生可能エネルギーに関する取組とい

たしましては、令和３年３月策定の垂水市環境

基本計画（中間見直し版）において、2050年に

二酸化炭素排出実質ゼロへ取り組むことが明記

をされております。 

 また、今年４月策定の第３期垂水市地球温暖

化対策実行計画においては、事務事業で率先的

に温室効果ガスの排出量を削減することを目標

に掲げております。 

 同計画におきましては、再生可能エネルギー

の導入推進が明示されておりますことから、去

る８月29日には再生可能エネルギーの活用に関

して、相互に連携して普及啓発や利用促進の取

組を推進することを目的として、リニューアブ

ル・ジャパン株式会社様と連携協定を締結した

ところでございます。 

 このようなことから、地球温暖化対策として、

脱炭素社会の実現を目指す取組による持続可能

なまちづくりのためにも、再生可能エネルギー

活用の取組には注目をしているところでござい

ます。 

 一方で、議員の御指摘のとおり大規模な風力

発電設備は、開発による自然災害への影響をは

じめ景観や生息する動植物も含めた生態系への

影響、施設稼働に起因する稼働音や低周波の周

辺居住地への及ぼす影響などが想定をされます

ことから、地域といかに共生を図っていくかと

いうことが重要な課題であると認識をしている

ところでございます。 

 いずれにしても、今後、事業者により複数回

の住民説明が開催されることとなっており、地

域住民の皆様に対しましては十分な説明がなさ

れ、広く意見を聞かれますことから、引き続き

専門家の意見や最新の知見等を積極的に収集し、

騒音・振動等による影響や水環境、動植物及び

生態系、景観への影響を回避または低減するこ

とを優先的に検討するとともに、地域住民及び

関係機関に対し、積極的な情報公開や説明を行

うことなどについて十分留意をした上で、関係

法令及び垂水市環境基本条例を遵守した環境影

響評価の手続を適切に実施していただきたいと

考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○保健課長（草野浩一）  第７波の新型コロナ

対策に関する御質問につきましてお答えいたし

ます。 

 初めに、保健所、医療機関、自治体との連携

についてでございます。発熱や喉の痛みなどの

症状を有した場合、第７波に入る前までは、か

かりつけ医に相談するか、かかりつけ医がない

方については、受診相談センターである鹿屋保

健所へ相談する体制となっておりました。 

 しかし、第７波に入ると保健所の業務が稈迫

し、相談対応が難しい状況となったことから、

医療機関と連携を図り、かかりつけ医を持たな

い方の相談等は保健所ではなく、市内の医療機

関へ相談する体制へと変更となったところでご

ざいます。 

 本市といたしましても、本年６月下旬頃から

市民から問合せ等があった場合、かかりつけ医

の有無を確認の上、かかりつけ医を持たない方

には、市内の医療機関に相談するようお伝えし

てきたところでございます。 

 そのような相談体制の変更もあり、昨日の池

田議員の御質問にも答弁いたしましたが、第７

波に入りお盆の時期から市内の発熱外来を行っ

ている医療機関は受診予約が集中、増加し、す

ぐに検査できないケースや、当日中に検査する

ことができず翌日以降に検査するケースが発生
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したようでございます。 

 このような状況に伴う医療機関からの要望は、

市に対しましては特段ございませんでしたが、

鹿屋保健所からは、大隅地域全体での感染者増

加に伴い、感染者に対する積極的疫学調査や感

染者等の電話相談への対応として、７月20日付

で管内各市町に対し保健師派遣の依頼があり、

同月25日からそれぞれ各市町の保健師派遣を行

っております。 

 本市においては、既に派遣が決まっている、

今月16日までに延べ６回の派遣を実施・予定し

ているところでございます。 

 続きまして、市民からの問合せについてでご

ざいます。お盆に入る前までは、市内の医療機

関へ相談するようお伝えしていたところでござ

いますが、池田議員の御質問にも答弁いたしま

したとおり、お盆時期から発熱外来を行ってい

る医療機関において予約がしづらい状況が見受

けられたことから、市民から問合せがあったと

きには、県が実施しております無料のＰＣＲ検

査や県内の発熱外来医療機関を紹介していると

ころでございます。 

 最後に、今後の取組についてでございます。

新型コロナウイルス感染症の対策につきまして

は、濃厚接触者や自宅療養期間の見直しなど、

日々刻々とその状況が変化してきております。

そのため今後も国の動向に注視し、鹿屋保健所

や肝属郡医師会と連携を図りながら、本市が取

り組まなければならない対策については迅速に

しっかりと対応してまいります。 

 以上でございます。 

○福祉課長（森永公洋）  歯止めがかからない

物価高騰と市民生活をどのように見ているのか、

対策の必要性はあると認識されているのかにつ

きましてお答えいたします。 

 市民の皆様は、物価高騰のあおりを受け、大

変厳しい生活をされているとお察しいたします。

本市としましては、昨年末から国の子育て世帯

等臨時特別支援事業において、子育て世帯及び

住民税非課税世帯等に対し、おのおのの給付を

遺漏なく実施した次第です。 

 本年度において、低所得の子育て世帯に対す

る生活支援特別給付金、令和４年度住民税非課

税世帯等に対する臨時特別給付金を実施し、さ

らに垂水市独自の取組として、国の給付金の対

象とならなかった子育て世帯を対象に、国の給

付額と同等額を垂水市子育て世帯生活応援臨時

給付金として給付した次第です。 

 ９月９日に国においては、今秋からさらなる

物価高騰に対応するため、住民税非課税世帯等

を対象にした１世帯当たり５万円の臨時給付金

の支給を決定したと情報があり、国からの通知

があり次第、給付を実施できるよう情報収集及

び準備を進めてまいります。 

 以上でございます。 

○財政課長（園田 保）  議員御質問の地方単

独分と新設の物価高騰対応分を併せて財源にと

いう考えは問題ないか、一般財源への影響はな

いのかにつきましてお答え申し上げます。 

 令和４年４月28日付で交付限度額通知があり

ました。原油価格・物価高騰対応分につきまし

ては、コロナ禍において原油価格・物価高騰等

に直面する生活者や事業者に対して支援が実施

されるよう追加配分されたものであり、実施す

る事業については、総合緊急対策に掲げられた

４つの柱に位置づけられました。 

 その４つとは、原油価格高騰対策、エネル

ギー・原材料・食料等安定供給対策、新たな価

格体系への適応の円滑化に向けた中小企業対策

等、それからコロナ禍において物価高騰に直面

する生活困窮者への支援、このいずれかに該当

する事業が交付対象とされております。 

 通常分の地方単独事業につきましては、新型

コロナウイルス感染拡大の防止及び感染拡大の

影響を受けている地域経済や住民生活の支援を

通じた地方創生に資する事業に自由度高く活用
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することが可能とされておりますことから、原

油価格・物価高騰対応分の交付限度額7,437万

4,000円を超える部分に通常分の交付金を充当

しているところでございます。 

 また、今回の補正予算第３号により原油価

格・物価高騰対応分を含む地方創生臨時交付金

の交付限度額を超える２億9,870万7,000円を予

算計上しておりますので、現在のところ3,496

万8,000円が一般財源での対応見込みとなって

おります。 

 以上でございます。 

○福祉課長（森永公洋）  全国の取組状況につ

きましてお答えいたします。 

 国の制度では、補聴器を含む補装具等の支給

は、障害者総合支援法に基づき助成することに

なります。 

 補聴器について申し上げますと、単なる難聴

ではなく、障害認定を受けるほどの高度・重度

の方で身体障害者手帳を交付された方が対象と

なることから、身体障害者手帳の交付対象とな

らない比較的軽度の方には国の制度での助成が

なく、購入費用は自己負担となっております。 

 このようなことから本市におきましては、全

国市長会や九州市長会等を通じて、国に対して、

加齢性難聴者等の補聴器購入に対する補助金制

度を創設するよう、これまでも要望を行ってい

るところでございます。 

 次の質問の、難聴は認知症の危険因子の一つ

として認識はにつきましてお答えいたします。 

 厚生労働省の認知症施策推進総合戦略（新オ

レンジプラン）の中で、加齢・遺伝性のもの、

高血圧、糖尿病、喫煙、頭部外傷、難聴等が認

知症の危険因子であると言われ深刻な問題であ

るとされていることから認識はしております。 

 以上でございます。 

○保健課長（草野浩一）  定期健診診断の項目

に、聴力検査を加え調査していく必要性につき

ましてお答えいたします。 

 初めに、議員が言われている定期健診でござ

いますが、本市におきましては、定期健診とい

う名称での健診は実施していないところでござ

います。 

 類似する健診といたしましては、法に基づい

て実施しているものとして、保健課ではがん検

診、結核検診、歯周病検診で、市民課では特定

健診、長寿健診がございます。また、法に基づ

かないものとしては、人間ドックや本市独自の

取組である、たるみず元気プロジェクト健康チ

ェックがございます。これらの中で聴力検査の

項目があるのは人間ドックのみで、ほかの検診

等におきましては、本市では今現在、聴力検査

は実施しておりません。 

 議員が言われている難聴は、認知症の危険因

子の認知症に関連した検査項目を見てみますと、

健康チェックの検査の中で耳の聞こえ具合につ

いて調査が行われており、鹿児島大学保健学科

の牧迫教授らにおいて、難聴の傾向にある高齢

者では、認知機能の検査である時計描画テスト、

３単語の記録テストを間違う方が多く、正答者

の割合が明らかに低い結果であったため、難聴

が進行すると認知症の危険が増大することを令

和２年の海外の学術誌にて発表され、本市の広

報たるみず令和３年８月号にも掲載し、市民の

皆様にもお知らせしたところでございます。 

 健康寿命の延伸を目指している本市では、第

５次総合計画の中で健康寿命施策を重点プロジ

ェクトとして位置づけており、たるみず元気プ

ロジェクトは、今後の疾病予防や生活習慣を改

善し、寝たきり予防、介護の必要度の軽減、最

終的には医療費の軽減を目指しております。 

 そのことから保健課といたしましては、認知

症予防の取組につきましては、関係課とどのよ

うな連携ができるか、どのような取組ができる

か考えてまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  関連をいたしまして、方
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向性をどのように市長として認識をされたかに

つきましてお答えをいたします。 

 国の制度につきましては、ただいま福祉課長

が答弁をしたとおりでございまして、身体障害

者手帳の交付を受けた、高度・重度の方だけが

国の制度での助成を受けられるのが現状でござ

います。 

 しかし、生活をする上で聞こえづらさを感じ

ている高齢者の日常的なコミュニケーション手

段として補聴器を利用することが重要というこ

とも十分認識をしております。 

 このようなことから本市におきましては、全

国市長会や九州市長会等を通じて、国に対して

加齢性難聴者の補聴器購入に対する補助金制度

の創設をするように要望を行っているところで

ございます。 

 以上でございます。 

○社会教育課長（港 耕作）  戦争遺跡につき

ましてお答えいたします。 

 戦争遺跡としての明確な決め事はないようで

すが、一般的に戦争や軍隊に関わる施設や坑道、

記念碑などで遺構や戦跡などとして現在に残り、

後世に戦禍の記憶を伝えるものとなっており、

通常は明治維新から第２次世界大戦までの近代

の戦争に関連した遺跡や建物、痕跡などを指す

となっているようでございます。 

 以上でございます。 

 続きまして、重要な取組だと考えるがにつき

ましてお答えいたします。 

 平和を守ること、そして戦争という出来事が

あったことを語り継ぐということは非常に大事

なことでございます。垂水市内には戦争関連の

基地、防空壕等の痕跡が数か所あり、文献にも

体験記を含めて記録が残してございます。 

 本市といたしましては、痕跡によっては、先

ほどの北方議員に答弁いたしましたように、ど

のような対応を行うかなどについて関係課と協

議することとしております。 

 また、市内には基地跡や戦争時の海難事故等

の記念碑が数か所あります。図書館では、例年

８月に戦争展、２月に戦争時の大きな海難事故

である第六垂水丸展を開催し、写真や資料を展

示するとともに、文化会館においては戦争関連

の資料を常設してございます。 

 以上でございます。 

 続きまして、垂水市文化財保護審議会からの

要望にどのような見解を持っておられるのかに

つきましてお答えいたします。 

 垂水市文化財保護審議会は条例によりますと、

第１条で、文化財の保存及び活用を適正に行う

ために設置するとあり、第２条で、教育委員会

の諮問に応じて、文化財の保存及び活用に関す

る重要事項について調査審議し、及びこれらの

事項に関して教育委員会に建議するとあります。 

 今回の垂水市文化財保護審議会からの要望書

については、垂水海軍航空隊の防空壕跡と思わ

れる洞穴を調査すること、文化財保護審議会委

員を交えた検討会を開催することが要望事項と

して上がっております。 

 現在は、市として、垂水海軍航空隊跡と思わ

れる箇所について、先ほどの北方議員に答弁い

たしましたように、どのような調査ができるの

か、また費用はどのくらいかかるかなど業者に

尋ねるなどし、今後、その結果を踏まえて、ど

のような対応を行うか関係課と協議することと

しております。 

 垂水市文化財保護審議会での要望書について

は、関係課との協議結果等を踏まえた上で、ど

のような対応ができるかについて今後考えてま

いります。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  それでは、一問一答方式で再

質問をさせていただきたいというふうに思いま

す。 

 最初、この（仮称）垂水風力大型発電の問題

については、今日はとにかく市長の見解、見識、
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認識をまずお聞きして、今後改めて様々な角度

から私は意見交換をさせていただきたいという

ふうに思っています。 

 今日、皆さんのお手元にお配りしている資料

があるというふうに思いますが、１つは鳥の

バードストライクという現象で、この写真を見

ていただくとおり、鳥が胴体から羽が真っ二つ

に切り落とされているというような状況です。 

 もう一つは、保安林解除ということで、保安

林が解除されてその後、土砂災害様々な問題が

引き起こされているという実態であります。そ

してまた、これは経済産業省のワーキンググ

ループがつくった、この８年間、風力発電での

38件の事故についての事故原因と再発防止をま

とめた中身であります。こういうのもあります。

ということは、様々な自然関係、問題が起きて

きているということが、このことからも明らか

だろうというふうに思います。 

 また、私もこれを縦覧させていただいて意見

書を出したんですけども、その中で私が一番危

惧したのが、法令等の制約を受ける場所が存在

するということです。保安林、自然公園、国

立・県立公園、砂防指定地、急傾斜地崩壊地域、

土砂災害警戒地域及び土砂災害特別警戒区域、

様々こういうのが存在をしているということで

す。 

 そして、これらについても関係省も含めて、

それを解除する様々な具体策も示されているん

です。そうすると私たち地域住民、物の言えな

い動物、彼らは一体自分たちの主張をどうして

いくのかというのがあります。これがある意味

では環境アセスメントという中身なんですけど

も、それがまだ不十分な、十分な中身が整って

いない、未整備の部分が多いということだと思

う。私たちも太陽光の問題でも経験をしたとい

うふうに思いますが、そういう課題があるとい

うことです。 

 全国的な共通の問題としては、発電量が天候

に左右される、建設できる適所が少ない、日本

は山間地に集中することでコストが膨らむ、風

車の回転によって騒音が発生する、先ほど市長

が言われたとおりの問題ですね。そういう問題

も様々あるんです。だからこの問題は、単純に

私たちは自然エネルギーだという視点だけで、

いい施設ができるというだけじゃなくて、様々

な私たちは環境問題を含めた視点を持って、先

ほど最後に市長が言われたとおり、住民の皆さ

んとしっかりと議論をしていく。 

 ただ、この手続上、県に申請して、基本的に

環境評価をクリアすれば認可されるという中身

になりますので、そこの部分というのは私たち

本当に十分に、市長が言われたとおり、自治体

自らもそういう住民との関係で議論、説明を強

く要請して、このことについては進めていって

いただきたいというふうに思います。先ほど市

長が言われたところをぜひ守っていただきたい

なというふうに思います。 

 今後、今出たような様々な問題を含めて議論

させていただきたいということを、この問題で

は訴えていきたいというふうに思います。 

 次に、コロナの問題なんですけども、先ほど

課長も一つの自治体としての限界があるんだと

いうことを言われていました。そうなってきた

ときに私たちは、本当に今回も命が守れるんだ

ろうか、健康に対する危惧はいっぱい存在した

のではないかというのは、多くの市民の皆さん

が共通した認識だと思うんですよ。先ほど課長

のほうは、国の動向を注視していきたい、対応

していきたいということを言われましたけど、

果たしてそれでいいんだろうかということで、

私たちは県に対しても要望を出してまいりまし

た。 

 その中身は、課長にもお渡しはしてあります

けども、基本的には検査の充実、全国の取組が

始まっている、ネットによる陰性登録制度など

様々なそういう今までの６波からさらに７波に
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来た中でのその特性をしっかりと踏まえた対応

が必要だと思うんですけども、そうなってきた

ときにやはり大事なのは、県の対応、ここの部

分だろうと思うんですけども、今後、県に対し

てそういう現状の課題、問題をきちっと整理し

て何らかの形で要望していく。そういう考えは

あるのか。まず担当課からお聞きし、市長に次

お聞きしたいと思います。 

○保健課長（草野浩一）  お答えします。 

 議員が申されましたとおり、オミクロン株に

限らず、これまでの市議会でも答弁してきてお

りますが、感染症に関する対応は、県が主体と

なって行う業務でございます。県は今回、県の

県議会の９月議会において、補正予算を計上し

て新たな追加対策を行おうとしているようでご

ざいます。 

 市としましても、県だけでは対応ができない

部分において、地方創生臨時交付金を活用して、

その時点で対応ができる対策をこれまでも行っ

てきておりますので、今後につきましても、そ

の時点でどのような対応ができるか検討して対

策を行っていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  コロナ関係長引いており

まして、第７波は今も収束がちょっとまだ先が

見えない状況であります。若干鎮静化はしてい

るかなという気はしますけれども、その中で今

担当課長が申しましたように、国・県・市の役

割がそれぞれあると思います。国は専門的な知

見を生かしながら大きな方向性、県は県で、先

ほど担当課長が言ったような方向性をしっかり

示していく。それぞれの市町村、43市町村によ

って人口構成でありますとかいろんなものも違

いますので、それぞれに見合う対応をしていく

ということでございます。 

 そういう意味におきましては、毎日いろんな

コロナの感染状況の報道でありましたり、その

ことは情報発信をしたり、どういうところが弱

くて、そこにどういう手当てをしていくべきな

のかというのは常に議論しておりまして、状況

を見ながら、またどういう変化を見せるか分か

りませんので、共通の目的は市民の生命・財産

を守るということで、方法論はいろいろあると

思いますけれども、庁内で議論しながらしっか

りと適切な対応を取っていくということだろう

と思います。 

○持留良一議員  特に抗原検査、昨日も池田議

員と様々議論がありましたけども、抗原検査、

いわゆるこの検査が受けれない実態があったり

とか、また家族が同一感染して、感染防止のた

めに本来であれば宿泊療養施設等の確保が必要

だったんだけど、今回それがなかったと。結局、

家族で互いに感染したという問題もありました。 

 そしてまた、今回子供たちの関係、学校、施

設等で、特に学校の関係も含めて、夏休みに入

りましたからよかったですけど。しかし、やっ

ぱり家族の感染が広がってきたということで、

その対策というのは、私はＰＣＲ検査含めたこ

の検査を徹底していく。 

 ところが、今回の補正予算でも９月予算でも

県はそれぞれの特定した場所しかしない。しか

し、実態が広がる中で、今後に向けて特にイン

フルエンザも発生すると予想される中で、検査

の充実というのは非常に大切な役割を果たすと

思うんです。やはり最初に早期発見して、そし

て補足して治療を行っていく。この取組が大変

重要だというふうに思うんですが、その辺りの

認識の中で、何らかの改善策、対応策を求めて

いく必要があると思うんですが、その辺りにつ

いては担当課はどうでしょうか。 

○保健課長（草野浩一）  先ほども答弁いたし

ましたが、感染症に係る対応は県が主体となっ

て行う業務でございます。検査につきましては、

当然県がすべき対応でございますが、その中に

おいて垂水市としましては、臨時交付金を活用

してＰＣＲ検査機器を購入したりしております
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ので、市ができる対応としてできる対応を行っ

ていくということでございます。 

 以上でございます。 

○副市長（益山純徳）  今の課長答弁に若干補

足をさせていただきたいと思います。 

 今、持留議員が言った、市としての対応とい

うことで、今までもいろんなコロナ対応、それ

以外のことに対しても、県の市長会の要望とい

う形で県のほうにはあらゆる要望を上げており

ますので、今後もそのような県の市長会全体の

要望として様々な要望は上げていくべきものだ

と考えております。 

 以上です。 

○持留良一議員  そういう要望、私たちも要望

しているし、なかなかそこの部分が検査体制が

十分取られていない。十分に行き届くような、

例えばちゃんと福祉施設でも、週に１回きちっ

と検査ができる。そういう形でクラスターを捕

捉していく、抑えていく。ところが、この分に

ついてはなかなか県も対応してくれていない。

そうすると、自治体独自でできるのかと、先ほ

どの課長ではなかなかその辺りは難しいんだと

いうことも言われました。しかし、市民の命を

守るというんだったら、その辺りをどう打開し

ていくのかというのを議論しなければならない

というのが、それぞれの担当課含めた、市長、

副市長の役割じゃないんでしょうか、どうなん

でしょうか。 

○副市長（益山純徳）  今、持留議員が言われ

たのは、もっともなことでございます。いろい

ろ市長からも御指示頂いて様々な事業を検討す

るところでございます。 

 今の新型コロナウイルスに対しては、垂水市

だけの問題ではなく、やはり県全体、国の全体

のお話でもありますことから、様々な今お話し

しましたように、全体の話であれば、県に要望

するのであれば県の市長会がございますので、

そのようなところでも様々な要望しております

ので、そういうところを活用するのではないか

と考えております。 

 以上です。 

○持留良一議員  そういうところのいわゆる物

理的な状況の中で、難しい状況があるから私た

ちも独自で、党独自でも、また住民の皆さんも

一緒になってそういうことを声に上げているん

ですよ、そこを打開するためにですね。そのこ

とをぜひ受け止めていただきたいと思います。 

 今後どうするかということで、私はワクチン、

検査、医療、暮らしをパッケージしたオミクロ

ン株の特性に合った対策が求められているとい

うことで、課長には提案をさせていただいてい

るんですけども、この具体的な実践・実行、可

能でしょうか。 

○保健課長（草野浩一）  先ほどの答弁の繰り

返しになりますが、今後も新たな変異株が発生

することも予想されることから、県、肝属郡医

師会と連携を図りながら、市が取り組まなけれ

ばならない対策については、迅速にしっかりと

対応してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  私たちもこれからも声を上げ

て、少しでも皆さんの様々な形での支援ができ

るように、また基本的な打開策が取れるように、

共にこの点については頑張っていきたいという

ふうに思います。ぜひそういう努力をしていた

だきたいと思います。 

 次に、物価高騰の問題について移ります。 

 私は、まず１点目は、何を問うたかというこ

とですよね。歯止めのかからない物価高騰と市

民生活をどのように見ているのか。対策の必要

性あるのかと問いました。認識については全然

はっきりされていませんでした。そして、今後

の方向も、今まではそういう対策は取らないと

言ってきたのに、国が示したら、やりますと。

何ですか、これは。市民の実態を本当に捉えて

いるのか。物価高騰で大変な生活を強いられて
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いるのか。そこの部分は十分な対策や回答はな

く、結局、国が今後、物価高騰対策をやるから

５万円給付、非課税世帯。狭い範囲ですよ。多

くの方々が苦しんでいらっしゃるんですよ。非

正規労働者、低所得者、こういう方々がいっぱ

いいるのに話合いの中ではそういう方向性は示

されませんでした。ところが、急に国のほうが、

そういう５万円の非課税対策をやると言われた

中で、それを取り組みますと。一体どこに皆さ

んの軸はあるんですか。市民の生活、暮らし、

ここにきちっとした軸があるんです。それに基

づいて主体性を持った対策を出していく。これ

が自治体の役割でしょう。国がやるから、では

私たちもやりましょう。それで本当に市民が納

得するでしょうか。自分たちの生活をちゃんと

見ているんだろうか。自分たちに寄り添って、

生活を応援してくれる、そういう対策を取って

くれているんだろうか。このことに重要な、今

この問題での問題提起はされていると思うんで

すよ。市長、どうでしょうか。 

○市長（尾脇雅弥）  持留さんの発言には、私

は納得いかない部分があります。それぞれ一生

懸命現場で頑張っていて、それぞれ考えられる

方策を。持留さんが言われる要望もあるかもし

れませんけれども、ほかのことを現状を総合的

に判断しながら適宜やっているわけです。です

から、今言われたみたいに、市民のことを考え

ていないのかみたいな話は非常に憤慨します。

一生懸命身を削ってみんな頑張っているわけで

すから、そこは正しく理解をしていただいた上

で発言をしていただきたいと思う。足らざる部

分はあるかもしれませんけれども、そこにはし

っかりまた協議をしながら手当てをしていくと

いうことでございます。 

○持留良一議員  私はこの質問に対して答えて

いただけなかったから、その視点を持った形で、

私は皆さんがやっていることが全てそういう視

点に立っていないと言ってないですよ。何もそ

んなことは発言もしていないではないですか。

私の問いただしたことに対してどうなんですか

と、認識はどうなんですかと説いたんですよ。

全然、市長とはまた違いますよ、その視点は。

だから、再度繰り返して歯止めのかからない物

価高騰と市民生活をどのように見ているのか。

対策の必要は認識されているのか。これを私は

問うたわけですよ。それに対しては何ら回答が

なかったんですよ。そのことを言っているわけ

なんですよ。だから、憤慨されるとかしないと

かという問題じゃないはずです。私はそういう

方向できちっと問いただしたわけですから。お

答えください。 

○市長（尾脇雅弥）  今申し上げたように、そ

れぞれ適宜適切な対応を取っているわけです。

今、持留さんはそのことだけを捉えてお話をさ

れまして、それに関しては、それぞれ担当課も

その状況状況に応じて適切に対応しております

から、足らざる部分があれば、また今後の話と

して、しっかりとそこにはできる限りの努力は

していくということであります。そういった意

味では変わらないと思います。 

○持留良一議員  私は今回、市民の暮らしの営

業を守るという視点で、こういう対策は取れな

いのかということで具体的な事例も出して、こ

の前も提案させていただいているんですよ。そ

れに対しての回答がなかったんです、回答が。

でなければ、次へ前へ進めませんよね、私の質

問としても。対策はどうなっているんだという

ことで、先ほど言われたとおり、そういう形で

国の支援が、今度、物価高騰対策、追加対策と

して出てきたと。では、それを実施しますよと

いうことでは、当然私も反論したくなりますよ

ね。では、本当に市民の生活をどう見ていたの

かと、そもそもの問題に立脚して今の私の質問

というのを問いただしていかないと、今まで何

だったんだと。そのことはちゃんと考えていな

かったのかという、どうしても理屈的には対応
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を求める質問になってしまうんですよ。だから、

その部分について、課長に対しては先ほどそう

いう反論もさせていただいたんです。どうでし

ょうか。 

○市長（尾脇雅弥）  コロナも大分長引いてい

ますけれども、最初の段階からすると、それぞ

れの状況は変わっているわけですので。だから、

いろいろやるべきセーフティー、いろいろやり

ながらですね。細部にわたって、今持留さんが

おっしゃるようなこともあると思います。だか

ら、国もそのことに対して、そういう方向性も

出されたわけですから、我々もそこはしっかり

と対応していきますということですので、いろ

んなことをやらなければいけない。もちろん

100点を目指すんですけれども、財源にも限り

があるし要望も多様ですから、その中でしっか

りとできることをこれまでやってきたし、また

先ほどおっしゃったような、持留さんが注視し

ている部分が足りなかったということであれば、

そのことも国の施策も併せて今進めようとして

いるわけですから、決してそのことをないがし

ろにしていたわけではないということでありま

すので、そこは見解の相違だと思いますので、

御理解頂きたいと思います。 

○持留良一議員  要は共通しているのは、市民

の生活を今こういう状況の中でどう見ているの

かということだと思うんですよ。そこにとって

主体的な取組、今回は国の政策が、そういう物

価高騰対策を取りますよということで非課税世

帯を中心としながらやりますということだった

んです。であるならば、そこに対してきちっと

した整理をしていただいて回答するというのが、

ある意味、誠意を持った当局の回答ではないか

というふうに思うんですよ。そこのところがず

れているものだから、私としては、果たしてこ

れが本当に市民に対する回答なんだろうかとい

うふうな認識になってしまうんです。そのこと

はそういう形で、互いにそこの部分をさらに今

後議論する場があればまたしていきたいという

ふうに思います。 

 次に、難聴問題のところに移っていきたいと

いうふうに思います。 

 危険因子、認知症は危険因子という形での認

識はされたというふうに思います。この中で先

ほど、私はどうしても実態を調査する必要があ

ると、検査する必要があるということを言った

んですよね。そして、先ほど定期健診、そんな

ものはないんだということを言われたんですが、

この健康チェックの中でこんなことを市は述べ

られています。平成29年度より高齢者の方々が

安心して自立した生活を送るため健康寿命の延

伸等を目的に、平成29年度よりたるみず元気プ

ロジェクトを40歳以上の方々を対象にして健康

チェックを行っていますということが書かれて

います。 

 そうするとこの健康チェックというのは、あ

る意味重要な中身になっていくのではないか、

健康チェックの中でですね。そういう認識であ

るならば、やっぱり健康項目に入れて対策を取

っていく。これもこの趣旨からいくと、当然の

結果じゃないかと思うんですが、課長はどうで

しょうか。 

○保健課長（草野浩一）  健康チェックの中で、

先ほどの認知症の部分に関しましてはどのよう

な検査をするというのはいろんな選択肢がある

と思います。その中で持留議員が言われている

聴力検査もその一つであろうと思いますが、今

現在の健康チェックの中で、先ほど健康チェッ

クの事例を申しましたが、ほかの調査項目がご

ざいますので、その中で把握していくと。その

把握した中で、いかに認知症は早期発見・早期

予防対策が必要でございますので、その中で対

策を行っていくという今現在の認識でございま

す。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  ぜひ今後、具体的に調査項目
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の中に入れていただいて、市民の皆さん、高齢

者の皆さんの健康チェックを果たしていただき

たいというふうに強く要望しておきたいと思い

ます。 

 それと、全国取組状況はどうだったかという

ことでは、43自治体で補聴器の購入助成を行っ

ていますよね。これは認識されていますよね。 

 そういう中で改めて市長にお聞きしたいんで

す。私は４番目のことを聞いたんですけども、

今回この問題では、議会も請願を採択していま

す。そして、国に対して意見書も出しています。

そして、この前署名も出しています。多くの

方々の声、また、様々な角度からこの問題では

市に要求しています。そして、市長も車の両輪

だということも言われていますけども、やっぱ

り市民のこれだけの声や要望、そして議会の採

択、こういうことを受けて、改めて感じる、ま

た考え、方向性というのは、補聴器の助成に向

けての取組というのは、何らかの検討をすると

いうことはないでしょうか。 

○市長（尾脇雅弥）  先ほどもお話ししました

けれども、前回もお話ししたと思いますけども、

私の叔母が難聴者でしたので、身近にいてやは

り耳が聞こえないということの大変さというの

は十分理解して、何とかしてあげたいというの

が近くにいる人たちの心情だと思うんですね。

私も福祉を出ておりますので、そういう意味で

はそんな気持ちを持ちながらこれまでもやって

まいりました。 

 しかしながら、今申し上げたように、これは

単独市でやるというよりは、本来だったら全国

的にそういった課題を取り組んでいかなければ

いけないことだと思います。 

 現在、四十数自治体が取り組んでおられると

いうのはそのとおりなんですけど、逆に1,000

を超える団体で実現できていないという課題も

ございますので、その辺をしっかり整理しなが

ら、決して後ろ向きではありませんので、いろ

いろ今検討しているという状況でございます。 

○持留良一議員  重要な取組ですし、高齢者の

健康維持、また、先ほど出た健康チェックの関

係からも重要な本市の取組になっていくと思い

ますので、結果として医療費が抑制されれば、

財政的な問題も様々な点で解決をしていくとい

うふうに思います。ぜひこれは早急に対策を取

っていただきたいということと、私たちが地方

から声を上げる。先ほど45自治体となっていま

すけども、このことによって国を動かす大きな

力になるというのは、これまでの全国の市長会

や知事会の大きな運動でもあったと思うんです

ね。それを粘り強く市長会や知事会もやったと

いうことがありますので、ぜひこれは地方から

声を上げるという点でも、引き続き声を上げて

いただくとともに前向きに検討をしていただき

たいというふうに思います。 

 最後は、あと５分しかありませんが、戦争遺

跡の問題について伺いたいというふうに思いま

す。 

 先ほど北方議員からも出ましたけども、この

戦争遺跡というのは、こんな形で位置づけられ

ているのではないかなと思います。戦争遺跡は

近代日本が繰り返し行ってきた戦争によってつ

くられ、残された構造物や跡地です。戦争遺跡

は本物の持つ臨場感が迫力があり、そこに立て

ば歴史と空間を共有できる。想像力を発揮して

追体験もできる。戦争を再び学び、加害・被害

の歴史の扉を開く。そういう位置づけで戦争の

位置づけがある。 

 先ほど北方議員が出されましたけども、あと

様々戦争遺跡があります。第61震洋隊、これは

御存じだと思うんですけども。これも新城麓の

岩下のところにあるやつですね。今これは９割

近くが砂に埋まっている状況です。私、一度中

に入って調査もさせてもらいましたけども、非

常に大事なものだと。あと、海潟にある造船所

の問題ですね。それから、既に工事で消えまし
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たけども、魚雷発射場、２つがなくなりました。

こういう形で公共工事や建設等でどんどんなく

なってきているわけなんですよ。こういう実態

があるからこそ、全国では、先ほど冒頭紹介し

ましたけども、戦争遺跡全国保存シンポジウム

が毎年開かれているということだと思うんです

が。 

 先ほど保存の問題で県の考え方も示されまし

たし、結果を待つということなんですけども、

この調査等は具体的にやって、その結果をどん

なふうに判断されるのか。それはやっぱり調査

した結果によって中身が違ってくるのか。その

ことをお聞きしたいと思います。 

○社会教育課長（港 耕作）  先ほど北方議員

の御質問に答弁させていただいたように、また、

今の持留議員の質問にも答弁させていただいた

ように、まずこちらとしてはどのような調査が

できるのか。そしてまた費用はどのくらいかか

るのか。そのようなことをまず調べてみたいと

思っております。今後のことは、まだ今その調

査をすることが肝要だと思っていますので、今

その調査をまずすることが大事なことだと思っ

ております。 

 以上です。 

○持留良一議員  教育長にお聞きをします。 

 なぜこれまで保存という視点を持った形での

取組がされてこなかったのか。課題は何だった

んでしょう。 

○教育長（坂元裕人）  ごめんなさい、今ちょ

っと冒頭のところが聞こえなかったんですけれ

ども、もう一回、反問権をお願いします。 

○持留良一議員  なぜ保存がされてこなかった

のか。そういう取組がなぜできなかったのか。 

○教育長（坂元裕人）  先ほどの北方議員のと

ころでも申し上げましたけども、まずもって安

全を優先というところは、これは持留議員も認

識は一緒だろうと思うんですよね。特に防空壕

だとか、先ほど震洋艇でしたっけ、それのとこ

ろに入られたという話をされましたけど、仮に

もし子供たちがそういうところに入ったらどう

なるのか。その危険性は、まずお互い押さえて

おきたいですね。そこをまず押さえていて。 

 これまで私が教育長になってから、いろんな

方々と接する中で、よく川井田先生等の戦争の

いわゆる悲惨さみたいなものは講演会で聞いて

おりましたけれども、具体的に文化財指定でと

いう話は出てこなかったというところもありま

して、申し訳ございませんが、そういうところ

が遅れてきたというところはあると思います。 

○持留良一議員  今年も南日本新聞は、具体的

な形で戦争、遺跡を歩くという特集をしていま

す。これはやっぱり保存が様々な形でされてい

ると。先ほどの防空壕の問題は、以前の取組と

して終わったはずなんです。ただ、それができ

ていないのかどうなのか分かりませんけども、

そこの点については非常に教育委員会としてき

ちっと対応できていなかったのではないかなと

言わざるを得ないんですよね。 

 そうなってくるとやはり大事なのは、今後、

調査、保存に向けた取組をしっかりやっていく

んだということで、改めてこの戦争遺跡の重要

性、ここについての認識が問われているという

ふうに思います。 

 例えば守っていくためにはこんな形で保存す

るために、これ可能なんです。全て調査して壊

すのではなくて、こういうことも可能なんです。

なぜかというと、それは戦争遺跡を持つ役割が

あるからです。この点について、最後、教育長。 

○教育長（坂元裕人）  平和を貴ぶ学びという

のは確かに大事なんですね。そういう意味では

戦争の遺跡、いわゆるその足跡というのは、非

常に学びのまさに場として、あるいは直接そこ

から学ぶ教材として重要だということは私も思

います。 

 ただ、そこと安全というのはバランスを取り

ながらというところは念頭に置きながら、今後
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もまた進めてまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

○持留良一議員  終わります。 

○議長（川越信男）  次に、８番、感王寺耕造

議員の質問を許可します。 

   ［感王寺耕造議員登壇］ 

○感王寺耕造議員  皆さん、本会議御苦労さま

です。本日最後の登壇でございます。傍聴席見

ると、南日本新聞の記者さんがいらっしゃるん

で、また元気いっぱい１時間頑張りたいと思い

ますので、お付き合いのほどよろしくお願いし

ます。 

 それでは、早速質問に入ります。 

 農畜産業支援対策、また生産資材価格の高騰

対策について、農林課長に伺います。 

 本年９月５日の南日本新聞によりますと、農

林水産省が公表している農業物価指数によると、

生産資材の指数は上昇傾向が続き、７月は前年

月比10％上昇の119.2％とデータが比較可能な

20年以降最高水準となっております。 

 背景には、肥料や飼料の原料の多くを輸入に

頼っている現実があり、また肥料は中国の輸出

規制やウクライナ危機でロシアなどから輸入が

滞った影響で、７月は36.5％上昇、飼料につき

ましては、トウモロコシの国際相場上昇や米国

のエタノールへの利用ということで、また円安

の影響もあり20.3％となっております。 

 また、飼料価格については、2021年10癩12月

期、この部分が2020年の10癩12月期と比較する

と、トン当たり４万1,520円、前年比６割上が

っているということで、2010年と今現在と比べ

ると80％の値上がりということであります。 

 そういうことで、一方、農産物の価格変動を

示す指数は伸び悩んでおりまして、７月は

1.2％下落の98％にとどまっております。野菜

は10.6％上昇しておりますが、米は16.6％の下

落、畜産物の2.4％の下落となっており、農家

が生産資材の値上がりを十分に転嫁できていな

い実績が浮かび上がっております。 

 特に黒毛和牛につきましては、平成29年度、

総平均価格82万5,700円、令和４年度、枝肉相

場の総平均価格は、先月までで15万8,293円下

がり66万7,450円となっており、枝肉相場も在

庫がだぶつき、価格も低廉している状態であり

ます。 

 農家の経営は非常に厳しくなっておりますが、

国の農産物価格高騰対策事業補助金等、国の

セーフティネット事業の申請状況について、農

林課長、答弁ください。 

 次に、空き家の解体事業また有効活用につい

て、土木課長にまず伺います。 

 解体事業の進捗状況と今後の進め方について、

土木課長、答弁ください。 

 次に、樹木・学校施設管理について、教育総

務課長に伺います。 

 曽於市の高岡小学校で８月９日、木の下で芝

刈りをしていた校長先生が、折れた枝の下敷き

になり死亡された痛ましい事故が起きました。

御冥福をお祈りいたします。なぜこういった事

故が起きたのか。未然に防ぐことができなかっ

たのか。残念でなりません。学校保健安全施行

規則や建築基準法といった法律に基づく定期点

検は現在行われているのか。また、その点検を

行う人間は、専門家の知見に基づいたものなの

か。教育総務課長、答弁ください。 

 次に、部活動について、教育総務課長に伺い

ます。 

 本年５月下旬、スポーツ庁長官の室伏広治長

官は、オンラインのシンポジウムで休日の部活

動を地域や民間団体に委ねる地域移行へ決意を

示されております。市内小中学校の部活動につ

いては、団体競技の場が確保されていないと考

えますが、その対策について伺います。また、

団体競技の場の確保には、専門的指導者、費用

など課題が多いと考えますが、見解を教育総務

課長に伺います。 
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 以上で、１回目の答弁を終わります。 

○農林課長（森 秀和）  国のセーフティネッ

ト事業の利用状況につきましてお答えいたしま

す。 

 農畜産業関係のセーフティネット事業としま

しては、耕種農家向けとして、国の施設園芸等

燃油価格高騰対策事業、農業経営収入保険事業、

県単の野菜価格安定対策事業等があり、畜産農

家向けとして、国の肉用子牛生産者補給金事業、

肉用牛肥育経営安定交付金制度（通称）牛マル

キン、肉豚価格安定対策事業（通称）豚マルキ

ン、鶏卵生産者経営安定対策事業、県単のブロ

イラー価格安定対策事業がございます。そのほ

か配合飼料価格の上昇が畜産経営に及ぼす影響

を緩和するために、国の配合飼料価格安定制度

などがございます。 

 それぞれの加入状況と発動状況については、

耕種農家向けの施設園芸等燃油価格高騰対策事

業、野菜価格安定対策事業については、現在加

入者がありません。 

 本市が保険料の一部を支援しております、農

業経営収入保険事業については、令和３年度で

11件の農家が加入しております。なお、発動の

実績はありません。 

 畜産農家向けの肉用子牛生産者補給金事業は

35件、肉用牛肥育経営安定交付金制度は３件、

肉豚価格安定対策事業は７件、鶏卵生産者経営

安定対策事業は該当する農家はなし、ブロイ

ラー価格安定対策事業は３件と全ての農家が加

入されております。なお、全てにおいて直近の

発動はありません。 

 配合飼料価格安定制度については、農協系統

が24件で系統外が12件の36件が加入しており、

公表されている直近の補痾金としましては、令

和４年度第２四半期で配合飼料１トン当たり

9,800円となっているところでございます。 

 以上でございます。 

○土木課長（東 弘幸）  空き家解体事業の進

捗状況と今後の進め方につきましてお答えいた

します。 

 空き家解体撤去事業につきましては、景観や

住環境の向上及び安心安全を確保するとともに、

地域経済の活性化を図ることを目的に、空き家

を解体する所有者に対し補助金を交付しており、

解体業者も市内業者に限定しているところでご

ざいます。 

 当事業は、平成28年度から開始しており、本

年度で７年目でございます。昨年度までの６年

間で194棟が解体され、本年度も９月５日時点

で29棟の解体申請を受け付けておりますが、７

年間の合計で223棟解体されることとなり、解

体費の総事業費が約２億6,600万円、補助金額

が約5,500万円となっております。 

 この事業により住環境の向上や経済の活性化、

何より特定危険空家になる可能性を少しでも減

少することができる大変有効な補助制度である

と認識しております。 

 また、今後につきましても、毎年度多くの申

請を頂き、補助金を活用することで特定危険空

家等の減少に寄与しているものと考えておりま

すので、引き続き税務課にお願いし、空き家の

所有者に固定資産税の納付書を郵送する際、空

き家解体撤去事業の案内文書を同封してもらえ

るよう連携してまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

○教育総務課長（野村宏治）  樹木・学校施設

管理について、学校保健安全法施行規則や建築

基準法といった法律に基づく定期点検は行われ

ているのかについてお答えいたします。 

 昨日の堀内議員の御質問に対して答弁させて

いただいた内容と重なるところではございます

が、小中学校における樹木の点検に関しまして

は、法的根拠はなく、学校保健安全法施行規則

に基づく安全点検項目には入っていないところ

ですが、各学校において任意での点検が実施さ

れているところでございます。 
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 平成29年度以前については、本点検に基づき、

学校からの伐採要望に対して高木伐採を行って

いたところですが、平成30年度からは、市内全

小中学校９校に対して、毎年３校ずつ、各校３

年ごとに、専門的な知見のある委託事業者の点

検による定期的な高木伐採を実施しております。 

 また、学校から要望があり、危険性が高く伐

採等が必要な場合には、高木伐採の対象校以外

でも適切に対応しているところでございます。 

 今後は、国土交通省から示されている都市公

園の樹木の点検・診断に関する指針を参考に、

学校職員による樹木の点検を行うとともに、必

要に応じて点検内容を専門家に相談の上、危険

樹木の特定を行い、伐採等の適切な対応に努め

てまいります。 

 次に、学校施設に対する安全点検につきまし

ては、学校保健安全法施行規則第28条で、毎学

期１回以上、児童生徒等が通常使用する施設及

び設備の異常の有無について系統的に行わなけ

ればならないとなっており、本市の小中学校に

おいては、月１回の定期的な安全点検を学校職

員により実施しているところでございます。 

 点検項目につきましては、教室の床板、机、

椅子、窓、ドアのガラス等の破損状況や照明器

具等の落下防止、また遊具施設の危険箇所の把

握となっております。 

 点検結果につきましては、点検簿にて学校事

務職員、教頭、校長の順に確認し、危険箇所と

特定された場合には、学校職員による安全措置

を行っております。 

 また、専門事業者による修繕等が必要な場合

には、本市教育委員会に報告していただき、改

めて現地確認等の上、予算を確保し修繕等を行

うなど、適切な対応を図り安全確保に努めてお

ります。併せて本市教育委員会が開催する管理

職研修会でも安全点検・管理に関する注意喚起

を促し、また、学校においては、毎学期末に開

催される労働安全衛生委員会や職員会議におい

て、安全点検に関する情報を共有し、点検箇所

についても見落としがないように努めていると

ころでございます。 

 建築基準法に基づく建築物の法定点検につき

ましては、国・県または建築主事を置いている

市町村は、学校の用途に供する部分の床面積等

により、同法第12条第２項の規定により点検が

義務づけられているところですが、本市の学校

施設は、法定点検の対象にはなっていないとこ

ろでございます。ただし、垂水中央中学校のエ

レベーターについては法定点検の対象となって

いることから、３か月に１回の定期点検が専門

事業者により行われているところです。 

 本市の小中学校では、定期的な安全点検が学

校職員により行われておりますが、必要に応じ

て、１級建築士資格を有する本市職員や専門事

業者による点検も行うなどして建物の劣化状況

等を把握し、補修が必要な箇所があれば予算計

上するなど、適切な対応を図っております。 

 また、大規模な工事につきましては、小学校

において、平成20年、21年度に実施した耐震診

断に加えて外壁や屋上等の劣化状況調査を行い、

平成24年度から平成27年度にかけて、校舎外壁

の竢落・落下防止として外壁改修工事を実施し

ております。さらに平成30年度には、学校施設

におけるブロック塀等の調査を行い、危険と特

定された垂水小学校石積擁壁工事を実施してお

ります。 

 今後とも、学校職員による日常的な点検はも

とより、一定期間ごとの専門事業者による点検

の実施についても引き続き実施することで、児

童生徒及び教職員にとって安全安心な学校環境

の維持に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○学校教育課長（今井 誠）  専門的指導者、

費用など課題が多いが、見解はにつきましてお

答えいたします。 

 部活動は教科学習とは異なる集団での活動を
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通じた人間形成の機会であり、多様な生徒が活

躍できる場である一方、これまで教師による献

身的な勤務の下で成り立ってきており、休日を

含め長時間勤務の要因であることや競技経験の

ない教師がその競技の顧問として指導せざるを

得ないことは教師にとって多大な負担であると

ともに、生徒にとっては望ましい指導を受けら

れない場合が生じております。 

 そのため学校の働き方改革を踏まえた部活動

改革の方向性として、部活動は必ずしも教師が

担う必要のない業務であり、国は令和７年度末

を目標に、休日の部活動指導を部活動改革の第

一歩として、休日に教科指導を行えないことと

同様に、休日に教師が部活動の指導に携わる必

要がない環境を構築すること、部活動の指導を

希望する教師は、引き続き休日に指導を行うこ

とができる仕組みを構築すること、生徒の活動

機会を確保するため、休日における地域のス

ポーツ、文化活動を実施できる環境を整備し、

地域に移行することを求めております。 

 しかしながら、部活動改革を進めるに当たっ

て、議員御指摘のとおり、今後解決していかな

くてはならない課題も多くございます。専門性

や資質を有する指導者の数を確保する必要があ

ること、スポーツ団体等が学校体育施設を利用

する場合、施設管理を学校が行うと負担が増大

するおそれがあること、大会の参加資格が学校

単位に限定され、地域のスポーツ団体等の参加

は認められていないものがあること、大会運営

の多くを教師が担っている実態があること、地

域スポーツに支払う会費が保護者にとって大き

な負担となると、生徒を加入させることにちゅ

うちょするおそれがあること、地域移行後も安

心して地域でスポーツ活動に参加できるよう、

生徒や指導者がけが等をしても十分な補償を受

けられるようにする必要があること、学校で部

活動が運営され教師が顧問となって指導を担う

ことが前提となっている関係諸制度について、

地域でスポーツ活動に参加する生徒が増えてい

く状況にふさわしいものに見直していく必要が

あることなどが考えられるところでございます。 

 市教委としましては、これらの課題を解決す

るために、関係各課や関係機関、中学校、地域

のスポーツ団体等と密に連携を図り、生徒やそ

れを支える保護者、教師に不利益が生じないよ

う、本市の部活動の適切な在り方を検討してま

いります。 

 以上でございます。 

 次に、団体競技の場をどのように確保してい

るのかにつきましてお答えいたします。 

 垂水中央中学校では、運動系・文化系合わせ

て12の部活動が設置されており、生徒たちが精

力的に活動しているところでございます。 

 練習場所は、基本的に学校の体育館、運動場、

武道場、音楽室や美術室などの教室を使用して

おります。また、バレーボール部、バドミント

ン部は市の総合体育館を、ソフトテニス部は庭

球場やキララドームを練習日は使用しておりま

す。 

 中学校からは、地域移行された場合も現在と

同じ練習場所を確保したいとの要望が出されて

おり、市教委としましては、関係各課や各施設

の使用団体と協議・調整しながら、可能な限り

要望に応えられるよう検討してまいりたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○感王寺耕造議員  それでは、一問一答で農畜

産業の支援対策ですね、生産資材価格の高騰と

いうことで、１回目で申しましたように全ての

ものが上がっていると。コロナがあってから緊

急事態宣言が１回目あってろくなことは起こっ

ていないですね。インバウンドはなくなるは、

東京オリンピックも無観客だ、国体に至っては

来年ですよね。みんなやっぱり東京オリンピッ

クとか国体を目指して全国、特に鹿児島の場合

は地元開催ということもありましたし、生産頭
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数が物すごく上がっているんですよね。そうい

った中でコロナが続いているということで、イ

ンバウンドも、また、焼肉屋さんも有名な康正

産業さんも鹿児島ありますけども、ここも中国

とか海外から１万9,000円、２万円近くする肉

を、１人当たりのね、５万人から１年間で消費

していたんですよ。どこの温泉に行ってもがら

がらですよね。大体どこの温泉行っても、鹿児

島、霧島行っても、指宿行ってもですね、100

グラムとか50グラムとか、黒豚とか、さつま黒

鶏とか、黒牛が出てきたんですけども、その需

要もなくなったと。輸出もなかなかコロナの関

係で輸出できなくなったということで、森山先

生を通じていろいろ対策を立てていただいて、

何とか底支えしてきたんですけども、ここに来

て生産資材が高騰したということですね。 

 先月の競り市ありましたけども、７月ですね。

私も畜産会の役員、肝属のほう長く務めている

もんですから、各地の若い連中から、あれどう

なるんだろうかという心配の声を頂いています。

このままでは首をくくらないといけないという

話も出ています。首をくくるなと、銭・金で首

をくくることはないと。破産宣告受けて別の仕

事をしないかと。そこまで腹据えておかないと

ねって、死んだら駄目だよと言ったんです。そ

こまで厳しい状況であります。 

 そういった中で、これからも国のほうでいろ

んな対策は立てていただくとは思っているんで

すよね。例えば肥料につきましては、ウクライ

ナ問題もありますけども、政治経済、円安の問

題も含めて、まず原材料の確保していなかった

という問題ですよね。バックヤードを持たなか

ったということ。石油備蓄みたいな感じでバッ

クヤードを持たなかった。飼料もそうです。だ

から、こういった部分も含めて、あと枝肉の消

費も含めて全て、やっぱりいろんな施策が出て

くるとは思うんですよね。そういう中でちょっ

と話が大きくなりましたけど、早速質問に移り

ますけど。 

 農林課長、農林業物価高騰対策事業補助金と

いうことで、あしたが締切りですよね。ところ

が、私がヒアリング受けたところ、９月８日時

点で125件の申込みしかないと。うち畜産が31

件ということで、この部分には豚も含まれてい

ますよね。そうなった場合、うちの黒毛和牛の

振興会が50件ぐらいあると思うし、これによる

と50万円以上、段階によってですよね、前年度

の収入との比較じゃなくて、前年度の売上げが

50万刻みで50万円以上100万円が１万5,000円と、

1,600万円以上が40万円、１経営体ですね、こ

ういう仕組みになっています。そうすると多分

もらえる数というのは、これよりもうちょっと

多くならないといけないと思うんだけど、きち

っとこの事業の部分の趣旨を農家の皆さんに説

明しての結果がこうだったのか。漏れはなかっ

たんですか。その点だけ、１点だけ。 

○農林課長（森 秀和）  ただいまの燃油高騰

対策事業でございますが、７月１日より事業受

付を開始しております。畜産担当が農家巡回、

それと電話等により周知をずっと行ってまいり

ました。全ての畜産農家には、この事業の趣旨

を説明し、内容を理解していただいているとこ

ろでございます。あと、あしたが締切りでござ

いますが、再度確認をして、申請されるのか。

再度確認をしたいと思います。 

○感王寺耕造議員  明日まで締切りということ

ですから、これやっぱり知らなかったという人

もいると思うんですよ。私も宣伝したんだけど、

市場辺りで。あした１日だけだけど、走りずり

回って、おたく該当するという部分があるでし

ょう。畜産の農家も、園芸農家も、そこをもう

一回確認していてください。誰もこういう市単

独のお金だって、国から降ってくるお金ですか

らね。それで、また今後こういうような事業が

どんどん出てくると思いますので、農林課だけ

じゃないですね。ほかの担当課の部分もこうい
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う事業が、コロナ関係の部分が出てきますから

ですね。コロナ関係とか物価高騰の部分。これ

をきちっと広報するような施策。市長、これは

お願いでいいですから、きちっと指示していて

くださいね、副市長もね、それだけお願いして

おきます。 

 次に移ります。先ほども申しましたけども、

特に畜産経営、黒毛和牛の場合は、大体50頭、

60頭いないと経営が回りません。この部分で大

体ざっと計算してみましても１億3,000万、

5,000万。最初はそんなできないから、大体10

頭、20頭から始めても、最低でも3,000万、

4,000万の蓄えがないとできないわけです。た

だ、そういう蓄えを持っていませんよね、若い

人は。やっぱり融資に頼るわけですよ。そうな

った場合、前のときも出したけども、口蹄疫で

すね、あと狂牛病、ＢＳＥ、口蹄疫と来たとき、

ほとんど農家は困りました。ただで売りました、

牛を。子牛１頭５万円とか10万円とかですね。

そのときは死人も出ているんですよ、はっきり

言って。今回もこういうようなときだと私は考

えているんです。危機的状況だと。 

 そうなった中で、農林課として窓口、政策金

融公庫への誘導とか、そういうようなワンスト

ップ窓口をつくる必要があると思うんですけど、

そこについて農林課長の答弁を求めます。 

○農林課長（森 秀和）  政策金融公庫等の誘

導など、相談窓口の考えはにつきましてお答え

いたします。 

 今般の肥料や飼料の価格高騰により農家経営

は影響を受けておりますが、今後の状況によっ

てはさらに悪化することが懸念されます。この

ようなことから、これまでも各農家等の経営状

況を伺った上で、利用可能な資金等の説明を行

い、活用する資金の申請等に当たっては、政策

金融公庫やＪＡ等とともに連携しながら指導や

助言を行っているところです。 

 今のところ資金の借入れ等につながった実績

はございませんが、引き続き利用可能な資金の

情報収集・発信に努め、農業者の相談等に適切

に対応してまいります。 

 以上でございます。 

○感王寺耕造議員  相談が来ると思いますんで、

ちゃんと情報収集ですね。また、相談窓口を設

けましたよということできちっと告知して、ま

た巡回指導で回られましたら、経営の部分で心

配であったら政策金融公庫のほうにつなげます

よという部分をきちっと指示を係に出していた

だきたいと思います。 

 次に、この問題についてですけども、国の事

業も先ほど農林課長答弁したとおり、いっぱい

あることはあるんですけど、なかなか基金が発

動基準に合わなかったり、いろいろ今そういう

状況であります。 

 その中で市長にお願いしたいんですが、国の

補助事業、交付金事業のほかに市単独事業の畜

産業だけではないですよ、これは園芸農家も含

めて全てですね、お茶農家も含めて全てなんで

すけども、市単独の事業をつくれないかという

ことであります。 

 ちょっと私の調べたところによりますと、南

九州市、さつま町がそれぞれ南九州市が3,500

万、あとさつま町が3,200万ですね、これは配

合飼料代金のトン当たり1,000円補助すると、

上限は100万円だということであります。あと

面白いのが、鹿児島市と肝付町の部分ですね、

この部分にはいろんな補助事業で計画を立てま

すよね。そうすると最初の見積りよりも資材の

高騰がすごいものですからどんどん積み上がっ

ていくと。牛舎も１年前、２年前建てたときと

比べて、同じ規模ですね、1.5倍とか1.8倍上が

っているんですよ。その分の増えた分の積み増

し分の何分の１かは補助するという制度もつく

っております。 

 あと、お隣の大隅でいうと、鹿屋市も配合飼

料のトン当たり300円と、面白いところは、東
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串良町は認定農業者も含めて法人に対して20万

ですね。認定農業者格を持った法人に対して20

万、個人に対して10万、認定農業者以外の農業

者については５万円補助しています。この部分

で3,800万円予算組んでいるわけですよね。あ

と肝付町もこういうような部分、錦江町も全て

やられているわけですけども。他の産業との比

較もありまして難しいとは思いますが、農家が

これだけ困っているときに、先ほどの持留さん

との話もありましたけど、ディベート聞いてい

ましたけども、市単独の事業をつくるお考えは

現時点でありませんか。 

○市長（尾脇雅弥）  畜産農家の現状が厳しい

というのは、私も十分理解をしております。感

王寺議員におかれましては、和牛の第一人者で

ございまして、垂水市の中では大規模に経営を

されておられますから、いいときはいいんだけ

ど、逆にこういう状況になるとマイナスの要因

も大変大きくなるということなんだというふう

に理解をしております。以前、垂水の畜産の会

長もしておられましたし、私も少しそういうこ

ともございました。 

 現在、国においては森山先生が中央畜産会の

会長ということで、私も理事をしておりますか

ら、当然この対策というのはいろいろ協議が出

ます。同様に、幸いにといいますか、野村先生

が農林水産大臣ということで、ここしっかりや

るんだということは、いろんな手だてを打って

いただいているんですけれども、それをはるか

に上回るいろんな要素が、ここへ来てまたウク

ライナの問題もあったりして、ある意味、当初

の問題とは違うレベルの問題になっております

ので、できることを最大限やっていくと。 

 その中で喫緊のものに関しては、明日締切り

のいろんな制度がございますので、そこはまず

対象者にしっかり周知していくと。我々も広報

紙やらいろんなものを通じて大きく掲載をした

つもりではありますけれども、やっぱり十分理

解をされておられないケースもありますから、

しっかりとその制度を生かしながら、当然いろ

んな意味で陳情要望もしながら。ただ、垂水市

はどうだという部分もあると思いますから、そ

こは何ができるかというのは、気持ちは十分持

っておりますので、その辺のところを精査して、

また検討させていただきたいというふうに思い

ます。 

○感王寺耕造議員  若い子たちやっぱり各地区

市町単位で別々、みんな情報入ってくるんです

よ、若い人たちは若い人のネットワークがある

から。おまえのところはいいなと。こういうの

があって、俺らにはないよという部分がやっぱ

りいろいろ聞かれました。予算に限りがあると

いう部分は十分理解していますし、先ほど私言

ったように、他産業の部分とのそういう比較も

あるし、生活が困っていらっしゃる方とも比較

もあるし、いろいろ比較というかそういう部分

があると思うんですね。それは分かるんだけど、

他市町ではやっているよということですので、

後で資料を市長に差し上げますので前向きに検

討していただきたいと思います。これはお願い

でとどめます。 

 あと空き家解体事業ですね、前もって資料を

頂いているんですけど。土木課長、大体30件ぐ

らいありますよね、28年度から始まって、40件

ですね。一般の部分が大体40件前後で推移して

いると、毎年。一般の分が30件、新築をする、

解体して、その部分が加算の部分ですね、これ

が大体10件出てくるということで。今議会も補

正予算が出ていましたかね、560か80万。そん

だけ活用していただいているということだとは

思うんですよ。ただ、見てみますとまだいっぱ

い残っているんですよね。特定空家と呼ばれる

ようなものですね。 

 簡易判定の部分で固定資産税係の全棟調査で

すね、その結果は手元にあるんですけど、それ

を見ますと、居住不可能、完璧な廃屋ですね、
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特定空家と言われるもの、これが146件ですか

ね。あと居住不可能である、非廃屋という部分

も88件残っていますね。どっちかというと、こ

れも住めない物件でしょう。そうすると合わせ

て234件の部分があるということで、予算限り

がありますから、年次的にやっていただいては

結構なんですが。 

 ただ、やっぱり見ていて、小学生が通学する

ような部分にそういう建物や、若干１棟か２棟

ぐらい、新城も見られるんですよ、通学路にな

っているところで。やっぱりその部分をいかに

誘導するかということが大切だと思っておりま

す。 

 そうしますと、ここで問題が起きまして、次

は税務課長に振るわけですけども、固定資産税

の部分ですよね。固定資産税の部分は、地積

200平米以下の部分の６分の１の部分について

は、固税の減免があるということで、これを壊

してしまうと、固税の減免がなくなってしまう

わけですよ、はっきり言って。だから、やっぱ

りちゅうちょされる部分がこの辺にあるのでは

ないかということです。 

 それで、片一方、新築物件ですね。建てる場

合は固定資産税の減免を10年していますよね。

だから、どんどんマンション的な建物は中央地

区は建っていると。私の地元の田舎ですから新

城とか、森議員と德留議員の田舎の牛根には、

失礼ですけどもなかなか建たないということで

すね。 

 そういう部分があるものですから、片方では

新築の部分ではそういう固税の減免立てて、危

険な特定空家については、やっぱり減免も認め

るべきだと思うんですけども、あと税務課長の

話を聞いてから、市長のお考え、方向性をお願

いします。 

○税務課長（篠原彰治）  固定資産税の減免の

考えはにつきましてお答えいたします。 

 議員御指摘のとおり住宅を解体して更地にす

ると、土地に適用されていた住宅用地の特例、

具体的に申し上げますと、200平米以下の場合

は３分の１、200平米を超えた場合は６分の１

の適用がされなくなるため、土地の面積にもよ

りますが、おおむね固定資産税が３倍から４倍

上昇することとなります。 

 住宅用地の特例は、人が住んでいない空き家

であっても、住宅用家屋の敷地であれば適用さ

れるため、家屋の解体により固定資産税が増額

とならないよう、老朽化した家屋が放置され空

き家を増やす原因の一因とも考えられます。ま

た、老朽化した空き家は適切な維持管理がなさ

れず、近隣等へ危険を及ぼす特定空家となりか

ねないほか、治安、景観の悪化や不動産価値の

低下など周辺環境にも悪影響を及ぼすおそれが

あります。 

 適切な維持管理がなされていない特定空家等

については行政代執行が可能となっております

が、所有者から行政代執行による空き家の解体

費用を回収することが困難な事例が多く、また、

土地の価値よりも解体費用が割高となることも

あるなど、費用負担の問題からその活用は限ら

れているところです。加えて空き家対策特別措

置法に基づく市町村長の勧告により、住宅用地

の特例の適用対象から除外も可能となっている

ところです。 

 このような国の制度に加えて、空き家対策の

障害となっている固定資産税の措置に対して、

空き家を解体した場合に一定期間、従前の税額

を超える相当額を減免する制度を設けている市

町村も少数ではありますが存在しており、その

ことは承知しております。 

 この制度を導入することで空き家解体が促進

されることも考えられますが、外観上も用途上

も同様である更地であるにもかかわらず、新た

に空き家を解体した土地は、減免制度により税

負担が軽減される一方で、元から更地であった

土地は非住宅用地として税負担の軽減が少ない
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ため、双方の税負担の格差が２倍から３倍に広

がることとなります。 

 また、本市において固定資産税は基幹税であ

り、市税収入の５割を占め、市の自主財源の減

少にもつながるおそれも考えられ、その導入の

効果等を慎重に見極める必要があると考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  現状におきましては、今

担当課長がお話をしたことは、担当課長として

当然の発言だろうというふうに思います。空き

家問題ということを考えますときに、大分以前

から感王寺議員が熱心に御提言頂きまして、ま

ずは1,000件近い空き家を調べるところから始

めまして、その中で分かりやすく言いますと、

マル、バツ、三角をつけて、その中で解体でき

るものは補助金をつくりながら、大分進んだと

いうふうに思います。一方で、定住対策も含め

て減免措置をすることによって、先ほどありま

した中央地区を中心に新しい新築物件、マンシ

ョン等はできております。 

 しかしながら、一方でその解体することによ

っての逆に負担が大きいという課題が残ってお

りますので、根本的には国策の部分で御検討頂

きたい部分ではありますけれども、なかなか

遅々として進まない。幾つか事例の中では、各

市町村の中で何がしかの対応している事例もあ

るということでありますので、まずはそのこと

を今すぐやりますとは言えませんけれども、当

然次の段階として検討が必要なことだというふ

うに思いますので、もうしばらく検討させてい

ただきたいと思います。 

○感王寺耕造議員  税務課長から行政代執行と

いう言葉がありましたけども、行政代執行して

もお金返ってこないんだよね、はっきり言って。

だから、どこの市町村でもやらないわけですよ

ね。はっきり言ってやりたがらない。本当に子

供たちの通る場所とかいう部分は仕方なくやっ

ていますけど、国の問題だとは思いますけども、

進まない原因は、やっぱり固税が上がってしま

うという部分がありますから、確かに固定資産

税の部分については大事な財源だ、数少ない自

主財源だという部分は私も理解していますけど

も。ただ、特定空家が結局倒壊のおそれ、また

火災が起こるおそれ、そういう部分があります

から前向きに検討して下さい。お願いします。 

 空き家のこの問題については、特定空家の改

装という部分と、いつも言っているように有効

活用という部分がありますよね。それで、手元

の資料を見ると、まだ有効活用する家が結構可

能な部分があるんですよね。全体で言いますと、

居住可能が347棟あります。それで、一部修繕

すれば可能な部分、これが884件、合わせて

1,231件活用できるわけですね。市長のほうで

理解示していただいて、空き家リフォームであ

ったりとか、空き家バンクとかつくっていただ

きましたから、日本でも進んでいる自治体だと

思うんですけども。でも、実際これだけある。

逆にこれだけの人口流入を公営住宅を建てなく

ても可能性はあるんだよということですから、

この部分を使ってどういうことをやるかという

ことです。 

 前回同じような質問したとき、地域と不動産

業者、行政も交えて一緒にやりましょうという

ことを言いました。その部分で空き家対策ワー

キンググループ、企画政策課長の下にあります

けども、前回の議論を受けてどのような部分を

ワーキンググループで話し合って、どういう方

向性を決めたのかという部分を簡潔に、時間が

ありませんからお願いします。 

○市民課長（松尾智信）  空き家全棟調査の活

用状況はについてお答えいたします。 

 今年度、空き家関係部署の課長で構成されま

す、第１回空き家対策委員会におきまして、地

区を限定した空き家の利活用について重点的に

取り組むことが了承されました。このことを受
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け、空き家関係部署の職員で構成されます空き

家対策ワーキンググループで新城地区と牛根の

３地区におきまして、全棟調査の結果によって

得られた情報を活用し、有効活用可能な空き家

を抽出したところであります。 

 その内訳につきましては、新城地区61棟、牛

根境地区６棟、牛根地区11棟、牛根麓地区28棟

の計106棟となっております。 

 まずは、この106棟の空き家の建築年度や外

見等から利用可能ではないかと判断された物件

について、浄化槽の設置状況などの現地調査を

実施することで、より活用可能な空き家の絞り

込みを進めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○市長（尾脇雅弥）  補足しますと、方向性は

御理解頂けていると思いますけれども、特に新

城は六十何件あって有効活用できる部分がある

ということですね。それを私が指示を出してい

るのは、牛根エリアと新城エリア、特にモデル

ケースをしっかりとまずつくりなさいと。当然、

今の居住のためのリフォーム希望があると思い

ますので、その辺を地元の皆さんやら業者の皆

さんと語ってやっていくと。方向性は理解して

いますから、今の部分を担当課長が答えたのを

ちょっとスピードアップしてやらせていただき

たいと思います。 

○感王寺耕造議員  前向きな市長の答弁頂いて、

着々と前に進んでいるということで、前も話し

ましたけど、うちの小学校19人です。うちの市

民グループで入れた子たちが６人かな、子供が

現在いる子が。そうすると、入れて外から入っ

てきてもらわないと、学校成り立たないんでみ

んな頑張っているんですよ。ただ、やっぱり地

域の市民グループはそれなりの……。所有権者

の方から見れば、どこの馬の骨か分からないわ

けですよ。だから、行政も入ってもらって、不

動産屋さんも入ってもらって、行政書士の先生

やら司法書士の先生やら入っていただいて、そ

こで進めることが大事だと思いますんで、方向

性は市長がきちっと出していただいて了解しま

したんで、一歩一歩、地元と協働しながらまた

進めていただきたいと思います。また声かけて

いただければと思っています。この件について

はこれで終わります。 

 あと、樹木の部分ですね、学校施設管理につ

いてということですけれども、今回、高岡小学

校の事故を受けて、今年は年度別に計画立てて

教育総務課のほうでやっていらっしゃいますか

ら、夏休み、新城小学校、協和小、柊原小学校、

３か所高木の伐採作業をやっていただきまして

感謝したんですけども。この事故を受けてまた

より以上に、またお金もかかったでしょうけど

も、より以上に切ってもらったということで、

今安全性は木については保たれていると思うん

ですよ。 

 学校についてはいいんですけども、ほかの部

分については、昨日堀内議員がやられたみたい

ですから、そちらのほうの点検も併せてやって

いただきたいと思っています。この分で月に１

回やっていらっしゃるという確認を、建築基準

のほうの建物は分かりましたけど、学校安全点

検法の部分に該当しないんだという言葉もあり

ました。ただし、ああいう事故が起こってしま

ったわけですよね。あくまでもこれは法が悪い

わけじゃないけども、法も改正してもらわない

けないですよね。 

 それで、私が一番危惧する部分が、やっぱり

餅は餅屋、プロはプロなんですよ。例えば樹木

の部分の知識については、どういう木が裂けや

すいとか、どういう木が枝を何月切ると腐るよ

とかあるわけですよね。だから、造園業者さん

とか樹木医の資格を持っている人しか分からな

いし、それで大きい建物は体育館とか教室とか

校舎とか、土木課の部分も加勢もらってやって

いるんでしょうけど、点検やら、計画を立てた

りするんだけど。 
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 ただ、それに付随する工作物があるんですね。

例えばビニールの温室とか、あと堆舎か、地域

によってまだ残っている部分があるんですよ。

そういう部分については、やっぱり土木課の専

門の職員を力を借りてやらなきゃいけないと思

っているんで、その辺について、教育長、再任

されて初めてですから、どうぞ。 

○教育長（坂元裕人）  学校安全に関わること

でございましたけれども、本当大事なことだと

思います。建物、今おっしゃった、いわゆる高

木を含めた緑の部分、そしてビニールハウスで

すね、温室ですね、そういったところも広角で

やはり点検をしていかなきゃいけない時代に入

ったんだと思っています。 

 あした、幸い校長会ございますので、これま

での既存の安全点検だけではなくて、緑も今お

っしゃったそういう温室も含めて、全てを安全

点検の対象にしてほしいというところを意識づ

けをしてまいりたいと思います。関係者のいわ

ゆるプロの目というのは非常に大事でございま

すので、そういう力も借りながら、より一層ま

た安全な環境が保てるよう努力してまいりたい

と思います。 

 以上でございます。 

○感王寺耕造議員  部活動について移らせてい

ただきます。学校教育課長から懇切丁寧な説明

を頂きました。ありがとうございます。ちょっ

と私の質問が意地悪で、５月の下旬に有名なア

スリートであられる室伏広治長官が、オンライ

ンの部分で、さっき学校教育課長も言われまし

たけども、教員の過酷な労働条件、これをどう

するか、働き方改革をどうするかという部分も

ありますし、また指導者の部分ですね、都会に

行くといっぱいいるんですけど、田舎にはいな

いという部分ですよね。あとお金の問題もやっ

ぱり発生してくると思うんですよね。それで、

場所をどこにするかということですね。まだこ

れからスポーツ庁から施策の方向性とか、また

そういうふうな指針とかが出てくると思うんで

すね。また、交付金とか補助金という部分もな

ければできないわけですから、これからの話に

なるんですけども。 

 ただ、土日・祝日の部分をやっぱり教員はで

きないんだと、責任を持って、地域総合型クラ

ブの部分に移していく。場所をどこにするのと、

学校だと先ほど言われたような形になると。た

だ、学校の部分は活用させていただくけども、

地域総合型クラブ、民間も含めてですね、そう

いう部分をつくれば、そこの分で管理していた

だければいいわけですよね。 

 私が一番思うのが、人口が少ないから、指導

者がいないからということで、団体スポーツを

できないという部分はかわいそうだと思うんで

すよ。個人競技もですけども、団体競技の部分

で輪を、私もサッカーやっていましたけども、

小中とですね、やっぱりそのときの友達、先輩

たちも含めて、やっぱり仲間です。そこで輪が

生まれるし、目標もいろいろ生まれてきますよ

ね。 

 昨日ですか、ヤクルトの村上様が55号を打た

れました。ひょっとしたら野球してれば、ここ

垂水にもそういう原石の子がいるかもしれない

わけですよね。笑っちゃいけないですよ。原石

の子もいるかもしれないわけですよ。だから、

そういう部分でいろんな経験をさせてあげるべ

きだと思うんですが、そのためには、教育長、

やはり子供たちの希望、どういうスポーツをや

りたいのかという部分ですよね。それで保護者

の希望もあります。それで場所も選ばなければ

いけない。ただ、地域型のクラブをつくったと

しても、学校教育だけで終わるのかというので

はなくて、そうではなくて社会経験の部分、健

康づくりの部分ともやっぱりリンクしていくわ

けですよね。そういう方向性が私は大事だと考

えているんですが、残り時間全て教育長に差し

上げますので、残ったら市長が答弁くだされば、
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どうぞ。 

○教育長（坂元裕人）  やっぱり今議員おっし

ゃったように、スポーツの重要性というのをい

ま一度立ち止まって考える必要があるような気

がしますね。受皿の部分、指導者の部分、そし

てまた子供のニーズ、保護者の希望、地域の

方々の願い、そういったもの等をきっちり受け

止めて、そして今後、部活動のありようを考え

ていく。その先には、おっしゃるとおり社会体

育まで含めて、そしてまた市民の健康づくり、

そういったところまでリンクしていくというこ

とだろうと思います。 

 そういう意味で運動部活動をこのしおめとし

て、スポーツのありようというのも改めて見直

されますし、それがもし仮に、保護者負担が大

きいという、そういう理由だけで部活をさせな

いという不幸な子供を生まないように、それを

くれぐれも十分配慮して話を進めていきたいな

と思っています。 

 先ほど課長から答弁があったとおり、関係者

の方々とすぐにでも第１回目の会議を持って、

今後どういうふうに部活の地域移行をきっちり

ニーズを捉えながら前へ進めていくかというと

ころをしっかりと考えていきたいなと思ってお

ります。ありがとうございます。 

○感王寺耕造議員  部活動だけではなくて、他

の課とも連携しながら、生涯学習の部分もあり

ますし、また健康づくりもありますので、市長

の指揮の下でその部分を、スポーツをできる場

を確保してあげる、していくという方向性が大

事だと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 これで私の質問を終わります。ありがとうご

ざいました。 

○議長（川越信男）  本日の日程は、以上で全

部終了しました。 

   △日程報告 

○議長（川越信男）  明日15日から９月25日ま

では、議事の都合により休会とします。 

 次の本会議は、９月26日午前10時から開きま

す。 

   △散  会 

○議長（川越信男）  本日は、これにて散会し

ます。 

     午後４時37分散会 
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令和４年９月26日午前10時00分開議 

 

 

   △開  議 

○議長（川越信男）  おはようございます。定

刻、定足数に達しておりますので、ただいまか

ら休会明けの本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付いたしたと

おりであります。 

   △諸般の報告 

○議長（川越信男）  日程第１、諸般の報告を

行います。 

 この際、議長の報告を行います。 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第

３条第１項及び第22条第１項の規定により、令

和３年度健全化判断比率及び令和３年度資金不

足比率に関する報告並びに地方教育行政の組織

及び運営に関する法律第26条の規定により、令

和３年度垂水市教育委員会の事務の点検及び評

価の報告書の提出がありました。 

 以上で、議長の報告を終わります。 

   ［市長尾脇雅弥登壇］ 

○市長（尾脇雅弥）  皆さん、おはようござい

ます。今回の台風14号への対応と現時点におけ

る被害状況等につきまして御報告をいたします。 

 初めに、今回の台風により被害を受けられま

した市民の皆様方に対しまして心からお見舞い

を申し上げます。 

 まず、台風14号の概要でございます。 

 大型で非常に強い台風14号は、勢力を維持し

ながら今月18日日曜日に県内各地を暴風域に巻

き込みながら午後７時頃、鹿児島市付近に上陸

をしたところでございます。上陸時における中

心気圧は観測史上４番目に低い935ヘクトパス

カル、最大瞬間風速は市役所に設置されている

風速計で40.7メートルを記録したところでござ

います。 

 次に、本市の警戒態勢等につきまして御報告

をさせていただきます。 

 本市が強風域に入る前の16日金曜日、市役所

内で臨時課長会を開催し、避難所の運営体制や

避難所における食料品、水などの備蓄状況につ

いて、改めて点検するよう指示をしたところで

ございます。翌17日土曜日午前９時、本市にお

いて災害発生が予想されましたことから、災害

警戒本部を設置いたしますとともに、市内全域

7,330世帯の１万3,702人に対しまして警戒レベ

ル３の高齢者等避難を発令し、中央地区、牛根

地区、新城地区にそれぞれ１か所、避難所を開

設いたしました。午後３時、第１回災害警戒本

部会議を開催し、台風14号の現在の状況や各課

が行う対応について報告、確認が行われたとこ

ろでございます。その後、市内への大規模な災

害の発生が予想されましたことから、午後４時

には災害警戒本部を災害対策本部に変更し、市

内全域7,330世帯、１万3,702人に対しまして警

戒レベル４の避難指示を発令し、すでに開設し

ておりました３か所の避難所に加え、新たに６

か所の避難所を開設したところでございます。 

 これに併せ、私自らがＦＭ放送を通じまして

開設されている避難所の情報や早めの避難の呼

びかけなどを市民の皆様に対して行ったところ

でございます。その後、午後５時から７時にか

けまして市内９か所の避難所を訪問し、避難さ

れておられる方々に対しまして台風の進路等に

関する情報を提供いたしますとともに、避難所

のお困りごとなどについて直接お伺いをしたと

ころでございます。 

 翌18日日曜日午前６時半、第１回災害対策本

部会議を開催し、本市への最接近のおおよその

時間や現時点における避難者数、避難状況につ

いて確認を行ったところでございます。 

 午後に入りますと、これまでに経験したこと

がないような暴風雨となったこともあり、河川

の増水、氾濫や土砂災害の発生に十分に警戒す

るよう関係職員に対しまして指示したところで
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ございます。 

 午後６時、第２回災害対策本部会議を開催し、

避難所数や避難状況について改めて確認を行い

ますとともに、今後予想される災害等に対する

対応について協議をしたところでございます。 

 なお、避難所につきましては、ピーク時にお

きまして、市全体で203世帯、302人の方が避難

されていたところでございます。 

 翌19日月曜日午前７時半、第３回災害対策本

部会議を開催し、被害状況の確認を行いますと

ともに、停電への対応につきまして協議をいた

しました。停電につきましては、九州電力送配

電株式会社鹿屋配電事業所に対しまして、早急

に復旧作業を行うよう、私自ら強く要請を行っ

たところでございます。 

 午後８時には、鹿児島地方気象台から本市に

対しまして発表されておりました暴風波浪特別

警報が解除されました。このことから、倒木や

崩土に関する情報が市民から寄せられ、土木課

や農林課が現地確認の上、応急対応を行ったと

ころでございます。 

 午後１時半、本市における災害発生のおそれ

が低くなったことから第４回災害対策本部会議

を開催し、警戒レベル４の避難指示を解除し、

併せまして、災害対策本部を廃止いたしました。

また、これに伴いまして、今後の気象情報や災

害情報の収集を行うため、防災担当職員等によ

ります情報収集体制に移行したところでござい

ます。 

 次に、現時点における被害状況につきまして

御報告いたします。 

 家屋につきましては、住家の床下浸水が１棟、

一部損壊が111棟確認をされております。 

 土木関係につきましては、市道等への倒木が

33か所、土砂流出が８か所、河川内土砂堆積が

４河川、小規模の路肩決壊が１か所、地すべり

災害復旧箇所の拡大崩壊が１か所、確認をされ

たところでございます。 

 農林関係につきましては、農道・林道への倒

木などが38か所、水稲、インゲンなどの作物被

害が86.9ヘクタール、ビニールハウスの一部損

壊が28か所、傾斜等の一部損壊が１か所、ブロ

イラーへの被害が約6,000羽、確認をされたと

ころであり、また市の施設につきましては、堆

肥センターの屋根の一部損壊や公設市場のＬＥ

Ｄ電灯の破損が確認をされたところでございま

す。 

 水産関係につきましては、牛根漁協におきま

して、牛根境沖の養殖生けすをつなぐロープに

破損等が生じましたことから生けすが数基流さ

れましたが、全て回収することができておりま

す。私自身も組合長と漁船で沖合に出て現場を

確認いたしましたところ、既に専門業者がロー

プの破損等の復旧作業に取りかかっておりまし

た。 

 水道関係につきましては、本城川上流の第１

水源取水口に砂礫の流入による体積がありまし

たことから、早急に復旧作業を行ったところで

ございます。 

 生活環境関係につきましては、18日日曜日か

ら発生した停電の影響で牛根地区の簡易水道施

設や各家庭の井戸で地下水を汲み上げるポンプ

が稼働できず、地区住民への給水が困難となっ

ておりました。このため、できるだけ多くの飲

用水を公用車に積み、私自らすぐに現地に向か

い住民の皆さんから状況について説明を受ける

とともに、持参した飲料水を配布したところで

ございます。その後、600リットル分の飲料水

を追加で調達し、断水の影響を受けている振興

会に対し、速やかに配布したところでございま

す。 

 併せて、市が保有する大型タンク８基を活用

し、飲料水や生活用水として使用可能な水道水

3,400リットルを牛根地区の６か所において同

日午前７時までの間、給水できるよう手配をし

たところでございます。 



－168－ 

 また、停電時においても給水ポンプを使用で

きるようにするため、集落水道組合等に対し、

発電機の手配も行ったところでございます。 

 大型タンクを使用した給水活動につきまして

は、停電による断水等が発生した大野地区や錦

江町定住促進住宅においても実施をしたところ

でございます。 

 学校関係につきましては、垂水中央中学校で

は、給食コンテナ室の窓ガラスが２枚、また、

垂水小学校では、校舎の窓ガラスが３枚破損を

していることが確認をされましたことから、コ

ンパネ等で応急措置を行った上で専門業者に修

繕を依頼したところでございます。水之上小学

校では、倒れた樹木により遊具が破損していた

ため、児童の安全を確保するため、倒れた樹木、

遊具ともに撤去したところでございます。新城

小学校、水之上小学校、同校教頭教職員住宅に

おきまして、合わせて11本の倒木が確認をされ

ましたことから、速やかに撤去したところでご

ざいます。牛根小学校では、20日火曜日、停電

により揚水ポンプが稼働せず断水が発生をした

ことから休校としたところでございます。同日

夕方には電気が復旧し、翌日以降、通常授業を

行っております。 

 次に、台風の接近時における消防活動につい

て御報告をいたします。 

 17日土曜日午前中、市内全域の防潮堤を閉鎖

し、翌18日日曜日には、水防警報に伴い河川巡

視を実施したところでございます。 

 消防団につきましては、避難指示に従い、市

内９つの全ての分団が出動し、避難広報及び地

域の巡視を実施したところでございます。 

 また、救急事案も５件発生しており、安全を

確保しながら医療機関へ搬送したところでござ

います。 

 今回の台風14号では、未曽有の災害発生も危

惧したところでありますが、河川の氾濫もなく、

また亡くなられた方もいらっしゃらなかったこ

とに安堵しております。市民の皆様や関係機関

の皆様による事前の防災対応等への御協力など

により、大きな災害が発生しなかったものと考

えております。避難行動や台風対策に御協力を

くださいました市民の皆様、関係機関の皆様に

対しまして、改めて心から感謝を申し上げます。

本市といたしましては、これからも台風14号の

災害復旧に向け、引き続き全力で取り組んでま

いります。 

 以上で終わります。 

○議長（川越信男）  以上で、諸般の報告を終

わります。 

   △議案第36～議案第40号、議案第45号～

議案第54号、陳情第19号・陳情第20

号一括上程 

○議長（川越信男）  日程第２、議案第36号か

ら日程第６、議案第40号及び日程第７、議案第

45号から日程第16、議案第54号までの議案15件

並びに日程第17、陳情第19号及び日程第18、陳

情第20号の陳情２件を一括議題といたします。 

 件名の朗読を省略いたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第36号 垂水市職員の育児休業等に関する

条例の一部を改正する条例 案 

議案第37号 垂水市税条例等の一部を改正する

条例 案 

議案第38号 垂水市国民健康保険基金条例の一

部を改正する条例 案 

議案第39号 垂水市議会議員及び垂水市長の選

挙における選挙運動用自動車の使用の公

営に関する条例の一部を改正する条例 

案 

議案第40号 垂水市議会議員及び垂水市長の選

挙における選挙運動用ビラ並びに選挙運

動用ポスターの作成の公営に関する条例

の一部を改正する条例 案 

議案第45号 令和４年度垂水市一般会計補正予

算（第３号） 案 
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議案第46号 令和４年度垂水市国民健康保険特

別会計補正予算（第１号） 案 

議案第47号 令和４年度垂水市後期高齢者医療

特別会計補正予算（第１号） 案 

議案第48号 令和４年度垂水市介護保険特別会

計補正予算（第１号） 案 

議案第49号 令和４年度垂水市漁業集落排水処

理施設特別会計補正予算（第１号） 案 

議案第50号 令和４年度垂水市簡易水道事業特

別会計補正予算（第２号） 案 

議案第51号 令和４年度垂水市水道事業会計補

正予算（第１号） 案 

議案第52号 令和４年度垂水市病院事業会計補

正予算（第２号） 案 

議案第53号 垂水市産業開発促進条例の一部を

改正する条例 案 

議案第54号 令和４年度垂水市一般会計補正予

算（第４号） 案 

陳情第19号 議会における多様な人材の活躍で

きる環境整備を求める陳情 

陳情第20号 川内原発の運転期間を20年延長し

ないことを求める陳情 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（川越信男）  ここで、各常任委員長の

審査報告を求めます。 

 最初に、産業厚生委員長、梅木勇議員。 

   ［産業厚生委員長梅木 勇議員登壇］ 

○産業厚生委員長（梅木 勇）  おはようござ

います。去る９月２日及び13日の本会議におい

て、産業厚生常任委員会付託となりました各案

件について、９月15日に委員会を開き審査をい

たしましたので、その結果を報告いたします。 

 最初に、議案第45号令和４年度垂水市一般会

計補正予算（第３号）案中の福祉課の所管費目

について説明があり、訪問給食について、食事

のメニュー、または内容について質問があり、

訪問給食の利用者に今後調査等を行い、検討し

ていきたいとの答弁がありました。 

 次に、保健課の所管費目について説明があり、

昨年、看護師等がたくさん辞めてしまった事例

があるが、現在、人的配置はしっかりできてい

るのかとの質問に対し、現在、元の状態に戻っ

ているとの答弁がありました。 

 次に、生活環境課の所管費目について説明が

あり、環境センターの将来的な方向性について

の質疑に対し、具体的な方向性については現在

のところ決まっていないが、築22年が経過して

おり、ごみ処理では、肝属地区清掃センターへ

の広域化というものいうのもあるので、近隣の

鹿屋市などと協議していきたいとの答弁があり

ました。 

 前に農業委員会の所管費目については、特段

質疑はありませんでした。 

 次に、農林課の所管費目について説明があり、

審査の過程において、荒廃農地再生事業補助金

や南州農場との協定についての質疑がありまし

た。 

 次に、水産商工観光課の所管費目については、

秋の産業祭の実施判断についての質疑に対し、

実行委員会を３回開催することとなるが、今の

ところ実施する方向で進めている。今回はテイ

クアウトをメインとして実施する予定であるが、

実行委員会で状況を見ながら判断したいとの答

弁がありました。 

 また、プレミアム付商品券について、使用さ

れるのが大型店舗に偏っている状況であるが、

どのように考えているのかとの質問があり、垂

水市は実体的に大型店舗に偏る状況なので、商

工会が大型店舗以外の店にも行ってもらうよう

な取組をするとの答弁がありました。 

 次に、土木課の所管費目については、様々な

質疑が交わされ、市道、その他小さな道路の標

識の整備をしっかりしてほしいとの要望があり

ました。審査の後、本案の採決を行ったところ、

原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第54号令和４年度垂水市一般会計
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補正予算（第４号）案中の保健課の所管費目に

ついて説明があり、12歳以上の子供の新型コロ

ナウイルスワクチン接種の現状について質疑が

あり、12歳から17歳の接種状況は46.3％との回

答がありました。 

 また、その他で、発達障害を持っている子供

の支援について要望がありました。 

 次に、水産商工観光課の所管費目について説

明があり、牛根漁港の浮桟橋増設の経緯につい

て質疑が交わされました。審査の後、本案の採

決を行ったところ、原案のとおり可決されまし

た。 

 次に、議案第48号令和４年度垂水市介護保険

特別会計補正予算（第１号）案については、特

段質疑はなく、採決の結果、原案のとおり可決

されました。 

 次に、議案第49号令和４年度垂水市漁業集落

排水処理施設特別会計補正予算（第１号）案に

ついては、特段質疑はありませんでしたが、そ

の他で、境地区のマンホールの騒音問題につい

ての質問があり、把握はしているが引き続き調

査、協議しながら解決するように努めたいとの

回答がありました。審査の後、本案の採決を行

ったところ、原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第50号令和４年度垂水市簡易水道

事業特別会計補正予算（第２号）案及び議案第

51号令和４年度垂水市水道事業会計補正予算

（第１号）案については、特段質疑はなく、採

決の結果、いずれも原案のとおり可決されまし

た。 

 次に、議案第52号令和４年度垂水市病院事業

会計補正予算（第２号）案については、特段質

疑はなく、採決の結果、原案のとおり可決され

ました。 

 最後に、陳情第20号川内原発の運転期間を20

年延長しないことを求める陳情について申し上

げます。 

 審査に当たり、委員から慎重に審査をする必

要があるため、継続審査がよいのではとの意見

が出されました。審査の後、本案の取扱いにつ

いて採決を行ったところ、賛成多数で継続審査

となりました。 

 以上で報告を終わります。 

○議長（川越信男）  次に、総務文教委員長、

池山節夫議員。 

   ［総務文教委員長池山節夫議員登壇］ 

○総務文教委員長（池山節夫）  おはようござ

います。去る９月２日及び13日の本会議におい

て、総務文教常任委員会付託となりました各案

件について、９月16日に委員会を開き審査いた

しましたので、その結果を報告いたします。 

 最初に、議案第36号垂水市職員の育児休業等

に関する条例の一部を改正する条例案について

申し上げます。 

 審査の過程において、育児休業を取得しやす

い環境整備について質疑があり、常勤職員と同

様に毎年、代替職員の予算計上をしている。会

計年度任用職員が育児休業を取得した場合、新

たに会計年度任用職員で代替えする対応を考え

ているとの回答がありました。審査の後、本案

の採決を行ったところ、原案のとおり可決され

ました。 

 次に、議案第37号垂水市税条例等の一部を改

正する条例案について申し上げます。 

 審査の過程において、改正の目的等について

質疑があったほか、総合課税、分離課税は統一

されるのかとの質問があり、山林や総合課税等

は従前の形で課税される。今回は特定配当等・

特定株式等譲渡所得について統一されるとの回

答がありました。審査の後、本案の採決を行っ

たところ、原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第38号垂水市国民健康保険基金条

例の一部を改正する条例案について、特段質疑

はなく、本案の採決を行ったところ、原案のと

おり可決されました。 

 次に、議案第39号垂水市議会議員及び垂水市
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長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公

営に関する条例の一部を改正する条例案及び議

案第40号垂水市議会議員及び垂水市長の選挙に

おける選挙運動用ビラ並びに選挙運動用ポス

ターの作成の公営に関する条例の一部を改正す

る条例案について申し上げます。 

 審査の過程において、単価が引き上げられた

要因や根拠法の改正の判断時期に関する質疑が

ありました。審査の後、本案の採決を行ったと

ころ、いずれも原案のとおり可決されました。 

 次に、議案第53号垂水市産業開発促進条例の

一部を改正する条例案について、特段質疑はな

く、本案の採決を行ったところ、原案のとおり

可決されました。 

 次に、議案第45号令和４年度垂水市一般会計

補正予算（第３号）案中の総務課、市民課、財

政課及び学校教育課の所管費目について、特段

質疑はありませんでした。 

 次に、企画政策課の所管費目では、まちづく

り交付金事業について質疑があったほか、本市

転入者への意見集約や今後に生かす取組につい

て質疑が交わされ、アンケートの形では取り組

んでいないため、今後そういった視点を取り入

れて考えていきたいとの回答がありました。 

 次に、教育総務課の所管費目については、

小・中学校のバリアフリー状況調査や体育館の

空調、学校給食費の積算時期について質疑が交

わされました。 

 次に、社会教育課の所管費目については、文

化会館の修繕のほか、庭球場のナイター設備の

修繕について質疑があり、発注から３か月後以

内に完成させたいとの回答がありました。 

 次に、地方債・歳入全款の審査に入り、財政

課の所管費目では、繰越金について質疑があり、

国庫返還見込み分も含むため、繰越金全てを事

業に使えるわけではないとの回答がありました。

全ての所管費目について審査を終え、本案の採

決を行ったところ、原案のとおり可決されまし

た。 

 次に、議案第54号令和４年度垂水市一般会計

補正予算（第４号）案の地方債・歳入全款の審

査における財政課の所管費目では、牛根麓漁港

広域漁港整備事業負担金の質疑が交わされまし

た。審査の後、本案の採決を行ったところ、原

案のとおり可決されました。 

 次に、議案第46号令和４年度垂水市国民健康

保険特別会計補正予算（第１号）案について説

明があり、未就学児均等割保険料軽減制度の法

的根拠について質疑があり、国の普通交付税の

繰出基準の中で当制度に係る繰出基準が示され

ているとの回答がありました。審査の後、本案

の採決を行ったところ、原案のとおり可決され

ました。 

 次に、議案第47号垂水市後期高齢者医療特別

会計補正予算（第１号）案について、特段質疑

はなく、本案の採決を行ったところ、原案のと

おり可決されました。 

 最後に、陳情第19号議会における多様な人材

の活躍できる環境整備を求める陳情については、

タイトルと目的に整合性がない。本市の縦長の

地形から多様な地域の意見を反映させるために

は議員は減らせない。改めて陳情者の話を聞く

場を設けるため、継続審査はどうかなどの意見

が交わされました。審査後の採決の結果、賛成

少数により不採択となりました。 

 以上で報告を終わります。 

○議長（川越信男）  ただいまの報告に対して、

これから質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  質疑なしと認めます。 

 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

 討論はありませんか。 

   ［「なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  討論なしと認めます。 
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 これで討論を終わります。 

 最初に、議案からお諮りいたします。 

 議案第36号から議案第40号まで及び議案第45

号から議案第54号までの議案15件については、

各委員長の報告のとおり決することに御異議あ

りませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、議案第36号から議案第45号までの及

び議案第45号から議案第54号までの議案15件に

ついては、各委員長の報告のとおり決定いたし

ました。 

 次に、陳情をお諮りいたします。 

 陳情第19号に対する委員長の報告は不採択で

ありますので、原案について起立により採決い

たします。 

 本陳情を採択とすることに賛成の方は御起立

願います。 

   ［賛成者起立］ 

○議長（川越信男）  起立少数でございます。 

 よって、陳情第19号は不採択とすることに決

定いたしました。 

 次に、陳情第20号を委員長の報告のとおり決

することに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、陳情第20号は閉会中の継続審査とす

ることに決定いたしました。 

   △議案第55号～議案第63号一括上程 

○議長（川越信男）  日程第19、議案第55号か

ら日程第27、議案第63号までの議案９件を一括

議題といたします 

 件名の朗読を省略いたします。 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

議案第55号 令和３年度垂水市一般会計歳入歳

出決算認定について 

議案第56号 令和３年度垂水市国民健康保険特

別会計歳入歳出決算認定について 

議案第57号 令和３年度垂水市交通災害共済特

別会計歳入歳出決算認定について 

議案第58号 令和３年度垂水市地方卸売市場特

別会計歳入歳出決算認定について 

議案第59号 令和３年度垂水市老人保健施設特

別会計歳入歳出決算認定について 

議案第60号 令和３年度垂水市漁業集落排水処

理施設特別会計歳入歳出決算認定につい

て 

議案第61号 令和３年度垂水市介護保険特別会

計歳入歳出決算認定について 

議案第62号 令和３年度垂水市簡易水道事業特

別会計歳入歳出決算認定について 

議案第63号 令和３年度垂水市後期高齢者医療

特別会計歳入歳出決算認定について 

癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩癩 

○議長（川越信男）  お諮りいたします。 

 各決算については、６人の委員をもって構成

する決算特別委員会を設置し、これに付託の上、

閉会中の継続審査とすることにしたいと思いま

す。これに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、各決算については、６人の委員をも

って構成する決算特別委員会を設置し、これに

付託の上、閉会中の継続審査とすることに決定

いたしました。 

 お諮りいたします。 

 ただいま設置されました決算特別委員会委員

の選任については、委員会条例第８条第１項の

規定により、德留邦治議員、池山節夫議員、堀

内貴志議員、前田隆議員、森武一議員、新原勇

議員、以上６人を指名したいと思います。これ

に御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、ただいま指名いたしました６人を決

算特別委員会委員に選任することに決定いたし
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ました。 

   △議会運営委員会の閉会中の所掌事務調

査の件について 

○議長（川越信男）  次に、日程第28、議会運

営委員会の閉会中の所掌事務調査の件について

を議題とします。 

 議会運営委員長から、会議規則第103条の規

定により、お手元に配付した申出書のとおり、

閉会中の継続調査の申出があります。 

 お諮りします。 

 委員長からの申出のとおり、閉会中の継続調

査とすることに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、委員長からの申出のとおり、閉会中

の継続調査とすることに決定しました。 

   △各常任委員会の閉会中の所管事務調査

の件について 

○議長（川越信男）  次に、日程第29、各常任

委員会の閉会中の所管事務調査の件についてを

議題とします。 

 各常任委員長から、所管事務のうち、会議規

則第103条の規定により、お手元に配付した申

出書のとおり、閉会中の継続調査の申出があり

ます。 

 お諮りします。 

 各常任委員長からの申出のとおり、閉会中の

継続調査とすることに御異議ありませんか。 

   ［「異議なし」の声あり］ 

○議長（川越信男）  異議なしと認めます。 

 よって、各委員長からの申出のとおり、閉会

中の継続調査とすることに決定しました。 

 以上で、本日の日程は全部終了いたしました。 

 これで、本定例会に付議されました案件は全

部議了いたしました。 

   △閉  会 

○議長（川越信男）  これをもちまして、令和

４年第３回垂水市議会定例会を閉会いたします。 

     午前10時35分閉会 
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